　第７類　火災予防等

第１章　火災予防

○東十勝消防事務組合火災予防条例（昭和61年条例第３号）
○東十勝消防事務組合火災予防条例施行規則（昭和62年規則第９号）

○東十勝消防事務組合火災予防条例第３条第２項第３号、第16条第１項第９号及び第26条第１項第13号の規定により消防長が指定する者の指定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成４年指定第１号）

○東十勝消防事務組合火災予防条例第21条第１項の規定により、消防長が指定する日本工業規格の指定　（平成４年指定第２号）
○東十勝消防事務組合火災予防条例第32条第１項の規定により、消防長が指定する場所の指定　　　　　（昭和62年指定第１号）
○東十勝消防事務組合火災予防条例第51条第２項の規定により、消防長が指定する者の指定　　　　　　（昭和62年指定第２号）
○東十勝消防事務組合火災予防条例第60条の規定により、消防長が指定する防火対象物の指定　　　　　（昭和62年指定第３号）

○東十勝消防事務組合火災予防条例第64条第１項の規定により、消防長が指定する洞道等の指定　　　　（昭和62年指定第４号）
○東十勝消防事務組合消防職員及び消防団員の立入検査証に関する規則（昭和50年規則第８号）
○消防法施行令第35条第１項第２号の規定により、消防長が指定する防火対象物（昭和53年指定第１号）

○消防法施行令第36条第２項第２号の規定により、消防長が指定する防火対象物（昭和53年指定第２号）

〇東十勝消防事務組合火災調査要網（昭和61年訓令第１号）

○東十勝消防事務組合再燃火災防止要網（平成13年要綱第１号）
○東十勝消防事務組合違反処理規程（平成３年訓令第２号）
○東十勝消防事務組合違反処理規程事務処理要領（平成３年要領第１号）
○防火対象物に係る消防法違反公表要綱（昭和58年要綱第１号）

○東十勝消防事務組合少年婦人防火協議会会則（昭和56年防火協議会会則第１号）
○東十勝消防事務組合幼年少年婦人防火協議会表彰要綱（昭和59年防火協議会要綱第１号）
○東十勝消防事務組合消防設備士免状の返納命令に関する事務処理要領（平成５年要領第３号）

○北海道広域消防相互応援協定（平成３年２月13日）

○北海道広域消防相互応援協定覚書（平成３年２月13日）

○十勝管内各消防本部相互における北海道広域消防相互応援協定に基づく申合せ事項（平成３年３月20日）

○北海道広域消防相互応援協定に基づく申合せ事項（平成17年10月11日）

○道東自動車道における北海道広域消防相互応援協定に基づく申し合わせ事項（平成７年10月26日）

○道東自動車道における北海道広域消防相互応援協定に基づく申し合わせ事項（平成15年６月５日）
○道東自動車道（本別ＩＣから浦幌ＩＣ間）における北海道広域消防相互応援協定に基づく申し合わせ事項
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成21年11月19日）
○北海道消防防災ヘリコプター応援協定（平成８年６月25日）

○東十勝消防事務組合予防技術資格者運用要綱（平成18年要綱第２号）

○東十勝消防事務組合消防団協力事業所表示制度実施要綱（平成21年要綱第２号）

○東十勝消防事務組合の特殊標章及び身分証明書に関する交付要綱（平成19年要綱第１号）
○消火薬剤無償詰め替え等に関する要綱（平成24年要綱第３号）
○防火対象物に係る防火基準適合表示要綱（平成26年要綱第１号）

第２章　危険物規制

○危険物の規制に関する規則（昭和53年規則２号）
○東十勝消防事務組合危険物取扱者免状の返納命令に関する事務処理要領（平成５年要領第２号）

第３章　救急業務

○東十勝消防事務組合救急業務実施規程（昭和58年訓令第１号）
○行方不明者捜索出動実施要綱（平成５年要綱第１号）
○応急手当の普及啓発活動の推進に関する要綱（平成24年要綱第４号）
○東十勝消防事務組合口頭指導に関する実施基準（平成19年訓令第４号）

○東十勝消防事務組合事後検証実施要領（平成19年要領第２号）
○東十勝消防事務組合医薬品等管理要領（平成18年要領第１号）
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附則
第１章　総則
（目的）
第１条　この条例は、消防法（昭和23年法律第186号。以下「法」という。）第９条の規定に基づき火を使用する設備の位置、構造及び管理の基準等について、法第９条の２の規定に基づき住宅用防災機器の設置及び維持に関する基準等について、法第９条の４の規定に基づき指定数量未満の危険物等の貯蔵及び取扱いの基準等について並びに法第22条第４項の規定に基づき火災に関する警報の発令中における火の使用の制限について定めるとともに、東十勝消防事務組合における火災予防上必要な事項を定めることを目的とする。

第２章　削除
第２条　削除
第３章　火を使用する設備の位置、構造及び管理の基準等
第１節　火を使用する設備及びその使用に際し、火災の発生のおそれのある設備の位置、構造及び管理の基準
（炉）
第３条　炉の位置及び構造は、次に掲げる基準によらなければならない。
(1)　火災予防上安全な距離を保つことを要しない場合（不燃材料（建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第９号に規定する不燃材料をいう。以下同じ。）で有効に仕上げをした建築物等（消防法施行令（昭和36年政令第37号。以下「令」という。）第５条第１項第１号に規定する建築物等をいう。以下同じ。）の部分の構造が耐火構造（建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造をいう。以下同じ。）であって、間柱、下地その他主要な部分を準不燃材料（建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第１条第５号に規定する準不燃材料をいう。以下同じ。）で造ったものである場合又は当該建築物等の部分の構造が耐火構造以外の構造であって、間柱、下地その他主要な部分を不燃材料で造ったもの（有効に遮熱できるものに限る。）である場合をいう。以下同じ。）を除き、建築物等及び可燃性の物品から次の各号に掲げる距離のうち、火災予防上安全な距離として消防署長が認める距離以上の距離を保つこと。
イ　別表第３の炉の項に掲げる距離
ロ　対象火気設備等及び対象火気器具等の離隔距離に関する基準（平成14年消防庁告示第１号）により得られる距離
(2)　可燃物が落下し、又は接触するおそれのない位置に設けること。

(3)　可燃性のガス又は蒸気が発生し、又は滞留するおそれのない位置に設けること。
(4)　階段、避難口等の附近で避難の支障となる位置に設けないこと。
(5)　燃焼に必要な空気を取り入れることができ、かつ、有効な換気を行うことができる位置に設けること。
(6)　屋内に設ける場合にあっては、土間又は不燃材料のうち金属以外のもので造った床上に設けること。ただし、金属で造った床上又は台上に設ける場合において防火上有効な措置を講じたときは、この限りでない。
(7)　使用に際し、火災の発生のおそれのある部分を不燃材料で造ること。
(8)　地震その他の振動又は衝撃（以下「地震等」という。）により容易に転倒し、亀裂し、又は破損しない構造とすること。
(9)　表面温度が過度に上昇しない構造とすること。
(10) 屋外に設ける場合にあっては、風雨等により口火及びバーナーの火が消えないような措置を講ずること。ただし、第17号の２イに掲げる装置を設けたものにあっては、この限りでない。
(11) 開放炉又は常時油類その他これらに類する可燃物を煮沸する炉にあっては、その上部に不燃性の天蓋及び排気筒を屋外に通ずるように設けるとともに、火粉の飛散又は火炎の伸長により火災の発生のおそれのあるものにあっては、防火上有効な遮へいを設けること。
(12) 溶融物があふれるおそれのある構造の炉にあっては、あふれた溶融物を安全に誘導する装置を設けること。

(13) 熱風炉に附属する風道については、次によること。
イ　風道並びにその被覆及び支わくは、不燃材料で造るとともに、風道の炉に近接する部分に防火ダンパーを設けること。
ロ　炉からイの防火ダンパーまでの部分及び当該防火ダンパーから２メートル以内の部分は、建築物等の可燃性の部分及び可燃性の物品との間に15センチメートル以上の距離を保つこと。ただし、厚さ10センチメートル以上の金属以外の不燃材料で被覆する部分については、この限りでない。
ハ　吸気口は、じんあいの混入を防止する構造とすること。
(14) 薪、石炭その他の固体燃料を使用する炉にあっては、たき口から火粉等が飛散しない構造とするとともに、ふたのある不燃性の取灰入れを設けること。この場合において不燃材料以外の材料で造った床上に取灰入れを設けるときは、不燃材料で造った台上に設けるか、又は防火上有効な底面通気をはかること。
(15) 固体燃料の置場及び灰捨場については、次によること。
イ　多量の燃料を使用する場合の燃料置場は、火源と火災予防上安全な距離を保つとともに、必要に応じて防火上有効なへい等を設けること。
ロ　灰捨場は、不燃材料で造り、建築物又は工作物の可燃性の部分から火災予防上安全な距離を保つこと。ただし、十分な広さを有する空地等に灰捨場を設ける場合で、燃えがら等の飛散しないよう火災予防上安全な措置を講じたときは、この限りでない。

(16) 灯油、重油その他の液体燃料を使用する炉の附属設備は、次によること。
イ　燃料タンクは、使用中燃料がもれ、あふれ、又は飛散しない構造とすること。
ロ　燃料タンクは、地震等により容易に転倒又は落下しないように設けること。
ハ　燃料タンクとたき口との間には、２メートル以上の水平距離を保つか、又は防火上有効な遮へいを設けること。ただし、油温が著しく上昇するおそれのない燃料タンクにあっては、この限りでない。

ニ　燃料タンクは、その容量（タンクの内容積の90パーセントの量をいう。以下同じ。）に応じ、次の表に掲げる厚さの鋼板又はこれと同等以上の強度を有する金属板で気密に造ること。

	タンクの容量
	板　　厚

	５リットル以下
	0.6ミリメートル以上

	５リットルを超え20リットル以下
	0.8ミリメートル以上

	20リットルを超え40リットル以下
	1.0ミリメートル以上

	40リットルを超え100リットル以下
	1.2ミリメートル以上

	100リットルを超え250リットル以下
	1.6ミリメートル以上

	250リットルを超え500リットル以下
	2.0ミリメートル以上

	500リットルを超え1,000リットル以下
	2.3ミリメートル以上

	1,000リットルを超え2,000リットル以下
	2.6ミリメートル以上

	2,000リットルを超えるもの
	3.2ミリメートル以上


ホ　燃料タンクを屋内に設ける場合にあっては、不燃材料で造った床上に設けること。ただし、100リットル未満のものにあっては、この限りでない。
へ　燃料タンクの架台は、不燃材料で造ること。
ト　燃料タンクの配管には、タンク直近の容易に操作できる位置に開閉弁を設けること。ただし、地下に埋設する燃料タンクにあっては、この限りでない。
チ　燃料タンク又は配管には、有効なろ過装置を設けること。ただし、ろ過装置が設けられた炉の燃料タンク又は配管にあっては、この限りでない。
リ　燃料タンクには、見やすい位置に燃料の量を自動的に覚知することができる装置を設けること。この場合において、当該装置がガラス管で作られているときは、金属管等で安全に保護すること。
ヌ　燃料タンクは、水抜きができる構造とすること。
ル　燃料タンクには、通気管又は通気口を設けること。この場合において、当該燃料タンクを屋外に設けるときは、当該通気管又は通気口の先端から雨水が浸入しない構造とすること。
ヲ　燃料タンクの外面には、さび止めのための措置を講ずること、ただし、アルミニウム合金、ステンレス鋼その他さびにくい材質で作られた燃料タンクにあっては、この限りでない。
ワ　燃焼装置に過度の圧力がかかるおそれのある炉にあっては、異常燃焼を防止するための減圧装置を設けること。

カ　燃料を予熱する方式の炉にあっては、燃料タンク又は配管を直火で予熱しない構造とするとともに、過度の予熱を防止する措置を講ずること。
(17) 液体燃料又はプロパンガス、石炭ガスその他の気体燃料を使用する炉にあっては、多量の未燃ガスが滞留せず、かつ、点火及び燃焼の状態が確認できる構造とするとともに、その配管については、次によること。
イ　金属管を使用すること。ただし、燃焼装置、燃料タンク等に接続する部分で金属管を使用することが構造上又は使用上適当でない場合は、当該燃料に侵されない金属管以外の管を使用することができる。
ロ　接続は、ねじ接続、フランジ接続、溶接等とすること。ただし、金属管と金属管以外の管を接続する場合にあっては、さし込み接続とすることができる。
ハ　ロのさし込み接続による場合は、その接続部分をホースバンド等で締めつけること。
(17の２) 液体燃料又は気体燃料を使用する炉にあっては、必要に応じ次の安全装置を設けること。
イ　炎が立ち消えた場合等において安全を確保できる装置。
ロ　未燃ガスが滞留するおそれのあるものにあっては、点火前及び消火後に自動的に未燃ガスを排出できる装置。
ハ　炉内の温度が過度に上昇するおそれのあるものにあっては、温度が過度に上昇した場合において自動的に燃焼を停止できる装置。
ニ　電気を使用して燃焼を制御する構造又は燃料の予熱を行う構造のものにあっては、停電時において自動的に燃焼を停止できる装置。
(17の３) 気体燃料を使用する炉の配管、計量器等の附属設備は、電線、電気開閉器その他の電気設備が設けられているパイプシャフト、ピットその他の漏れた燃料が滞留するおそれのある場所には設けないこと。ただし、電気設備に防爆工事等の安全措置を講じた場合においては、この限りでない。
(18) 電気を熱源とする炉にあっては、次によること。
イ　電線、接続器具等は、耐熱性を有するものを使用するとともに、短絡を生じないように措置すること。

ロ　炉内の温度が過度に上昇するおそれのあるものにあっては、必要に応じ温度が過度に上昇した場合において自動的に熱源を停止できる装置を設けること。

２　炉の管理は、次に掲げる基準によらなければならない。
(1)　炉の周囲は、常に整理及び清掃に努めるとともに燃料その他の可燃物をみだりに放置しないこと。

(2)　炉及びその附属設備は、必要な点検及び整備を行い、火災予防上有効に保持すること。
(3)　液体燃料を使用する炉及び電気を熱源とする炉にあっては、前号の点検及び整備を必要な知識及び技能を有する者として消防長が指定するものに行わせること。
(4)　本来の使用燃料以外の燃料を使用しないこと。
(5)　燃料の性質等により異常燃焼を生ずるおそれのある炉にあっては、使用中監視人を置くこと。ただし、異常燃焼を防止するために必要な措置を講じたときは、この限りでない。
(6)　燃料タンクは、燃料の性質等に応じ、遮光し又は転倒若しくは衝撃を防止するために必要な措置を講ずること。
３　入力350キロワット以上の炉にあっては、不燃材料で造った壁、柱、床及び天井（天井のない場合にあっては、はり又は屋根）で区画され、かつ、窓及び出入口等に防火戸（建築基準法第２条第９号の２ロに規定する防火設備であるものに限る。以下同じ。）を設けた室内に設けること。ただし、炉の周囲に有効な空間を保有する等防火上支障のない措置を講じた場合においては、この限りでない。
４　前３項に規定するもののほか、液体燃料を使用する炉の位置、構造及び管理の基準については、第39条及び第40条の２から第40条の５まで（第40条の４第２項第１号から第３号まで及び第８号を除く。）の規定を準用する。
（ふろがま）

第４条　ふろがまの構造は、次に掲げる基準によらなければならない。
(1)　かま内にすすが付着しにくく、かつ、目詰まりしにくい構造とすること。
(2)　気体燃料又は液体燃料を使用するふろがまには、空だきをした場合に自動的に燃焼を停止できる装置を設けること。
２　前項に規定するもののほか、ふろがまの位置、構造及び管理の基準については、前条（第１項第11号及び第12号を除く。）の規定を準用する。
（温風暖房機）

第５条　温風暖房機の位置及び構造は、次に掲げる基準によらなければならない。
(1)　加熱された空気に、火粉、煙、ガス等が混入しない構造とし、熱交換部分を耐熱性の金属材料等で造ること。
(2)　温風暖房機に附属する風道にあっては、不燃材料以外の材料による仕上又はこれに類似する仕上げをした建築物等の部分及び可燃性の物品との間に次の表に掲げる式によって算定した数値（入力70キロワット以上のものに附属する風道にあっては、算定した数値が15以下の場合は、15とする。）以上の距離を保つこと。ただし、厚さ２センチメートル以上（入力70キロワット以上のものに附属する風道にあっては、10センチメートル以上）の金属以外の不燃材料で被覆する部分については、この限りでない。

	風道からの方向
	距離（単位センチメートル）

	上　　方
	Ｌ×0.70

	側　　方
	Ｌ×0.55

	下　　方
	Ｌ×0.45

	この表においてＬは、風道の断面が円形の場合は直径、矩形の場合は長辺の長さとする。


２　前項に規定するもののほか、温風暖房機の位置、構造及び管理の基準については、第３条（第１項第11号及び第12号を除く。）の規定を準用する。
（厨房設備）

第５条の２　調理を目的として使用するレンジ、フライヤー、かまど等の設備（以下「厨房設備」という。）の位置、構造及び管理は、次に掲げる基準によらなければならない。
(1)　厨房設備に附属する排気ダクト及び天蓋（以下「排気ダクト等」という。）は、次によること。
イ　排気ダクト等は、耐食性を有する鋼板又はこれと同等以上の耐食性及び強度を有する不燃材料で造ること。ただし、当該厨房設備の入力及び使用状況から判断して火災予防上支障がないと認められるものにあっては、この限りでない。
ロ　排気ダクト等の接続は、フランジ接続、溶接等とし、気密性のある接続とすること。

ハ　排気ダクト等は、建築物等の可燃性の部分及び可燃性の物品との間に10センチメートル以上の距離を保つこと。ただし、金属以外の不燃材料で有効に被覆する部分については、この限りでない。
ニ　排気ダクトは、十分に排気を行うことができるものとすること。
ホ　排気ダクトは、直接屋外に通ずるものとし、他の用途のダクト等と接続しないこと。
へ　排気ダクトは、曲り及び立下りの箇所を極力少なくし、内面を滑らかに仕上げること。
(2)　油脂を含む蒸気を発生させるおそれのある厨房設備の天蓋は、次によること。
イ　排気中に含まれる油脂等の付着成分を有効に除去することができるグリスフィルター、グリスエクストラクター等の装置（以下「グリス除去装置」という。）を設けること。ただし、排気ダクトを用いず天蓋から屋外へ直接排気を行う構造のものにあっては、この限りでない。
ロ　グリス除去装置は、耐食性を有する鋼板又はこれと同等以上の耐食性及び強度を有する不燃材料で造られたものとすること。ただし、当該厨房設備の入力及び使用状況から判断して火災予防上支障がないと認められるものにあっては、この限りでない。

ハ　排気ダクトヘの火炎の伝送を防止する装置（以下「火炎伝送防止装置」という。）を設けること。ただし、排気ダクトを用いず天蓋から屋外へ直接排気を行う構造のもの又は排気ダクトの長さ若しくは当該厨房設備の入力及び使用状況から判断して火災予防上支障がないと認められるものにあっては、この限りでない。
ニ　次に掲げる厨房設備に設ける火炎伝送防止装置は、自動消火装置とすること。
(ｲ) 令別表第１(1)項から(4)項まで、(5)項イ、(6)項、(9)項イ、(16)項イ、(16の２)項及び(16の３)項に掲げる防火対象物の地階に設ける厨房設備で当該厨房設備の入力と同一厨房室内に設ける他の厨房設備の入力の合計が350キロワット以上のもの
(ﾛ) (ｲ)に掲げるもののほか、高さ31メートルを超える建築物に設ける厨房設備で当該厨房設備の入力と同一厨房室内に設ける他の厨房設備の入力の合計が350キロワット以上のもの
(3)　天蓋、グリス除去装置及び火炎伝送防止装置は、容易に清掃ができる構造とすること。
(4)　天蓋及び天蓋と接統する排気ダクト内の油脂等の清掃を行い、火災予防上支障のないように維持管理すること。
２　前項に規定するもののほか、厨房設備の位置、構造及び管理の基準については、第３条（第１項第11号から第13号までを除く。）の規定を準用する。この場合において第３条第３項の規定中「入力」とあるのは、「当該厨房設備の入力と同一厨房室内に設ける他の厨房設備の入力の合計が」と読み替えるものとする。
（ボイラー）

第６条　ボイラーの構造は、次に掲げる基準によらなければならない。

(1)　蒸気管は、可燃性の壁、床、天井等を貫通する部分及びこれらに接触する部分を、けいそう土その他の遮熱材料で有効に被覆すること。

(2)　蒸気の圧力が異常に上昇した場合に自動的に作動する安全弁その他の安全装置を設けること。
２　前項に規定するもののほか、ボイラーの位置、構造及び管理の基準については、第３条（第１項第11号及び第12号を除く。）の規定を準用する。
（ストーブ）

第７条　ストーブ（移動式のものを除く。以下この条において同じ。）のうち、固体燃料を使用するものにあっては、不燃材料で造ったたき殻受けを付設しなければならない。
２　前項に規定するもののほか、ストーブの位置、構造及び管理の基準については、第３条（第１項第11号から第13号までを除く。）の規定を準用する。
（壁付暖炉、ペチカ及びオンドル）
第８条　壁付暖炉の位置及び構造は、次に掲げる基準によらなければならない。
(1)　背面及び側面と壁等との間に10センチメートル以上の距離を保つこと。ただし、壁等が耐火構造であって、間柱、下地その他主要な部分を準不燃材料で造ったものの場合にあっては、この限りでない。
(2)　厚さ20センチメートル以上の鉄筋コンクリート造又は厚さ25センチメートル以上の無筋コンクリート造、れんが造、石造若しくはコンクリートブロック造とし、かつ、背面の状況を点検することができる構造とすること。
２　ペチカ及びオンドルは、火床から1.8メートル以内の建築物等の部分及び可燃性の物品に接する部分は、厚さ20センチメートル以上の金属以外の不燃材料で造ること。
３　前２項に規定するもののほか、壁付暖炉、ペチカ及びオンドルの位置、構造及び管理の基準については第３条（第１項第１号、第７号及び第９号から第12号までを除く。）の規定を準用する。
（乾燥設備）
第９条　乾燥設備の構造は、次に掲げる基準によらなければならない。
(1)　乾燥物品が直接熱源と接触しない構造とすること。
(2)　室内の温度が過度に上昇するおそれのある乾燥設備にあっては、非常警報装置又は熱源の自動停止装置を設けること。
(3)　火粉が混入するおそれのある燃焼排気により直接可燃性の物品を乾燥するものにあっては、乾燥室内に火粉を飛散しない構造とすること。
２　前項に規定するもののほか、乾燥設備の位置、構造及び管理の基準については、第３条（第１項第11号及び第12号を除く。）の規定を準用する。
（サウナ設備）

第10条　サウナ室に設ける放熱設備（以下「サウナ設備」という。）の位置及び構造は、次に掲げる基準によらなければならない。
(1)　火災予防上安全な距離を保つことを要しない場合を除き、建築物等及び可燃性の物品から火災予防上安全な距麟として対象火気設備等及び対象火気器具等の離隔距離に関する基準により得られる距離以上の距離を保つこと。
(2)　サウナ設備の温度が異常に上昇した場合に直ちにその熱源を遮断することができる手動及び自動の装置を設けること。
２　前項に規定するもののほか、サウナ設備の位置、構造及び管理の基準については、第３条第１項第１号及び第10号から第12号までを除く。）の規定を準用する。
（簡易湯沸設備）

第11条　簡易湯沸設備の位置、構造及び管理の基準については、第３条（第１項第6号及び第10号から第15号まで、第２項第５号並びに第３項を除く。）の規定を準用する。
（給湯湯沸設備）
第12条　給湯湯沸設備の位置、構造及び管理の基準については、第３条（第１項第11号から第13号までを除く。）の規定を準用する。
（燃料電池発電設備）

第12条の２　屋内に設ける燃料電池発電設備（固体高分子型燃料電池、リン酸型燃料電池、溶融炭酸塩型燃料電池又は個体酸化物型燃料電池による発電設備であって火を使用するものに限る。第３項及び第５項、第23条並びに第62条第10号において同じ。）の位置、構造及び管理の基準については、第３条第１項第１号（イを除く。）、第２号、第４号、第５号、第７号、第９号、第16号（ハ、ワ及びカを除く。）第17号及び第17号の３並びに第２項第１号、第16条第１項（第７号を除く。）並びに第17条第１項（第２号を除く。）の規定を準用する。

２　前項の規定にかかわらず、屋内に設ける燃料電池発電設備（固体高分子型燃料電池又は個体酸化物型燃料電池による発電設備であって火を使用するものに限る。以下のこの項及び第４項において同じ。）であって出力10キロワット未満のもののうち、改質器の温度が過度に上昇した場合若しくは過度に低下した場合又は外箱の換気装置に異常が生じた場合に自動的に燃料電池発電設備を停止できる装置を設けたものの位置、構造及び管理の基準については、第３条第１項第１号（イを除く。）第２号、第４号、第５号、第７号、第９号、第16号（ハ、ワ及びカを除く。）、第17号及び第17号の３並びに第２項第１号及び第４号、第16条第１項第１号、第２号、第４号、第８号及び第10号並びに第17条第１項第３号及び第４号の規定を準用する。

３　屋外に設ける燃料電池発電設置の位置、構造及び管理の基準については、第３条第１項第１号（イを除く。）、第２号、第４号、第５号、第７号、第９号、第10号、第16号（ハ、ワ及びカを除く。）、第17号及び第17号の３並びに第２項第１号並びに第16条第１項第３号の２及び第５号から第10号まで（第７号を除く。）並びに第２項並びに第17条第１項第１号、第３号及び第４号の規定を準用する。

４　前項の規定にかかわらず、屋外に設ける燃料電池発電設備であって出力10キロワット未満のもののうち、改質器の温度が過度に上昇した場合若しくは過度に低下した場合又は外箱の換気装置に異常が生じた場合に自動的に燃料電池発電設備を停止できる装置を設けたものの位置、構造及び管理の基準については、第３条第１項第１号（イを除く。）、第２号、第４号、第５号、第７号、第９号、第10号、第16号（ハ、ワ及びカを除く。）、第17号及び第17号の３並びに第２項第１号及び第４号、第16条第１項第８号及び第10号並びに第17条第１項第３号及び第４号の規定を準用する。

５　前各項に規定するもののほか、燃料電池発電設備の構造の基準については、発電用火力設備に関する技術基準を定める省令（平成９年通商産業省令第51号）第30条及び第34条の規定並びに電気設備に関する技術基準を定める省令（平成９年通商産業省令第52号）第44条の規定の例による。

（農事用穀類乾燥調整設備）

第13条　気体燃料又は液体燃料を使用する農事用穀類乾燥調整設備の位置、構造及び管理は、次に掲げる基準によらなければならない。
(1)　農事用倉庫、納屋、その他の農作業用工作物の屋内に設けるときは次によること。

イ　不燃材料で強固に造った床上又は台上、若しくは堅牢な土間に設けること。
ロ　周囲には、作業に必要かつ十分な空間及び面積を確保するとともに、燃焼装置部分及び燃料槽周辺には可燃物が接近しない構造とすること。
(2)　穀類乾燥調整設備の燃焼装置及び燃料供給系統は、一の作業期毎に使用前の点検及び整備を行うこと。
２　前項に規定するもののほか、農事用穀類乾燥調整設備の位置、構造及び管理の基準については、第３条（第１項第11号、第12号、第14号及び第15号を除く。）の規定を準用する。

（掘ごたつ及びいろり）

第14条　掘ごたつの火床又はいろりの内面は、不燃材料で造り、又は被覆しなければならない。
２　掘ごたつ及びいろりの管理の基準については、第３条第２項第１号及び第４号の規定を準用する。
（ヒートポンプ冷暖房機）

第14条の２　ヒートポンプ冷暖房機の内燃機関の位置及び構造は、次に掲げる基準によらなければならない。
(1)　容易に点検することができる位置に設けること。
(2)　防振のための措置を講ずること。
(3)　排気筒を設ける場合は、防火上有効な構造とすること。
２　前項に規定するもののほか、ヒートポンプ冷暖房機の内燃機関の位置、構造及び管理の基準については、第３条（第１項第10号から第14号まで、第17号、第17号の２及び第18号、第２項第５号並びに第３項を除く。）の規定を準用する。
（火花を生ずる設備）

第15条　グラビヤ印刷機、ゴムスプレッター、起毛機、反毛機その他その操作に際し、火花を生じ、かつ、可燃性の蒸気又は微粉を放出する設備（以下「火花を生ずる設備」という。）の位置、構造及び管理は次に掲げる基準によらなければならない。
(1)　壁、天井（天井のない場合においては屋根）及び床の火花を生ずる設備に面する部分の仕上げを準不燃材料でした室内に設けること。
(2)　静電気による火花を生ずるおそれのある部分に、静電気を有効に除去する措置を講ずること。
(3)　可燃性の蒸気又は微粉を有効に除去する換気装置を設けること。

(4)　火花を生ずる設備のある室内においては、常に整理及び清掃に努めるとともにみだりに火気を使用しないこと。
（放電加工機）

第15条の２　放電加工機（加工液として法第２条第７項に規定する危険物を用いるものに限る。以下同じ。）の構造は、次に掲げる基準によらなければならない。
(1)　加工槽内の放電加工部分は外における加工液の温度が、設定された温度を超えた場合において、自動的に加工を停止できる装置を設けること。
(2)　加工液の液面の高さが、放電加工部分から液面までの間に必要最小限の間隔を保つために設定された液面の高さより低下した場合において、自動的に加工を停止できる装置を設けること。
(3)　工具電極と加工対象物との間の炭化生成物の発生成長等による異常を検出した場合において、自動的に加工を停止できる装置を設けること。
(4)　加工液に着火した場合において、自動的に消火できる装置を設けること。
２　放電加工機の管理は、次に掲げる基準によらなければならない。
(1)　引火点70度未満の加工液を使用しないこと。
(2)　吹きかけ加工その他火災の発生のおそれのある方法による加工を行わないこと。
(3)　工具電極を確実に取り付け、異常な放電を防止すること。
(4)　必要な点検及び整備を行い、火災予防上有効に保持すること。
３　前２項に規定するもののほか、放電加工機の位置、構造及び管理の基準については、前条（第２号を除く。）の規定を準用する。
（変電設備）
第16条　屋内に設ける変電設備（全出力20キロワット以下のもの及び次条に掲げるものを除く。以下同じ。）の位置、構造及び管理は次に掲げる基準によらなければならない。
(1)　水が浸入し、又は浸透するおそれのない位置に設けること。
(2)　可燃性又は腐食性の蒸気又はガスが発生し、又は滞留するおそれのない位置に設けること。
(3)　変電設備（消防署長が火災予防上支障がないと認める構造を有するキュービクル式のものを除く。）は、不燃材料で造った壁、柱、床及び天井（天井のない場合にあっては、はり又は屋根。以下同じ。）で区画され、かつ窓及び出入口に防火戸を設ける室内に設けること。ただし、変電設備の周囲に有効な空間を保有する等防火上支障のない措置を講じた場合においては、この限りでない。
(3の2)　キュービクル式のものにあっては、建築物等の部分との間に換気、点検及び整備に支障のない距離を保つこと。
(3の3)　第３号の壁等をダクト、ケーブル等が貫通する部分には、すき間を不燃材料で埋める等火災予防上有効な措置を講ずること。
(4)　屋外に通ずる有効な換気設備を設けること。
(5)　見やすい箇所に変電設備である旨を表示した標識を設けること。
(6)　変電設備のある室内には、係員以外の者をみだりに出入させないこと。
(7)　変電設備のある室内は、常に、整理及び清掃に努めるとともに、油ぼろその他の可燃物をみだりに放置しないこと。
(8)　定格電流の範囲内で使用すること。
(9)　必要な知識及び技能を有する者として消防長が指定するものに必要に応じ設備の各部分の点検及び絶縁抵抗等の測定試験を行わせ、不良箇所を発見したときは、直ちに補修させるとともに、その結果を記録し、かつ、保存すること。
(10) 変圧器、コンデンサーその他の機器及び配線は、堅固に床、壁、支柱等に固定すること。
２　屋外に設ける変電設備（柱上及び道路上に設ける電気事業者用のもの並びに消防署長が火災予防上支障がないと認める構造を有するキュービクル式のものを除く。）にあっては、建築物から３メートル以上の距離を保たなければならない。ただし、不燃材料で造り、又はおおわれた外壁で開口部のないものに面するときは、この限りでない。
３　前項に規定するもののほか、屋外に設ける変電設備（柱上及び道路上に設ける電気事業者用のものを除く。）の位置、構造及び管理の基準については、第１項第３号の２及び第５号から第10号までの規定を準用する。
（急速充電設備）

第16条の２　急速充電設備（電気を設備内部で変圧して、電気を動力源とする自動車等（道路交通法（昭和35年法律第105号）第２条第１項第９号に規定する自動車又は同項第10号に規定する原動機付自転車をいう。以下この条において同じ。）に充電する設備（全出力20キロワット以下のもの及び全出力50キロワットを超えるものを除く。）をいう。以下同じ。）の位置、構造及び管理は、次に掲げる基準によらなければならない。

(1)　その筐体は不燃性の金属材料で造ること。
(2)　堅固に床、壁、支柱等に固定すること。
(3)　雨水等の浸入防止の措置を講ずること。
(4)　充電を開始する前に、急速充電設備と電気を動力源とする自動車等との間で自動的に絶縁状況の確認を行い、絶縁されていない場合には、充電を開始しない措置を講ずること。
(5)　急速充電設備と電気を動力源とする自動車等が確実に接続されていない場合には、充電を開始しない措置を講ずること。
(6)　急速充電設備と電気を動力源とする自動車等の接続部に電圧が印加されている場合には、当該接続部が外れないようにする措置を講ずること。
(7)　漏電、地絡及び制御機能の異常を自動的に検知する構造とし、漏電、地絡又は制御機能の異常を検知した場合には、急速充電設備を自動的に停止させる措置を講ずること。　
(8)　電圧及び電流を自動的に監視する構造とし、電圧又は電流の異常を検知した場合には、急速充電設備を自動的に停止させる措置を講ずること。
(9)　異常な高温とならないこと。また、異常な高温となった場合には、急速充電設備を自動的に停止させる措置を講ずること。
(10) 急速充電設備を手動で緊急停止させることができる措置を講ずること。
(11) 自動車等の衝突を防止する措置を講ずること。
(12) 急速充電設備のうち蓄電池を内蔵しているものにあっては、当該電池について次に掲げる措置を講ずること。
　　イ　電圧及び電流を自動的に監視する構造とし、電圧又は電流の異常を検知した場合には、急速充電設備を自動的に停止させること。

　　ロ　異常な高温とならないこと。また、異常な高温となった場合には、急速充電設備を自動的に停止させること。
(13) 急速充電設備の周囲は、換気、点検及び整備に支障のないようにすること。

(14) 急速充電設備の周囲は、常に、整理及び清掃に努めるとともに、油ぼろその他の可燃物をみだりに放置しないこと。
２　前項に規定するもののほか、急速充電設備の位置、構造及び管理の基準については、前条第１項第２号、第５号、第８号及び第９号の規定を準用する。

（内燃機関を原動力とする発電設備）

第17条　屋内に設ける内燃機関を原動力とする発電設備の位置及び構造は、次に掲げる基準によらなければならない。

(1)　容易に点検することができる位置に設けること。
(2)　防振のための措置を講じた床上又は台上に設けること。
(3)　排気筒は、防火上有効な構造とすること。
(4)　発電機、燃料タンクその他の機器は、堅固に床、壁、支柱等に固定すること。
２　前項に規定するもののほか、屋内に設ける内燃機関を原動力とする発電設備の位置、構造及び管理の基準については、第３条第１項第16号及び第17号の３並びに第16条第１項の規定を準用する。この場合において第３条第１項第16号ハ中「たき口」とあるのは、「内燃機関」と読み替えるものとする。

３　屋外に設ける内燃機関を原動力とする発電設備の位置、構造及び管理の基準については、第３条第１項第16号及び第17号の３、第16条第１項第３号の２及び第５号から第10号まで並びに第２項並びに本条第１項の規定を準用する。この場合において第３条第１項第16号ハ中「たき口」とあるのは、「内燃機関」と読み替えるものとする。

４　前項の規定にかかわらず、屋外に設ける気体燃料を使用するピストン式内燃機関を原動力とする発電設備であって出力10キロワット未満のもののうち、次の各号に掲げる基準に適合する鋼板（板厚が0.8ミリメートル以上のものに限る。）製の外箱に収納されているものの位置、構造及び管理の基準については、第３条第１項第１号（イを除く。）及び第17号の３、第16条第１項第７号、第８号及び第10号並びに本条第１項第２号から第４号までの規定を準用する。

(1)　断熱材又は防音材を使用する場合は、難燃性のものを使用すること。
(2)　換気口は、外箱の内部の温度が過度に上昇しないように有効な換気を行うことができるものとし、かつ、雨水等の浸入防止の措置が講じられているものであること。
５　前各項に規定するもののほか、内燃機関を原動力とする発電設備の構造の基準については、発電用火力設備に関する技術基準を定める省令第２７条の規定の例による。

（蓄電池設備）
第18条　屋内に設ける蓄電池設備（定格容量と電槽数の積の合計が4,800アンペアアワー・セル未満のものを除く。以下同じ。）の電槽は、耐酸性の床上又は台上に転倒しないように設けなければならない。ただし、アルカリ蓄電池を設ける床上又は台上にあっては、耐酸性の床又は台としないことができる。
２　前項に規定するもののほか、屋内に設ける蓄電池設備の位置、構造及び管理の基準については、第15条第４号並びに第16条第１項第１号及び第３号から第６号まで及び第９号の規定を準用する。
３　屋外に設ける蓄電池設備は、雨水等の侵入防止の措置を講じたキュービクル式のものとしなければならない。
４　前項に規定するもののほか、屋外に設ける蓄電池設備の位置、構造及び管理の基準については、第15条第４号、第16条第１項第３号の２、第５号、第６号及び第９号並びに第２項並びに本条第１項の規定を準用する。
（ネオン管灯設備）
第19条　ネオン管灯設備の位置及び構造は、次に掲げる基準によらなければならない。
(1)　点滅装置は、低圧側の容易に点険できる位置に設けるとともに、不燃材料で造った覆いを設けること。ただし、無接点継電器を使用するものにあっては、この限りでない。
(2)　変圧器を雨のかかる場所に設ける場合にあっては、屋外用のものを選び、導線引き出し部が下向きとなるように設けること。ただし、雨水の浸透を防止するために有効な措置を講じたときはこの限りでない。
(3)　支枠その他ネオン管灯に近接する取付け材には、木材（難燃合板を除く。）又は合成樹脂（不燃性及び難燃性のものを除く。）を用いないこと。
(4)　壁等を貫通する部分の碍管は、壁等に固定すること。
(5)　電源の開閉器は、容易に操作しやすい位置に設けること。
２　ネオン管灯設備の管理の基準については、第16条第１項第９号の規定を準用する。
（舞台装置等の電気設備）
第20条　舞台装置若しくは展示装飾のために使用する電気設備又は工事、農事等のために一時的に使用する電気設備（以下「舞台装置等の電気設備」という。）の位置及び構造は、次に掲げる基準によらなければならない。
(1)　舞台装置又は展示装飾のために使用する電気設備は、次によること。
イ　電灯は、可燃物を加熱するおそれのない位置に設けること。
ロ　電灯の充電部分は、露出させないこと。
ハ　電灯又は配線は、著しく動揺し、又は脱落しないように取り付けること。
ニ　アークを発生する設備は、不燃材料で造ること。
ホ　一の電線を二以上の分岐回路に使用しないこと。
(2)　工事、農事等のために一時的に使用する電気設備は、次によること。
イ　分電盤、電動機等は、雨雪、土砂等により障害を受けるおそれのない位置に設けること。
ロ　残置打設備の電路には、専用の開閉器を設け、かつ、ヒューズを設ける等自動遮断の措置を講ずること。
２　舞台装置等の電気設備の管理の基準については、第16条第１項第７号から第10号までの規定を準用する。
（避雷設備）
第21条　避雷設備の位置及び構造は、消防長が指定する日本工業規格に適合するものとしなければならない。
２　避雷設備の管理については、第16条第１項第９号の規定を準用する。
（水素ガスを充てんする気球）
第22条　水素ガスを充てんする気球の位置、構造及び管理は、次に掲げる基準によらなければならない。
(1)　煙突その他火気を使用する設備の付近において掲揚し、又はけい留しないこと。

(2)　建築物の屋上で掲揚しないこと。ただし、屋根が不燃材料で造った陸屋根で、その最小幅員が気球の直径の２倍以上である場合においては、この限りでない。
(3)　掲揚に際しては、掲揚綱と周囲の建築物又は工作物との間に水平距離10メートル以上の空間を保有するとともに、掲揚綱の固定箇所にさく等を設け、かつ、立入りを禁止する旨を標示すること。ただし、前号ただし書の規定により建築物の屋上で掲揚する場合においては、この限りでない。

(4)　気球の容積は15立方メール以下とすること。ただし、観測又は実験のために使用する気球については、この限りでない。
(5)　風圧又は摩擦に対し十分な強度を有する材料で造ること。
(6)　気球に付設する電飾は、気球から３メートル以上離れた位置に取り付け、かつ、充電部分が露出しない構造とすること。ただし、加熱又は火花が生じないように必要な措置を講じたときは、気球から１メートル以上離れた位置に取り付けることができる。
(7)　前号の電飾に使用する電線は、断面積が0.75平方ミリメートル以上（文字綱の部分に使用するものにあっては、0.5平方ミリメートル以上）のものを用い、長さ１メートル以下（文字綱の部分に使用するものにあつでは、0.6メートル以下）ごと及び分岐点の付近において支持すること。
(8)　気球の地表面に対する傾斜角度が45度以下となるような強風時においては、掲揚しないこと。
(9)　水素ガスの充てん又は放出については、次によること。
イ　屋外の通風のよい場所で行なうこと。
ロ　操作者以外の者が近接しないように適当な措置を講ずること。
ハ　電飾を付設するものにあっては、電源を遮断して行なうこと。

ニ　摩擦又は衝撃を加える等粗暴な行為をしないこと。

ホ　水素ガスの充てんに際しては、気球内に水素ガス又は空気が残存していないことを確かめた後減圧器を使用して行うこと。
(10) 水素ガスが90容量パーセント以下となった場合においては詰替えを行うこと。
(11) 掲揚中又はけい留中においては、看視人を置くこと。ただし、建築物の屋上その他公衆の立ち入るおそれのない場所で掲揚し、又はけい留する場合にあっては、この限りでない。
(12) 多数の者が集合している場所において運搬その他の取扱いを行なわないこと。
（火を使用する設備に附属する煙突、煙道及び排気筒）

第23条　火を使用する設備（燃料電池発電設備を除く。）に附属する煙突は、次に掲げる基準によらなければならない。

(1)　構造又は材質に応じ、支わく、支線、腕金具等で固定すること。
(2)　可燃性の壁、床、天井等を貫通する部分、小屋裏、天井裏、床裏等において接続する場合は、容易に離脱せず、かつ、燃焼排気が漏れない構造とすること。
(3)　容易に清掃ができる構造とすること。
(4)　火粉を飛散するおそれのある設備に附属するものにあっては、火粉の飛散を防止するための有効な装置を設けること。
(5)　前各号に規定するもののほか、煙突の基準については、建築基準法施行令第115条第1項第1号から第３号まで及び第２項の規定を準用する。
第24条　削除
（基準の特例）

第25条　この節の規定は、この節に掲げる設備について、消防署長が、当該設備の位置、構造及び管理並びに周囲の状況から判断して、この節の規定による基準によらなくとも、火災予防上支障がないと認めるとき又は予想しない特殊の設備を用いることにより、この節の規定による基準による場合と同等以上の効力があると認めるときにおいては、適用しない。
第２節　火を使用する器具及びその使用に際し、火災の発生のおそれのある器具の取扱いの基準
（液体燃料を使用する器具）
第26条　液体燃料を使用する器具の取扱いは、次に掲げる基準によらなければならない。
(1)　火災予防上安全な距離を保つことを要しない場合を除き、建築物等及び可燃性の物品から次の各号に掲げる距離のうち、火災予防上安全な距離として消防署長が認める距離以上の距離を保つこと。
イ　別表第３の左欄に掲げる種類等に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる距離。

ロ　対象火気設備等及び対象火気器具等の離隔距離に関する基準により得られる距離。
(2)　可燃性のガス又は蒸気が滞留するおそれのない場所で使用すること。
(3)　地震等により容易に可燃物が落下するおそれのない場所で使用すること。
(4)　地震等により容易に転倒又は落下するおそれのないような状態で使用すること。
(5)　不燃性の床上又は台上で使用すること。ただし、日本工業規格又は火災予防上これと同等以上の基準に適合していると認められる移動式ストーブ及び移動式コンロを使用する場合は、第７条第３号を準用する。
(6)　故障し、又は破損したものを使用しないこと。
(7)　本来の使用目的以外に使用する等不適当な使用をしないこと。
(8)　本来の使用燃料以外の燃料を使用しないこと。
(9)　器具の周囲は、常に、整理及び清掃に努めるとともに、燃料その他の可燃物をみだりに放置しないこと。
(10) 燃料漏れがないことを確認してから点火すること。
(11) 使用中は、器具を移動させ、又は燃料を補給しないこと。
(12) 漏れ、又はあふれた燃料を受けるための皿を設けること。
(13) 必要な知識及び技能を有する者として消防長が指定するものに必要な点検及び整備を行わせ、火災予防上有効に保持すること。
２　液体燃料を使用する移動式ストーブにあっては、前項に規定するもののほか、地震等により自動的に消火する装置又は自動的に燃料の供給を停止する装置を設けたものを使用しなければならない。
（固体燃料を使用する器具）
第27条　固体燃料を使用する器具の取扱いは、次に掲げる基準によらなければならない。
(1)　火鉢にあっては、底部に、遮熱のための空間を設け、または砂等を入れて使用すること。
(2)　置きこたつにあっては、火入れ容器を金属以外の不燃材料で造った台上に置いて使用すること。
２　前項に規定するもののほか、固体燃料を使用する器具の取扱いの基準については、前条第１項第１号から第９号までの規定を準用する。
（気体燃料を使用する器具）
第28条　気体燃料を使用する器具に接続する金属管以外の管は、その器具に応じた適当な長さとしなければならない。
２　前項に規定するもののほか、気体燃料を使用する器具の取扱いの基準については、第26条第１項第１号から第10号までの規定を準用する。
（電気を熱源とする器具）
第29条　電気を熱源とする器具の取扱いは、次に掲げる基準によらなければならない。
(1)　通電した状態でみだりに放置しないこと。
(2)　安全装置は、みだりに取りはずし、又はその器具に不適合なものと取り替えないこと。

２　前項に規定するもののほか、電気を熱源とする器具の取扱いの基準については、第26条第１項第１号から第７号まで及び第９号の規定（器具の表面に可燃物が触れた場合に当該可燃物が発火するおそれのない器具にあっては、同項第２号及び第６号から第７号までの規定に限る。）を準用する。
（使用に際し火災の発生のおそれのある器具）

第30条　火消つぼその他使用に際し火災の発生のおそれのある器具の取扱いの基準については、第26条第１項第１号から第７号まで及び第９号の規定を準用する。
（基準の特例）

第31条　この節の規定は、この節に掲げる器具について、消防署長が、当該器具の取扱い及び周囲の状況から判断して、この節の規定による基準によらなくとも、火災予防上支障がないと認めたとき又は予想しない特殊の器具を用いることにより、この節の規定による基準による場合と同等以上の効力があると認めたときにおいては、適用しない。
第３節　火の使用に関する制限等
（喫煙等）
第32条　次に掲げる場所で消防長が指定する場所においては、喫煙し、若しくは裸火を使用し、又は当該場所に火災予防上危険な物品を持ち込んではならない。ただし、特に必要な場合において消防署長が火災予防上支障がないと認めたときは、この限りでない。
(1)　劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂若しくは集会場（以下「劇場等」という。）の舞台又は客席。
(2)　百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗又は展示場（以下「百貨店等」という。）の売場又は展示部分。
(3)　文化財保護法（昭和25年法律第214号）の規定によって重要文化財、重要有形民俗文化財、史跡若しくは重要な文化財として指定され、又は旧重要美術品等の保存に関する法律（昭和８年法律第43号）の規定によって重要美術品として認定された建造物の内部又は周囲。
(4)　第１号及び第２号に掲げるもののほか、火災が発生した場合に人命に危険を生ずるおそれのある場所。
２　前項の消防長が指定する場所には、客席の前面その他見やすい箇所に「禁煙」「火気厳禁」又は「危険物品持ち込み厳禁」と表示した標識を２個以上設けなければならない。この場合において、標識の色は、地を赤色、文字を白色とするものとする。
３　前項の場合において、併せて図記号による標識を設けるときは、別表第７に定めるものとしなければならない。
４　第１項の消防長が指定する場所（同項第３号に掲げる場所を除く。）を有する防火対象物の関係者は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次の各号に定める措置を講じなければならない。
(1)　当該防火対象物内において全面的に喫煙が禁止されている場合、当該防火対象物内において全面的に喫煙が禁止されている旨の標識の設置その他の当該防火対象物内における全面的な喫煙の禁止を確保するために消防署長が火災予防上必要と認める措置。
(2)　前号に掲げる場合以外の場合、適当な数の吸殻容器を設けた喫煙所の設置及び当該喫煙所における「喫煙所」と表示した標識の設置（併せて図記号による標識を設けるときは、別表第７に定めるものとしなければならない。）。
５　前項第２号に掲げる場合において、劇場等の喫煙所は、階ごとに客席及び廊下（通行の用に供しない部分を除く。）以外の場所に設けなければならない。ただし、劇場等の一部の階において全面的に喫煙が禁止されている旨の標識の設置その他の当該階における全面的な喫煙の禁止を確保するために消防署長が火災予防上必要と認める措置を講じた場合は、当該階において喫煙所を設けないことができる。
６　前項の喫煙所の床面積の合計は、客席の床面積の合計の30分の１以上としなければならない。ただし、消防署長が、当該場所の利用状況等から判断して、火災予防上支障がないと認めるときは、この限りでない。
７　第１項の消防長の指定する場所の関係者は、当該場所で喫煙し、若しくは裸火を使用し、又は当該場所に火災予防上危険な物品を持ち込もうとしている者があるときは、これを制止しなければならない。

（空地及び空家の管理）
第33条　空地の所有者、管理者又は占有者は、当該空地の枯草等の燃焼のおそれのある物件の除去その他火災予防上必要な措置を講じなければならない。
２　空家の所有者又は管理者は、当該空家への侵入の防止、周囲の燃焼のおそれのある物件の除去その他火災予防上必要な措置を講じなければならない。
（たき火）
第34条　可燃性の物品その他の可燃物の近くにおいては、たき火をしてはならない。
２　たき火をする場合においては、消火準備その他火災予防上必要な措置を講じなければならない。
（がん具用煙火）
第35条　がん具用煙火は、火災予防上支障のある場所で消費してはならない。
２　がん具用煙火を貯蔵し、又は取扱う場合においては、炎、火花又は高温体との接近を避けなければならない。
３　火薬類取締法施行規則（昭和25年通商産業省令第88号）第91条第２号で定める数量の５分の１以上同号で定める数量以下のがん具用煙火を貯蔵し、又は取扱う場合においては、ふたのある不燃性の容器に入れるか、又は防炎処理を施した覆いをしなければならない。
（化学実験室等）

第36条　化学実験室、薬局等において危険物その他これに類する物品を貯蔵し、又は取り扱う場合においては、第39条、第40条の２第１項第２号から第16号まで及び第２項第１号並びに第40条の４第１項の規定に準じて貯蔵し、又は取り扱うほか、火災予防上必要な措置を講じなければならない。

（作業中の防火管理）
第37条　ガス若しくは電気による溶接作業、自動車の解体等の溶断作業、グラインダー等による火花を発する作業、トーチランプ等による加熱作業、アスファルト等の溶解作業又は鋲打作業（以下「溶接作業等」という。）は可燃性の物品の附近においてこれをしてはならない。
２　自動車の解体作業においては、溶断作業を行う前に燃料等の可燃性物品の除去及び消火用具の準備を行い、かつ、除去した燃料等の適切な管理を行わなければならない。
３　溶接作業等を行う場合は、火花の飛散、接炎等による火災の発生を防止するため、湿砂の散布、散水、不燃材料による遮熱又は可燃性物品の除去及び作業後の点検その他火災予防上必要な措置を講じなければならない。
４　令別表第１に掲げる防火対象物（同表(18)項から(20)項までに掲げるものを除く。以下第57条及び第58条において同じ。）及びこれらの防火対象物の用途に供するため工事中の建築物その他の工作物において、可燃性の蒸気若しくはガスを著しく発生する物品を使用する作業又は爆発性若しくは可燃性の粉じんを著しく発生する作業を行う場合は、換気又は除じん、火気の制限、消火用具の準備、作業後の点検その他火災予防上必要な措置を講じなければならない。
５　作業現場においては、火災予防上安全な場所に吸殻容器を設け、当該場所以外の場所では喫煙してはならない。
第４節　火災に関する警報の発令中における火の使用の制限
（火災に関する警報の発令中における火の使用の制限）

第38条　火災に関する警報が発せられた場合における火の使用については、次の各号に定めるところによらなければならない。
(1)　山林、原野等において火入れをしないこと。
(2)　煙火を消費しないこと。
(3)　屋外において火遊び又はたき火をしないこと。
(4)　屋外においては、引火性又は爆発性の物品その他の可燃物の付近で喫煙をしないこと。
(5)　山林、原野等の場所で、火災が発生するおそれが大であると認めて組合長が指定した区域内において喫煙をしないこと。

(6)　残火（たばこの吸殻を含む。）、取灰又は火粉を始末すること。

(7)　屋内において裸火を使用するときは、窓、出入口等を閉じて行うこと。

第３章の２　住宅用防災機器の設置及び維持に関する基準等

（住宅用防災機器）

第38条の２　住宅（法第９条の２第１項に規定する住宅をいう。以下この章において同じ。）の関係者（住宅の所有者、管理者又は占有者をいう。）は、次条及び第38条の４に定める基準に従って、次の各号のいずれかの住宅用防災機器を設置し、及び維持しなければならない。

(1)　住宅用防災警報器（令第５条の６第１号に規定する住宅用防災警報器をいう。以下この章において同じ。）

(2)　住宅用防災報知設備（令第５条の６第２号に規定する住宅用防災報知設備をいう。以下この章において同じ。）

（住宅用防災警報器の設置及び維持に関する基準）

第38条の３　住宅用防災警報器は、次に掲げる住宅の部分（第２号から第５号までに掲げる住宅の部分にあっては、令別表第１(5)項ロに掲げる防火対象物又は(16)項に掲げる防火対象物の住宅の用途に共される部分のうち、もつぱら居住の用に供されるべき住宅の部分以外の部分であって、廊下、階段、エレベーター、エレベーターホール、機械室、管理事務所その他入居者の共同の福祉のために必要な共用部分を除く。）に設けること。

(1)　就寝の用に共する居室（建築基準法第２条第４号に規定する居室をいう。第４号及び第５号において同じ。）

(2)　前号に掲げる住宅の部分が存する階（避難階（建築基準法施行令第13条第１号に規定する避難階をいう。以下この条において同じ。）を除く。）から直下階に通ずる階段（屋外に設けられたものを除く。以下この条において同じ。）の上端

(3)　前２号に掲げるもののほか、第１号に掲げる住宅の部分が存する階

（避難階から上方に数えた階数が２以上である階に限る。）から下方に数えた階数が２である階に直上階から通ずる階段の下端（当該階段の上端に住宅用防災警報器が設置されている場合を除く。）

(4)　第１号及び第２号に掲げるもののほか、第１号に掲げる住宅の部分が避難階のみに存する場合であって、居室が存する最上階（避難階から上方に数えた階数が２以上である階に限る。）から直下階に通ずる階段の上端

(5)　前４号の規定により住宅用防災警報器が設置される階以外の階のうち、床面積が７平方メートル以上である居室が５以上存する階（この号において「当該階」という。）の次に掲げるいずれかの住宅の部分

イ　廊下

ロ　廊下が存しない場合にあっては、当該階から直下階に通ずる階段の上端

ハ　廊下及び直下階が存しない場合にあっては、当該階の直上階から当該階に通ずる階段の下端

２　住宅用防災警報器は、天井又は壁の屋内に面する部分（天井のない場合にあっては、屋根又は壁の屋内に面する部分。この項において同じ。）の次のいずれかの位置に設けること。

(1)　壁又ははりから0.6メートル以上離れた天井の屋内に面する部分

(2)　天井から下方0.15メートル以上0.5メートル以内の位置にある壁の屋内に面する部分

３　住宅用防災警報器は、換気口等の空気吹出し口から、1.5メートル以上離れた位置に設けること。

４　住宅用防災警報器は、次の表の上欄に掲げる住宅の部分の区分に応じ、同表の下欄に掲げる種別のものを設けること。

	住宅の部分
	住宅用防災警報器の種別

	第１項第１号から第４号まで並びに第５号ロ及びハに掲げる住宅の部分
	光電式住宅用防災警報器（住宅用防災警報器及び住宅用防災報知設備に係る技術上の規格を定める省令（平成17年総務省令第11号。以下この章において「住宅用防災警報器等規格省令」という。）第２条第４号に掲げるものをいう。この表において同じ。）

	第１項第５号イに掲げる住宅の部分
	イオン化式住宅用防災警報器（住宅用防災警報器等規格省令第２条第３号に掲げるものをいう。）又は光電式住宅用防災警報器


５　住宅用防災警報器は、住宅用防災警報器等規格省令に定める技術上の規格に適合するものでなければならない。

６　住宅用防災警報器は、前５項に定めるもののほか、次に掲げる基準により設置し、及び維持しなければならない。

(1)　電源に電池を用いる住宅用防災警報器にあっては、当該住宅用防災警報器を有効に作動できる電圧の下限値となつた旨が表示され、又は音響により伝達された場合は、適切に電池を交換すること。

(2)　電源に電池以外から供給される電力を用いる住宅用防災警報器にあっては、正常に電力が供給されていること。

(3)　電源に電池以外から供給される電力を用いる住宅用防災警報器の電源は、分電盤との間に開閉器が設けられていない配線からとること。

(4)　電源に用いる配線は、電気工作物に係る法令の規定によること。

(5)　自動試験機能（住宅用防災警報器等規格省令第２条５号に規定するものをいう。次号において同じ。）を有しない住宅用防災警報器にあっては、交換期限が経過しないよう、適切に住宅用防災警報器を交換すること。

(6)　自動試験機能を有する住宅用防災警報器にあっては、機能の異常が表示され、又は音響により伝達された場合は、適切に住宅用防災警報器を交換すること。

（住宅用防災報知設備の設置及び維持に関する基準）

第38条の４　住宅用防災報知設備の感知器（火災報知設備の感知器及び発信機に係る技術上の規格を定める省令（昭和56年自治省令第17号。以下この章において「感知器等規格省令」という。）第２条第１項に規定するものをいう。以下この章において「感知器」という。）は前条第１項各号に掲げる住宅の部分に設けること。

２　感知器は、前条第２項及び第３項に定める位置に設けること。

３　感知器は、次の表の上欄に掲げる住宅の部分の区分に応じ、同表の下欄に掲げる種別のものを設けること。

	住宅の部分
	感知器の種別

	前条第１項第１号から第４号まで並びに第５号ロ及びハに掲げる住宅の部分
	光電式スポット型感知器（感知器等規格省令第２条第９号に掲げるもののうち、感知器等規格省令第17条第２項で定める一種又は二種の試験に合格するものに限る。この表において同じ。）

	前条第１項第５号イに掲げる住宅の部分
	イオン化式スポット型感知器（感知器等規格省令第２条第８号に掲げるもののうち、感知器等規格省令第16条第２項で定める一種又は二種の試験に合格するものに限る。）又は光電式スポット型感知器


４　住宅用防災報知設備は、その部分である法第21条の２第１項の検定対象機械器具等で令第37条第４号から第６号までに掲げるものに該当するものについてはこれらの検定対象機械器具等について定められた法第21条の２第２項の技術上の規格に、その部分である補助警報装置については住宅用防災警報器等規格省令に定める技術上の規格に、それぞれ適合するものでなければならない。

５　住宅用防災報知設備は、前４項に定めるもののほか、次に掲げる基準により設置し、及び維持しなければならない。

(1)　受信機（受信機に係る技術上の規格を定める省令（昭和56年自治省令第19号）第２条第７号に規定するものをいう。この項において同じ。）は、操作に支障が生じず、かつ、住宅の内部にいる者に対し、有効に火災の発生を報知できる場所に設けること。

(2)　前条第１項各号に掲げる住宅の部分が存する階に受信機が設置されていない場合にあっては、住宅の内部にいる者に対し、有効に火災の発生を報知できるように、当該階に補助警報装置を設けること。

(3)　感知器と受信機との間の信号を配線により送信し、又は受信する住宅用防災報知設備にあっては、当該配線の信号回路について容易に導通試験をすることができるように措置されていること。ただし、配線が感知器からはずれた場合又は配線に断線があつた場合に受信機が自動的に警報を発するものにあっては、この限りでない。

(4)　感知器と受信機との間の信号を無線により送信し、又は受信する住宅用防災報知設備にあっては、次によること。

イ　感知器と受信機との間において確実に信号を送信し、又は受信することができる位置に感知器及び受信機を設けること。

ロ　受信機において信号を受信できることを確認するための措置を講　　　じていること。

(5)　住宅用防災報知設備は、受信機その他の見やすい箇所に容易に消えないよう感知器の交換期限を明示すること。

(6)　前条第６項第１号、第５号及び第６号の規定は感知器について、同条同項第２号から第４号までの規定は住宅用防災報知設備について準用する。

（設置の免除）

第38条の５　前３条の規定にかかわらず、次の各号に掲げるときは、次の各号に定める設備の有効範囲内の住宅の部分について住宅用防災警報器又は住宅用防災報知設備(以下この章において「住宅用防災警報器等」という。)を設置しないことができる。

(1)　第38条の３第１項各号又は前条第１項に掲げる住宅の部分にスプリンクラー設備（標示温度が75度以下で作動時間が60秒以内の閉鎖型スプリンクラーヘッドを備えているものに限る。）を令第12条に定める技術上の基準に従い、又は当該技術上の基準の例により設置したとき

(2)　第38条の３第１項各号又は前条第１項に掲げる住宅の部分に自動火災報知設備を令第２１条に定める技術上の基準に従い、又は当該技術上の基準の例により設置したとき

(3)　第38条の３第１項各号又は前条第１項に掲げる住宅の部分に共同住宅用スプリンクラー設備を特定共同住宅等における必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等に関する省令（平成17年総務省令第40号。以下｢特定共同住宅等省令｣という。）第３条第３項第２号に定める技術上の基準に従い、又は当該技術上の基準の例により設置したとき

(4)　第38条の３第１項各号又は前条第１項に掲げる住宅の部分に共同住宅用自動火災報知設備を特定共同住宅等省令第３条第３項第３号に定める技術上の基準に従い、又は当該技術上の基準の例により設置したとき

(5)　第38条の３第１項各号又は前条第1項に掲げる住宅の部分に住戸用自動火災報知設備を特定共同住宅等省令第３条第３項第４号に定める技術上の基準に従い、又は当該技術上の基準の例により設置したとき
(6)  第38条の３第１項各号又は前条第１項に掲げる住宅の部分に複合型居住施設用自動火災報知設備を複合型居住施設における必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等に関する省令（平成22年総務省令第７号）第３条第２項に定める技術上の基準に従い、又は当該技術上の基準の例により設置したとき
（基準の特例）

第38条の６　第38条の２から第38条の４までの規定は、住宅用防災警報器等について、消防署長が、住宅の位置、構造又は設備の状況から判断して、これらの規定による住宅用防災警報器等の設置及び維持に関する基準によらなくとも、住宅における火災の発生又は延焼のおそれが著しく少なく、かつ、住宅における火災による被害を最小限度に止めることができると認めるときにおいては、適用しない。

（住宅における火災の予防の推進）

第38条の７　東十勝消防事務組合は、住宅における火災の予防を推進するため、次に掲げる施策の実施に努めるものとする。

(1)　住宅における出火防止、火災の早期発見、初期消火、延焼防止、通報、避難等に資する住宅用防災機器その他の物品、機械器具及び設備の普及の促進。

(2)　住民の自主的な防災組織が行う住宅における火災の予防に資する活動の促進。

２　東十勝消防事務組合内の住民は、住宅における火災の予防を推進するため、第38条の３第１項に定める住宅の部分のほか、台所その他の火災発生のおそれが大であると認められる住宅の部分における住宅用防災警報器等の設置に努めるものとする。

第４章　指定数量未満の危険物及び指定可燃物の貯蔵及び取扱いの技術上の基準等

第１節　指定数量未満の危険物の貯蔵及び取扱いの技術上の基準等

（指定数量未満の危険物の貯蔵及び取扱いの基準）

第39条　法第９条の４の規定に基づき危険物の規制に関する政令（昭和34年政令第306号）で定める数量（以下｢指定数量｣という。）未満の危険物の貯蔵及び取扱いは、次の各号に掲げる技術上の基準によらなければならない。

(1)　危険物を貯蔵し、又は取扱う場所においては、みだりに火気を使用しないこと。
(2)　危険物を貯蔵し、又は取扱う場所においては、常に整理及び清掃を行うとともに、みだりに空箱その他の不必要な物件を置かないこと。
(3)　危険物を貯蔵し、又は取扱う場合においては、当該危険物が漏れ、あふれ、又は飛散しないように必要な措置を講ずること。
(4)　危険物を容器に収納して貯蔵し、又は取扱うときは、その容器は、当該危険物の性質に適応し、かつ、破損、腐蝕、さけめ等がないものであること。
(5)　危険物を収納した容器を貯蔵し、又は取扱う場合においては、みだりに転倒させ、落下させ、衝撃を加え、又は引きずる等粗暴な行為をしないこと。
(6)　危険物を収納した容器を貯蔵し、又は取り扱う場合においては、地震等により容易に容器が転落し、若しくは転倒し、又は他の落下物により損傷を受けないよう必要な措置を講ずること。
（指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物の貯蔵及び取扱いの技術上の基準等）

第40条　指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物の貯蔵及び取扱い並びに貯蔵し、又は取り扱う場所の位置、構造及び設備は、前条に定めるもののほか、次条から第41条の２までに定める技術上の基準によらなければならない。

第40条の２　指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物の貯蔵及び取扱いのすべてに共通する技術上の基準は、次のとおりとする。

(1)　ためます又は油分離装置にたまつた危険物は、あふれないように随時くみ上げること。

(2)　危険物又は危険物のくず、かす等を廃棄する場合には、それらの性質に応じ、安全な場所において、他に危害又は損害を及ぼすおそれのない方法により行うこと。

(3)　危険物を貯蔵し、又は取り扱う場所では当該危険物の性質に応じ、遮光又は換気を行うこと。

(4)　危険物は、温度計、湿度計、圧力計その他の計器を監視して、当該危険物の性質に応じた適正な温度、湿度又は圧力を保つように貯蔵し、又は取り扱うこと。

(5)　危険物を貯蔵し、又は取り扱う場合においては、危険物の変質、異物の混入等により、当該危険物の危険性が増大しないように必要な措置を講ずること。

(6)　危険物が残存し、又は残存しているおそれがある設備、機械器具、容器等を修理する場合は、安全な場所において、危険物を完全に除去した後に行うこと。

(7)　可燃性の液体、可燃性の蒸気若しくは可燃性のガスが漏れ、若しくは滞留するおそれのある場所又は可燃性の微粉が著しく浮遊するおそれのある場所では、電線と電気器具とを完全に接続し、かつ、火花を発する機械器具、工具、履物等を使用しないこと。

(8)　危険物を保護液中に保存する場合は、当該危険物が保護液から露出しないようにすること。

(9)　接触又は混合により発火するおそれのある危険物と危険物その他の物品は、相互に近接して置かないこと。ただし、接触又は混合しないような措置を講じた場合は、この限りではない。

(10) 危険物を加熱し、又は乾燥する場合は、危険物の温度が局部的に上昇しない方法で行うこと。

(11) 危険物を詰め替える場合は、防火上安全な場所で行うこと。

(12) 吹付塗装作業は、防火上有効な隔壁で区画された場所等安全な場所で行うこと。

(13) 焼入れ作業は、危険物が危険な温度に達しないようにして行うこと。

(14) 染色又は洗浄の作業は、可燃性の蒸気の換気をよくして行うとともに、廃液をみだりに放置しないで安全に処置すること。

(15) バーナーを使用する場合においては、バーナーの逆火を防ぎ、かつ、危険物があふれないようにすること。

(16) 危険物を容器に収納し、又は詰め替える場合は、次によること。

イ　固体の危険物にあっては危険物の規制に関する規則（昭和34年総理府令第55号。以下「危険物規則」という。）別表第３、液体の危険物にあっては危険物規則別表第3の2の危険物の類別及び危険等級の別の項に掲げる危険物について、これらの表において適応するものとされる内装容器（内装容器の容器の種類の項が空欄のものにあっては、外装容器）又はこれと同等以上であると認められる容器（以下この号において「内装容器等」という。）に適合する容器に収納し、又は詰め替えるとともに、温度変化等により危険物が漏れないように容器を密封して収納すること。

ロ　イの内装容器等には、見やすい箇所に危険物規則第39条の3第2項から第6項までの規定の例による表示をすること。

(17) 危険物を収納した容器を積み重ねて貯蔵する場合には、高さ３メートル（第4類の危険物のうち第３石油類及び第４石油類を収納した容器のみを　積み重ねる場合にあっては、４メートル）を超えて積み重ねないこと。

２　指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は、取り扱う場所の位置、構造及び設備のすべてに共通する技術上の基準は、次のとおりとする。

(1)　危険物を貯蔵し、又は取り扱う場所には、見やすい箇所に危険物を貯蔵し、又は取り扱っている旨を表示した標識（危険物を貯蔵し、又は取り扱うタンクのうち車両に固定されたタンク（以下「移動タンク」という。）にあっては0.3メートル平方の地が黒色の板に黄色の反射塗料その他反射性を有する材料で「危」と表示した標識）並びに危険物の類、品名、最大数量及び移動タンク以外の場所にあっては防火に関し、必要な事項を掲示した掲示板を設けること。

(2)　危険物を取り扱う機械器具その他の設備は、危険物の漏れ、あふれ又は飛散を防止することができる構造とすること。ただし、当該設備に危険物の漏れ、あふれ又は飛散による災害を防止するための附帯設備を設けたときは、この限りではない。

(3)　危険物を加熱し、若しくは冷却する設備又は危険物の取扱いに伴って温度の変化が起こる設備には、温度測定装置を設けること。

(4)　危険物を加熱し、又は乾燥する設備は、直火を用いない構造とすること。ただし、当該設備が防火上安全な場所に設けられているとき、又は当該設備に火災を防止するための附帯設備を設けたときは、この限りでない。

(5)　危険物を加圧する設備又はその取り扱う危険物の圧力が上昇するおそれのある設備には、圧力計及び有効な安全装置を設けること。

(6)　引火性の熱謀体を使用する設備にあっては、その各部分を熱謀体又はその蒸気が漏れない構造とするとともに、当該設備に設ける安全装置は、熱謀体又はその蒸気を火災予防上安全な場所に導く構造とすること。

(7)　電気設備は、電気工作物に係る法令の規定の例によること。

(8)　危険物を取り扱うにあたって静電気が発生するおそれのある設備には、当該設備に蓄積される静電気を有効に除去する装置を設けること。

(9)　危険物を取り扱う配管は、次によること。

イ　配管は、その設置される条件及び使用される状況に照らして十分な強度を有するものとし、かつ、当該配管に係る最大常用圧力の1.5倍以上の圧力で水圧試験（水以外の不燃性の液体又は不燃性の気体を用いて行う試験を含む。）を行つたとき漏えいその他の異常がないものであること。

ロ　配管は、取り扱う危険物により容易に劣化するおそれのないものであること。

ハ　配管は、火災等による熱によって容易に変形するおそれのないものであること。ただし、当該配管が地下その他の火災等による熱により悪影響を受けるおそれのない場所に設置される場合にあっては、この限りではない。

ニ　配管には、外面の腐食を防止するための措置を講ずること。ただし、当該配管が設置される条件の下で腐食するおそれのないものである場合にあっては、この限りではない。

ホ　配管を地下に設置する場合には、配管の接合部分（溶接その他危険物の漏えいのおそれがないと認められる方法により接合されたものを除く。）について当該接合部分からの危険物の漏えいを点検することができる措置を講ずること。

ヘ　配管を地下に設置する場合には、その上部の地盤面にかかる重量が当該配管にかからないように保護すること。

第40条の３　指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を屋外において架台で貯蔵する場合には、高さ６メートルを超えて危険物を収納した容器を貯蔵してはならない。

２　指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を屋外において貯蔵し、又は取り扱う場所の位置、構造及び設備の技術上の基準は、次のとおりとする。

(1)　危険物を貯蔵し、又は取り扱う屋外の場所（移動タンクを除く。）の周囲には容器等の種類及び貯蔵し、又は取り扱う数量に応じ、次の表に掲げる幅の空地を保有するか、又は防火上有効な塀を設けること。ただし、開口部のない防火構造（建築基準法第2条第8号に規定する防火構造をいう。以下同じ。）の壁又は不燃材料で造つた壁に面するときは、この限りではない。

	容器等の種類
	貯蔵し、又は取り扱う数量
	空地の幅

	タンク又は金属製容器
	指定数量の2分の1以上指定数量未満
	1メートル以上

	その他の場合
	指定数量の5分の1以上2分の1未満
	1メートル以上

	
	指定数量の2分の1以上指定数量未満
	2メートル以上


(2)　液状の危険物を取り扱う設備（タンクを除く。）には、その直下の地盤面の周囲に囲いを設け、又は危険物の流出防止にこれと同等以上の効果があると認められる措置を講ずるとともに、当該地盤面は、コンクリートその他危険物が浸透しない材料で覆い、かつ、適当な傾斜及びためます又は油分離装置を設けること。

(3)　危険物を収納した容器を架台で貯蔵する場合には、架台は不燃材料で堅固に造ること。

第40条の３の２　指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を屋内において貯蔵し、又は取り扱う場所の位置、構造及び設備の技術上の基準は、次のとおりとする。

(1)　壁、柱、床及び天井は、不燃材料で造られ、又は覆われたものであること。

(2)　窓及び出入口には、防火戸を設けること。

(3)　液状の危険物を貯蔵し、又は取り扱う床は、危険物が浸透しない構造とするとともに、適当な傾斜をつけ、かつ、ためますを設けること。

(4)　架台を設ける場合は、架台は不燃材料で堅固に造ること。

(5)　危険物を貯蔵し、又は取り扱うために必要な採光、照明及び換気の設備を設けること。

(6)　可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞留するおそれのある場合は、その蒸気又は微粉を屋外の高所に排出する設備を設けること。

第40条の４　指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱うタンク（地盤面下に埋没されているタンク（以下｢地下タンク｣という。）及び移動タンクを除く。以下この条において同じ。）に危険物を収納する場合は、当該タンクの容量を超えてはならない。

２　指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱うタンクの位置、構造及び設備の技術上の基準は次のとおりとする。

(1)　その容量に応じ、次の表に掲げる厚さの鋼板又はこれと同等以上の機械的性質を有する材料で気密に造るとともに、圧力タンクを除くタンクにあっては水張試験において、圧力タンクにあっては最大常用圧力の1.5倍の圧力で10分間行う水圧試験において、それぞれ漏れ、又は変形しないものであること。ただし、固体の危険物を貯蔵し、又は取り扱うタンクにあってはこの限りでない。

	タンクの容量
	板厚

	40リットル以下
	1.0ミリメートル以上

	40リットルを超え100リットル以下
	1.2ミリメートル以上

	100リットルを超え250リットル以下
	1.6ミリメートル以上

	250リットルを超え500リットル以下
	2.0ミリメートル以上

	500リットルを超え1000リットル以下
	2.3ミリメートル以上

	1,000リットルを超え2,000リットル以下
	2.6ミリメートル以上

	2,000リットルを超えるもの
	3.2ミリメートル以上


(2)　地震等により容易に転倒又は落下しないように設けること。

(3)　外面には、さび止めのための措置を講ずること。ただし、アルミニウム合金、ステンレス鋼その他さびにくい材質で造られたタンクにあっては、この限りでない。

(4)　圧力タンクにあっては有効な安全装置を、圧力タンク以外のタンクにあっては有効な通気管又は通気口を設けること。

(5)　引火点が40度未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱う圧力タンク以外のタンクにあっては、通気管又は通気口に引火を防止するための措置を講ずること。

(6)　見やすい位置に危険物の量を自動的に表示する装置（ガラス管等を用いるものを除く。）を設けること。

(7)　注入口は、火災予防上支障のない場所に設けるとともに、当該注入口には弁又はふたを設けること。

(8)　タンクの配管には、タンク直近の容易に操作できる位置に開閉弁を設けること。

(9)　タンクの配管は、地震等により当該配管とタンクとの結合部分に損傷を与えないように設置すること。

(10) 液体の危険物のタンクの周囲には、危険物が漏れた場合にその流出を防止するための有効な措置を講ずること。ただし、引火点40度以上の液体の危険物を貯蔵し、又は取り扱う屋外に設けられたタンクの容量が、指定数量の２分の１未満の場合にあっては、この限りでない。

(11) 屋外に設置するもので、タンクの底板を地盤面に接して設けるものにあっては、底板の外面の腐食を防止するための措置を講ずること。

第40条の５　指定数量の5分の1以上指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱う地下タンクに危険物を収納する場合は、当該タンクの容量を超えてはならない。
２　指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱う地下タンクの位置、構造及び設備の技術上の基準は、前条第２項第３号から第５号まで及び第７号の規定の例によるほか、次のとおりとする。

(1)　地盤面下に設けられたコンクリート造等のタンク室に設置し、又は危険物の漏れを防止することができる構造により地盤面下に設置すること。ただし、第４類の危険物のタンクで、その外面がエポキシ樹脂、ウレタンエラストマー樹脂、強化プラスチック又はこれらと同等以上の防食性を有する材料により有効に保護されている場合又は腐食し難い材質で造られている場合にあっては、この限りでない。
(2)　自動車等による上部からの荷重を受けるおそれのあるタンクにあっては、当該タンクに直接荷重がかからないようにふたを設けること。

(3)　タンクは、堅固な基礎の上に固定されていること。

(4)　タンクは、厚さ3.2ミリメートル以上の鋼板又はこれと同等以上の強度を有する金属板若しくはこれと同等以上の性能を有するガラス繊維強化プラスチックで気密に造るとともに、圧力タンクを除くタンクにあっては70キロパスカルの圧力で、圧力タンクにあっては最大常用圧力の1.5倍の圧力で、それぞれ10分間行う水圧試験において、漏れ、又は変形しないものであること。

(5)　危険物の量を自動的に表示する装置又は計量口を設けること。この場合において、計量口を設けるタンクについては、計量口の直下のタンクの底板にその損傷を防止するための措置を講ずること。

(6)　タンクの配管は、当該タンクの頂部に取り付けること。

(7)　タンクの周囲に二箇所以上の管を設けること等により当該タンクからの液体の危険物の漏れを検知する設備を設けること。
第40条の６　指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱う移動タンクの技術上の基準は、第40条の４第１項の規定の例によるほか、次のとおりとする。

(1)　タンクから危険物を貯蔵し、又は取り扱う他のタンクに液体の危険物を注入するときは、当該他のタンクの注入口にタンクの注入ホースを緊結するか、又は注入ホースの先端部に手動開閉装置を備えた注入ノズル（手動開閉装置を開放の状態で固定する装置を備えたものを除く。）により注入すること。

(2)　タンクから液体の危険物を容器に詰め替えないこと。ただし、安全な注油に支障がない範囲の注油速度で前号に定める注入ノズルにより引火点が40度以上の第4類の危険物を容器に詰め替える場合は、この限りでない。

(3)　静電気による災害が発生するおそれのある液体の危険物をタンクに入れ、又はタンクから出すときは、当該タンクを有効に接地すること。

(4)　静電気による災害が発生するおそれのある液体の危険物をタンクにその上部から注入するときは、注入管を用いるとともに、当該注入管の先端をタンクの底部に着けること。

２　指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱う移動タンクの位置、構造及び設備の技術上の基準は、第40条の４第２項第３号の規定の例によるほか、次のとおりとする。

(1)　火災予防上安全な場所に常置すること。

(2)　タンクは、厚さ3.2ミリメートル以上の鋼板又はこれと同等以上の機械的性質を有する材料で気密に造るとともに、圧力タンクを除くタンクにあっては70キロパスカルの圧力で、圧力タンクにあっては最大常用圧力の1.5倍の圧力で、それぞれ10分間行う水圧試験において、漏れ、又は変形しないものであること。

(3)　タンクは、Ｕボルト等で車両のシャーシフレーム又はこれに相当する部分に強固に固定すること。

(4)　常用圧力が20キロパスカル以下タンクにあっては20キロパスカルを超え24キロパスカル以下の範囲の圧力で、常用圧力が20キロパスカルを超えるタンクにあっては常用圧力の1.1倍以下の圧力で作動する安全装置を設けること。

(5)　タンクは、その内部に4,000リットル以下ごとに完全な間仕切を厚さ3.2ミリメートル以上の鋼板又はこれと同等以上の機械的性質を有する材料で設けること。

(6)　前号の間仕切により仕切られた部分には、それぞれマンホール及び第４号に規定する安全装置を設けるとともに、当該間仕切により仕切られた部分の容量が2,000リットル以上のものにあっては、厚さ1.6ミリメートル以上の鋼板又はこれと同等以上の機械的性質を有する材料で造られた防波板を設けること。

(7)　マンホール及び注入口のふたは、厚さ3.2ミリメートル以上の鋼板又はこれと同等以上の機械的性質を有する材料で造ること。

(8)　マンホール、注入口、安全装置等の附属装置がその上部に突出しているタンクには、当該タンクの転倒等による当該附属装置の損傷を防止するための防護枠を設けること。

(9)　タンクの下部に排出口を設ける場合は、当該タンクの排出口に、非常の場合に直ちに閉鎖することができる弁等を設けるとともに、その直近にその旨を表示し、かつ、外部からの衝撃による当該弁等の損傷を防止するための措置を講ずること。

(10) タンクの配管は、先端部に弁等を設けること。

(11) タンク及び附属装置の電気設備で、可燃性の蒸気が滞留するおそれのある場所に設けるものは、可燃性の蒸気に引火しない構造とすること。
（指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物の貯蔵及び取扱いの基準）
第41条　指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物の貯蔵及び取扱いの危険物の類ごとに共通する技術上の基準は、次のとおりとする。
(1)　第１類の危険物は、可燃物と接触若しくは混合、分解を促す物品との接近又は加熱、衝撃若しくは摩擦を避けるとともにアルカリ金属の過酸化物及びこれを含有するものにあっては、水との接触を避けること。
(2)　第２類の危険物は、酸化剤との接触若しくは混合、炎、火花若しくは高温体との接近又は加熱を避けるとともに、鉄粉、金属粉及びマグネシウム並びにこれらのいずれかを含有するものにあっては水又は酸との接触を避け、引火性固体にあってはみだりに蒸気を発生させないこと。
(3)　自然発火性物品（第３類の危険物のうち危険物の規制に関する政令第１条の５第２項の自然発火性試験において同条第３項に定める性状を示すもの並びにアルキルアルミニウム、アルキルリチウム及び黄りんをいう。）にあっては炎、火花若しくは高温体との接近、過熱又は空気との接触を避け、禁水性物品（第３類の危険物のうち同令第１条の５第５項の水との反応性試験において同条第６項に定める性状を示すもの（カリウム、ナトリウム、アルキルアルミニウム及びアルキルリチウムを含む。）をいう。）にあっては水との接触を避けること。
(4)　第４類の危険物は、炎、火花若しくは高温体との接近又は過熱を避けるとともに、みだりに蒸気を発生させないこと。

(5)　第５類の危険物は、炎、火花もしくは高温体との接近、加熱、衝撃又は摩擦を避けること。

(6)　第６類の危険物は、可燃物との接近若しくは混合、分解を促す物品との接近又は過熱を避けること。
２　前項の基準は、危険物を貯蔵し、又は取扱うにあたって、同項の基準によらないことが通常である場合においては適用しない。この場合において、当該貯蔵又は取扱いについては、災害の発生を防止するために十分な措置を講じなければならない。
第41条の２　指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取扱うタンク、配管その他の設備は、第40条の２から第40条の６までの位置、構造及び、設備の技術上の基準に適合するよう適正に維持管理されたものでなければならない。

第41条の３　第39条から前条までの規定にかかわらず、指定数量未満の第４類の危険物のうち動植物油類を貯蔵し、又は取扱う場合にあっては、当該各条の規定は、適用しない。
（品名又は指定数量を異にする危険物）
第42条　品名又は指定数量を異にする２以上の危険物を同一の場所で貯蔵し、又は取扱う場合において、当該貯蔵又は取扱いに係る危険物の数量を当該危険物の指定数量の５分の１の数量で除し、その商の和が１以上となるときは、当該場所は指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取扱っているものとみなす。
第２節　指定可燃物等の貯蔵及び取扱いの技術上の基準等
（可燃性液体類等の貯蔵及び取扱いの技術上の基準等）

第43条　別表第８の品名欄に掲げる物品で同表の数量欄に定める数量以上のもの（以下「指定可燃物」という。）のうち可燃性固体類（同表備考第６号に規定する可燃性固体類をいう。以下同じ。）及び可燃性液体類（同表備考第８号に規定する可燃性液体類をいう。以下同じ。）並びに指定数量の５分の１以上指定数量未満の第４類の危険物のうち動植物油類（以下「可燃性液体類等」という。）の貯蔵及び取扱いは、次の各号に掲げる技術上の基準によらなければならない。

(1)　可燃性液体類等を容器に収納し、又は詰め替える場合は、次によること。

イ　可燃性固体類（別表第８備考第６号ニに該当するものを除く。）にあっては危険物規則別表第３の危険物の類別及び危険等級の別の第２類のⅢの項において、可燃性液体類及び指定数量の５分の１以上指定数量未満の第４類の危険物のうち動植物油類にあっては危険物規則別表第３の２の危険物の類別及び危険等級の別の第４類のⅢの項において、それぞれ適応するものとされる内装容器（内装容器の容器の種類の項が空欄のものにあっては、外装容器）又はこれと同等以上であると認められる容器（以下この号において｢内装容器等｣という。）に適合する容器に収納し、又は詰め替えるとともに、温度変化等により可燃性液体類等が漏れないように容器を密封して収納すること。

ロ　イの内装容器等には、見やすい箇所に可燃性液体類等の化学名又は通称名及び数量の表示並びに「火気厳禁」その他これと同一の意味を有する他の表示をすること。ただし、化粧品の内装容器等で最大容量が300ミリリットル以下のものについては、この限りでない。

(2)　可燃性液体類等（別表第８備考第６号ニに該当するものを除く。）を収納した容器を積み重ねて貯蔵する場合には、高さ４メートルを超えて積み重ねないこと。

(3)　可燃性液体類等は、炎、火花若しくは高温体との接近又は過熱を避けるとともに、みだりに蒸気を発生させないこと。

(4)　前号の基準は、可燃性液体類等を貯蔵し、又は、取り扱うにあたって、同号の基準によらないことが通常である場合においては適用しない。この場合において、当該貯蔵又は取扱いについては、災害の発生を防止するため十分な措置を講ずること。

２　可燃性液体類等を貯蔵し、又は取り扱う場所の位置、構造及び設備は、次の各号に掲げる技術上の基準によらなければならない。

(1)　可燃性液体類等を貯蔵し、又は取り扱う屋外の場所の周囲には、可燃性固体類及び可燃性液体類（以下「可燃性固体類等」という。）にあっては容器等の種類及び可燃性固体類等の数量の倍数（貯蔵し、又は取り扱う可燃性固体類等の数量を別表第８に定める当該可燃性固体類等の数量で除して得た値をいう。以下この条において同じ。）に応じ次の表に掲げる幅の空地を、指定数量の５分の１以上指定数量未満の第４類の危険物のうち動植物油類にあっては１メートル以上の幅の空地をそれぞれ保有するか、又は、防火上有効な塀を設けること。

	容器等の種類
	可燃性固体類等の数量の倍数
	空地の幅

	タンク又は金属製容器
	１以上20未満
	１メートル以上

	
	20以上200未満
	２メートル以上

	
	200以上
	３メートル以上

	その他の場合
	１以上20未満
	１メートル以上

	
	20以上200未満
	３メートル以上

	
	200以上
	５メートル以上


(2)　別表第８で定める数量の20倍以上の可燃性固体類等を屋内において貯蔵し、又は取り扱う場合は、壁、柱、床及び天井を不燃材料で造つた室内において行うこと。ただし、その周囲に幅１メートル（別表第８で定める数量の200倍以上の可燃性固体類等を貯蔵し、又は取り扱う場合は、３メートル）以上の空地を保有するか、又は防火上有効な隔壁を設けた建築物その他の工作物内にあっては、壁、柱、床及び天井を不燃材料で覆つた室内において、貯蔵し、又は取り扱うことができる。

３　前２項に規定するもののほか、可燃性液体類等の貯蔵及び取扱い並びに貯蔵し、又は取り扱う場所の位置、構造及び設備の技術上の基準については、第39条から第40条の2まで（第40条の２第１項第16号及び第17号、第40条の3第2項第1号並びに第41条を除く。）の規定を準用する。

（綿花類等の貯蔵及び取扱いの技術上の基準等）

第44条　指定可燃物のうち可燃性固体類等以外の指定可燃物（以下「綿花類等」という。）の貯蔵及び取扱いは、次の各号に掲げる技術上の基準によらなければならない。

(1)　綿花類等を貯蔵し、又は取扱う場所においては、みだりに火気を使用しないこと。

(2)　綿花類等を貯蔵し、又は取扱う場所においては、係員以外の者をみだりに出入りさせないこと。

(3)　綿花類等を貯蔵し、又は取扱う場所においては、常に整理及び清掃を行うこと。この場合において、危険物と区分して整理するとともに、綿花類等の性状等に応じ、地震等により容易に荷くずれ、落下、転倒又は飛散しないような措置を講ずること。

(4)　綿花類等のくず、かす等は、当該綿綿花類等の性質に応じ、１日１回以上安全な場所において廃棄し、その他適当な措置を講ずること。

(5)　再生資源燃料（別表第8備考第5号に規定する再生資源燃料をいう。以下同じ。）のうち、廃棄物固形化燃料その他の水分によって発熱又は可燃性ガスの発生のおそれがあるもの(以下「廃棄物固形化燃料等」という。)を貯蔵し、又は取り扱う場合は、次によること。

イ　廃棄物固形化燃料等を貯蔵し、又は取り扱う場合は、適切な水分管理を行うこと。

ロ　廃棄物固形化燃料等を貯蔵する場合は、適切な温度に保持された廃棄物固形化燃料等に限り受け入れること。

ハ　３日を超えて集積する場合においては、発火の危険性を減じ、発火時においても速やかな拡大防止の措置を講じることができるよう５メートル以下の適切な集積高さとすること。

ニ　廃棄物固形化燃料等を貯蔵する場合は、温度、可燃性ガス濃度の監視により廃棄物固形化燃料等の発熱の状況を常に監視すること。

２　綿花類等を貯蔵し、又は取り扱う場所の位置、構造及び設備は、次の各号に掲げる技術上の基準によらなければならない。

(1)　綿花類等を貯蔵し、又は取り扱う場所には、綿花類等を貯蔵し、又は取り扱っている旨を表示した標識並びに綿花類等の品名、最大数量及び防火に関し必要な事項を掲示した掲示板を設けること。

(2)　綿花類等のうち廃棄物固形化燃料等及び合成樹脂類（別表第８備考第９号に規定する合成樹脂類をいう。以下同じ。）以外のものを集積する場合には、1集積単位の面積が200平方メートル以下になるように区分するとともに、集積単位相互間に次の表に掲げる距離を保つこと。ただし、廃棄物固形化燃料等以外の再生資源燃料及び石炭・木炭類（同表備考第７号に規定する石炭・木炭類をいう。）にあっては、温度計等により温度を監視するとともに、廃棄物固形化燃料等以外の再生資源燃料又は石炭・木炭類を適温に保つための散水設備等を設置した場合は、この限りでない。

	区分
	距離

	(1)
	面積が50平方メートル以下の集積単位相互間
	１メートル以上

	(2)
	面積が50平方メートルを超え200平方メートル以下の集積単位相互間
	２メートル以上


(3)　綿花類等のうち合成樹脂類を貯蔵し、又は取り扱う場合は、次による　　こと。

イ　集積する場合においては、１集積単位の面積が500平方メートル以下になるように区分するとともに、集積単位相互間に次の表に掲げる距離を保つこと。ただし、火災の拡大又は延焼を防止するため散水設備を設置する等必要な措置を講じた場合は、この限りでない。

	区分
	距離

	(1)
	面積が100平方メートル以下の集積単位相互間
	１メートル以上

	(2)
	面積が100平方メートルを超え300平方メートル以下の集積単位相互間
	２メートル以上

	(3)
	面積が300平方メートルを超え500平方メートル以下の集積単位相互間
	３メートル以上


ロ　合成樹脂類を貯蔵し、又は取り扱う屋外の場所の周囲には、1メートル（別表第８で定める数量の20倍以上の合成樹脂類を貯蔵し、又は取り扱う場合は、３メートル）以上の空地を保有するか、又は防火上有効な塀を設けること。ただし、開口部のない防火構造の壁又は不燃材料で造つた壁に面するとき又は火災の延焼を防止するため水幕設備を設置する等必要な措置を講じた場合は、この限りでない。

ハ　屋内において貯蔵し、又は取り扱う場合は、貯蔵する場所と取り扱う場所の間及び異なる取扱いを行う場合の取り扱う場所相互の間を不燃性の材料を用いて区画すること。ただし、火災の延焼を防止するため水幕設備を設置する等必要な措置を講じた場合は、この限りでない。

ニ　別表第8に定める数量の100倍以上を屋内において貯蔵し、又は取り扱う場合は、壁及び天井を難燃材料（建築基準法施行令第１条第６号に規定する難燃材料をいう。）で仕上げた室内において行うこと。

(4)　廃棄物固形化燃料等を貯蔵し、又は取り扱う場所の位置、構造及び設備は、前号イ及びニの規定の例によるほか、次に掲げる技術上の基準によること。

イ　廃棄物固形化燃料等の発熱の状況を監視するための温度測定装置を設けること。

ロ　別表第８で定める数量の100倍以上の廃棄物固形化燃料等をタンクにおいて貯蔵する場合は、当該タンクは廃棄物固形化燃料等に発熱が生じた場合に廃棄物固形化燃料等を迅速に排出できる構造とすること。ただし、当該タンクに廃棄物固形化燃料等の発熱の拡大を防止するための散水設備又は不活性ガス封入設備を設置した場合はこの限りでない。

第３節　基準の特例（第44条の２）
第44条の２　別表第8で定める数量の100倍以上の再生資源燃料（廃棄物固形化燃料等に限る。）、可燃性固体類、可燃性液体類又は、合成樹脂類を貯蔵し、又は取り扱う場合は、当該貯蔵し、又は取り扱う場所における火災の危険要因を把握するとともに、前2条に定めるもののほか当該危険要因に応じた火災予防上有効な措置を講じなければならない。

（基準の特例）

第44条の３　この章（第39条、第41条及び第42条を除く。以下同じ。）の規定は、指定数量未満の危険物及び指定可燃物の貯蔵及び取扱いについて、消防署長が、その品名及び数量、貯蔵及び取扱いの方法並びに周囲の地形その他の状況等から判断して、この章の規定による貯蔵及び取扱い並びに貯蔵し、又は取り扱う場所の位置、構造及び設備の技術上の基準によらなくても、火災の発生及び延焼のおそれが著しく少なく、かつ、火災等の災害による被害を最小限度に止めることができると認めるとき、又は予想しない特殊の構造若しくは設備を用いることによりこの章の規定による貯蔵及び取扱い並びに、貯蔵し、又は取り扱う場所の位置、構造及び設備の技術上の基準による場合と同等以上の効力があると認めるときにおいては、適用しない。

第５章　消防用設備等の技術上の基準の付加
（消火器具に関する基準）

第45条　次に掲げる防火対象物には、令別表第２においてその消火に適応するものとされる消火器又は簡易消火用具（以下「消火器具」という。）を当該防火対象物の階ごとに、その各部分から１の消火器具に至る歩行距離が20メートル以下となるように設けなければならない。
(1)　令別表第１(3)項、(5)項、(12)項及び(13)項イに掲げる防火対象物のうち、主要構造部が木造で、延べ面積が100平方メートル以上のもの。
(2)　令別表第１(16)項に掲げる防火対象物で、延べ面積が300平方メートル以上のもの。

２　前項の規定により設ける消火器具は、令第10条第２項並びに消防法施行規則（昭和36年自治省令第６号。以下「規則」という。）第９条及び第11条の規定の例により設置し、及び維持しなければならない。
３　第１項第２号又は令第10条第１項の規定により令別表第１(16)項に掲げる防火対象物で管理について権原を有する者が複数となるものに設ける消火器具は、管理について権原を有する者の使用する部分ごとに設けなければならない。
４　第１項及び令第10条第１項の規定により設ける消火器具は、寒冷時において消火剤が凍結し、又はその性能が著しく減退するおそれのないものでなければならない。ただし、保護のために有効な措置を講じたときは、この限りでない。
（屋外消火栓設備に関する基準）

第46条　令第19条第１項及び第２項の規定により設ける屋外消火栓設備の放水用器具を格納する箱の扉は、雨水の浸入又は凍結によりその開閉に支障を生じないような構造としなければならない。
（自動火災報知設備に関する基準）
第47条　令第21条の規定により設ける自動火災報知設備の受信機、発信機及び音響装置等を屋外又は開放廊下に設ける場合は、その機能を確保するため、防水ボックス又はこれと同等以上の効果を有するもので保護しなければならない。ただし、音響装置については、その機能を妨げない方法で保護すること。
（避難器具に関する基準）

第48条　次に掲げる防火対象物の階（建築基準法施行令第13条の３第１号に規定する避難階を除く。）には、避難器具を設けなければならない。
(1)　令別表第１(1)項から(4)項まで及び(7)項から(11)項までに掲げる防火対象物の２階以上の階（主要構造部を耐火構造とした建築物の２階を除く。）又は地階で、収容人員が30人以上のもの。
(2)　令別表第１(12)項及び(15)項に掲げる防火対象物の３階以上の階又は地階で、収容人員が、３階以上の無窓階又は地階にあっては70人以上、その他の階にあっては100人以上のもの。
２　前項の規定により設ける避難器具は、令第25条並びに規則第26条及び第27条の規定の例により設置し、及び維持しなければならない。
３　第１項及び令第25条第１項の規定により設ける避難器具は積雪時における避難に際して支障のない場所に設けなければならない。
（消防用水に関する基準）
第49条　令第27条第１項及び第２項の規定により設ける消防用水は、積雪時において消防ポンプ自動車が容易に接近することができるように維持するとともに、見やすい箇所に標識を設けなければならない。
（基準の特例）

第50条　この章の規定のうち、第45条第１項第２号及び第３号並びに第48条第１項第１号及び第２号については、消防署長が予想しない特殊の消防用設備等、その他の設備を用いることにより、第45条第１項第２号及び第３号並びに第48条第１項第１号及び第２号と同等の効力があると認めるときは適用しない。
第６章　防火管理及び避難管理
（防火管理業務の受託等）
第51条　法第８条に規定する防火管理上必要な業務（以下「防火管理業務」という。）の一部を令第１条の２第３項に掲げる防火対象物の関係者から委託を受けて事業を行なう者（以下「受託者」という。）は、防火管理業務に関する教育の担当者（以下「教育担当者」という。）を定めて、その者をして防火管理業務に従事する者に対し、組織的、計画的な防火管理業務に関する教育を行なわせなければならない。ただし、法第17条の３の３の規定による消防用設備等の点検のみを受託する場合を除く。

２　教育担当者は、防火管理業務を担当する営業所ごとに、消防長が指定する資格を有する者のうちから選任しなげればならない。
３　受託者は、前項の規定により教育担当者を定めたときは、遅滞なくその旨を消防長に届け出なければならない。これを解任したときも同様とする。
（劇場等の客席）
第52条　劇場等の屋内の客席は、次の各号に定めるところによらなければならない。
(1)　いすは、床に固定すること。
(2)　いす背（いす背のない場合にあっては、いす背に相当する部分。以下この条及び次条において同じ。）の間隔は80センチメートル以上とし、いす席の間隔（前席の最後部と後席の最前部の間の水平距離をいう。以下この条において同じ。）は、35センチメートル以上とし座席の幅は、40センチメートル以上とすること。
(3)　立見席の位置は、客席の後方とし、その奥行は、2.4メートル以下とすること。
(4)　客席の最前部（最下階にあるものを除く。）及び最後部とその他の部分との間には、高さ75センチメートル以上の手すりを設けること。
(5)　客席の避難通路は次によること。
イ　いす席を設ける客席の部分には、横に並んだいす席の基準席数（８席にいす席の間隔が35センチメートルを超える１センチメートルごとに１席を加えた席数（20席を超える場合にあっては、20席とする。）をいう。以下この条において同じ。）以下ごとに、その両側に縦通路を保有すること。ただし、基準席数に２分の１を乗じて得た席数（１席未満の端数がある場合は、その端数は切り捨てる。）以下ごとに縦通路を保有する場合にあっては、片側のみとすることができる。
ロ　イの縦通路の幅は、当該通路のうち避難の際に通過すると想定される人数が最大となる地点での当該通過人数に0.6センチメートルを乗じて得た幅員（以下「算定幅員」という。）以上とすること。ただし、当該通路の輻は80センチメートル（片側のみがいす席に接する縦通路にあっては、60センチメートル）未満としてはならない。
ハ　いす席を設ける客席の部分には、縦に並んだいす席15席（いす背の間隔が90センチメートル以上の場合においては20席）以下ごと及び当該客席の部分の最前部に算定幅員以上の幅員を有する横通路を保有すること。ただし、当該通路の幅は、１メートル未満としてはならない。
ニ　ます席を設ける客席の部分には、横に並んだます席２ます以下ごとに幅40センチメートル以上の縦通路を保有すること。

ホ　イからニまでの通路は、いずれも客席の避難口（出入口を含む。以下同じ。）に直通させること。
第53条　劇場等の屋外の客席は、次の各号に定めるところによらなければならない。
(1)　いすは、床に固定すること。
(2)　いす背の間隔は、75センチメートル以上とし座席の幅は、40センチメートル以上とすること。ただし、いす背がなく、かつ、いす座が固定している場合にあっては、いす背の間隔を70センチメートル以上とすることができる。

(3)　立見席には、奥行き３メートル以下ごとに、高さ1.1メートル以上の手すりを設けること。
(4)　客席の避難通路は、次によること。

イ　いす席を設ける客席の部分には、横に並んだいす席10席（いす背がなく、かつ、いす座が固定している場合であっては20席）以下ごとに、その両側に幅80センチメートル以上の通路を保有すること。ただし、５席（いす背がなく、かつ、いす座が固定している場合にあっては、10席）以下ごとに通路を保有する場合にあっては、片側のみとすることができる。
ロ　いす席を設ける客席の部分には、幅１メートル以上の通路を、各座席から歩行距離15メートル以下でその一に達し、かつ、歩行距離40メートル以下で避難口に達するように保有すること。
ハ　ます席を設ける客席の部分には、幅50センチメートル以上の通路を、各ますがその一に接するように保有すること。
ニ　ます席を設ける客席の部分には、幅１メートル以上の通路を、各ますから歩行距離10メートル以内でその一に達するように保有すること。
（基準の特例）

第53条の２　前２条の規定の全部又は一部は、消防署長が劇場等の位置、収容人員、使用形態、避難口その他の避難施設の配置等により入場者の避難上支障がないと認めるときにおいては、適用しない。
（キャバレー等の避難通路）
第54条　キャバレー、カフェー、ナイトクラブその他これらに類するもの（以下「キャバレー等」という。）及び飲食店の階のうち当該階における客席の床面積が150平方メートル以上の階の客席には、有効幅員1.6メートル（飲食店にあっては1.2メートル）以上の避難通路を、客席の各部分からいす席、テーブル席又はボックス席７個以上を通過しないで、その一に達するように保有しなければならない。
（ディスコ等の避難管理）
第54条の２　ディスコ、ライブハウスその他これらに類するもの（以下「ディスコ等」という。）の関係者は、非常時において、すみやかに特殊照明及び音響を停止するとともに、避難上有効な明るさを保たなければならない。

　（個室型店舗の避難管理）

第54条の３　カラオケボックス、インターネットカフェ、漫画喫茶、テレフォンクラブ、個室ビデオその他これらに類するものの遊興の用に供する個室（これに類する施設を含む。）に設ける外開き戸のうち、避難通路に面するものにあっては、開放した場合において自動的に閉鎖するものとし、避難上有効に管理しなければならない。ただし、避難の際にその開放により当該避難通路において、避難上支障がないと認められるものにあっては、この限りでない。
（百貨店等の避難通路）
第55条　百貨店等の階のうち当該階における売場又は展示場の床面積が150平方メートル以上の階の売場又は展示場には、屋外へ通ずる避難口又は階段に直通する幅1.2メートル（売場又は展示場の床面積が300平方メートル以上1,000平方メートル未満のものにあっては1.6メートル、1,000平方メートル以上3,000平方メートル未満のものにあっては1.8メートル、3,000平方メートル以上のものにあっては２メートル）以上の主要避難通路を一以上保有しなければならない。
２　百貨店等の階のうち当該階における売場又は展示場の床面積が600平方メートル以上の売場又は展示場には、前項の主要避難通路のほか、有効幅員1.2メートル以上の補助避難通路を保有しなければならない。
３　百貨店等に避難の用に供することができる屋上広場を設けた場合は、当該広場を避難上有効に維持しなければならない。
（劇場等の定員）

第56条　劇場等の関係者は、次の各号の定めるところにより、収容人員の適性化に努めなければならない。
(1)　客席の部分ごとに、次のイからハまでによって算定した数の合計数（以下「定員」という。）を超えて客を入場させないこと。
イ　固定式のいす席を設ける部分については、当該部分にあるいす席の数に対応する数。この場合において、長いす式のいす席にあっては、当該いす席の正面幅を40センチメートルで除して得た数（１未満のはしたの数は、切捨てるものとする。）とする。
ロ　立見席に設ける部分については、当該部分の床面積を0.2平方メートルで除して得た数。
ハ　その他の部分については、当該部分の床面積を0.5平方メートルで除して得た数。
(2)　客席内の避難通路に客を収容しないこと。
(3)　一のます席には、屋内の客席にあっては７人以上、屋外の客席にあっては10人以上の客を収容しないこと。
(4)　出入口その他公衆の見やすい場所には、当該劇場等の定員を記載した表示板を設けるとともに、入場した客の数が定員に達したときは、直ちに満員札を掲げること。
（避難施設の管理）
第57条　令別表第１に掲げる防火対象物の避難口、廊下、階段、避難通路その他避難のために使用する施設は、次に定めるところにより、避難上有効に管理しなければならない。
(1)　避難のために使用する施設の床面は避難に際し、つまずき、すべり等を生じないように常に維持すること。
(2)　避難口に設ける戸は、外開きとし、開放した場合において廊下、階段等の有効幅員を狭めないような構造とすること。ただし、劇場等以外の令別表第１に掲げる防火対象物について避難上支障がないと認められる場合においては、内開き以外の戸とすることができる。
(3)　前号の戸には、施錠装置を設けてはならない。ただし、非常時に自動的に解錠できる機能を有するもの又は屋内からかぎ等を用いることなく容易に解錠できる構造であるものにあっては、この限りでない。
(4)　避難口及び屋外の避難通路は、凍結又は積雪により避難の支障とならないように維持すること。
（防火設備の管理）
第58条　令別表第１に掲げる防火対象物の防火設備は、防火区画の防火設備に近接して延焼の媒介となる可燃物が存置されないよう防火上有効に管理しなければならない。
（準用）
第59条　第52条から第53条の２まで及び第54条の２から前条までの規定は、体育館、講堂その他の防火対象物を一次的に劇場等、展示場又はディスコ等の用途に供する場合について準用する。
（避難経路図の掲出）

第60条　百貨店、旅館、ホテル、宿泊所及び病院のうち、消防長が指定するものにあっては、売場、客室、廊下、待合室等の見やすい箇所に避難経路を明示した避難経路図を掲出しなければならない。
第７章　雑則
（防火対象物の使用開始の届出等）
第61条　令別表第１に掲げる防火対象物（同表(19)項及び(20)項に掲げるものを除く。）をそれぞれの用途に使用しようとする者（用途を変更しようとする者を含む。）は、使用開始の日の７日前までにその旨を消防署長に届け出なければならない。
(火を使用する設備等の設置の届出)

第62条　火を使用する設備又はその使用に際し、火災の発生のおそれのある設備のうち、次の各号に掲げるものを設置しようとする者は、あらかじめ、その旨を消防署長に届け出なければならない。
(1)　熱風炉。
(2)　多量の可燃性ガス又は蒸気を発生する炉。
(3)　前号に掲げるもののほか、据付面積２平方メートル以上の炉（個人の住居に設けるものを除く。）。
(3)の２　当該厨房設備の入力と同一厨房室内に設ける他の厨房設備の入力の合計が350キロワット以上の厨房設備。
(4)　入力70キロワット以上の温風暖房機（風道を使用しないものにあっては、劇場等及びキャバレー等に設けるものに限る。）。

(5)　ボイラー又は入力70キロワット以上の給湯湯沸設備（個人の住居に設けるもの又は労働安全衛生法施行令（昭和47年政令第318号）第１条第３号に定めるものを除く。）。
(6)　乾燥設備（個人の住居に設けるものを除く。）。
(7)　サウナ設備（個人の住居に設けるものを除く。）。

(7)の２　入力70キロワット以上の内燃機関によるヒートポンプ冷暖房機。
(8)　火花を生ずる設備。
(8)の２　放電加工機。
(9)　高圧又は特別高圧の変電設備（全出力50キロワット以下のものを除く。）。
(10) 燃料電池発電設備(第12条の２第２項又は第4項に定めるものを除く。)

(11) 内燃機関を原動力とする発電設備のうち、固定して用いるもの(第１７条第４項に定めるものを除く。)

(12) 蓄電池設備。
(13) 設備容量２キロボルトアンペア以上のネオン管灯設備。
(14) 水素ガスを充てんする気球。
（火災とまぎらわしい煙等を発するおそれのある行為等の届出）
第63条　次に掲げる行為をしようとする者は、あらかじめ、住所、氏名（法人にあっては所在地及び名称）その他必要事項を消防署長に届け出なければならない。

(1)　火災とまぎらわしい煙又は火炎を発するおそれのある行為。
(2)　煙火（がん具用煙火を除く。）の打ち上げ又は仕掛け。
(3)　劇場等以外の建築物その他の工作物における演劇映画その他の催物の開催。
(4)　水道の断水又は減水。
(5)　消防隊の通行その他消火活動に支障を及ぼすおそれのある道路工事。
(6)　煙突の取付け又は掃除を業とする者。
(7)　液体燃料を使用する燃焼器具の分解掃除及び整備を業とする者。
(8)　消防用設備等（令第７条に規定する簡易消火用具、非常警報器具、誘導標識、消防用水及び排煙設備を除く。）の工事、整備又は販売を業とする者。ただし、当該業を行うための事務所又は店舗等を区域内に設置する者に限る。
（指定洞道等の届出）
第64条　通信ケーブル又は電力ケーブル（以下「通信ケーブル等」という。）の敷設を目的として設置された洞道、共同溝その他これらに類する地下の工作物（通信ケーブル等の維持管理等のため必要に応じ人が出入りする隧道に限る。）で、火災が発生した場合に消火活動に重大な支障を生ずるおそれのあるものとして消防長が指定したもの（以下「指定洞道等」という。）に通信ケーブル等を敷設する者は、次に掲げる事項を消防署長に届出なければならない。
(1)　指定洞道等の経路及び出入口、換気口等の位置。
(2)　指定洞道等の内部に敷設されている主要な物件。
(3)　指定洞道等の内部における火災に対する安全管理対策。
２　前項の規定は、同項各号に掲げる事項について重要な変更を行う場合について準用する。
（指定数量未満の危険物等の貯蔵及び取扱いの届出等）

第65条　指定数の５分の１以上（個人の住居で貯蔵し、又は取り扱う場合にあっては、指定数量の２分の１以上）指定数量未満の危険物及び別表第8で定める数量の５倍以上（再生資源燃料、可燃性固体類等及び合成樹脂類にあっては、同表で定める数量以上）の指定可燃物を貯蔵し、又は取り扱おうとする者は、あらかじめ、その旨を消防署長に届け出なければならない。

２　前項の規定は、同項の貯蔵及び取扱いを廃止する場合について準用する。
（タンクの水張検査等）
第66条　消防署長は、前条第１項の届出に係る指定数量未満の危険物又は指定可燃物を貯蔵し、又は取り扱うタンクを製造し、又は設置しようとする者の申出により、当該タンクの水張検査又は水圧検査を行うことができる。
（委任）
第67条　この条例の実施のための手続きその他その施行について必要な事項は、組合長が定める。
第８章　罰則
（罰則）
第68条　次の各号の一に該当する者は、30万円以下の罰金に処する。

(1)　第39条の規定に違反して指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱った者。
(2)　第40条の規定に違反した者。
(3)　第43条又は第44条の規定に違反した者。
第69条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業員が、その法人又は人の業務に関して前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほかその法人又は人に対しても各本条に係る罰金刑を科する。ただし、法人又は人の代理人、使用人その他の従業者の当該違反行為を防止するため、当該業務に対し相当の注意及び監督が尽くされたことの証明があったときは、その法人又は人については、この限りでない。
附　則
１　この条例は、昭和61年８月１日から施行する。
２　東十勝消防事務組合火災予防条例（昭和48年条例第６号）は、廃止する。
３　第４条第１項第１号ハの規定は、この条例の施行後に設置される別表第３から別表第６までに掲げる気体燃料又は液体燃料を使用するふろがまについて適用し、この条例の施行前に設置されている当該ふろがまについては、なお従前の例による。
４　この条例施行の際、現に常圧下において可燃性ガスを大気中に滲出する性質を有する合成樹脂類を屋内において貯蔵し、又は取り扱っているものについては、第44条第６号の規定は、この条例施行の日から起算して２年を経過するまでの間は、適用しない。
５　この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

６　危険物の規制に関する政令の一部を改正する政令（平成23年政令第405号。第９項において「改正政令」という。）による危険物の規制に関する政令第１条第１項の規定の改正により、新たに指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱う場所となるもの（以下この項から第８項までにおいて「新規対象」という。）のうち、第40条の２第２項第９号に定める基準に適合しないものの位置、構造及び設備に係る技術上の基準については、同号の規定は、当該新規対象が次に掲げる基準の全てに適合している場合に限り、適用しない。

(1) 当該新規対象の危険物を取り扱う配管は、その設置される条件及び使用される状況に照らして、十分な強度を有し、かつ、漏れない構造であること。

(2) 当該新規対象に係る危険物の数量を当該危険物の指定数量でそれぞれ除した商の和　　が、平成24年７月１日において現に貯蔵し、又は取り扱っている危険物の数量を当該危険物の指定数量でそれぞれ除した商の和を超えないこと。

７　新規対象のうち、第40条の２第１項第16号ロに定める基準に適合しないものの貯蔵及び取扱いに係る技術上の基準については、同号の規定は、平成25年12月31日までの間は、適用しない。

８　新規対象のうち、第40条の２第２項第１号から第８号まで、第40条の３の２（第３号を除く。）又は第40条の４第２項（第１号、第10号及び第11号を除く。）に定める基準に適合しないものの位置、構造及び設備に係る技術上の基準については、これらの規定は、当該新規対象が第６項第２号に掲げる基準に適合している場合に限り、平成25年６月30日までの間は、適用しない。

９　改正政令による危険物の規制に関する政令第１条第１項の規定の改正により新たに指定数量の５分の１以上（個人の住居で貯蔵し、又は取り扱う場合にあっては、指定数量の２分の１以上）指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱うこととなる者は、平成24年12月31日までにその旨を消防署長に届け出なければならない。

附　則（平成２年３月30日条例第２号）
（施行期日）
第１条　この条例は、平成２年５月23日（以下「施行日」という。）から施行する。
（液体燃料を使用する炉及びかまどの附属設備に関する経過措置）

第２条　この条例の施行の際、現に使用されている燃料タンクのうち、改正後の東十勝消防事務組合火災予防条例（以下「新条例」という。）第３条第１項第16号ニに定める基準に適合しないものの構造に係る技術上の基準については、同号ニの規定にかかわらず、なお従前の例による。
（指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物の貯蔵及び取扱いの技術上の基準に関する経過措置）

第３条　この条例の施行の際、現に危険物又は危険物以外の物品を貯蔵し、又は取り扱っているもので、新たに指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱うこととなるもの（以下「新規対象」という。）及び現に指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱っているもので、引き続き指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱うこととなるもの（以下「既存対象」という。）のうち、消防法の一部を改正する法律（昭和63年法律第55号）の施行に伴い新条例第４章第１節に定める基準に適合しないこととなるものの貯蔵及び取扱いに係る技術上の基準については、次項から第12項までに定めるものを除き、施行日から起算して１年間は、同前の規定によることを要しない。
２　新規対象のうち、新条例第40条の４第１号若しくは第12号又は第40条の５第１号から第４号まで若しくは第５号（計量口の直下のタンクの底板にその損傷を防止するための措置を講ずることとする部分に限る。）に定める基準に適合しないものの貯蔵及び取扱いに係る技術上の基準については、これらの規定は、当該新規対象が次に掲げる基準のすべてに適合し、かつ、タンクが鋼板その他の金属板（地下タンクにあっては、タンクが鋼板その他の金属板又はガラス繊維強化プラスチック）で造られている場合に限り、適用しない。
(1)　タンクは、漏れない構造であること。
(2)　当該新規対象に係る危険物の数量を当該危険物の指定数量でそれぞれ除した商の和が、施行日において現に貯蔵し、又は取り扱っている危険物の数量を当該危険物の指定数量でそれぞれ除した商の和を超えないこと。
３　新条例のうち、新条例第40条の２第９号又は第40条の３第１項第１号若しくは第２項第３号（適当な傾斜をつけ、かつ、ためますを設ける部分に限る。）に定める基準に適合しないものの貯蔵及び取扱いに係る技術上の基準については、これらの規定は、当該新規対象が前項第２号に掲げる基準に適合している場合に限り、適用しない。
４　新規対象のうち、新条例第40条の４第10号に定める基準に適合しないものの貯蔵及び取扱いに係る技術上の基準については、同号の規定は、当該新規対象が第２項第２号に掲げる基準に適合している場合に限り、平成５年11月22日までの間は、適用しない。
５　新規対象のうち、新条例第40条の３第１項第２号又は第２項第１号、第２号若しくは第３号（床は危険物が浸透しない構造とする部分に限る。）に定める基準に適合しないものの貯蔵及び取扱いに係る技術上の基準については、これらの規定は、当該新規対象が第２項第２号に掲げる基準に適合している場合に限り、平成４年５月22日までの間は、適用しない。
６　新規対象のうち、新条例第40条の３第２項第４号、第40条の５第７号又は第40条の６第２号、第４号から第９号まで若しくは第12号に定める基準に適合しないものの貯蔵及び取扱いに係る技術上の基準については、これらの規定は、平成４年５月22日までの間は、適用しない。
７　既存対象のうち、新条例第40条の２第９号、第40条の３第１項第１号若しくは第２項第３号（適当な傾斜をつけ、かつ、ためますを設ける部分に限る。）、第40条の４第１号若しくは第12号又は第40条の５第１号若しくは第５号に定める基準に適合しないものの貯蔵及び取扱いに係る技術上の基準については、これらの規定にかかわらず、当該既存対象が当該既存対象に係る危険物の数量を当該危険物の指定数量でそれぞれ除した商の和が、施行日において現に貯蔵し、又は取り扱っている危険物の数量を当該危険物の指定数量でそれぞれ除した商の和を超えない場合に限り、なお従前の例による。
８　既存対象のうち、新条例第40条の４第10号に定める基準に適合しないものの貯蔵及び取扱いに係る技術上の基準については、同号の規定にかかわらず、当該既存対象が当該既存対象に係る危険物の数量を当該危険物の指定数量でそれぞれ除した商の和が、施行日において現に貯蔵し、又は取り扱っている危険物の数量を当該危険物の指定数量でそれぞれ除した商の和を超えない場合に限り、平成５年11月22日までの間は、なお従前の例による。
９　既存対象のうち、新条例第40条の３第１項第２号又は第２項第１号若しくは第３号（床は危険物が浸透しない構造とする部分に限る。）に定める基準に適合しないものの貯蔵及び取扱いに係る技術上の基準については、これらの規定にかかわらず、当該既存対象が当該既存対象に係る危険物の数量を当該危険物の指定数量でそれぞれ除した商の和が、施行日において現に貯蔵し、又は取り扱っている危険物の数量を当該危険物の指定数量でそれぞれ除した商の和を超えない場合に限り、平成４年５月22日までの間は、なお従前の例による。
10　既存対象のうち、新条例第40条の３第２項第４号、第40条の５第７号又は第40条の６第９号若しくは第12号に定める基準に適合しないものの貯蔵及び取扱いに係る技術上の基準については、これらの規定にかかわらず、平成４年５月22日までの間は、なお従前の例による。

11　既存対象のうち、新条例第40条の２第３号、第７号若しくは第８号又は第40条の３第２項第５号に定める基準に適合しないものの貯蔵及び取扱いに係る技術上の基準については、これらの規定にかかわらず、平成３年５月22日までの間は、なお従前の例による。
12　既存対象のうち、新条例第40条の２第１号に定める基準に適合しないものの貯蔵及び取扱いに係る技術上の基準については、同号の規定にかかわらず、平成２年11月22日までの間は、なお従前の例による。
13　新条例第40条の２第19号ロの規定による表示は、平成３年５月22日までの間は、同号の規定によらないことができる。
（指定可燃物等の貯蔵及び取扱いの技術上の基準に関する経過措置）
第４条　この条例の施行の際、現に新条例別表第７に定める数量以上の可燃性固体類及び可燃性液体類を貯蔵し、又は取り扱っているもの並びに現に動植物油類を貯蔵し、又は取り扱っているもので新たに指定数量の５分の１以上指定数量未満の動植物油類を貯蔵し、又は取り扱うこととなるもののうち、新条例第43条第１項第１号又は第２号に定める基準に適合しないものの貯蔵及び取扱いに係る技術上の基準については、これらの規定は、可燃性固体類及び可燃性液体類にあっては可燃性固体類及び可燃性液体類の数量が、施行日において現に貯蔵し、又は取り扱っている可燃性固体類及び可燃性液体類の数量を超えず、動植物油類にあっては動植物油類の数量が、施行日において現に貯蔵し、又は取り扱っている動植物油類の数量を超えない場合に限り、適用しない。
２　新条例第43条第１項第３号ロの規定による表示は、平成３年５月22日までの間は、同号の規定によらないことができる。
３　この条例の施行の際、現に新条例別表第７に定める数量以上の綿花類等を貯蔵し、又は取り扱っているものについては、平成２年11月22日までの間は、新条例第44条第５号の規定によることを要しない。
４　この条例の施行の際、現に新条例別表第７に定める数量以上の石炭・木炭類を貯蔵し、又は取り扱っているもののうち、新条例第44条第６号に定める基準に適合しないものの貯蔵及び取扱いに係る技術上の基準については、同号の規定は、平成３年５月22日までの間は、適用しない。
５　この条例の施行の際、現に新条例別表第７に定める数量以上の合成樹脂類を貯蔵し、又は取り扱っているもののうち、新条例第44条第７号ロ又はハに定める基準に適合しないものの貯蔵及び取扱いに係る技術上の基準については、これらの規定は、当該合成樹脂類の数量が施行日において現に貯蔵し、又は取り扱っている合成樹脂類の数量を超えない場合に限り、平成４年５月22日までの間は、適用しない。
（指定数量未満の危険物等の貯蔵及び取扱いの届出に関する経過措置）
第５条　この条例の施行の際、現に危険物又は危険物以外の物品を貯蔵し、又は取り扱っている者で、新たに指定数量の５分の１以上（個人の住居で貯蔵し、又は取り扱う場合にあっては、指定数量の２分の１以上）指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱うこととなるものに対する新条例第65条第１項の規定の適用については、同項中「あらかじめ」とあるのは、「平成２年11月22日（施行日の前日において消防法（昭和23年法律第186号）第11条第１項の規定により許可を受けていたものにあっては、平成２年８月22日）までに」とする。
２　施行日前に行った改正前の東十勝消防事務組合火災予防条例（以下「旧条例」という。）第65条の規定による特殊可燃物を貯蔵し、又は取り扱う旨の届出は、新条例第65条第１項の規定による指定可燃物を貯蔵し、又は取り扱う旨の届出とみなす。
３　前項に定めるもののほか、この条例の施行の際、現に新条例別表第７に定める数量の５倍以上（可燃性固体類、可燃性液体類及び合成樹脂類にあっては、同表に定める数量以上）の指定可燃物を貯蔵し、又は取り扱っている者に対する新条例第65条第１項の規定の適用については、同項中「あらかじめ」とあるのは、「平成２年11月22日（施行日の前日において消防法第11条第１項の規定により許可を受けていたものにあっては、平成２年８月22日）までに」とする。
４　施行日前に旧条例第65条の規定による届出を行っていた者で、施行日以降新条例第65条第１項の規定による届出を要しないこととなるものについては、施行日から起算して３月以内にその旨を消防署長に届け出なければならない。
（罰則に関する経過措置）
第６条　この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。
附　則（平成４年４月１日条例第６号）

（施行期日）

第１条　この条例は、平成４年７月１日から施行する。
（経過措置）

第２条　この条例の施行の際、現に設置されている炉、ふろがま、温風暖房機、厨房設備、ボイラー、ストーブ、壁付暖炉、ペチカ及びオンドル、乾燥設備、サウナ設備、簡易湯沸設備、給湯湯沸設備、農事用穀類乾燥調整設備、ヒートポンプ冷暖房機、放電加工機、発電設備、蓄電池設備及び避雷設備（以下「炉等」という。）又は現に設置の工事中である炉等のうち、改正後の東十勝消防事務組合火災予防条例（以下「新条例」という。）第３条第１項第16号（新条例第14条の２第２項及び第17条第３項において準用する場合に限る。）、第17号の２（新条例第４条第２項、第５条第２項、第５条の２第２項、第６条第２項、第７条第２項、第８条第３項、第９条第２項、第10条第２項、第11条第２項、第12条第２項及び第13条第２項において準用する場合を含む。）、第17号の３（新条例第４条第２項、第５条第２項、第５条の２第２項、第６条第２項、第７条第２項、第８条第３項、第９条第２項、第10条第２項、第11条第２項、第12条第２項、第13条第２項、第14条の２第２項並びに第17条第２項及び第３項において準用する場合を含む。）及び第18号（新条例第４条第２項、第５条第２項、第５条の２第２項、第６条第２項、第７条第２項、第８条第３項、第９条第２項、第10条第２項、第11条第２項、第12条第２項及び第13条第２項において準用する場合を含む。）、並びに第３項（新条例第４条第２項、第５条第２項、第５条の２第２項、第６条第２項、第７条第２項、第８条第３項、第９条第２項、第10条第２項、第12条第２項及び第13条第２項において準用する場合を含む。）、第５条の２第１項第２号ホ、第15条第１号（新条例第15条の２第３項において準用する場合に限る。）、第15条の２第１項、第16条第２項（新条例第17条第３項及び第18条第４項において準用する場合に限る。）並びに第21条第１項の規定に適合しないものに係る位置及び構造の基準については、これらの規定にかかわらず、なお従前の例による。
２　この条例の施行の際、現に設置されている厨房設備又は現に設置の工事中である厨房設備のうち、新条例第５条の２第１項第３号及び第４号の規定に適合しないものに係る構造の基準については、これらの規定にかかわらず、平成５年６月30日までの間、なお従前の例による。
３　この条例の施行の際、現に設置されている図記号による標識については、当分の間、新条例第32条第３項及び第４項後段の規定によらないことができる。
４　この条例の施行の際、現に存する劇場等又は現に新築、増築、改築、移転、修繕、若しくは模様替えの工事中の劇場等のうち、新条例第52条第２号及び第５号の規定に適合しないものに係る客席の基準については、これらの規定にかかわらず、なお従前の例によることができる。
５　この条例の施行の際、現に消防法施行令（昭和36年政令第37号）別表第１に掲げる防火対象物に設けられている避難口のうち、新条例第57条第４号（新条例第59条において準用する場合を含む。）に適合しないものに係る管理の基準については、同号の規定にかかわらず、平成５年６月30日までの間、なお従前の例による。
６　この条例の施行の際、現に新条例第62条第３号の２、第７号の２、第８号の２及び第11号（屋外に設けるものに限る。）に掲げる設備を設置している者に対する同条の規定の適用については、同条中「設置しようとする者は、あらかじめ」とあるのは、「設置している者は、平成４年９月30日までに」とする。
附　則（平成７年３月27日条例第８号）

（施行期日）
１　この条例は、平成７年４月１日から施行する。
（罰則に関する経過措置）
２　この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。
附　則（平成10年３月30日条例第２号）

この条例は、平成10年４月１日から施行する。
附　則（平成10年12月25日条例第５号）

（施行期日）
１　この条例は、平成11年10月１日から施行する。ただし、第40条の２第９号の改正規定は、公布の日から施行する。
（経過措置）

２　この条例の施行の際、現に存する指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱う地下タンクの構造のうち、改正後の東十勝消防事務組合火災予防条例（以下「新条例」という。）第40条の５第４号（新条例第３条第４項（新条例第４条第２項、第５条第２項、第５条の２第２項、第６条第２項、第７条第２項、第８条第３項、第９条第２項、第10条第２項、第11条第２項、第12条第２項及び第14条の２第２項において準用する場合を含む。）及び第43条第２項において準用する場合を含む。）に定める基準に適合しないものの構造に係る技術上の基準については、これらの規定にかかわらず、なお従前の例による。
３　この条例の施行の際、現に存する指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱う移動タンクの構造のうち、新条例第40条の６第２号（新条例第43条第２項において準用する場合を含む。）及び第40条の６第４号（新条例第43条第２項において準用する場合を含む。）に定める基準に適合しないものの構造に係る技術上の基準については、これらの規定にかかわらず、なお従前の例による。
４　この条例の施行の際、現に存する別表第３及び別表第４中の乾燥設備及び調理用器具（バーナーが露出している卓上型こんろ（１口）並びに別表第５及び別表第６中の移動式ストーブ（強制対流型で温風を前方向に吹き出すものは除く。）については、新条例別表第３から別表第６までの規定にかかわらず、なお従前の例による。
５　この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。
附　則（平成11年３月23日条例第１号）

この条例は、平成11年４月１日から施行する。
附　則（平成12年３月27日条例第４号）

この条例は、平成12年４月１日から施行する。
附　則（平成12年12月25日条例第６号）
この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第８備考の改正規定は、平成13年１月６日から施行する。
附　則（平成13年12月25日条例第２号）

（施行期日）
第１条　この条例は、平成14年６月１日から施行する。ただし、附則第２条及び第３条第１項の規定は、公布の日から施行し、平成13年12月１日から適用する。
（指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物の貯蔵及び取扱いの技術上の基準に関する経過措置）

第２条　消防法の一部を改正する法律（平成13年法律第98号。以下「改正法」という。）による消防法（昭和23年法律第186号）別表第５類の項の規定の改正により新たに指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱うこととなるもの（以下「新規対象」という。）のうち、東十勝消防事務組合火災予防条例（以下「火災予防条例」という。）第40条の２第９号に定める基準に適合しないものの貯蔵及び取扱いに係る技術上の基準については、同号の規定は、当該新規対象が次に掲げる基準のすべてに適合している場合に限り、適用しない。
(1)　当該新規対象の危険物を取り扱う配管は、その設置される条件及び使用される状況に照らして、十分な強度を有し、かつ、漏れない構造であること。
(2)　当該新規対象に係る危険物の数量を当該危険物の指定数量でそれぞれ除した商の和が、平成13年12月１日において現に貯蔵し、又は取り扱っている危険物の数量を当該危険物の指定数量でそれぞれ除した商の和を超えないこと。
２　新規対象のうち、火災予防条例第40条の４第１号又は第12号に定める基準に適合しないものの貯蔵及び取扱いに係る技術上の基準については、これらの規定は、当該新規対象が前項２号に掲げる基準に適合するとともに、当該新規対象のタンクが、鋼板その他の金属板で造られ、かつ、漏れない構造である場合に限り、適用しない。
３　新規対象のうち、火災予防条例第40条の２第19号ロに定める基準に適合しないものの貯蔵及び取扱いに係る技術上の基準については、同号の規定は、平成14年11月30日までの間は、適用しない。
４　新規対象のうち、火災予防条例第40条の２第１号から第８号まで、第40条の３又は第40条の４（第１号、第11号及び第12号を除く。）に定める基準に適合しないものの貯蔵及び取扱いに係る技術上の基準については、これらの規定は、当該新規対象が第１項第２号に掲げる基準に適合している場合に限り、平成14年５月31日までの間は、適用しない。
（指定数量未満の危険物等の貯蔵及び取扱いの届出に関する経過措置）
第３条　改正法による消防法別表第５類の項の規定の改正により新たに指定数量の５分の１以上（個人の住居で貯蔵し、又は取り扱う場合にあっては、指定数量の２分の１以上。以下この条において同じ。）指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱うこととなる者は、平成14年５月31日までにその旨を消防署長に届け出なげればならない。
２　指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱っていた者で、危険物の規制に関する政令の一部を改正する政令（平成13年政令第300号）による危険物の規制に関する政令（昭和34年政令第306号）別表第４備考第７号の規定の改正により新たに改正後の火災予防条例別表第８に定める数量以上の可燃性液体類を貯蔵し、又は取り扱うこととなる者は、平成14年８月31日までにその旨を消防署長に届け出なければならない。
３　指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱っていた者で、改正法による消防法別表備考第16号及び第17号の規定の改正により新たに火災予防条例第65条第１項の規定による届出をすることを要しないこととなる者は、平成14年８月31日までにその旨を消防署長に届け出なければならない。
附　則（平成14年９月25日条例第４号）
（施行期日）
この条例は、平成14年10月25日から施行する。
附　則（平成14年12月24日条例第６号）

（施行期日）

第１条　この条例は、平成15年１月１日から施行する。
（経過措置）

第２条　この条例の施行の際、現に設置されている炉、ふろがま、温風暖房機、厨房設備、ボイラー、ストーブ（移動式のものを除く。）、乾燥設備、サウナ設備、簡易湯沸設備、給湯湯沸設備及びヒートポンプ冷暖房機（以下この項において「炉等」という。）又は現に設置の工事中である炉等のうち、改正後の東十勝消防事務組合火災予防条例第３条第１項第１号（改正後東十勝消防事務組合火災予防条例第４条第２項、第５条第２項、第５条の２第２項、第６条第２項、第７条第２項、第９条第２項、第11条、第12条及び第14条の２第２項において準用する場合を含む。）又は第10条第１項第１号の規定に適合しないものに係る位置の基準については、これらの規定にかかわらず、なお従前の例による。
附　則（平成16年３月26日条例第４号）

（施行期日）

この条例は、平成16年４月１日から施行する。
附　則（平成17年３月25日条例第１号）

（施行期日）

第１条　この条例は、平成17年12月１日から施行する。

（経過措置）

第２条　この条例の施行の際、現に存するは廃棄物固形化燃料等を貯蔵し、又は取扱う施設については、当該施設が次の各号のすべてに適合する場合に限り、当分の間、改正後の東十勝消防事務組合火災予防条例（以下「新条例」という。）第44条第１項第５号ハの規定は、適用しない。

(1)　５メートル以下の適切な高さを超えることとなるのは、施設の保安確保のために必要な最小限度の回数に止めることとし、かつ、それぞれ連続するおおむね２ヶ月以内の期間であること。

(2)　前号の期間においては、適切な発熱・発火防止対策及び発火時の適切な拡大防止対策が講じられていること。

第３条　この条例の施行の際、現に新条例別表第８に定める数量以上の合成樹脂類を貯蔵し、又は取扱っている屋外の場所のうち、新条例第44条第２項第３号ロに定める基準に適合しない場所の位置、構造及び設備に係る基準については、同号ロの規定は、平成19年11月30日までの間は、これを適用しない。

２　この条例の施行の際、現に新条例別表第８に定める数量以上の合成樹脂類を貯蔵し、又は取扱っている屋内の場所のうち、新条例第44条第２項第３号ハ（異なる取扱いを行う場合の取扱う場所の相互の間を区画する部分に限る。）に定める基準に適合しない場所の位置、構造及び設備に係る基準については、同号ハの規定にかかわらず、なお従前の例による。

第４条　この条例の施行の際、現に新条例別表第８に定める数量以上の再生資源燃料（廃棄固形化燃料等に限る。）を貯蔵し、又は取扱っている場所のうち、新条例第44条第２項第４号に定める基準に適合しない場所の位置、構造及び設備に係る基準については、平成19年11月30日までの間は、これを適用しない。

２　この条例の施行の際、現に新条例別表第８に定める数量以上の再生資源燃料を貯蔵し、又は取扱うこととなる者に対する新条例第65条の規定の適用については、同条第１項中「あらかじめ」とあるのは、「平成17年12月31日まで」とする。

（検討）

第５条　新条例第44条第１項第５号ハに規定する集積高さについては、科学的知見に基づき検討が加えられ、その結果に基づき、その見直しについて検討を行うものとする。

附　則（平成17年12月22日条例第４号）
（施行期日）
第１条　この条例は公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に掲げる日から施行する。
(1)　第38条の２、第38条の３、第38条の４、第38条の５第１号から第２号、第38条の６及び第38条の７の改正規定　　平成18年６月１日

(2)　第38条の５第３号から第５号の改正規定　　平成19年４月

 (経過措置)
第２条　この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている燃料電池発電設備のうち、改正後東十勝消防事務組合火災予防条例(以下｢新条例｣という。)第12条の２の規定に適合しないものについては、当該規定は、適用しない。
第３条　この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている内燃機関を原動力とする発電設備のうち、新条例第17条の規定に適合しないものについては、当該規定は、適用しない。
第４条　この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている火を使用する設備に付属する煙突、煙道、排気筒のうち、新条例第23条の２の規定に適合しないものについては、当該規定は、適用しない。
第５条　　この条例の施行の際、現に存する住宅（改正後の東十勝消防事務組合）火災予防条例（以下この項において「新条例」という。）第38条の２に規定する住宅をいう。以下この項において同じ。）における同条各号に掲げる住宅用防災警報器若しくは住宅用防災報知設備（以下この項において「住宅用防災警報器等」という。）又は現に新築、増築、改築、移転、修繕若しくは模様替えの工事中の住宅に係る住宅用防災警報器等が新条例第38条の２から第38条の５までの規定による住宅用防災警報器等の設置及び維持に関する基準に適合しないときは、当該住宅用防災警報器等については、平成20年５月31日までの間、これらの規定は、適用しない。
第６条　この条例の公布の際現に存する指定数量の５分１以上指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱う地下タンクの構造のうち、新条例第40条の５第１号(新条例第３条第４項（新条例第４条第２項、第５条第２項、第５条の２第２項、第６条第２項、第７条第２項、第８条第２項、第９条第２項、第10条第２項、第11条、第12条及び第14条の２第２項において準用する場合を含む。）及び第43条第３項において準用する場合を含む。)に定める基準に適合しないものの構造に係る技術上の基準については、これらの規定にかかわらず、なお従前の例による。
　　　附　則（平成22年３月26日条例第２号）

　この条例は、平成22年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成22年９月19日条例第６号）
　（施行期日）

１　この条例は、平成22年12月１日から施行する。ただし、第38条の５第３号から第５号の改正規定は、公布の日からとする。

　（経過措置）

２　この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている燃料電池発電設備（固体酸化物型燃料電池による発電設備に限る。）のうち、改正後の東十勝消防事務組合火災予防条例第12条の２の規定に適合しないものについては、当該規定は、適用しない。

　　　附　則
　この条例は、平成24年７月１日から施行する。
　　　附　則
　（施行期日）

１　この条例は、平成24年12月１日から施行する。

　（経過措置）
２　この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている急速充電設備のうち、改正後の東十勝消防事務組合火災予防条例第16条の２の規定に適合しないものについては、当該規定は、適用しない。
　　

　　附　則
この条例は、平成26年４月１日から施行する。
別表第１　削除

別表第２　削除

別表第３（第３条、第26条、第40条の２、第43条関係）
	種　　　類
	
	離隔距離（㎝）

	
	入　　力
	上方
	側方
	前方
	後方
	備　　考

	炉
	開放炉
	使用温度が800℃以上のもの
	－
	250
	200
	300
	200
	

	
	
	使用温度が300℃以上800℃未満のもの
	－
	150
	150
	200
	150
	

	
	
	使用温度が300℃未満のもの
	－
	100
	100
	100
	100
	

	
	開放炉以外
	使用温度が800℃以上のもの
	－
	250
	200
	300
	200
	

	
	
	使用温度が300℃以上800℃未満のもの
	－
	150
	100
	200
	100
	

	
	
	使用温度が300℃未満のもの
	－
	100
	50
	100
	50
	

	ふろがま
	気体燃料
	不燃以外
	半密閉式
	浴室内設置
	外がまでバーナー取り出し口のないもの
	21kw以下
	ふろ用以外のバーナーをもつものにあっては42kw以下
	－
	15

注１
	15
	15
	注１：浴槽との離隔距離は0㎝とするが、合成樹脂浴槽（ポリプロピレン浴槽）の場合は2㎝とする。

	
	
	
	
	
	内がま
	21kw以下
	
	－
	－
	60
	－
	

	
	
	
	
	浴室外設置
	外がまでバーナー取り出し口のないもの
	21kw以下
	ふろ用以外のバーナーをもつものにあっては当該バーナーが70kw以下であって、ふろ用バーナーが21kw以下
	－
	15
	15
	15
	

	
	
	
	
	
	外がまでバーナー取り出し口のあるもの
	21kw以下
	
	－
	15
	60
	15
	

	
	
	
	
	
	内がま
	21kw以下
	
	－
	15
	60
	－
	

	
	
	
	密閉式
	21kw以下
	ふろ用以外のバーナーをもつものにあっては当該バーナーが70kw以下であって、ふろ用バーナーが21kw以下
	－
	2

注１
	2
	2
	

	
	
	
	屋外用
	21kw以下
	
	60
	15
	15
	15
	

	
	
	不　燃
	半密閉式
	浴室内設置
	外がまでバーナー取り出し口のないもの
	21kw以下
	ふろ用以外のバーナーをもつものにあっては42kw以下
	－
	4.5

注１
	－
	4.5
	

	
	
	
	
	
	内がま
	21kw以下
	
	－
	－
	－
	－
	

	
	
	
	
	浴室外設置
	外がまでバーナー取り出し口のないもの
	21kw以下
	ふろ用以外のバーナーをもつものにあっては当該バーナーが70kw以下であって、ふろ用バーナーが21kw以下
	－
	4.5
	－
	4.5
	

	
	
	
	
	
	外がまでバーナー取り出し口のあるもの
	21kw以下
	
	－
	4.5
	－
	4.5
	

	
	
	
	
	
	内がま
	21kw以下
	
	－
	－
	－
	－
	

	
	
	
	密閉式
	21kw以下
	ふろ用以外のバーナーをもつものにあっては当該バーナーが70kw以下であって、ふろ用バーナーが21kw以下
	－
	2

注１
	－
	2
	

	
	
	
	屋外用
	21kw以下
	
	30
	4.5
	－
	4.5
	

	
	液体燃料
	不燃以外
	39kw以下
	60
	15
	15
	15
	

	
	
	不燃
	39kw以下
	50
	5
	－
	5
	

	
	上記に分類されないもの
	－
	60
	15
	60
	15
	

	温風暖房機
	気体燃料
	不燃以外・不燃
	半密閉式

・密閉式
	バーナーが隠ぺい
	強制対流型
	19kw以下
	4.5
	4.5
	60
	4.5
	

	
	液体燃料
	不燃以外
	半密閉式
	強制対流型
	温風を前方向へ吹き出すもの
	26kw以下
	100
	15
	150
	15
	

	
	
	
	
	
	温風を全周方向へ吹き出すもの
	26kwを超え70kw以下
	100
	15
	100

注２
	15
	注２：風道を使用するものにあっては15cmとする。

	
	
	
	
	
	強制排気型
	26kw以下
	100
	150
	150
	150
	

	
	
	
	密閉式
	強制給排気型
	26kw以下
	60
	10
	100
	10
	

	
	
	不燃
	半密閉式
	強制対流型
	温風を前方向へ吹き出すもの
	70kw以下
	80
	5
	－
	5
	

	
	
	
	
	
	温風を全周方向へ吹き出すもの
	26kw以下
	80
	150
	－
	150
	

	
	
	
	
	
	強制排気型
	26kw以下
	50
	5
	－
	5
	

	
	
	
	密閉式
	強制給排気型
	26kw以下
	50
	5
	－
	5
	

	
	上記に分類されないもの
	－
	100
	60
	60

注３
	60
	注３：ダクト接続型以外の場合にあっては100cmとする。

	厨房設備
	気体燃料
	不燃以外
	開放式
	ドロップイン式こんろ、キャビネット型グリル付こんろ
	14kw以下
	100
	15

注４
	15
	15

注４
	注４：機器本体上方の側方又は後方の離隔距離を示す。

	
	
	
	
	据置型レンジ
	21kw以下
	100
	15

注４
	15
	15

注４
	

	
	
	不燃
	開放式
	ドロップイン式こんろ、キャビネット型グリル付こんろ
	14kw以下
	80
	0
	－
	0
	

	
	
	
	
	据置型レンジ
	21kw以下
	80
	0
	－
	0
	

	
	上記に分類されないもの
	使用温度が800℃以上のもの
	－
	250
	200
	300
	200
	

	
	
	使用温度が300℃以上800℃未満のもの
	－
	150
	100
	200
	100
	

	
	
	使用温度が300℃未満のもの
	－
	100
	50
	100
	50
	

	ボイラー
	気体燃料
	不燃以外
	開放式
	フードを付けない場合
	7kw以下
	40
	4.5
	4.5
	4.5
	

	
	
	
	
	フードを付ける場合
	7kw以下
	15
	4.5
	4.5
	4.5
	

	
	
	
	半密閉式
	12kwを超え42kw以下
	－
	15
	15
	15
	

	
	
	
	
	12kw以下
	－
	4.5
	4.5
	4.5
	

	
	
	
	密閉式
	42kw以下
	4.5
	4.5
	4.5
	4.5
	

	
	
	
	屋外用
	フードを付けない場合
	42kw以下
	60
	15
	15
	15
	

	
	
	
	
	フードを付ける場合
	42kw以下
	15
	15
	15
	15
	

	
	
	不燃
	開放式
	フードを付けない場合
	7kw以下
	30
	4.5
	－
	4.5
	

	
	
	
	
	フードを付ける場合
	7kw以下
	10
	4.5
	－
	4.5
	

	
	
	
	半密閉式
	42kw以下
	－
	4.5
	－
	4.5
	

	
	
	
	密閉式
	42kw以下
	4.5
	4.5
	－
	4.5
	

	
	
	
	屋外用
	フードを付けない場合
	42kw以下
	30
	4.5
	－
	4.5
	

	
	
	
	
	フードを付ける場合
	42kw以下
	10
	4.5
	－
	4.5
	

	
	液体燃料
	不燃以外
	12kwを超え70kw以下
	60
	15
	15
	15
	

	
	
	
	12kw以下
	40
	4.5
	15
	4.5
	

	
	
	不燃
	12kwを超え70kw以下
	50
	5
	－
	5
	

	
	
	
	12kw以下
	20
	1.5
	－
	1.5
	

	
	上記に分類されないもの
	23kwを超える
	120
	45
	150
	45
	

	
	
	23kw以下
	120
	30
	100
	30
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ストーブ
	気体燃料
	不燃以外
	開放式
	バーナーが露出
	壁掛け型、つり下げ型
	7kw以下
	30
	60
	100
	4.5
	

	
	
	
	半密閉式

・密閉式
	バーナーが隠ぺい
	自然対流型
	19kw以下
	60
	4.5
	4.5

注５
	4.5
	注５：熱対流方向が一方向に集中する場合にあっては60cmとする。

	
	
	不燃
	開放式
	バーナーが露出
	壁掛け型、つり下げ型
	7kw以下
	15
	15
	80
	4.5
	

	
	
	
	半密閉式

・密閉式
	バーナーが隠ぺい
	自然対流型
	19kw以下
	60
	4.5
	4.5

注５
	4.5
	

	
	液体燃料
	不燃以外
	半密閉式
	自然対流型
	機器の全周から熱を放熱するもの
	39kw以下
	150
	100
	100
	100
	

	
	
	
	
	
	機器の上方又は前方に熱を放熱するもの
	39kw以下
	150
	15
	100
	15
	

	
	
	不燃
	半密閉式
	自然対流型
	機器の全周から熱を放熱するもの
	39kw以下
	120
	100
	－
	100
	

	
	
	
	
	
	機器の上方又は前方に熱を放熱するもの
	39kw以下
	120
	5
	－
	5
	

	
	上記に分類されないもの
	－
	150
	100
	150
	100
	

	乾燥設備
	気体燃料
	不燃以外
	開放式
	衣料乾燥機
	5.8kw以下
	15
	4.5
	4.5
	4.5
	

	
	
	不燃
	開放式
	衣料乾燥機
	5.8kw以下
	15
	4.5
	－
	4.5
	

	
	上記に分類されないもの
	内部容積が１立方メートル以上のもの
	－
	100
	50
	100
	50
	

	
	
	内部容積が１立方メートル未満のもの
	－
	50
	30
	50
	30
	

	簡易湯沸設備
	気体燃料
	不燃以外
	開放式
	常圧貯蔵型
	フードを付けない場合
	7kw以下
	40
	4.5
	4.5
	4.5
	

	
	
	
	
	
	フードを付ける場合
	7kw以下
	15
	4.5
	4.5
	4.5
	

	
	
	
	
	瞬間型
	フードを付けない場合
	12kw以下
	40
	4.5
	4.5
	4.5
	

	
	
	
	
	
	フードを付ける場合
	12kw以下
	15
	4.5
	4.5
	4.5
	

	
	
	
	半密閉式
	12kw以下
	－
	4.5
	4.5
	4.5
	

	
	
	
	密閉式
	常圧貯蔵型
	12kw以下
	4.5
	4.5
	4.5
	4.5
	

	
	
	
	
	瞬間型
	調理台型
	12kw以下
	－
	0
	－
	0
	

	
	
	
	
	
	壁掛け型、据置型
	12kw以下
	4.5
	4.5
	4.5
	4.5
	

	
	
	
	屋外用
	フードを付けない場合
	12kw以下
	60
	15
	15
	15
	

	
	
	
	
	フードを付ける場合
	12kw以下
	15
	15
	15
	15
	

	
	
	不燃
	開放式
	常圧貯蔵型
	フードを付けない場合
	7kw以下
	30
	4.5
	－
	4.5
	

	
	
	
	
	
	フードを付ける場合
	7kw以下
	10
	4.5
	－
	4.5
	

	
	
	
	
	瞬間型
	フードを付けない場合
	12kw以下
	30
	4.5
	－
	4.5
	

	
	
	
	
	
	フードを付ける場合
	12kw以下
	10
	4.5
	－
	4.5
	

	
	
	
	半密閉式
	12kw以下
	－
	4.5
	－
	4.5
	

	
	
	
	密閉式
	常圧貯蔵型
	12kw以下
	4.5
	4.5
	－
	4.5
	

	
	
	
	
	瞬間型
	調理台型
	12kw以下
	－
	0
	－
	0
	

	
	
	
	
	
	壁掛け型、据置型
	12kw以下
	4.5
	4.5
	－
	4.5
	

	
	
	
	屋外用
	フードを付けない場合
	12kw以下
	30
	4.5
	－
	4.5
	

	
	
	
	
	フードを付ける場合
	12kw以下
	10
	4.5
	－
	4.5
	

	
	液体燃料
	不燃以外
	12kw以下
	40
	4.5
	15
	4.5
	

	
	
	不燃
	12kw以下
	20
	1.5
	－
	1.5
	

	給湯湯沸設備
	気体燃料
	不燃以外
	半密閉式
	常圧貯蔵型
	12kwを超え42kw以下
	－
	15
	15
	15
	

	
	
	
	
	瞬間型
	12kwを超え70kw以下
	－
	15
	15
	15
	

	
	
	
	密閉式
	常圧貯蔵型
	12kwを超え42kw以下
	4.5
	4.5
	4.5
	4.5
	

	
	
	
	
	瞬間型
	調理台型
	12kwを超え70kw以下
	－
	0
	－
	0
	

	
	
	
	
	
	壁掛け型、据置型
	12kwを超え70kw以下
	4.5
	4.5
	4.5
	4.5
	

	
	
	
	屋外用
	常圧貯蔵型
	フードを付けない場合
	12kwを超え42kw以下
	60
	15
	15
	15
	

	
	
	
	
	
	フードを付ける場合
	12kwを超え42kw以下
	15
	15
	15
	15
	

	
	
	
	
	瞬間型
	フードを付けない場合
	12kwを超え70kw以下
	60
	15
	15
	15
	

	
	
	
	
	
	フードを付ける場合
	12kwを超え70kw以下
	15
	15
	15
	15
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	不燃
	半密閉式
	常圧貯蔵型
	12kwを超え42kw以下
	－
	4.5
	－
	4.5
	

	
	
	
	
	瞬間型
	12kwを超え70kw以下
	－
	4.5
	－
	4.5
	

	
	
	
	密閉式
	常圧貯蔵型
	12kwを超え42kw以下
	4.5
	4.5
	－
	4.5
	

	
	
	
	
	瞬間型
	調理台型
	12kwを超え70kw以下
	－
	0
	－
	0
	

	
	
	
	
	
	壁掛け型、据置型
	12kwを超え70kw以下
	4.5
	4.5
	－
	4.5
	

	
	
	
	屋外用
	常圧貯蔵型
	フードを付けない場合
	12kwを超え42kw以下
	30
	4.5
	－
	4.5
	

	
	
	
	
	
	フードを付ける場合
	12kwを超え42kw以下
	10
	4.5
	－
	4.5
	

	
	
	
	
	瞬間型
	フードを付けない場合
	12kwを超え70kw以下
	30
	4.5
	－
	4.5
	

	
	
	
	
	
	フードを付ける場合
	12kwを超え70kw以下
	10
	4.5
	－
	4.5
	

	
	液体燃料
	不燃以外
	12kwを超え70kw以下
	60
	15
	15
	15
	

	
	
	不燃
	12kwを超え70kw以下
	50
	5
	－
	5
	

	
	上記に分類されないもの
	－
	60
	15
	60
	15
	

	移動式ストーブ
	気体燃料
	不燃以外
	開放式
	バーナーが露出
	前方放射型
	7kw以下
	100
	30
	100
	4.5
	

	
	
	
	
	
	全周放射型
	7kw以下
	100
	100
	100
	100
	

	
	
	
	
	バーナーが隠ぺい
	自然対流型
	7kw以下
	100
	4.5
	4.5

注５
	4.5
	

	
	
	
	
	
	強制対流型
	7kw以下
	4.5
	4.5
	60
	4.5
	

	
	
	不燃
	開放式
	バーナーが露出
	前方放射型
	7kw以下
	80
	15
	80
	4.5
	

	
	
	
	
	
	全周放射型
	7kw以下
	80
	80
	80
	80
	

	
	
	
	
	バーナーが隠ぺい
	自然対流型
	7kw以下
	80
	4.5
	4.5

注５
	4.5
	

	
	
	
	
	
	強制対流型
	7kw以下
	4.5
	4.5
	60
	4.5
	

	
	液体燃料
	不燃以外
	開放式
	放射型
	7kw以下
	100
	50
	100
	20
	

	
	
	
	
	自然対流型
	7kwを超え12kw以下
	150
	100
	100
	100
	

	
	
	
	
	
	7kw以下
	100
	50
	50
	50
	


	
	
	
	
	強制対流型
	温風を前方向に吹き出すもの
	12kw以下
	100
	15
	100
	15
	

	
	
	
	
	
	温風を全周前方向に吹き出すもの
	7kwを超え12kw以下
	100
	150
	150
	150
	

	
	
	
	
	
	
	7kw以下
	100
	100
	100
	100
	

	
	
	不燃
	開放式
	放射型
	7kw以下
	80
	30
	－
	5
	

	
	
	
	
	自然対流型
	7kwを超え12kw以下
	120
	100
	－
	100
	

	
	
	
	
	
	7kw以下
	80
	30
	－
	30
	

	
	
	
	
	強制対流型
	温風を前方向に吹き出すもの
	12kw以下
	80
	5
	－
	5
	

	
	
	
	
	
	温風を全周前方向に吹き出すもの
	7kwを超え12kw以下
	80
	150
	－
	150
	

	
	
	
	
	
	
	7kw以下
	80
	100
	－
	100
	

	
	固体燃料
	－
	100
	50

注６
	50

注６
	50

注６
	注６：方向性を有するものにあっては100cmとする。

	調理用器具
	気体燃料
	不燃以外
	開放式
	バーナーが露出
	卓上型こんろ（１口）
	5.8kw以下
	100
	15
	15
	15
	

	
	
	
	
	
	卓上型こんろ（２口以上）、卓上型グリル付こんろ
	14kw以下
	100
	15

注４
	15
	15

注４
	

	
	
	
	
	バーナーが隠ぺい
	加熱部が開放
	卓上型グリル
	7kw以下
	100
	15
	15
	15
	

	
	
	
	
	
	加熱部が隠ぺい
	卓上型オーブングリル（フードを付けない場合）
	7kw以下
	50
	4.5
	4.5
	4.5
	

	
	
	
	
	
	
	卓上型オーブングリル（フードを付ける場合）
	7kw以下
	15
	4.5
	4.5
	4.5
	

	
	
	
	
	
	
	炊飯器（炊飯容量4リットル以下）
	4.7kw以下
	30
	10
	10
	10
	

	
	
	
	
	
	
	圧力調理器（内容積10リットル以下）
	－
	30
	10
	10
	10
	

	
	
	不燃
	開放式
	バーナーが露出
	卓上型こんろ（１口）
	5.8kw以下
	80
	0
	－
	0
	

	
	
	
	
	
	卓上型こんろ（２口以上）、卓上型グリル付こんろ
	14kw以下
	80
	0
	－
	0
	


	
	
	
	
	バーナーが隠ぺい
	加熱部が開放
	卓上型グリル
	7kw以下
	80
	0
	－
	0
	

	
	
	
	
	
	加熱部が隠ぺい
	卓上型オーブングリル（フードを付けない場合）
	7kw以下
	30
	4.5
	－
	4.5
	

	
	
	
	
	
	
	卓上型オーブングリル（フードを付ける場合）
	7kw以下
	10
	4.5
	－
	4.5
	

	
	
	
	
	
	
	炊飯器（炊飯容量4リットル以下）
	4.7kw以下
	15
	4.5
	－
	4.5
	

	
	
	
	
	
	
	圧力調理器（内容積10リットル以下）
	－
	15
	4.5
	－
	4.5
	

	移動式こんろ
	液体燃料
	不燃以外
	6kw以下
	100
	15
	15
	15
	

	
	
	不燃
	6kw以下
	80
	0
	－
	0
	

	
	固体燃料
	－
	100
	30
	30
	30
	

	電気温風機
	電気
	不燃以外
	2kw以下
	4.5

注７
	4.5

注７
	4.5

注７
	4.5

注７
	注７：温風の吹き出し方向にあっては60cmとする。

	
	
	不燃
	2kw以下
	0

注７
	0

注７
	－

注７
	0

注７
	

	電気こんろ
	電気
	不燃以外
	4.8kw以下

（１口当たり2kwを超え3kw以下）
	100
	2
	2
	2
	

	
	
	
	
	－
	20

注８
	－
	20

注８
	注８：機器本体上方の側方又は後方の隔離距離（発熱体の外周からの距離）を示す。

	
	
	
	4.8kw以下

（１口当たり1kwを超え2kw以下）
	100
	2
	2
	2
	

	
	
	
	
	－
	15

注８
	－
	15

注８
	

	
	
	
	4.8kw以下

（１口当たり1kw以下）
	100
	2
	2
	2
	

	
	
	
	
	－
	10

注８
	－
	10

注８
	

	
	
	不燃
	4.8kw以下

（１口当たり3kw以下）
	80
	0
	－
	0
	

	
	
	
	
	－
	0

注８
	－
	0

注８
	


	電気レンジ
	電気
	不燃以外
	4.8kw以下

（１口当たり2kwを超え3kw以下）
	100
	2
	2
	2
	

	
	
	
	
	－
	20

注８
	－
	20

注８
	

	
	
	
	
	－
	10

注９
	－
	10

注９
	注９：電気レンジでこんろ部分が電磁誘導過熱式調理器の場合の本体上方の側方又は後方の距離（発熱体の外周からの距離）を示す。

	
	
	
	4.8kw以下

（１口当たり1kwを超え2kw以下）
	100
	2
	2
	2
	

	
	
	
	
	－
	15

注８
	－
	15

注８
	

	
	
	
	
	－
	10

注９
	－
	10

注９
	

	
	
	
	4.8kw以下

（１口当たり１kw以下）
	100
	2
	2
	2
	

	
	
	
	
	－
	10

注８
	－
	10

注８
	

	
	
	不燃
	4.8kw以下

（１口当たり3kw以下）
	80
	0
	－
	0
	

	
	
	
	
	－
	0

注８
	－
	0

注８
	

	電気誘導加熱式調理器
	電気
	不燃以外
	こんろ形態のもの
	4.8kw以下

（１口当たり3kw以下）
	100
	2
	2
	2
	

	
	
	
	
	
	－
	10

注８
	－
	10

注８
	

	
	
	不燃
	こんろ形態のもの
	4.8kw以下

（１口当たり3kw以下）
	80
	0
	－
	0
	

	
	
	
	
	
	－
	0

注８
	－
	0

注８
	

	電気天火
	電気
	不燃以外
	2kw以下
	10
	4.5

注10
	4.5

注10
	4.5

注10
	注10：排気口面にあっては10㎝とする。

	
	
	不燃
	2kw以下
	10
	4.5

注10
	－
	4.5

注10
	

	電子レンジ
	電気
	不燃以外
	電熱装置を有するもの
	2kw以下
	10
	4.5

注10
	4.5

注10
	4.5

注10
	

	
	
	不燃
	電熱装置を有するもの
	2kw以下
	10
	4.5

注10
	－
	4.5

注10
	


	電気ストーブ
	電気
	不燃以外
	前方放射型（壁取付式及び天井取付式のものを除く）
	2kw以下
	100
	30
	100
	4.5
	

	
	
	
	全周放射型（壁取付式及び天井取付式のものを除く）
	2kw以下
	100
	100
	100
	100
	

	
	
	
	自然対流型（壁取付式及び天井取付式のものを除く）
	2kw以下
	100
	4.5
	4.5
	4.5
	

	
	
	不燃
	前方放射型（壁取付式及び天井取付式のものを除く）
	2kw以下
	80
	15
	－
	4.5
	

	
	
	
	全周放射型（壁取付式及び天井取付式のものを除く）
	2kw以下
	80
	80
	－
	80
	

	
	
	
	自然対流型（壁取付式及び天井取付式のものを除く）
	2kw以下
	80
	0
	－
	0
	

	電気乾燥機
	電気
	不燃以外
	食器乾燥機
	1kw以下
	4.5
	4.5
	4.5
	4.5
	

	
	
	不燃
	食器乾燥機
	1kw以下
	0
	0
	－
	0
	

	電気乾燥機
	電気
	不燃以外
	衣類乾燥機、食器乾燥機、食器洗い乾燥機
	3kw以下
	4.5
	4.5
	4.5
	4.5
	

	
	
	不燃
	衣類乾燥機、食器乾燥機、食器洗い乾燥機
	3kw以下
	4.5

注11
	0

注12
	－

注12
	0

注12
	注11：前面に排気口を有する機器にあっては0㎝とする。

注12：排気口面にあっては4.5㎝とする。

	電気温水器
	電気
	不燃以外
	温度過昇防止装置を有するもの
	10kw以下
	4.5
	0
	0
	0
	

	
	
	不燃
	温度過昇防止装置を有するもの
	10kw以下
	0
	0
	－
	0
	


備考１　「気体燃料」、「液体燃料」、「固体燃料」及び「電気」は、それぞれ、気体燃料を使用するもの、液体燃料を使用するもの、固体燃料を使用するもの及び電気を熱源

とするものをいう。
２　「不燃以外」欄は、対象火気設備等又は対象火気器具等から不燃材料以外の材料による仕上げ若しくはこれに類似する仕上げをした建築物等の部分又は可燃性の物品ま

での距離をいう。
３　「不燃」欄は、対象火気設備等又は対象火気器具等から不燃材料で有効に仕上げをした建築物等の部分又は防熱板までの距離をいう。
別表第４　削除

別表第５　削除

別表第６　削除

別表第７（第32条関係）
	表示の種類
	図記号
	色

	禁煙である旨の表示
	[image: image1.jpg]



	記号は黒、斜めの帯及び枠は赤、地は白



	火気厳禁である旨の表示
	[image: image2.jpg]



	記号は黒、斜めの帯及び枠は赤、地は白



	喫煙所である旨の表示
	[image: image3.jpg]=





	記号は黒、地は白




別表第８　（第43条、第44条、第65条関係）
	品　　名
	数　　量

	綿花類
	200キログラム

	木毛及びかんなくず
	400キログラム

	ぼろ及び紙くず
	1,000キログラム

	糸類
	1,000キログラム

	わら類
	1,000キログラム

	再生資源燃料
	1,000キログラム

	可燃性固体類
	3,000キログラム

	石炭・木炭類
	10,000キログラム

	可燃性液体類
	２立方メートル

	木材加工品及び木くず
	10立方メートル

	合成樹脂類
	発泡させたもの
	20立方メートル

	
	その他のもの
	3,000キログラム


備考　１　綿花類とは、不燃性又は難燃性でない綿状又はトップ状の繊維及び麻糸原料をいう。
２　ぼろ及び紙くずは、不燃性又は難燃性でないもの（動植物油がしみ込んでいる布又は紙及びこれらの製品を含む。）をいう。

３　糸類とは、不燃性又は難燃性でない糸（糸くずを含む。）及び繭をいう。

４　わら類とは、乾燥わら、乾燥繭及びこれらの製品並びに干し草をいう。
５　再生資源燃料とは、資源の有効な利用の促進に関する法律（平成3年法律第48号）第2条第4項に規定する再生資源を原材料とする燃料をいう。

６　可燃性固体類とは、固体で、次のイ、ハ又はニのいずれかに該当するもの（1気圧において、温度20度を超え40度以下の間において液状となるもので、次のロ、ハ又はニのいずれかに該当するものを含む。）をいう。

イ　引火点が40度以上100度末満のもの

ロ　引火点が70度以上100度未満のもの

ハ　引火点が100度以上200度未満で、かつ、燃焼熱量が34キロジュール毎グラム以上であるもの

ニ　引火点が200度以上で、かつ、燃焼熱量が34キロジュール毎グラム以上であるもので、融点が100度未満のもの
７　可燃性液体類とは、法別表第１備考第14号の総務省令で定める物品で液体であるもの、同表備考第15号及び第16号の総務省令で定める物品で１気圧において温度20度で液状であるもの、同表備考第17号の総務省令で定めるところにより貯蔵保管されている動植物油で１気圧において温度20度で液状であるもの並びに引火性液体の性状を有する物品（１気圧において、温度20度で液状であるものに限る。）で１気圧において引火点が250度以上のものをいう。
８　合成樹脂類とは、不燃性又は難燃性でない固体の合成樹脂製品、合成樹脂半製品、原料合成樹脂及び合成樹脂くず（不燃性又は難燃性でないゴム製品、ゴム半製品、原料ゴム及びゴムくずを含む。）をいい、合成樹脂の繊維、布、紙及び糸並びにこれらのぼろ及びくずを除く。
[image: image4.png]



【関連】

○東十勝消防事務組合火災予防条例施行規則
○東十勝消防事務組合火災予防条例第３条第２項第３号、第16条第１項第９号及び第26条第１項第13号の規定により消防長が指定する者の指定
○東十勝消防事務組合火災予防条例第21条第１項の規定により、消防長が指定する日本工業規格の指定
○東十勝消防事務組合火災予防条例第32条第１項の規定により、消防長が指定する場所の指定
○東十勝消防事務組合火災予防条例第51条第２項の規定により、消防長が指定する者の指定
○東十勝消防事務組合火災予防条例第60条の規定により、消防長が指定する防火対象物の指定
○東十勝消防事務組合火災予防条例第64条第１項の規定により、消防長が指定する洞道等の指定
○東十勝消防事務組合消防職員及び消防団員の立入検査証に関する規則
○消防法施行令第35条第１項第２号の規定により、消防長が指定する防火対象物
○消防法施行令第36条第２項第２号の規定により、消防長が指定する防火対象物
○防火対象物に係る防火基準適合表示に関する要綱
○防火対象物に係る防火基準適合表示に関する事務処理要領
○東十勝消防事務組合火災予防条例施行規則
（昭和62年４月１日　規則第９号）

改正

	平成２年５月22日　規則第２号

平成４年４月１日　規則第３号

平成７年３月20日　規則第１号
平成10年12月25日　規則第３号
	平成14年12月24日　規則第４号
平成17年12月22日　規則第５号
平成24年11月６日　規則第２号


（趣旨）
第１条　この規則は、東十勝消防事務組合火災予防条例（昭和61年条例第３号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

第２条　削除
（灰捨場等の保有距離）

第３条　条例第３条第１項第15号の規定による燃料置場の位置が火源から保たなければならない距離は1.2メートル以上、灰捨場の位置が建築物等の可燃性の部分及び可燃性の物品から保たなければならない距離は0.5メートル以上とする。
第４条　削除
（変電設備等）

第５条　条例第16条第１項第３号及び第17条第２項の規定による空間の保有距離は次のとおりとする。
(1)　配電盤の前面には1.2メートル（低圧を扱う配電盤の前面にあっては1.0メートル）以上、背面には0.8メートル以上の空間を保有すること。
(2)　配電盤を２列以上設ける場合は、列の相互間を1.8メートル以上とすること。
(3)　変圧器等の前面には0.6メートル以上、相互間には0.1メートル以上の空間を保有すること。
(4)　変圧器を２列以上設ける場合は、列の相互間を1.0メートル以上とすること。
(5)　発電機等の周囲には0.6メートル以上の空間を保有すること。
第６条　削除
（危険物品の指定及び裸火使用等の申請）
第７条　条例第32条第１項の規定により消防長が指定する場所に持ち込んではならない火災予防上危険な物品は、次に掲げるものとする。ただし、通常携帯するもので軽易なものはこの限りでない。
(1)　消防法（昭和23年法律第186号）別表に掲げる危険物及び危険物の規制に関する政令（昭和34年政令第306号）別表第４に掲げる指定可燃物
(2)　一般高圧ガス保安規則（昭和41年通商産業省令第53号）第２条第１号に掲げる可燃性ガス
(3)　火薬類取締法（昭和25年法律第149号）第２条第１項に掲げる火薬類
２　条例第32条第１項ただし書きの規定による特に必要な場合に消防長が指定した場所において喫煙し、若しくは裸火を使用し、又は当該場所に火災予防上危険な物品を持ち込もうとするときは別記様式第１号の申請書により消防署長に申請し、その承認を受けなければならない。
（がん具用煙火を使用してはならない場所）
第８条　条例第35条第１項に規定する火災予防上支障のある場所は次のとおりとする。
(1)　引火性又は可燃性の物品を貯蔵し又は取り扱っている場所およびその付近
(2)　強風時又は異常乾燥時における木造家屋の密集している場所及びその付近
(3)　火の粉若しくは火花の落下し、又は飛散する地点に可燃性の物品のある場所
（避難経路図の記載事項）

第９条　条例第60条に規定する避難経路図は防火対象物の階ごとに掲出するものとし、その記載事項は次のとおりとする。
(1)　避難施設及び避難器具の設置の位置
(2)　避難経路
(3)　その他避難に関して必要な事項
（教育担当者の届出の様式）

第10条　条例第51条第３項の規定による教青担当者の届出は、別記様式第２号の届出書により行わなければならない。
（標識等）
第11条　条例第16条第１項第５号（条例第12条の２第１項及び第３項、第16条の２第２項、第17条第２項及び第３項、第18条第２項及び第４項の規定において準用する場合を含む。）、第22条第」３号、第32条第２項及び第４項、第40条の２第２項第１号（条例第43条第３項の規定において準用する場合を含む。）、第44条第２項第１号、第49条及び第56条第４号の規定によりそれぞれ設ける標識、掲示板等の様式は別表に定めるとおりとする。
（防火対象物の使用開始の届出の様式）
第12条　条例第61条の規定による防火対象物の使用開始の届出は、別記様式第３号の届出書により行わなければならない。
（火を使用する設備等の設置届出の様式等）

第13条　条例第62条の規定による火を使用する設備等の設置及びその変更の届出は、次の表に掲げる届出書により設置工事の開始の７日前までに行わなければならない。
	区　分
	届出書

	条例第62条第１号から第８号の２までに掲げる設備
	別記様式第４号

	条例第62条第９号から第11号までに掲げる設備
	別記様式第５号

	条例第62条第12号に掲げる設備
	別記様式第６号

	条例第62条第13号に掲げる設備
	別記様式第７号


（火災とまぎらわしい煙等を発するおそれのある行為等の届出の様式等）

第14条　条例第63条の規定による火災とまぎらわしい煙又は火炎を発するおそれのある行為等の届出は、次の表に掲げる届出書により当該行為を行う日の３日前までに行わなければならない。ただし、その行為をすることが急を要する場合には、その行為を行う当日までに、口頭により届出ることができる。
	区　分
	届出書

	条例第63条第１号に掲げる行為
	別記様式第８号

	条例第63条第２号に掲げる行為
	別記様式第９号

	条例第63条第３号に掲げる設備
	別記様式第10号

	条例第63条第４号に掲げる行為
	別記様式第11号

	条例第63条第５号に掲げる設備
	別記様式第12号

	条例第63条第６号に掲げる設備
	別記様式第13号

	条例第63条第７号に掲げる設備
	別記様式第14号

	条例第63条第８号に掲げる設備
	別記様式第15号


（指定洞道等の届出の様式）
第15条　条例第64条の規定による指定洞道等の届出は、別記様式第16号の届出書により行わなければならない。
（指定数量未満の危険物等の貯蔵取扱いの届出の様式）

第16条　条例第65条の規定による少量危険物、指定可燃物の貯蔵又は取扱いの届出は、それぞれ別記様式第17号又は第18号の届出書により行わなければならない。
（タンクの水張検査等の申請書の様式）
第17条　条例第66条の規定によるタンクの水張検査等の申請は、別記様式第19号の申請書により行わなければならない。
（届出書等の提出部数等）

第18条　条例及びこの規則に定めるところにより届出又は申請を行う者は、届出書等を２部提出しなければならない。
２　消防長又は消防署長は前項の届出書等を受理したときは、その１部に別記様式第20号の届出済又は承認済の印を押印して届出者又は申請者に交付するものとする。
（委任）

第19条　この規則に定めるもののほか必要な事項は、消防長が別に定める。
附　則
１　この規則は、昭和62年４月１日から施行する。
２　東十勝消防事務組合火災予防条例施行規則（昭和49年規則第３号）は廃止する。
附　則（平成２年５月22日規則第２号）

この規則は、平成2年５月５月23日から施行する。
附　則（平成４年４月１日規則第３号）
この規則は、平成４年７月１日から施行する。
附　則（平成７年３月20日規則第１号）
この規則は、平成７年４月１日から施行する。
附　則（平成10年12月25日規則第３号）
この規則は、平成11年10月１日から施行する。
附　則（平成14年12月24日規則第４号）

この規則は、平成15年１月１日から施行する。
附　則（平成17年12月22日規則第5号）

この規則は、平成17年12月22日から施行する。
附　則（平成24年11月６日規則第２号）

この規則は、平成24年12月１日から施行する。

別表
	燃料電池発電設備の標識
	変電設備の標識
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【関連】

○東十勝消防事務組合火災予防条例
○東十勝消防事務組合火災予防条例第３条第２項第３号、第16条第１項第９号及び第26条第１項第13号の規定により消防長が指定する者の指定
○東十勝消防事務組合火災予防条例第21条第１項の規定により、消防長が指定する日本工業規格の指定
○東十勝消防事務組合火災予防条例第32条第１項の規定により、消防長が指定する場所の指定
○東十勝消防事務組合火災予防条例第51条第２項の規定により、消防長が指定する者の指定
○東十勝消防事務組合火災予防条例第60条の規定により、消防長が指定する防火対象物の指定
○東十勝消防事務組合火災予防条例第64条第１項の規定により、消防長が指定する洞道等の指定
○東十勝消防事務組合消防職員及び消防団員の立入検査証に関する規則
○消防法施行令第35条第１項第２号の規定により、消防長が指定する防火対象物
○消防法施行令第36条第２項第２号の規定により、消防長が指定する防火対象物
○防火対象物に係る防火基準適合表示に関する要綱
○防火対象物に係る防火基準適合表示に関する事務処理要領
【様式】

様式第１号（第７条関係）　禁止行為の解除承認申請書
様式第２号（第10条関係）　教育担当者選任（解任）届出書
様式第３号（第12条関係）　防火対象物使用開始届出書
様式第３号の２（第12条関係）　防火対象物棟別概要追加書類
様式第４号（第13条関係）　炉・厨房設備・温風暖房機・ボイラー・給湯湯沸設備・乾燥設備・サウナ設備・ヒートポンプ冷暖房機・火花を生ずる設備・放電加工機　設置届出書
様式第５号（第13条関係）　発電設備・変電設備・蓄電池設備設置届出書
様式第６号（第13条関係）　ネオン管灯設備設置届出書
様式第７号（第13条関係）　水素ガスを充てんする気球の設置届出書
様式第８号（第14条関係）　火災とまぎらわしい煙又は火災を発するおそれのある行為の届出書
様式第９号（第14条関係）　煙火打上げ・仕掛け届出書
様式第10号（第14条関係）　催物開催届出書
様式第11号（第14条関係）　水道断・減水届出書
様式第12号（第14条関係）　道路工事届出書
様式第13号（第14条関係）　煙突取付掃除業届出書
様式第14号（第14条関係）　液体燃料燃焼器具整備業届出書
様式第15号（第14条関係）　消防設備業届出書
様式第16号（第15条関係）　指定洞道等届出書（新規・変更）
様式第17号（第16条関係）　少量危険物・指定可燃物貯蔵・取扱い届出書
様式第18号（第16条関係）　少量危険物・指定可燃物貯蔵・取扱い廃止届出書
様式第19号（第17条関係）　水張・水圧検査申請書
様式第20号（第18条関係）　承認済印・届出済印
○東十勝消防事務組合火災予防条例第３条第２項第３号、第16条第１項第９号及び第26条第１項第13号の規定により消防長が指定する者の指定

（平成４年４月１日　指定第１号）
改正

	平成10年５月27日　指定第１号

平成13年３月22日　指定第３号
	


東十勝消防事務組合火災予防条例（昭和61年条例第３号。以下「条例」という。）第３条第２項第３号、第16条第１項第９号及び第26条第１項第13号の規定により、消防長が指定する必要な知識及び技能を有する者を次のとおり指定する。
１　条例第３条第２項第３号（条例第４条第２項、第５条第２項、第５条の２第２項、第６条第２項、第７条第２項、第８条第３項、第９条第２項、第10条第２項、第11条第２項、第12条第２項、第13条第２項及び第14条の２第２項において準用する場合を含む。）に規定する必要な知識及び技能を有する者は、次に掲げる者又は当該設備の点検及び整備に関しこれらと同等以上の知識及び技能を有する者とする。
イ　液体燃料を使用する設備にあっては、次に掲げる者
(ｲ) 財団法人日本石油燃焼機器保守協会から、石油機器技術管理士資格者証の交付を受けた者
(ﾛ) ボイラー及び圧力容器安全規則（昭和47年労働省令第33号）に基づく特級ボイラー技士免許、一級ボイラー技士免許、二級ボイラー技士免許又はボイラー整備士免許を有する者（条例第６条第２項、第11条第２項、第12条第２項及び第13条第２項において条例第３条第２項第３号を準用する場合に限る。）
ロ　電気を熱源とする設備にあっては、次に掲げる者
(ｲ) 電気事業法（昭和39年法律第170号）に基づく電気主任技術者の資格を有する者
(ﾛ) 電気工事士法（昭和35年法律第139号）に基づく電気工事士の資格を有する者
２　条例第16条第１項第９号（条例第10条第３項、第17条第２項及び第３項、第18条第２項及び第４項、第19条第２項、第20条第２項並びに第21条第２項において準用する場合を含む。）に規定する必要な知識及び技能を有する者は、次に掲げる者又は当該設備の点検及び整備に関しこれらと同等以上の知識及び技能を有する者とする。
イ　電気事業法に基づく電気主任技術者の資格を有する者
ロ　電気工事士法に基づく電気工事士の資格を有する者
ハ　社団法人日本内燃力発電設備協会が行う自家用発電設備専門技術者試験に合格した者（自家用発電設備専門技術者）（条例第17条第２項及び第３項において条例第16条第１項第９号を準用する場合に限る。）
ニ　社団法人日本蓄電池工業会が行う蓄電池設備整備資格者講習を修了した者（蓄電池設備整備資格者）（条例第18条第２項及び第４項において条例第16条第１項第９号を準用する場合に限る。）
ホ　社団法人全日本ネオン協会が行うネオン工事技術者試験に合格した者（ネオン工事技術者）（条例第19条第２項において条例第16条第１項第９号を準用する場合に限る。）

３　条例第26条第１項第13号に規定する必要な知識及び技能を有する者は、次に掲げる者又は当該器具の点検及び整備に関しこれと同等以上の知識及び技能を有する者とする。
財団法人日本石油燃焼機器保守協会から、石油機器技術管理士資格者証の交付を受けた者
附　則（平成10年５月27日指定第１号）

この指定は、平成10年６月１日から施行する。
附　則（平成13年３月22日指定第３号）

この指定は、平成13年４月１日から施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合火災予防条例
○東十勝消防事務組合火災予防条例施行規則
○東十勝消防事務組合火災予防条例第21条第１項の規定により、消防長が指定する日本工業規格の指定
（平成４年４月１日　指定第２号）
改正

	平成７年３月20日　指定第１号
	


東十勝消防事務組合火災予防条例（昭和61年条例第３号。以下「条例」という。）第21条第１項の規定により消防長が指定する日本工業規格を次のとおり指定する。
「JIS　A4201－1992（建築物等の避雷設備（避雷針））」
附　則（平成7年３月20日指定第１号）

この指定は、平成７年４月１日より施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合火災予防条例
○東十勝消防事務組合火災予防条例施行規則
○東十勝消防事務組合火災予防条例第32条第１項の規定により、消防長が指定する場所の指定
（昭和62年４月１日　指定第１号）
東十勝消防事務組合火災予防条例（昭和61年条例第３号）第32条第１項の規定により、消防長が指定する場所を次のとおり指定する。
１　喫煙し、若しくは裸火を使用し、又は危険物品を持ち込んではならない場所
(1)　劇場、映画館、演芸場又は観覧場の舞台（大道具室、小道具室及びならくを含む。）及び客席（喫煙にあっては、屋外の客席及び喫煙設備のある客席を除く。）
(2)　公会堂又は集会場の舞台（大道具室、小道具室及びならくを含む。）及び客席（喫煙にあっては、喫煙設備のある客席を除く。）
(3)　キャバレー、ナイトクラブ、ダンスホール、飲食店、旅館又はホテルの舞台（大道具室、小道具室及びならくを含む。）
(4)　百貨店等（売場又は通常顧客が出入りする部分の合計が3,000平方メートル以上のもの。）の売場及び通常顧客が出入りする部分（食堂の部分を除く。）
(5)　展示場で公衆の出入りする部分（喫煙にあっては、喫煙設備のある場所を除く。）
(6)　映画スタジオ又はテレビスタジオの撮影用セットを設ける部分
(7)　自動車車庫又は駐車場（危険物品の持ち込みにあっては除く。）

２　危険物品を持ち込んではならない場所
(1)　劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂又は集会場（前項第１号及び第２号に掲げる場所を除く。）の公衆の出入りする部分
(2)　キャバレー、カフェー、ナイトクラブ、ダンスホール又は飲食店で、公衆の出入りする部分
(3)　車両の停車場又は航空機の発着場（旅客の乗降又は待合の用に供する建築物に限る。）
[image: image8.png]



【関連】

○東十勝消防事務組合火災予防条例
○東十勝消防事務組合火災予防条例施行規則
○東十勝消防事務組合火災予防条例第51条第２項の規定により、消防長が指定する者の指定

（昭和62年４月１日　指定第２号）
東十勝消防事務組合火災予防条例（昭和61年条例第３号）第51条第２項の規定により、消防長が防火管理業務に関する教育担当者の資格について、次のとおり指定する。
１　教育担当者として必要な知識及び技能を修得させるために消防機関が行う講習の課程を修了した者
２　前項の講習と同等以上の知識及び技能を修得できるものとして消防長が認める講習の課程を修了した者
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【関連】

○東十勝消防事務組合火災予防条例
○東十勝消防事務組合火災予防条例施行規則
○東十勝消防事務組合火災予防条例第60条の規定により、消防長が指定する防火対象物の指定

（昭和62年４月１日　指定第３号）
東十勝消防事務組合火災予防条例（昭和61年条例第３号）第60条の規定により、消防長が指定する防火対象物を次のとおり指定する。
百貨店、旅館、ホテル、宿泊所及び病院のうち、延面積3,000平方メートル以上のもの。
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【関連】

○東十勝消防事務組合火災予防条例
○東十勝消防事務組合火災予防条例施行規則
○東十勝消防事務組合火災予防条例第64条第１項の規定により、消防長が指定する洞道等の指定

（昭和62年４月１日　指定第４号）
東十勝消防裏務組合火災予防条例（昭和61年条例第３号）第64条第１項の規定により消防長が指定する洞道を次のとおり指定する。
１　洞道で、全長が50メートル以上のもの
２　共同溝（共同溝の整備に関する特別措置法（昭和38年法律第81号）に規定する「共同溝」をいう。以下同じ。）並びに共同溝に接続する洞道等
３　前２項で消防長が特に必要と認める洞道等
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【関連】

○東十勝消防事務組合火災予防条例
○東十勝消防事務組合火災予防条例施行規則
○東十勝消防事務組合消防職員及び消防団員の立入検査証に関する規則
（昭和50年４月21日　規則第８号）
改正

	平成７年３月20日　規則第３号
	平成21年３月13日　規則第２号


（趣旨）
第１条　消防法（昭和23年法律第186号）第４条第２項、第16条の３の２第３項、第16条の５第３項、第34条第２項による消防職員及び第４条の２による消防団員の立入検査の場合に示す証票（以下「立入検査証」という。）については、この規則の定めるところにより発行する。
（証票）

第２条　立入検査証の様式、形状は別図のとおりとする。
第３条　立入検査証は、組合長において、必要と認める消防職員及び消防団員に対してこれを発行する。
（証票の交付及び使用制限）
第４条　立入検査証を発行するときは、３年の有効期間を附し組合長印を押すものとする。ただし、階級に異動を生じた時は、その都度更新し、その日から有効期間を３年とする。
２　立入検査証を交付した場合は、別記様式の立入検査証交付台帳を備付け、常にこれを整理しなければならない。
第５条　立入検査証の取り扱いは、慎重にし、他人に貸与し、又は必要以外にこれを使用してはならない。
第６条　消防職員及び消防団員は、立入検査証を亡失し、又は破損したときは、すみやかに届出なければならない。
２　前項の場合、組合長は実情に応じ立入検査証を再交付する。
附　則
１　この規則は、公布の日から施行し、昭和50年４月１日から適用する。
２　東十勝消防事務組合消防職員の立入検査証に関する規則（昭和49年規則第１号）は、昭和50年３月31日限りこれを廃止する。
附　則（平成７年３月20日規則第３号）
この規則は、平成７年４月１日から施行する。
　　附　則（平成21年３月13日規則第２号）
　この規則は、平成21年４月１日から施行する。

別図１　消防職員立入検査証
	表面
	裏面
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別図２　消防団員立入検査証
	表面
	裏面
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	この証票は、消防法第４条の２の規定により、立入検査を行う消防団員が携行する。

１　検査の際は、本証を提示しなければならない。

２　本証は、立入検査以外には使用してはならない。

３　本証は、他人に貸与し、又は使用させてはならない。

４　本証の有効期間は、３年とする。
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【関連】

○東十勝消防事務組合火災予防条例
○東十勝消防事務組合火災予防条例施行規則
【様式】

別記様式（第４条関係）　立入検査証交付台帳
○消防法施行令第35条第１項第２号の規定により、消防長が指定する防火対象物
（昭和53年５月１日　指定第１号）
消防法施行令（昭和36年政令第37号。以下「令」という。）第35条第１項第２号の規定により、消防長が火災予防上必要があると認める防火対象物を、次のとおり指定する。
令別表第１(5)項ロ、(7)項、(8)項、(9)項ロ、(10)項から(15)項まで、(16)項ロ、(17)項及び(18)項に掲げる防火対象物で、延べ面積が、300平方メートル以上のもの
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【関連】

○東十勝消防事務組合火災予防条例
○東十勝消防事務組合火災予防条例施行規則
○消防法施行令第36条第２項第２号の規定により、消防長が指定する防火対象物
（昭和53年５月１日　指定第２号）
消防法施行令（昭和36年政令第37号。以下「令」という。）第36条第２項第２号の規定により、消防長が火災予防上必要があると認める防火対象物を、次のとおり指定する。
令別表第１(5)項ロ、(7)項、(8)項、(9)項ロ、(10)項から(15)項まで、(16)項ロ、(17)項及び(18)項に掲げる防火対象物で、延べ面積が、1,000平方メートル以上のもの。
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【関連】

○東十勝消防事務組合火災予防条例
○東十勝消防事務組合火災予防条例施行規則
○東十勝消防事務組合火災調査要綱
（昭和61年４月１日　訓令第１号）
（要旨）

第１条　この要綱は、東十勝消防本部処務規程（昭和47年４月１日訓令第９号）第41条第２項による火災の原因及び損害の調査（以下「調査」という。）について必要な事項を定める。
（調査の的確）
第２条　調査は、事実の立証を主眼とし、物的調査と人的調査とを併用して科学的かつ合理的に判断しなければならない。
２　調査にあたっては、所轄警察署及びその他の関係機関と緊密な連絡を保ち、相互に協力して調査にあたらなければならない。
（調査員の心得）
第３条　調査員は、常に火災現象及び関係法令の研究に努めて、調査技術の改善向上を図るとともに、物価の動きその他の動向に留意し、火災調査能力の向上に努めなければならない。
（調査の種別）

第４条　火災調査は、火災原因の調査（以下「原因調査」という。）並びに火災及び消火のために受けた損害の調査（以下「損害調査」という。）に分けて行うものとする。
（消火活動中の現場保存）

第５条　消防隊の指揮者及び隊員は、出火点と認められる場所及びその付近の消火活動にあたっては、細心の注意をはらい現場の保存に努めなければならない。
（現場保存区域の設定）

第６条　調査員は、火災調査のため必要があると認めるときは、火災現場の必要な範囲に限り、現場保存区域を設定するものとする。
（写真撮影）

第７条　調査にあたっては、調査内容を明らかにするため、必要な写真撮影を行い、写真撮影記録簿（様式１）に貼付し、必要な説明を加えておかなければならない。
（調査資料の収集）

第８条　調査員は、火災の状況を観察し、現場付近のものについて調査上必要な情報及び資料を収集しなければならない。
（出火出場時の見分）

第９条　火災の発生を覚知し、先行消防隊として出場した者は、出場途上及び現場到着時の燃焼並びにその推移の状況等を必要に応じ、出火出場時の見分調書（様式２）に記載しておかなければならない。
（実況見分）
第10条　実況見分を行うにあたっては、関係者に説明を求めて当時の状況を明らかにして行わなければならない。
２　調査員は、前項の実況見分をしたときは、実況見分調書（様式３）にそのてん末を記載し、内容を明らかにするため図面及び写真を添付しなければならない。
（質問）
第11条　質問を行うにあたっては、強制的手段を避け、その場所及び時間等を考慮して、被質問者の任意の供述を得るようにしなければならない。
２　質問は、伝聞によらず直接経験した事実の供述を得るようにしなければならない。
３　調査のため関係のある者に質問した場合、その供述内容が調査上重要と認められるときは、質問調書（様式４）に録取しておかなければならない。
４　前項による質問は、被質問者に閲覧させ又は読み聞かせて誤りのないことを申し立てたときは、これに署名押印を求めておかなければならない。ただし、これを拒んだ場合は、この限りでない。
５　通訳人の介助を得て質問を行った場合は、通訳人の介助を得て閲覧又は読み聞かせ、前項のほか通訳人の署名押印を求めておかなければならない。ただし、これを拒んだ場合は、この限りでない。
（被疑者への質問及び押収物件の調査）

第12条　警察署に留置されている放火、出火の被疑者への質問又は押収された証拠物件を調査するときは、質問証拠物調査請求書（様式５）によるものとする。
（資料提出）

第13条　原因調査のため必要と認められる資料は、関係者に対し任意提出を求めるものとする。
２　前項の任意提出によりがたい場合は、火災原因調査資料提出命令書（様式６）により行ない、火災原因調査資料提出書（様式７）に資料を添えて提出させ、これを受領したときは受領書（様式８）を交付するものとする。
（官公署への照会）

第14条　関係のある官公署に対し、調査のため必要な資料を求める場合は、火災調査照会書（様式９）によるものとする。
（資料の鑑定）

第15条　調査のため必要があるときは、官公署又は学識経験者に資料の鑑定を依頼することができる。
２　前項の鑑定のため原形が変更し、又は消滅する恐れがあるときは、あらかじめ権限を有するものから鑑定処分承諾書（様式10）を徴しておかなければならない。ただし、返還希望のないものについては、この限りでない。
（原因の判定）

第16条　火災原因の判定は、調査及び収集した資料を総合的に検討し、当該火災に至った経過を系統的かつ明確に火災原因判定書（様式11）に記載しなければならない。
（少年に対する特則）
第17条　少年（20才未満の者。以下同じ。）が関係する火災調査を行うにあたっては、少年の将来を考慮し、温情と理解をもってこれにあたらなければならない。
２　少年を実況見分の立合人としてはならない。
３　少年に対する質問は、必ず立合人をおいて行わなければならない。
４　調査書類には少年の署名押印を求めてはならない。
５　前３項の規定にかかわらず、火災調査を行うため、特に必要があると認めるとき又は年齢、心情、その他諸般の事情を考慮して、支障がないと認めるときは、一般の例により行うことができる。
（精神異常者等の準用）
第18条　精神異常者と認められる者、若しくはろうあ者の関係する火災調査については、前条の規定を準用する。
（損害調査）
第19条　火災及び消火により生じた損害の調査のため、関係者に火災損害届（様式12）の任意提出を求めるものとする。
２　前項の任意提出によりがたい場合は、火災損害調査資料提出命令書（様式13）によりこれを行うものとする。
３　前２項による火災損害届の内容又は届出者に対する質問等により、り災程度及び損害見積額を明らかにし、損害調査書（様式14）を作成しなければならない。
（防火管理調査）

第20条　防火管理者を定めなければならない防火対象物、及び死傷者が発生した火災にあっては、防火管理の状況及び死傷者の状況を調査し、防火管理調査書（様式15）を作成しなければならない。
（調査報告）

第21条　調査員は調査が完結したときは、火災記録カード（様式16）に記載し、火災調査書（様式17）により署長に報告しなければならない。
２　前項の報告にあたっては、次の各号に定める書類を添付して行うものとする。ただし、火災の程度が軽易なものについては、その一部を省略することができる。
(1)　火災調査書
(2)　火災原因判定書
(3)　出火出場時における見分調書
(4)　実況見分調書
(5)　質問調書
(6)　防火管理調査書
(7)　損害調査書
(8)　図面、写真
(9)　調査関係資料
（出火原因分類等の準用）

第22条　出火原因の分類及び損害額の算定、その他この要綱に定めのないものについては、火災報告取扱要領（昭和43年11月11日消防総発第393号。以下「取扱要領」という。）によるものとする。
（火災報告）
第23条　署長は、火災が発生した場合は、次の各号により消防長に報告しなければならない。
(1)　即時報告
火災発生の都度、火災即時報告書（様式18）により報告すること。
(2)　火災即報
火災、災害等即時報告要領（昭和59年10月15日消防災第267号）の定めるところにより報告すること。
(3)　火災報告
火災報告（取扱要領の第１号様式）は火災ごとに別葉とし、当月分を翌月の５日までに報告すること。
附　則
この要綱は、昭和61年４月１日から施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合火災予防条例
○東十勝消防事務組合火災予防条例施行規則
○東十勝消防事務組合消防職員及び消防団員の立入検査証に関する規則
【様式】

様式１（第７条関係）　写真撮影記録簿
様式２（第９条関係）　出火出場時における見分調書
様式３（第10条関係）　実況見分調書
様式４（第11条関係）　質問調書
様式５（第12条関係）　質問・証拠物調査請求書
様式６（第13条関係）　火災原因調査資料提出命令書
様式７（第13条関係）　火災原因調査資料提出書
様式８（第13条関係）　受領書
様式９（第14条関係）　火災調査照会書
様式10（第15条関係）　鑑定処分承諾書
様式11（第16条関係）　火災原因判定書
様式12（第19条関係）　火災損害届
様式13（第19条関係）　火災損害調査資料提出命令書
様式14（第19条関係）　損害調査書
様式15（第20条関係）　防火管理等調査書
様式16（第21条関係）　火災記録カード
様式17の１（第21条関係）　火災調査書
様式17の２（第21条関係）　火災調査書
様式18（第23条関係）　火災即時報告書

○東十勝消防事務組合再燃火災防止要綱
（平成13年12月21日　要綱第１号）

（目的）
第１条　この要綱は、東十勝消防事務組合職員服務規程（昭和62年訓令第５号。以下「規程」という。）第18条第６号に規定する残火処理の徹底を図るため再燃火災防止に関する必要な事項を定めることを目的とする。
（用語）
第２条　この要綱における用語の定義は、次の各号のとおりとする。
(1)　残火処理とは、火勢の鎮圧後、残り火を点検、処理し、鎮火に至るまでをいう。
(2)　鎮火とは、現場最高指揮者が再燃のおそれがないと認定したときの状態をいう。
(3)　破壊活動とは、注水による消火を一層有効に実施するため、燃焼誘発物件を除去することをいう。
(4)　関係者の範囲は、原則として次のとおりとする。
ア　火元建物等の所有者、管理者又は占有者
イ　類焼した建物等の所有者、管理者又は占有者
ウ　強い放射熱を受けたと予想される建物等の所有者、管理者又は占有者
エ　前アからウに掲げる関係者に係わる従業員、親戚等
オ　その他、現場最高指揮者が必要と認めた者
（指揮体制）
第３条　残火処理活動を行うための指揮は、現場最高責任者が行う。
２　残火処理活動を行うための指揮体制は、現場最高責任者が火災の規模及び状況等により決定する。
（残火処理活動）
第４条　消防隊が行う残火処理活動は、残火処理活動基準（別表）による。
（残火処理活動上の留意点）
第５条　現場最高指揮者は、残火処理活動を効果的に行うため、各指揮者に、担当区域を指定し、次の各号を重点的に実施するよう指示するものとする。
(1)　残火活動
ア　焼けどまり付近を重点とする。
イ　直上階等に対する延焼危険箇所を重点区域とする。
ウ　消火活動の必要がない場合においても同様とする。
(2)　破壊活動
ア　破壊活動は、原則として現場最高指揮者の命令により行うものとする。
イ　破壊箇所は、最大の効果が発揮できる部分とする。
ウ　破壊範囲は、必要最小限度に止めるものとする。
(3)　注水活動
ア　注水活動は、当該建物の構造、用途及び燃焼物等から判断し、最も適した注水方法を採用するとともに、水損防止等を図るため防水シート等を有効に活用する。
イ　注水は、建物の残存部分や高い所を先に行い、高所から低所へ周囲から中央部へ順次移動して範囲を縮小する。
(4)　可燃物又は焼残物の搬出
ア　再燃の恐れのある物品（布団、マット、繊維類、紙、木材、わら等）は、必要に応じて屋外の安全な場所に搬出して処理する。
イ　倉庫、木材置場等大量の可燃物集積場所での焼残物等の搬出は、出火建物の関係者等と協議をし、作業要員、重機等を確保させるなど、効率的な処理に努める。
(5)　火災原因調査の証拠保全等
現場最高指揮者は、残火処理活動のため消防対象物を破壊する場合及び焼残物の搬出等を行う場合は、火災原因の調査上必要な現場の保存又は証拠の保全について指示するよう努めるものとする。
（鎮火の決定）

第６条　現場最高指揮者は、前条で指定した各指揮者からの報告に基づき、残火処理チェックカード（様式１）を作成するとともに点検漏れのないことを確認し、鎮火を決定する。
（再燃火災防止協力書の交付）
第７条　現場最高指揮者は、鎮火を決定したときは、関係者等に対し、再燃火災防止協力書（様式２）を交付する。ただし、現場最高指揮者が交付する必要性が無いと判断した場合は、この限りでない。
２　交付に際しては、特に危険と思われる箇所を具体的に口頭で説明する。

３　関係者等が不在のため、交付できない場合には、当該協力書の余白にその旨記載し保存する。
（監視警戒）
第８条　現場最高指揮者は、次による場合、消防隊に監視警戒を行わせる。
(1)　火災の警報、異常乾燥注意報又は強風注意報等が発令中の場合
(2)　建物の火災で、小屋裏、天井、壁体内、床面等の未燃焼部分に焼けどまりがある場合
(3)　焼損物品に再燃の恐れがある場合
(4)　前条第３項の事由により、再燃火災防止協力書の交付ができない場合
(5)　上記のほか、現場最高指揮者が必要と認めた場合
（記録の保存）

第９条　消防署長は、残火処理チェックカードを作成し、再燃火災防止協力書を交付したときは、火災活動報告書に、それぞれ添付して保存する。
（報告）

第10条　消防署長は、再燃火災が発生したときは、消防長に書面をもって報告するものとする。
附　則
この要綱は、平成14年１月１日から施行する。
別表（第４条）　残火処理活動基準

	構造

別
	特に残り火が生

じやすい場所等
	点検要領
	搬出・破壊要領

	木　　　　　造
	屋根、小屋裏、天井裏、床下等
	点検口（押入れの天井部分等）から内部を視認する。
	１　小屋裏に収容してある可燃物は、屋外の安全な場所に搬出する等の必要な処置を講ずる。

２　小屋裏、天井裏及び床下の点検には、天井、床等を一部破壊する。

	
	家具類（タンス等）、戸棚の裏側等
	移動させて火気及び煙の有無を確かめさらに内部の収容物を視認する。
	１　収容物の内、衣類、書籍等で焼きしているものは、屋外の安全な場所に搬出する等の必要な処置を講ずる。

２　家具類、戸棚等を移動し、必要に応じ破壊器具等により局部破壊する。

	
	押入れ、戸袋等
	１　収容物を引き出し、内部を視認して、火気及び煙の有無を確かめる。

２　小屋裏への燃え抜け状況を確認する。
	１　収容物で焼きしているものは、屋外の安全な場所に搬出する等の必要な措置を講ずる。

２　小屋裏の点検は、天井、壁等を一部破壊する。

	
	厨房等の火気使用施設周囲の鉄板張り内装裏面及び煙突の貫通部分等
	変色部分等の表面を素手で触れて湿度を確かめる。
	変色部分等の表面の温度の高い部分及び煙突の貫通部分を破壊器具等により局部破壊する。

	
	屋根下地、畳の合せ目等
	１　焼け止まり箇所等を視認する。

２　畳で焼きの深いものは床板まで燃え抜けているかを確認する。
	１　畳で焼きしているものは、屋外の安全な場所に搬出する等の必要な処置を講ずる。

２　屋根の点検は、トタン及びその下地等を一部破壊する。

	
	柱、梁、合掌等のほぞ部分等
	１　視認及び素手で触れて温度を確認する。

２　通し柱等に焼きがある場合は小屋裏、天井裏まで確認する。
	必要に応じ、けん引きロープ等により柱、梁等を転倒、落下させる。

	
	焼き堆積物等
	堆積物内部の火気を確認する。
	１　可能な限りとび口等で掘起し、又は掘崩しを行う。

２　農薬、肥料、その他化学製品等で、注水、加熱等により発熱の危険性のあるものは、できるかぎり屋外の安全な場所に搬出する。

	
	布団、マット、繊維類、紙、木材、木くず類、わら類等
	深部に残った火気を素手で触れるなどをして確認する。
	消火器等で消火したもの又は変色しているものなど、できるかぎり屋外の安全な場所に搬出する。

	
	強い放射熱を受けた部分、風下消防対象物の飛火危険箇所等
	変色又は強い放射熱を受けたと予想される部分を素手で触れて温度を確かめる。
	１　変色又は受熱湿度等から必要に応じて破壊器具等で一部を破壊する。

２　布団、繊維類等深部に火気が残りやすいものについては、できるかぎり屋外の安全な場所に搬出する。

	防火造
	モルタル壁等の二重壁内等
	変色又は強いふく射熱を受けたと予想される部分を素手で触れて温度を確かめる。
	必要に応じ、破壊器具等により二重壁の一部を破壊する。

	
	その他木造及び耐火造に準ずる。

	耐火造（準耐火造）
	ダクト、パイプスペース等のたて穴部分等
	１　点検等から内部を視認する。

２　直上階等へのたて穴部分等で埋戻しの有無を点検する。

３　可燃物と接している部分を点検する。
	１　押入れ等の収容物を引き出し、たて穴等の有無を確認する。

２　ダクト等の一部を確認する。

	
	ダクト、パイプ等の壁体並びに床貫通部分の仕舞材及び埋戻し箇所等
	１　点検口等から視認する。

２　変色部分を素手で触れ温度を確かめる。
	ダクト、天井、側壁等の一部を破壊器具等により破壊する。

	
	その他木造及び防火造に準ずる。
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【関連】

○東十勝消防事務組合火災予防条例
○東十勝消防事務組合火災予防条例施行規則
○東十勝消防事務組合職員服務規程
【様式】

様式１（第６条関係）　残火処理チェックカード
様式２（第６条関係）　再燃火災防止協力書
○東十勝消防事務組合違反処理規程
（平成３年４月１日　訓令第２号）
改正

	平成８年３月15日　訓令第２号
平成16年３月22日　訓令第１号
	


（趣旨）
第１条　この規程は、消防法（昭和23年法律第186号。以下「法」という。）及び東十勝消防事務組合火災予防条例（昭和61年東十勝消防事務組合条例第３号。以下「条例」という。）に定める火災の予防に関する法令違反（以下「違反」という。）の処理並びに火災予防上必要があると認める場合及び火災が発生したならば人命に危険であると認める場合の措置について、必要な事項を定める。
（用語の定義）

第２条　この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定めるところによる。
(1)　違反処理
警告、命令、認定・許可の取り消し、告発、過料事件の通知、代執行、略式代執行又は消防法令違反通告措置によって違反の是正若しくは予防又は出火危険、延焼拡大危険若しくは火災に係る人命危険（以下「火災危険」という。）の排除を図るための行政上の措置をいう。
(2)　警告
違反事項又は火災危険が認められる事項について、防火対象物等の関係者に当該違反の是正又は火災危険の排除を促す意志表示をいう。
(3)　措置命令
法の命令・規定に基づき強制的に違反の是正又は火災危険の排除を促す意志表示をいう。
(4)　許可の取消し

法の規定により行うことができる許可・認定の取り消しをいう。
(5)　告発
刑事訴訟法（昭和23年法律第131号）第239条第２項の規定に基づき違反事実を捜査機関に申告し、違反者の訴追を求める意志表示をいう。
(6)　過料事件の通知
法第８条の２の３第５項の規定による、届け出を怠った者に対しての通知をいう。
(7)　略式の代執行
法第３条第２項前段又は第５条の３第２項前段の規定により消防長又は署長が行うことができる措置をいう。
(8)　代執行
行政代執行法（昭和23年法律第43号）第２条の規定に基づき義務者の履行すべき行為を命令者自らが行い、又は第三者に行わせ、当該行為に係る費用を、義務者から徴収することをいう。
(9)　催告
命令違反者に対して、当該命令事項の履行を督促する意志表示をいう。
(10) 履行期限
警告事項又は命令事項の履行に必要な合理的期間をいう。
（違反処理の主体）
第３条　法第３条に規定する危険物の違反処理は、組合長がこれを行うものとする。

２　法第５条の違反に対する告発及び代執行は消防長の承認を受けて消防署長（以下「署長」という。）が行うものとする。
３　前項に掲げるもの以外の違反処理は署長がこれを行うものとする。
４　前項の署長が行う違反処理のうち、法第３条第１項の規定による措置命令を口頭で行う場合、又は法第５条及び第６条の規定に基づく緊急を要する処理で口頭によるものは消防吏員がこれを行うことができる。
５　消防吏員は、前項の口頭による違反処理を行ったときは、所轄署長に事案のてん末を違反の口頭処理報告書（第１号様式）により報告し、指示を受けなければならない。
（異例又は特に重要な事項の処理）
第４条　前条の規定にかかわらず、署長が行う違反処理のうち、斉一を期するもの又は異例、若しくは特に重要な事項について、必要があると認めるときは、消防長がその事務を行うものとする。
（違反処理上の基本的留意事項）
第５条　違反の処理は、次の各号に掲げる事項に留意して行わなければならない。
(1)　違反処理は、違反の内容、又は火災危険の重要性に着目し、その実態を的確に把握し時期を失することなく厳正、公平に行うものであること。
(2)　違反処理事務を行うにあたっては、緊急の場合を除き予め関係者に対し違反の内容を具体的に説明し適切な指導を行う。その際には誠実かつ沈着、冷静に対処するものであること。
(3)　違反処理を行った事案については適時追跡確認を行い、その是正促進に努めること。
（違反処理の基準）
第６条　違反処理事項は、別に定める違反処理基準に掲げる処理基準欄（以下「処理基準」という。）に定めるところにより処理しなければならない。
２　違反の事実が明白で、かつ、火災予防上又は人命安全上猶予できないと認める場合、若しくは特異な違反事案の処理に係る場合は処理基準に定める措置順序によらないことができる。

（違反の調査等）
第７条　消防職員（以下「職員」という。）は、職務の執行に際し違反事項を発見し、又は聞知した場合は速やかに署長（（組合長が処理するものにあっては組合長をいう。）以下同じ。）に報告しなければならない。
２　前項の報告を受けた署長は、速やかに所属職員に違反の事実の調査にあたらせるものとする。ただし査察等により違反処理の事実が確定している場合は調査を省略することができる。
３　前項により調査を命じられた職員は、調査結果を違反調査報告書（第２号様式）により署長に報告しなければならない。
４　職員は、違反の調査の際、関係のある者に対し質問を行う場合は別に定める質問調書を作成しておかなければならない。
（違反処理状況の管理等）
第８条　署長は、立入検査の結果通知書の指摘事項のうちで、処理基準上の措置が命令以上に該当する違反事案については、違反対象物台帳（第３号様式）により、違反処理への移行時期、上位措置への移行等違反是正に向けての事務を管理しなければならない。
２　違反処理を行った場合は、その経過を違反処理経過簿（第４号様式(1)及び(2)）に記載し、整理しておかなければならない。
（警告書等の送達）
第９条　警告書、命令書、戒告書、代執行令書は原則として当該関係者に直接交付し、受領書（第５号様式）に署名押印を求めるものとする。ただし、警告書等の交付に際し、受領を拒否された場合又はその他やむを得ない場合は内容証明により郵送する。又、被送達者の住所不明により郵送できない場合は公示送達をもって行うものとする。
（警告）
第10条　警告は次の各号のいずれかに該当する場合に速やかに行わなければならない。
(1)　査察等により違反の是正を指導したにもかかわらず当該違反が是正されないとき。
(2)　前号以外で違反の是正又は違反行為について警告を必要とするとき。
２　前項の警告は違反行為者又は関係者に対し警告書（第６号様式(1)又は(2)）により行うものとする。
３　署長は緊急に措置する必要があると認められる場合で前項の警告書を発するいとまがないときは、所属の職員に口頭で必要な事項について警告させることができる。この場合、必要に応じて事後すみやかに警告書を発行するものとする。
（履行状況の確認）
第11条　署長は、指示及び警告を行った場合、必要に応じ当該関係者から改善計画書（第７号様式）を徴するとともに、所属職員に履行状況確認のための調査にあたらせなければならない。
２　前項により署長に調査を命じられた職員は履行期限が過ぎても是正されていない場合は、違反調査報告書（第２号様式）により署長に報告しなければならない。
（上位措置への移行）
第12条　署長は、前条後段の報告により当該違反が是正されていないと認めた場合は、処理基準に示す措置区分に従った措置をとらなければならない。
（措置命令）
第13条　措置命令は、次の各号の一に該当する場合にこれを行うものとする。
(1)　警告書による履行期限が経過してもなお履行されないとき。
(2)　実情が命令による取り扱いを必要とするとき。
２　署長は、前項により命令するときは、権限を有する関係者に対し、命令書（第８号様式(1)又は(2)）を交付して行うものとする。
３　署長は、法第３条第１項の規定に基づく措置命令を口頭で行った場合は必要に応じ当該関係者に対し、命令書により、必要な措置をとるべきことを命ずるものとする。
４　署長は、前２項の命令書を交付した場合において、必要があると認めるときは、関係者より命令事項の履行に関する改善計画書を提出させるものとする。
（緊急時の命令）

第14条　署長は、次の各号の一に該当するときは、当該関係者に必要な事項を口頭により命令することができる。
(1)　火災予防上猶予できないと認めた場合、又は火災が発生したならば人命の危険が著しいと認めた場合で、緊急に必要な措置をとらなければならないとき。
(2)　公共の安全の維持又は災害の発生の防止のため緊急に製造所等の一時停止若しくは使用制限をする必要があると認めたとき。

２　前項により命令を行った場合は、必要に応じてすみやかに命令書を当該関係者に交付しなければならない。
３　消防吏員が緊急に措置する必要があると認めた場合で前条の命令を履行するいとまがない場合は、口頭で必要な事項について命令することができる。この場合、事後すみやかに命令書を発行することができる。
（教示）
第15条　命令を書面で行う場合又は利害関係人から教示を求められた場合は、行政不服審査法（昭和37年法律第160号）第57条の規定により教示しなければならない。
（命令後の公示）
第16条　署長は、法第５条第１項、法第５条の２第１項、法第５条の３第１項、法第８条第３項及び第４項、法第８条の２第３項及び法第17条の４第１項の規定に基づく命令を行った場合は、当該命令に係る防火対象物又は当該防火対象物のある場所へ標識（第９号様式）の設置その他別に定める方法により公示を行うものとする。
２　組合長は、法第11条の５第１項及び第２項、法第12条第２項、法第12条の２第１項及び第２項、法第12条の３第１項、法第13条の24第１項、法第14条の２第３項、法第16条の３第３項及び第４項、法第16条の６第１項の規定に基づく命令を行った場合は、当該命令に係る危険物施設又は当該危険物施設のある場所へ標識（第10号様式）の設置その他別に定める方法により公示を行うものとする。
３　前２項の公示は、命令を行った場合は、速やかに行い、当該命令の履行又は解除がなされるまでの間その状態を維持するものとする。
（催告）
第17条　署長は、命令を行った場合は第11条に準じ命令事項の進捗状況を随時把握し、履行期限を経過しても是正されていない場合は必要に応じ催告書（第11号様式）を交付して履行の促進を図るものとする。
（許可等の取消し）
第18条　署長は、法第８条の２の３第６項の規定による認定の取消しを行う場合は、（認定取消書　第12号様式）を交付することにより行うものとする。
２　署長は、法第12条の２第１項各号に規定する要件に該当する場合で、別に定める基準に該当するときに、（許可取消書　第13号様式）を交付することにより行うものとする。
（命令の解除）
第19条　署長は、命令要件を履行したことにより、命令の解除の申し出があったとき又はその事実を知ったときは、その履行状況を確認し、命令解除要件を満たすと認めた場合は、速やかに命令を解除するものとする。
２　前項の規定による命令の解除は、命令解除通知書（第14号様式）を交付することにより行うものとする。
（告発）
第20条　署長は次の各号のいずれかに該当するもので、罰則をもって対応すべきと認める場合に告発を行うものとする。
(1)　法又は条例違反に対する警告に従わないとき。
(2)　違反に起因する火災等の発生若しくは拡大又は死傷者が発生したとき。
(3)　前各号に規定するものの他、特に告発の必要があると認めたとき。
（告発の手続き）
第21条　告発は、違反の生じた場所を管轄する捜査機関の司法検察官又は警察署長に対して行うものとする。
２　告発を行うときは、告発書（第15号様式）に次の各号に掲げるもののうち違反に関する必要な資料を添付するものとする。ただし、緊急の場合で文書により告発する時間がないときは口頭で告発するものとする。
(1)　査察関係書類（写し）

(2)　火災調査関係書類（写し）
(3)　違反関係書類
(4)　違反の現場写真
(5)　質問調書
(6)　陳情書、投書、その他特に必要と認められる資料
（事前協議）
第22条　署長は警告及び措置命令を発する場合は、事前に消防長と協議しなければならない。

（過料事件の通知）
第23条　署長は、法第８条の２の３第５項の規定による届出を怠ったものを覚知した場合で、過料をもって対応すべきと認めるときに行うものとする。

２　過料事件の通知は、法第８条の２の３第５項の規定による届出を怠った者の住所地を管轄する地方裁判所に対して行うものとする。
３　過料事件の通知を行うときは、過料事件通知書（第16号様式）に次の資料を添付して行うものとする。
(1)　特例認定申請書（写）及び認定を受けた旨の通知書類（写）
(2)　賃貸借契約書等、管理権原者に変更があったことを証する書面（写）

(3)　過料に処せられるべき者の住所地等を証する資料
４　署長は過料事件の通知を行う場合は、必要に応じて事前に消防長に報告するものとする。
（略式の代執行）
第24条　署長は、法第３条第１項又は法第５条の３第１項の命令に係る履行義務者を確知することができないために当該命令を発することができない場合には、法第３条第２項又は法第５条の３第２項の規定に基づき、当該消防職員に法第３条第１項第３号及び第４号に掲げる措置をとらせるものとする.

（代執行）
第25条　署長は、第13条の規定による命令若しくは第18条の規定による告発によっても、なお違反が是正されない場合で、特に必要があると判断されるときは、行政代執行法（昭和22年法律第43号）の定めるところにより、代執行を行うものとする。
２　代執行を行おうとするときは、事前に執行に伴う作業警戒及び経費等の計画をたてなければならない。
３　代執行の戒告、通知及び費用徴収のための文書並びに執行責任者の証票は次によるものとする。
(1)　戒告書（第17号様式）
(2)　代執行令書（第18号様式）

(3)　代執行費用納付命令書（第19号様式）
(4)　代執行責任者証（第20号様式）
４　非常の場合又は危険切迫の場合において、当該行為の急速な実施について緊急の必要があり、第２項に規定する手続きをとる暇がないときは、その手続きを経ないで代執行を行うことができる。
（関係機関への通知等）
第26条　署長は、違反の内容が他の法令と関連を有し違反処理のため必要がある場合は違反是正について関係機関の長に通知し、又は協力を求めるものとする。
（協力）
第27条　署長は関係機関よりこの規程に係る違反処理についての資料等を求められたときは、必要に応じ協力するものとする。
（報告等）

第28条　署長は、違反処理を行った場合には、違反処理報告書（第21号様式）により、速やかに消防長に報告しなければならない。
２　前項の違反処理報告書には、警告書、命令書の写しを添付するものとする。
３　署長は、処理を行った場合には、違反事項が改善されるまでの経過状況を確認するとともに、処理が完結したときは、違反処理完了報告書（第22号様式）により速やかに消防長に報告しなければならない。
（委任）
第29条　この規程の施行について必要な事項は、別に定める。
附　則
この規程は、平成３年４月１日から施行する。
附　則（平成８年３月15日訓令第２号）

この訓令は、平成８年４月１日から施行する。
附　則（平成16年３月22日訓令第1号）
（施行期日）

この訓令は、平成16年４月１日から施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合火災予防条例
○東十勝消防事務組合火災予防条例施行規則
○東十勝消防事務組合違反処理規程事務処理要領
○防火対象物に係る消防法違反公表要綱
【様式】

第１号様式（第３条関係）　違反の口頭処理報告書
第２号様式（第７条関係）　違反調査報告書
第３号様式（第８条関係）　違反対象物台帳
第４号様式(1)（第８条関係）　違反処理経過簿
第４号様式(2)（第８条関係）　違反処理の経過
第５号様式（第９条関係）　受領書
第６号様式(1)（第10条関係）　警告書
第６号様式(2)（第10条関係）　警告書
第７号様式（第11条関係）　改善についての回答書
第８号様式(1)（第13条関係）　命令書
第８号様式(2)（第13条関係）　命令書
第９号様式（第16条関係）　消防法による命令の公告
第10号様式（第16条関係）　消防法による命令の公告
第11号様式（第17条関係）　催告書
第12号様式（第18条関係）　認定取消書
第13号様式（第18条関係）　許可取消書
第14号様式（第19条関係）　命令解除通知書
第15号様式（第21条関係）　告発書
第16号様式（第23条関係）　通知（消防法第40条の5に基づき過料に処せられるべき事件の発見）
第17号様式（第25条関係）　戒告書
第18号様式（第25条関係）　代執行命令書
第19号様式（第25条関係）　代執行費用納付命令書
第20号様式（第25条関係）　代執行責任者証
第21号様式（第28条関係）　違反処理報告書
第22号様式（第28条関係）　違反処理完了報告書
○東十勝消防事務組合違反処理規程事務処理要領
（平成３年４月１日　要領第１号）
改正

	平成８年３月14日　要領第１号
平成16年３月22日　要領第２号
	


第１　趣旨
この要領は、東十勝消防事務組合違反処理規程（平成３年３月東十勝消防事務組合訓令第２号。以下「規程」という。）第25条に基づき、規程の執行について必要な事項を定める。
第２　違反処理基準
規程第６条第１項の違反処理基準（以下「基準」という。）は、別表第１のとおりとする。
第３　違反の是正指導
違反処理に移行するまでの前段措置として、次により違反の是正をはかるものとする。ただし、特に緊急を要する場合はこの限りでない。
１　消防職員（以下「職員」という。）は、予防査察等により違反事実等を認知したときは、当該関係者に対し、改善について必要な指導及び指示をするものとする。
２　消防署長（以下「署長」という。）は、予防査察等により違反指摘した事項を、当該関係者に対し指導書（第１号様式(1)及び(2)）により通知し改善を指導するものとする。
３　署長は、指導書で改善されないものについては、当該関係者に対し、指示書（第２号様式(1)及び(2)）により改善を指示するものとする。
４　組合長は、危険物施設に立入検査をした結果、不備欠陥事項が認められる場合、当該関係者に対し指示書（第２号様式(2)）により通知し改善を指示するものとする。
第４　猶予期間
違反の是正指導をはかるための猶予期間は次のとおりとする。ただし、特に緊急を要する場合はこの限りでない。
１　防火対象物等
(1)　立入指導から指導書発行までは、概ね２週間
(2)　指導書発行から指示書発行までは、概ね６ケ月
(3)　指示書発行から警告書発行までは、概ね２ケ月
(4)　警告書発行から再警告書発行までは、概ね６ケ月
(5)　再警告書発行から命令書発行までは、概ね１ケ月
(6)　命令書発行から催告書発行までは、概ね６ケ月
２　危険物施設
(1)　立入検査から指示書発行までは、概ね２週間
(2)　指示書発行から警告書発行までは、概ね２ケ月
(3)　警告書発行から再警告書発行までは、概ね６ケ月
(4)　再警告書発行から命令書発行までは、概ね１ケ月
(5)　命令書発行から催告書発行までは、概ね６ケ月
第５　調査上の留意事項
規程第７条第２項に基づく調査に当たっては、次の事項に留意して実施すること。
(1)　適正かつ公平な調査を旨とし、厳正な態度でのぞむこと。
(2)　関係者の紛争に関与しないこと。
(3)　違反事実の確定は、防火対象物の用途、規模又は収容人員等の確認と併せて、増改築、変更等の年月日の把握を的確に行うこと。
(4)　違反者の特定に当たっては、義務のない者を違反処理の客体としないこと。

(5)　資料の収集に当たっては、消防法（昭和23年法律第186号。以下「法」という。）第４条、又は第16条の５に基づき、資料提出命令書（第３号様式）により行うこと。
(6)　違反事実の証拠保全のため、写真を積極的に活用すること。
(7)　違反の確定に必要がある場合は、関係行政機関に対し、関係資料の閲覧又は交付を求めること。
第６　違反調査報告書
作成上留意すべき事項は、次のとおりとする。
(1)　違反者の所在地、現住所等については、住民票、戸籍抄本及び商業登記簿謄本等により確認すること。
(2)　違反事項を明らかにするため、必要に応じ図面又は写真台紙（第４号様式）に整理した現場写真を添付すること。
(3)　違反事実欄は、違反事実について明確に記載すること。
(4)　過去の査察指導結果欄は、査察を実施した日時を明記し、通知書を交付している場合は、その写しを添付すること。
(5)　参考事項欄は、違反処理を行う上で参考となる事項を記載し当該参考事項に係る関係資料がある場合は、これを添付すること。
第７　質問調書及び実況見分調書
１　告発に際し、告発に係る事実関係を確認しておくため質問調書を作成する場合は（第５号様式）により、又実況見分調書を作成する場合は（第６号様式）によるものとする。
２　質問調書作成上の留意事項は、別記１のとおりとする。
３　実況見分調書作成上の留意事項は、別記２のとおりとする。
第８　警告書及び命令書作成上の留意事項
警告書及び命令書作成上留意すべき事項は、次のとおりとする。
１　名あて人　警告又は命令事項の履行義務者を確認し履行義務のない者を名あて人とすることのないように留意すること。
２　違反事実の確認　違反事実の確認は、次の各号に留意して行い法令の適用を誤らないこと。
(1)　違反対象物の新築又は、増改築等の建築年月日等の確認。
(2)　違反対象物の用途、構造、規模又は収容人員等の確認。
(3)　特別法、そ及規定又は緩和規定等の有無及び関係法令との関連の有無の確認。
３　措置内容　警告又は命令事項の内容は、法令の規制範囲を逸脱しないこと。
４　文字の訂正等
(1)　記載された文字は、原則として訂正又は改変しないこと。
(2)　警告事項又は命令事項が２葉以上にわたる場合は、その一体性を証するため公印で割印すること。
第９　催告使用上の留意事項
催告又は再催告は、命令事項の履行促進を図るものであり催告する時期は、履行期限が経過した後概ね１ケ月以内に文書により行うものとする。
第10　告発書の作成要領
告発書の作成要領は別記３のとおりとする。
附　則
この要領は、平成３年４月１日から施行する。
附　則（平成８年３月14日要領第１号）

この要領は、平成８年４月１日から施行する。
附　則（平成16年３月22日要領第２号）

（施行期日）
この要領は、平成16年４月１日から施行する。
別表第１

	違反該当条項
	違　反　事　項
	処理基準
	備　　考

	
	
	第１次
	第２次
	第３次
	第４次
	

	法第３条第１項関係
（屋外における措置命令）
	イ　屋外における火災予防上危険な行為

ロ　屋外における火災予防上危険な物件の放置

ハ屋外における消防活動上支障となる物件の放置
	緊急を要するもの
	措置命令（法第３条第１項）
	告発（法第44条第１号）
	
	
	

	
	
	上記以外のもの
	警告
	措置命令（法第３条第１項）
	告発（法第44条第1号）
	
	

	法第４条第１項関係

（立入検査等）
	イ　資料提出命令に違反し資料の提出をせず若しくは虚偽の資料を提出したもの、又は報告をせず、若しくは虚偽の報告をしたもの

ロ　正当な理由なく、立入検査、若しくは収去を拒み、妨げ、若しくは忌避したもの
	警告
	告発（法第44条第２号）
	
	
	質間の拒否に対しては罰則を設けていない。

	法第５条関係

（火災予防措置）
	１　火災の予防に危険であると認める場合

２　消火、避難その他の消防の活動に支障になると認める場合

３　火災が発生したならば人命
に危険であると認める場合

４　その他火災の予防上必要があると認める場合
	警告
	改善命令（法第５条）
	使用停止命令（法第５条の２）
	
	

	法第５条の２関係

（使用停止・使用制限）
	人命危険又は延焼危険が認められるとき
	緊急を要するもの
	使用停止命令（法５条の２第１項第２号）
	
	
	
	小規模雑居ビル（屋内階段のもの）

	
	
	上記以外のもの
	警告
	使用停止命令（法第５条の２第１項第２号）
	
	
	上記以外

	法第５条の３関係

（消防署員による措置命令）
	イ　火遊び、喫煙、たき火、火を使用する設備若しくは器具（物件に限る。）又はその使用に際し火災の発生のおそれのある設備若しくは器具（物件に限る。）の使用その他これらに類する行為
	
	使用停止命令（法第５条の２）
	
	
	

	
	ロ　残火、取灰又は火粉により火災の予防に危険であると認めるとき
	上記以外のもの
	除去命令（法第５条）
	使用停止命令（法第５条の２）
	
	

	
	ハ　危険物又は放置され、若しくはみだりに存置された燃焼のおそれのある物件

ニ　放置され、又はみだりに存置された物件（上記３の物件を除く。）
	物件の除去その他の処理（法第５条の３）
	除去命令（法第５条）
	使用停止命令（法第５条の２）
	
	

	法第８条関係

（防火管理）
	（1）防火管理者を選任していないもの

　　（法第８条第１項）
	警告
	選任命令（法第９条３項）
	告発（法第43条第１項１号　法第45条）
	
	

	
	(2)　防火管理者に必要な監督業務を行わせていないもの（法第８条第１項）
	
	措置命令（法第８条４項）
	告発（法第41条第１項１の２　法第45条）
	
	

	法第８条の２関係

（防火管理の協議）
	共同防火管理協議事項の作成を怠っているもの
	警告
	作成命令（法第８条第２項３号）
	
	
	

	法第８条の２の２

法第８条の２の３関係

（点検報告・特例認定）
	定期点検未実施であるのに表示しているもの、紛しい表示をしているもの
	命令（法第８条の２の２第４項）
	
	
	
	

	
	特例認定を受けていないのにも係らず表示しているもの、紛しい表示をしているもの
	命令（法第８条の２の３第８項）
	
	
	
	

	
	イ　偽りその他不正な手段により当該認定を受けたことが判明したもの

ロ　法第５条第１項、第５条の２第１項、第５条の３第１項、第８条第３項若しくは第４項又は第17条の４第１項の規定の命令がされたもの

ハ　法第８条の２の３第１項第3号に該当しなくなったもの
	特例認定取消し（法第８条の２の３第６項）
	
	
	
	

	法第10条第１項関係

（危険物の貯蔵、取扱いの制限）
	製造所等以外の場所で指定数量以上の危険物を貯蔵し又は取り扱っているもの
	措置命令（法第16条の６）
	告発（法第41条第１項第２号　法第45条）
	
	
	

	法第10条第３項関係

（危険物の貯蔵、取扱いの基準）
	製造所等における危険物の貯蔵、取扱いに基準違反が認められるもの
	緊急を要するもの
	基準遵守命令（法第11条の５第１項、第２項）
	使用停止命令（法第12条の２第２項第１号）
	告発（法第42条第１項第２号　法第43条第１項第２号、法第45条）
	
	貯蔵所での貯蔵、取扱い又は製造所及び取扱所での取扱い行為以外の逸脱した態様での貯蔵、取扱いには法第10条第１項を適用する。

	
	
	上記以外のもの
	警告
	基準遵守命令（法第11条の５第１項、第２項）
	使用停止命令（法第12条の２第２項第１号）
	告発（法第42条第１項２号　法第43条第１項２号　法第45条）
	

	法第11条第１項関係

（危険物施設設置変更の許可）
	製造所等の位置、構造、設備を無許可で変更したもの
	警告
	使用停止命令（法第12条の２第１項第１号）
	許可の取り消し（法第12条の２第１項第１号）
	告発（法第42条第１項第１号の２　法第45条）
	１　本項は手続違反に対する処理である。

２　変更部分が基準に適合していないときに適用するものとする。

	法第11条第５項関係

（危険物施設設置変更の許可等）
	イ　製造所等の完成検査合格前に使用しているもの

ロ　仮使用承認を受けないで使用しているもの
	警告
	使用停止命令（法第12条の２第１項第２号）
	許可の取り消し（法第12条の２第１項第２号）
	告発（法第42条第１項第1号の２　法第45条）
	

	法第12条第１項関係

（危険物施設の維持管理）
	製造所等の位置、構造設備に基準違反が認められるもの
	緊急を要するもの
	措置命令（法第12条第２項）
	使用停止命令（法12条の２第１項３号）
	告発（法条第１項第３号　法45条）
	
	

	
	
	上記以外のもの
	警告
	措置命令（法第12条２項）
	使用停止命令（法第12条の２第１項３号）
	告発（法第42条第１項３号　法第45条）
	

	法第12条の３関係

（製造所等の緊急使用停止命令）
	製造所等の使用が公共の安全の維持又は災害発生の防止上極めて危険な状態となっているもの
	使用制限命令又は使用停止命令（法第12条の３）
	告発（法第42条第１項第３号の２、法第45条）
	
	
	

	法第13条関係

（危険物の保安を監督する者）

	イ　危険物保安監督者を定めないで事業を行っているもの

ロ　危険物保安監督者に必要な監督業務を行わせていないもの（法第13条第１項）
	警告
	使用停止命令（法第12条の２第２項第３号）
	告発（法第42条第１項第４号　法第45条）
	
	

	
	ハ　危険物取扱者以外の者が危険物取扱者の立会いなくして危険物を取り扱っているもの（法13条第３項）
	警告
	告発（法42条第１項５号）
	
	
	

	法第14条の２関係

（予防規程）
	イ　予防規程未作成
	警告
	
	
	
	

	
	ロ　予防規程内容不適
	警告
	変更命令（法第14条の２第３項）
	
	
	

	
	ハ　予防規程遵守義務違反
	警告
	
	
	
	

	法第14条の３の３の２関係

（製造所の定期点検）
	定期点検を義務づけられているのにも係らず、次のいずれかの事項を履行していないもの又虚偽の作成をしたもの

イ　定期点検

ロ　点検記録の作成

ハ　点検記録の保存
	警告
	使用停止命令（法第12条の２第１項５号）
	許可の取り消し（法第12条の２第１項５号）
	
	

	法第13条関係

（危険物の運搬）
	危険物の積載方法、運搬方法等に基準違反が認められるもの
	警告
	告発（法第43条第１項２号　法第45条）
	
	
	危険物取扱者の同乗は必要ない。

	法第16条の２関係

（危険物の移送）
	(1)　危険物取扱者を乗車させずに移動タンク貯蔵所による危険物の移送をしたもの（法第16条の２第１項）
	警告
	告発（法第43条第１項３号　法第45条）
	
	
	同乗義務違反の任の主体は主として運転者であるが関係者の指示があったと認められたときは当該関係者とする。

	
	(2)　危険物取扱者免状を携帯しないで移動タンク貯蔵所に乗車したもの（法第16条の２第３項）
	
	告発（法第44条４号）
	
	
	

	法第16条の３関係

（危険物施設についての応急措置及びその通報並びに措置命令）
	製造所等において危険物の流出事故等に対する応急措置が講じられていないもの（法第16条の３第１項）
	応急措置命令（法第16条の３第３項、第４項）
	告発（法第42条第１項６号の２　法45条）
	
	
	

	法第17条関係

（消防用設備等の設置・維持）
	消防用設備等の未設置、一部未設置又は維持、管理に基準違反が認められるもの（法第17条第１項、条例第45条～第49条）
	警告
	措置命令（法第１7条の４の第１項）
	告発（法第41条第１項４号　法第44条第８号　法第45条）
	
	維持、管理の基準違反とは、

(1)　ポンプ及び自動起動装置の不良、主制御弁の閉鎖

(2)　電源しゃ断ベル停止

(3)　設置場所の不適、破損等をいう。

	法第17条の３の３関係

（消防用設備等の点検及び報告）
	消防設備等の点検結果を報告せず、又は虚偽の報告をしたもの
	警告
	告発（法第44条第７号の３）
	
	
	１　第2次措置に移行する前に資料提出命令又は報告徴収をするものとする。

２　消火器の未報告は単独では処理しないものとする。

	法第39条の２及び第39条の３関係

（罰則）
	(1)　製造所等から危険物を漏出、流出、放出させ、又は飛散させて火災危険及び公共の危険を生じさせたもの（法第39条の２）
	告発（法第39条の２第１項・第２項　法第45条）
	
	
	
	本条は「公共の危険」を処罰要件とする具体的危険罪である。

	
	(2)　製造所等から業務上必要な注意を怠り、危険物を漏出、流出、放出させ又は飛散させて火災危険及び公共の危険を生じさせたもの（法第39条の３）
	告発（法第39条の３第1項・第２項　法第45条）
	
	
	
	

	条例第39条～第42条関係

（指定数量未満の危険物の貯蔵及び取扱いの基準）
	少量危険物の貯蔵、取扱い又は少量危険物取扱所の設置維持に基準違反が認められるもの（条例大39条～第42条）
	警告
	措置命令（法第３条１項・法第５条）
	告発（法第39条３の２　法第41条第１項第１号　法第44条第１号　条例68条第１号第２号・条例69条）
	
	１　少量危険物取扱所で指定数量以上の貯蔵又は取扱い行為が認められたときは、法10条第１項違反とする。

２　屋外における無届け貯蔵、取扱いには法３条第１項が適用し屋内における無届け貯蔵、取扱いには法５条を適用する。

３　措置命令は周囲の事情から勘案し、具体的且つ現実的火災危険を認めるときに行使するものとする。

	条例第43条関係

（可燃性液体類等の貯蔵及び取扱いの基準）
	可燃性液体類等の貯蔵、取扱い又は維持に基準違反が認められているもの（条例第43条）
	警告
	措置命令（法第３条第１項・法第５条）
	告発（法第39条３の２　法第41条第１項第１号　法第44条第１号　条例68条第３号　条例69条）
	
	

	条例第44条関係

（綿花類等の貯蔵及び取扱いの基準）
	綿花類等の貯蔵、取扱い又は維持に基準違反が認められているもの（条例第44条）
	警告
	措置命令（法第３条第１項　法第５条）
	告発（法第３条３の２　法第41条第１項第１号　法第44条第１号　条例68条第３号　条例69条）
	
	

	条例第３条～第38条関係

（火を使用する設備の位置。構造及び管理の基準等）
	火を使用する設備等の維持管理に基準違反が認められるもの（条例第３条～第38条）
	警告
	措置命令（法第５条）
	告発（法第39条の３の２）
	
	基準違反とは、

(1)　周囲の可燃物の炭化又は異常過熱

（2）　設備等の本体、煙突、配管等の亀裂、破損等をいう。

	条例第57条関係

（避難施設の管理）
	避難施設の維持、管理に基準違反が認められるもの（条例57条）
	警告
	措置命令（法第５条）
	告発（法第39条の３の２）
	
	基準違反とは、

(1)　非常口等の施錠

(2)　階段等における物件の放置

(3)非常口等の視認困難等をいう。

	条例第58条関係

（防火戸の管理）
	防火戸の維持、管理に基準違反が認められるもの（条例58条）
	警告
	措置命令（法第５条）
	告発（法第39条の３の２）
	
	基準違反とは、

(1)　防火戸等の破損、変形

(2)　防火戸等の閉鎖障害等をいう。


別記１　質問調書作成上の留意事項
１　質問調書作成上の一般的留意事項
(1)　被質問者の任意の供述を得るよう心がけ、みだりに供述を誘導しないこと。
(2)　あらかじめ、その事案に必要と思われる質問事項を用意して、順序だてて質問するよう心掛けること。
(3)　質問に対応する供述を要約し順序だててまとめること。
(4)　事実の供述と伝聞の供述は同一項に記載しないこと。
(5)　任意性を高めるため、否定した事実も記載すること。
(6)　当人の供述内容又は他の者の供述内容との間に矛盾があれば追求すること。
(7)　事実関係の特定がしやすいため、なるべく事実関係資料（書証、物証、作成図面等）を示しながら質問すること。
２　質問事項
（違反者に対するもの）
(1)　被質間者の氏名、地位、職務内容、経歴等
(2)　違反事実関係
次の原則に基づき質問すること。
ア　誰が（違反の主体）

イ　誰と共に（共犯）
ウ　いつ（違反の日時）

エ　どこで（違反の場所）
オ　なぜ（目的、動機）
カ　誰に又は何を（違反の客体）

キ　どんな方法で（違反の手段、方法）

ク　何をしたか（違反行為の結果）

(3)　同一違反の繰返し関係
(4)　情状関係
違反認識の有無、違反を行った動機、違反に伴う危険性の認識、違反を是正しない理由、反省、その他
（法人の関係者に対するもの）

(1)　被質問者の氏名、職業、地位、会社組織、業務内容、職務内容
(2)　法人の業務と違反との関係
(3)　違反と監督責任との関係
(4)　その他参考となる事項
（第三者、参考人に対するもの）
(1)　氏名、職業、職務内容
(2)　違反者との関係
(3)　違反の状況
(4)　危険性に対する認識
(5)　その他参考となる事項
３　質問調書記載上の留意事項
(1)　毎葉に作成者の割印をすること。（上部余白の中央部分に二葉にまたがって押印する）

(2)　記載に当たっては、文字を改変しないこと。また、文字を加え、削った場合は欄外に「１字削除」「１字加入」とその字数を記載し、加削した場所に作成者の押印をすること。なお、文字を削る場合には削った部分に前に何が書いてあったか判読できるように、横２本線を引いて字体を残すこと。
(3)　録取後、被質問者に閲覧又は読み聞かせ、誤りがあるか否かを確認する。
(4)　録取後は、被質問者の署名及び押（指）印を求め、作成者が署名押印すること。なお、被質問者に指印させる場合は、左手第２指によること。
(5)　調書作成者は、調書の末尾に「上記のとおり録取し、読み聞かせたところ誤りのないことを申し立て、署名押印した」と記載する。さらに調書の作成年月日、調書作成者の所属、氏名を記載し、押印する。（刑訴規則第58条）
(6)　被質問者が署名押印を拒否した場合は、調書の末尾に「上記のとおり録取して読み聞かせたところ、誤りがないことを申し出たが署名押印を拒否した。」と記載する。
別記２　実況見分調書作成上の留意事項
１　記載上の留意事項
(1)　実況見分の日時欄
実際に実況見分を始めた日時と終わった日時を記載すること。
(2)　実況見分の場所及び施設又は物
実況見分の対象となる物の存在する場所又は見分した場所も記載すること。
(3)　実況見分の目的欄
「消防法令に係る事実の確認のため」、「消防法令違反に係る証拠保全のため」等と記載すること。
(4)　実況見分の立会人欄
立会入の職氏名のほか、その立会人がどのような資格で立ち会ったのかを明らかにすること。
(5)　図面、写真等
ア　図面
(ｱ) 記載内容を補足するため図面を添付する。建築物等の内容は、一般的に用いられる製図記号を用いるとともに、必要に応じ説明書きを加えること。
(ｲ) 正確な尺度に基づき製図すること。
イ　写真
(ｱ) 現場の全体的な状況及び個々の違反状態を撮影し、違反状況を系統的に明確化するよう工夫する。
(ｲ) 撮影の位置と方向を写真撮影位置地図に明示すること。
(ｳ) 危険物が容器に収納されていて、内容物の有無が写真で確認できないときは、危険物収去状況を撮影すること。

(ｴ) 違反事業の特定に重要な部分の寸法の測定にあたっては、メジャーを当てた写真を撮影すること。
２　実況見分調書作成上の一般的留意事項
次に掲げる事項に留意するとともに、見分した事実と違反に係る適用法条との関連を十分に考慮し、重要な部分は詳細に、その他の部分は簡明に記載すること。
(1)　法令違反の状況を主観をまじえず、見たとおり、あるがままに記載すること。
(2)　意見や推測を記載しないこと。
別記３　告発書の作成要領
１　一般的留意事項
(1)　告発は、犯罪事実を構成する証拠資料及び犯罪の情状等を収集整備したうえで行うこと。
(2)　火災予防に関連する消防法令違反は、犯罪終了後、３年又は５年で公訴時効となるものであること。
(3)　添付資料が謄本の場合は、当該資料が謄本である旨の作成者の認証を要するものであること。
２　記載上の留意事項
(1)　被告発人
ア　自然人の場合は、本籍、住所、職業、氏名及び生年月日を記載すること。
イ　法人の場合は、木店の所在地（違反防火対象物が本店の所在地と異なるときは、別に当該防火対象物の所在地を併記すること。）法人の名称、代表者の職名及び代表者の氏名を記載すること。
(2)　罪名及び適用法条
ア　罪名は、消防法違反とする。
イ　適用法条は、犯罪事実に関係する消防法、消防法施行令、消防法施行規則、消防庁告示、東十勝消防事務組合火災予防条例、東十勝消防事務組合火災予防条例施行規則、建築基準法、建築基準法施行令、建設省告示等の条項号の全て及びこれに対応する消防法上の罰則規定の条項号を記載すること。なお、両罰規定を適用する場合には、消防法第45条を付記すること。
(3)　犯罪の事実
犯罪の構成要件に該当する事実について、自然人の地位、職務内容、経歴等又は法人の業務内容及び自然人の違反行為の日時、場所、違反内容（罪状を構成する事実）を簡潔に記載すること。
(4)　証拠となるべき資料
ア　違反事項を立証するため資料及び情状に関する資料等を書類目録（第７号様式）として告発書に添付すること。
イ　証拠資料は、概ね次に掲げる区分に従って、関係のある資料をできる限り詳細に作成すること。なお、告発後においても証拠資料を追加提出できるものであること。
(ｱ) 違反関係資料
ａ　違反調査報告書、復命書の写し
ｂ　案内図、付近図、現況図
ｃ　現場写真及び図面
ｄ　命令書及び受領書の写し
ｅ　関係者に対する質問調書の写し
ｆ　防火対象物の使用届の写し

ｇ　建築確認書の写し
ｈ　建物登記簿謄本の写し

ｉ　建物の賃貸借契約書の写し
ｊ　その他違反事実又は命令の要件となる事実の物証又は書証の写し
(ｲ) 情状関係資料
ａ　立入検査結果通知書、指導書、指示書、勧告書、警告書の写し及びこれらの受領書の写し

ｂ　関係者に対する質問調書の写し
ｃ　誓約書、始末書等の写し
ｄ　改修計画書、工事契約書の写し
ｅ　陳情書、投書等の写し
ｆ　その他情状に関し参考となる物証又は書証の写し
(ｳ) 災害時に関する資料
ａ　鑑定書の写し
ｂ　火災原因調書の写し
ｃ　関連する火災事例
ｄ　消防用設備等の説明書等
ｅ　その他必要と認められる資料一切
(ｴ) 身分関係資料
ａ　被告発入の住民票謄（抄）本・外国人登録原票の謄本（自然人を告発する場合）

ｂ　商業登記簿謄本（両罰規程を適用し、法人を告発する場合）
ウ　告発書に添付する資料は、概ね書類目録、違反関係資料、情状関係資料、災害等に関する資料、身分関係資料の順に編綴すること。
エ　証拠資料のうち、消防機関において作成した書類の写しにあっては、消防長又は消防署長名（記名押印）の原本証明を付するとともに、写しの作成年月日及び作者の所属階級氏名を記載し押印しておくこと。
(5)　犯罪の情状
被告発人の社会的責任、違反事実の危険性（火災発生危険、延焼拡大危険、火災が発生した場合における人命危険）及び違反事実の悪質性等の観点から被告発人の情状について記載すること。
(6)　参考事項
ア　犯罪の事実及び犯罪の情状以外の事項で、検察官の処分決定上参考となると思われる事項を記載すること。
イ　記載する事項としては、査察経過、違反処理状況、消防設備等の形状、機能及び奏効例等を記載すること。
(7)　意見
違反内容の危険性、悪質性等の情状の観点から、処罰を必要とする理由等を記載すること。
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【関連】

○東十勝消防事務組合火災予防条例
○東十勝消防事務組合火災予防条例施行規則
○東十勝消防事務組合違反処理規程
○防火対象物に係る消防法違反公表要綱
【様式】

第１号様式(1)（第３関係）　火災予防上の改善指導書
第１号様式(2)（第３関係）　改善状況報告書
第２号様式(1)（第３関係）　火災予防上の改善措置指示書（防火対象物）
第２号様式(2)（第３関係）　火災予防上の改善措置指示書（危険物施設）
第３号様式（第５関係）　資料提出命令書
第４号様式（第６関係）　写真台紙
第５号様式（第７関係）　質問調書
第６号様式（第７関係）　実況見分調書
第７号様式（別記３関係）　書類目録
○防火対象物に係る消防法違反公表要綱
（昭和58年３月20日　要綱第１号）

改正

	昭和58年９月20日　要綱第３号
	


（目的）
第１条　この要綱は、東十勝消防事務組合管内の防火対象物で、消防法に基づく措置命令違反の防火対象物についての情報を住民に公開することにより、住民の防火安全に対する認識を高めるとともに、防火管理業務の適正化及び消防用設備等を促進するため「公表」を行うことを目的とする。
（公表対象物）

第２条　公表対象物は、消防法施行令別表第１に掲げる防火対象物とする。
（公表基準）
第３条　防火管理、消防用設備等が消防法令に違反していること、又は火災が発生したならば人命に対する危険度が高いと認められること等により、消防法に基づき期限を付した措置命令を発し、当該命令に違反して期限内に何らの必要な措置も講じない防火対象物について「公表」を行うものとする。
（公表内容）

第４条　公表の内容は、次の名号に掲げるものとする。
(1)　防火対象物の所在地及び名称
(2)　違反内容
（公表方法）

第５条　前条の内容について報道機関に公表するとともに広報紙等に掲載して「公表」を行うものとする。
（その他）

第６条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は消防長が別に定める。
附　則
（施行期日）

この要綱は、昭和58年４月１日から施行する。
附　則（昭和58年９月要綱第３号）
（施行期日）
この要綱は、昭和58年10月１日から施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合火災予防条例
○東十勝消防事務組合火災予防条例施行規則
○東十勝消防事務組合違反処理規程
○東十勝消防事務組合違反処理規程事務処理要領
○東十勝消防事務組合少年婦人防火協議会会則
（昭和56年10月１日　防火協議会会則第１号）

改正
	昭和59年10月１日
昭和60年７月１日
昭和60年８月１日
	


第１章　総則
第１条　本会は、東十勝消防事務組合少年婦人防火協議会という。
第２条　本会の事務所を、東十勝消防事務組合消防本部内に置く。
第３条　本会は、民間防火組織である幼年消防クラブ、少年消防クラブ及び婦人防火クラブの育成強化を図り、火災予防思想の普及向上に努めるとともに、東十勝消防事務組合の火災予防の推進に寄与することを目的とする。
第４条　本会は、前条の目的を達成するために次の事業を行う。
(1)　防火思想の普及宣伝及び火災予防運動の推進
(2)　幼年消防クラブ、少年消防クラブ、婦人防火クラブの育成指導の強化
(3)　優良クラブの表彰
(4)　その他本会の目的達成に必要な事業
第２章　組織及び役員
第５条　本会は、次に掲げる委員をもって組織する。
(1)　消防長
(2)　消防署長
(3)　消防団長
(5)　消防本部署担当者
(6)　幼年消防クラブ指導者（署管内のクラブから１名）
(7)　少年消防クラブ指導者（署管内のクラブから１名）

(8)　婦人防火クラブ代表者（署管内のクラブから１名）

２　本会に次の役員を置く。
(1)　会長　　　１名
(2)　幹事　　若干名
(3)　監事　　　２名
３　会長は消防長の職にあるものを以って充てる。
４　幹事及び監事は委員の互選により決める。
第３章　委員の職務
第６条　会長は、この会を代表し会務を総理する。
２　会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ指示された役員がその職務を代行する。
３　幹事は会務を審議する。
４　監事は会計について監査する。
５　委員は会務を執行する。
第７条　会長以外の役員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。
２　補欠役員の任期は、前任者の残任期間とする。
第４章　会議
第８条　会議は総会及び役員会とし、会長が召集する。
２　総会は毎年1回以上開催し、次に掲げる事項を審議する。
(1)　事業計画及び収支予算に関すること。
(2)　事業報告及び収支決算に関すること。
(3)　会則の改廃に関すること。
(4)　この会の運営に関する重要な事項に関すること。
３　役員会は必要に応じて召集し、次に掲げる事項を審議する。
(1)　総会に提出する議案に関すること。
(2)　本会の事業遂行に必要と認める事項に関すること。
第５章　会計
第９条　本会の予算は、次に掲げるものをもって構成する。
(1)　補助金
(2)　その他の収入
２　本会の収支決算は、年度終了後60日以内に監事の監査を経て行う。
第10条　本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月31日に終る。
第６章　事務局
第11条　本会に事務局を置き、事務局長及び職員を置く。
２　事務局について必要な事項は、会長が別に定める。
附　則
この会則は、昭和56年10月１日から施行する。
附　則（昭和59年10月１日）

この会則は、昭和59年10月１日から施行する。
附　則（昭和60年７月１日）

この会則は、昭和60年７月１日から施行する。
附　則（昭和60年８月１日）

この会則は、昭和60年８月１日から施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合幼年少年婦人防火協議会表彰要綱
○東十勝消防事務組合幼年少年婦人防火協議会表彰要綱
（昭和59年９月11日　防火協議会要綱第１号）

（趣旨）

１　東十勝消防事務組合幼年少年婦人防火協議会会則第４条第３号の表彰については、この要綱の定めるところによる。
（用語の定義）
２　この要綱において、次の各号に定める用語の意義は当該各号に定めるところによる。
(1)　防火クラブとは、民間防火組織である幼年消防クラブ、少年消防クラブ及び婦人防火クラブをいう。
(2)　クラブ員とは、幼年消防クラブ、少年消防クラブ及び婦人防火クラブの構成員をいう。
(3)　基準日とは、表彰のための調査現在日をいう。
（表彰）

３　表彰は、次の各号の一つに該当するときは、その功績を考査して協議会長が行う。
(1)　３年以上にわたり火災予防の推進及び防火思想の普及、向上に努め、他の模範として推奨すべき顕著な成果を上げた防火クラブ。
(2)　クラブの指導者として３年以上指導育成にあたり、防火思想の普及徹底を図り顕著な成果を上げ、特に功労のあったもの
(3)　火災及びその他の災害において、消防機関に協力又は未然に防止するなどクラブ員として特に功績のあったもの
(4)　その他協議会長が、特に成績優秀と認めたクラブ員
（表彰の方法）
４　被表彰者には、表彰状のほか記念品を贈ることができる。
（表彰の具申）
５　防火クラブ所在地の協議会委員（署長）は３の表彰に該当する防火クラブ、クラブ員があるときは、毎年12月末日を基準日として12月15日までに次の書類を添えて協議会長に具申するものとする。
(1)　３の(1)について
①　優良クラブ表彰調査表　様式第１号
②　その他参考になるもの
(2)　３の(2)について
①　優良クラブ指導者表彰調査表　様式２号～(1)
2 その他参考になるもの

(3)　３の(3)、３の(4)について
①　優良クラブ指導者表彰調査表　様式２号～(2)
②　その他参考になるもの

（表彰の時期）

６　表彰は、毎年１月１日現在により行う。ただし、特別の事情があるときは、その都度表彰を行うことができる。
（その他）

７　この要綱に関し必要な事項は、協議会長が別に定める。
附　則
この要綱は、昭和59年９月11日から施行する。
附　則
この要綱は、平成13年４月１日から施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合少年婦人防火協議会会則
【様式】
様式第１号（５関係）　功績調書
様式第２号（５関係）　功労調書
○東十勝消防事務組合消防設備士免状の返納命令に関する事務処理要領
（平成５年６月１日　要領第３号）
第１　趣旨及び目的
この要領は、消防法（以下「法」という。）第17条の７第２項及び同項により準用される同法第13条の２第５項の規定に基づく消防設備士免状の返納命令（以下「免状返納命令」という。）の運用基準（平成４年７月１日消防予第136号）に係る事務手続き等を定めたものである。
返納命令の運用基準は消防設備士が消防法令に違反した場合、その違反行為を点数によって評価し、違反者に対して違反事項通知書を送付し、資格者が今後もその業務に従事するにあたって違反の再発防止、誠実業務の助長、更には遵法精神の向上を期待し以て違反に起因した災害を防止し、火災予防の万全を期すことにある。
第２　免状返納命令要旨
(1)　北海道知事（以下「知事」という。）は免状の種類ごとに違反行為のなされた日（継続する性質の違反行為にあっては、当該違反行為をした日）を起算日とする過去３年以内におけるその他の違反行為に係る違反点数を累積して措置点数を算定し、当該違反者に係る措置点数が20点に達した免状の種類があるときは当該免状の種類毎に免状返納命令を行う。
措置点数とは、例えば直近の違反行為が平成７年10月１日に行われたときはこれを起算日とする３年前の年の応答日の翌日である平成４年10月２日までの違反行為に係る違反点数を累積して算定する。
(2)　法第17条の７第２項及び同項により準用される同法第13条の２第５項の規定に基づく免状返納命令は、消防設備士が法令に違反する行為を行った場合消防設備士としてその業務に従事させることに適正を欠くものとして、その資格を剥奪し喪失させるものである。
又、法は免状種類にかかわりのある消防設備士の取り扱いにおいて法令違反があった場合に当該免状の種類のみを対象としている。
従って、その効果は法令違反を行った消防設備士に対して、その者が保有する全ての種類の免状を返納させることとはならないので留意する必要がある。

返納命令の付随効果として、返納を命じられた日から１年を経過しない者に対しては、免状の交付を行わないことができるとされている。
（法第13条の２第４項第１号）このため、返納を命じられた者に対して種々のトラブルを防止するため、この点につき十分注意を喚起するとともに当該期間は消防設備士試験の受験を差し控えるよう可能な範囲で指導すること。
(3)　消防設備士免状の返納を命じられた者は、返納命令により直ちに該当する種類の消防設備士たる資格を喪失するものであり、現実に当該免状が知事に返納されたか否かは問わない。
第３　違反処理手続
消防用設備等の設置届、検査、予防査察、消防用設備点検結果報告等を活用し違反行為の把握に努め、違反事実を確認したら東十勝消防事務組合違反処理規程に基づいて処理し、違反者が消防設備士免状所有者の場合は、運用基準及び当事務処理要領により処理するものとする。
(1)　速報手続
消防署長（以下「署長」という。）は、措置の対象となると思われる違反事案が発生した場合、原則として当該違反発見後５日以内に「消防設備士違反速報書」（別記様式第１号）に現場写真及び現場図面等適宜必要な資料を添付のうえ東十勝消防事務組合消防長（以下「消防長」という。）に速報として報告する。
(2)　違反措置の決定
消防長は、「消防設備士違反速報書」により署長から報告を受けた時は次の(3)を基準として、平等、公平に措置を決定し「消防設備士違反措置確定書」（別記様式第２号）により当該署長に通知する。
(3)　違反点を計上しない場合
違反行為の内容が次に掲げる各号に該当する場合には、原則として違反点数を計上しないものとする。

①　行為につき、正当防衛、緊急避難その他違法性阻却事由がある場合
②　行為に付き無過失である場合
③　違反行為が継続する性質のものであって、既に措置等を行ったにもかかわらず、なお、違反状態が継続している場合で、違反者が違反を是正するために要する相当期間が経過していない場合
④　違反者が違反を行ったことにつき、真に止むを得ないと認められる事情があるため、措置等を行うことが著しく不当と認められる場合
⑤　違反事案が現場においての口頭指導により即改善がなされた場合
(4)　違反事項の通知
署長は、「消防設備士違反措置確定書」の通知に基づき当該違反行為をした消防設備士に対して、その措置結果を「違反事項通知書」（別記様式第３号）により通知するものとする。
なお、違反事項通知書は、違反者に対し「受領書」（別記様式第４号）に署名、捺印を求め直接交付するか、又は内容証明の取り扱いにより郵送により行うものとする。

(5)　違反処理報告
署長は、「消防設備士違反措置確定書」の通知結果に基づいて、当該違反発生後14日以内に「消防設備士違反処理報告書」（別記様式第５号及び記載例参照）により「違反時の状況を具体的かつ明確に記載した書類を添付し消防長に報告すること。
なお、違反時の状況を明確に記載した書類とは、防火対象物に対する立入検査等に伴う違反処理の必要上作成される書類を指すものであり、概ね次に掲げるものから違反事案の内容、態様に照らし必要に応じて作成し添付すること。
①　違反調査報告書（図面、現場写真等を含む。）

②　違反者の供述調書、質問調書
③　実況見分調書
④　関係者の質問調書
⑤　違反事項通知書の受領書の写し
⑥　その他参考資料
(6)　知事への報告
消防長は署長からの報告に基づき「消防設備士違反処理報告書」（別記様式第６号）に前記(5)の書類を添付して知事に通知する。

(7)　違反処理
措置の対象になると思われる違反事案は、概ね次のとおりとする。
①　誠実業務実施違反により消防設備等の機能、効用が著しく損なわれている場合、検定表示のない検定対象機械器具又は自主表示のない自主表示対象機械器具等を使用した場合があるが、いずれの場合も設置者に対し東十勝消防事務組合違反処理規程事務処理要領第３の２「指導書」第１号様式(1)を交付し設備の改善について強く指導し是正させる。
なお、指導書に従わない場合は、東十勝消防事務組合「違反処理」に基づいて順次処理する。
なお、他の消防設備士を教唆して違反行為を行わせた者についても、共同違反行為を行った者とする。
②　工事及び検査の取り扱いに関する場合（人為的違反）の違反者は、直接工事を行った関係者及び指示、監督した関係者となる。
第４　違反点数の算定
消防設備士が違反行為（法に違反する行為で別表第１の違反行為の種別欄に掲げるものをいう。以下同じ。）をしたときは、次に掲げるところにより当該違反行為に係る違反点数を算定する。
(1)　違反点数は、別表第１において定める基礎点数に、別表第２において定める事故加点を加えることにより算出する。
(2)　２以上の種類又は指定区分の免状を有する者が１の違反行為を行った場合は、当該違反行為に係る違反点数を前号(1)に基づき算出したうえで、当該違反点数を全ての免状の種類毎に計上する。
ただし、消防設備士講習受講義務違反については、当該違反行為に係る違反点数を、当該違反行為に係る免状の種類に限り計上する。
(3)　同一人につき、同時に違反行為が２つ以上あるときの基礎点数は、各違反行為に係る基礎点数を合計したものとする。
(4)　事故加点は、違反行為と相当な因果関係を有する損害について、その程度に応じた災害事故加点及び人身事故加点のうち該当する項目の点数を合計したものとする。
(5)　２以上の消防設備士による共同違反行為については、当該共同違反行為を行ったすべての設備士について当該違反行為に係る違反点数を計上する。
なお、他の消防設備士を教唆して違反行為を行わせた者についても、共同違反行為を行った者として取り扱うものとする。
(6)　事故加点は次のとおりとする。
①　事故加点は、事故の程度に応じた災害事故加点及び人身事故加点のうち、該当する項目の点の合計点とする。
なお、「事故の程度」については、焼損面積等火災の状況、死傷者数、周辺住民等への影響等を総合的に勘案のうえ実務上の経験に基づき判断する。（別表第２）

②　人身事故の程度は初診時における医師の診断に基づき附加するが、死傷者が複数の場合は死傷者それぞれについての人身事故程度により個別に算定した点数を累積するのではなく、それらの点数のうち最も重いものを加点する。（別表第２）

(7)　違反点を計上すべきかどうか微妙な場合の取り扱いについては、次のとおりとする。
①　設置基準違反工事を行っていた消防設備士に対し中間検査等で消防機関が工程の途中で発見し是正指導した結果、設置基準に適合した設置工事となった場合は原則として違反点は計上しない。ただし、違反を認識しつつ故意に違反工事を行い、発見されなければそのままにしておく等の特別な事情のある場合は、違反点を計上する。
②　着工届が遅延した場合（着工届を提出後10日を経過しないうちに着工した場合）は着工届の届出義務違反として、不提出及び事実と異なる届け出について違反点を４点計上する。
③　火災発生時に消防用設備が作動せずその結果被害が拡大した場合は、事例に応じ設置時の設置基準違反によるものか、その後の点検基準違反によるものか立証しきれない事例が想定される場合、違反行為の事実が確認できる場合については違反点数を計上する。
④　当該不作動が消防設備士の行った点検基準違反の点検によって生じたものであることが確認できる場合には、点検基準違反の６点に被害の拡大状況に応じた事故加点を加えた点数を違反点数として計上する。
⑤　違反行為が継続する性質のもので、すでに措置等を行ったにもかかわらず、なお、違反状態が継続しており違反者が違反を是正するための、社会通念上「違反を是正するための相当期間」を経過したと認められる場合は、新たに違反があったものとして再び違反点数を計上する。
又、一般的には違反行為を発見した際に何らかの措置命令を発することとなるので、当該措置命令に従わない場合は、その違反点数も計上する。
(8)　消防設備士の資格を有することで行っていた消防用設備の点検については、免状返納後は行うことができない。
ただし、消防設備点検資格者免状を保有している場合は、その資格まで喪失するものではない。
[違反事例]
第17条の12の誠実業務実施義務違反により防火対象物の消防設備等の機能効用が著しく損なわれ、それにより火災が発生（全焼）重症者２名及び軽症者１名を出した場合。
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よって、本事例は免状返納命令に該当する。
第５　消防設備士講習未受講義務違反に対する違反点数の算定
消防設備士は免状の交付を受けた日から２年以内に講習を受け、その受講日から５年以内に講習を受けなければならない。（消防法規則第33条の17）この受講期限までに受講しない場合には、当該期限を経過したとき違反行為があったものとして、その後１年以内に受講の機会があったのにもかかわらず受講しなかった場合は、１年を経過した時点で再度違反行為があったものとし、その後も同様とする。
[事例]

	受講期限
	１年
	２年
	３年
	４年
	

	措置点数
	
	
	
	
	
	

	
	５点
	10点
	15点
	15点
	15点
	
	


（運用基準第4により過去3年以内の違反点数が累積されるため。）

（運用基準実施以前から無受講の場合は運用基準実施後に行った違反行為についてのみ違反点数を計上すること。）

第６　その他
知事の消防設備士免状返納命令の措置は概ね次のとおりであるが、この中で当組合に関連する部分もあるので事務処理にあたっては十分留意すること。
(1)　知事は、違反者の措置点数が20点に達し免状返納命令を行おうとするときは聴聞を行う。
(2)　知事は、必要があると認める時は、専門的知識を有する参考人又は消防事務に従事する職員を聴聞に出席させることができる。
(3)　知事は、聴聞の結果、免状返納命令を決定したときは、速やかに当該違反者に免状返納命令通知書により処分内容その他必要事項を通知し免状返納命令通知書を交付する。
(4)　免状返納命令を発した知事は、消防庁長官及び他の全ての都道府県知事に対しその旨を通知する。
(5)　知事は、「免状返納命令」を発した場合若しくは他の都道府県知事より「消防設備士免状の返納命令について」通知を受けた場合、消防長に対し、「消防設備士免状の返納命令について」（別記様式第７号）により通知する、
(6)　知事は、聴聞の結果、情状酌量の余地があると判断した場合には免状返納を命じないことができる。この場合、原則として「厳重注意書」を交付するものとし、再度違反があった場合については免状返納命令を発する。
(7)　知事は、「厳重注意書」を交付した場合、若しくは他の都道府県知事より「厳重注意書の交付について」を受けた場合、消防長に対して「厳重注意書の交付について」（別記様式第８号）により通知する。
(8)　消防長は、知事より(5)の「消防設備士免状の返納について」及び(7)の「厳重注意書の交付について」の通知を受けた場合、当該違反処理をした署長にこの写しを添えて通知する。
附　則
この事務処理要領は、平成５年７月１日から施行する。なお、平成５年７月１日以前における違反事案については本基準は適用しない。
別表第１　基礎点数表
	№
	違反行為の種別
	点数

	１
	法17条の３の３

（規則31条の４）
	資格外の点検実施又は無資格者を利用しての点検の実施
	６

	２
	法17条の５
	保有する消防設備士免状対応業務以外の業務の実施（資格外の工事若しくは整備の実施又は無資格者を利用しての工事若しくは整備の実施（当該無資格者の作業に対する指導、監督が有効に行われている場合を除く。））
	８

	３
	法17条の10
	消防設備士講習受講義務違反
	５

	４
	法17条の12
	誠実業務実施義務違反
	技術基準違反の工事、整備実施
	ａ
	消防用設備等の機能、効用が著しく損なわれている場合
	８

	
	
	
	
	ｂ
	ａ以外の場合
	３

	
	
	
	点検基準違反の点検実施
	ａ
	消防用設備等の機能、効用が著しく損なわれている場合

	６

	
	
	
	
	ｂ
	ａ以外の場合
	２

	
	
	
	事実と異なる点検結果の記載
	ａ
	消防設備等の機能、効用が著しく損なわれているにも係わらずそうでない旨の記載をした場合
	６

	
	
	
	
	ｂ
	ａ以外の場合
	２

	５
	法17条の13
	消防設備士免状の携帯義務違反
	４

	６
	法17条の14
	消防用設備等の設置工事着工届出義務違反（事実と異なる届出を含む）
	４

	７
	法21条の２④
	個別検定に合格した旨の表示（検定表示）のない検定対象機械器具等の工事への使用禁止違反
	７

	８
	法21条の16の２
	自主表示対象機械器具等に係る技術上の規格に適合する旨の表示（自主表示）のない自主表示対象機械器具等の工事への使用禁止違反（誠実業務実施違反）
	７


（注）
１　消防設備士講習受講義務違反については、消防法施行規則第33条の17第１項に定める講習の受講期限又は、同条第２項に定める講習の受講期限までに受講しない場合に、それぞれ当該期限が経過したとき違反行為があったものとする。また、その後１年以内に受講する機会があるにもかかわらず受講しなかった場合は、１年を経過したとき再度違反行為があったものとし、それ以降においてなお受講しない場合も同様とする。
２　誠実業務実施義務違反中の「消防用設備等の機能、効用が著しく損なわれている」とは、当該消防用設備等が設置されていないのと同視され得る程度に機能、効用が損なわれている状況をいう。
別表第２　事故加点
	事故の程度
	点数
	
	人身事故の程度
	点数

	事故の程度が小
	２
	
	軽症（入院加療を必要としないもの）
	６

	事故の程度が中
	４
	
	中等症（重症又は軽症以外のもの）
	８

	事故の程度が大
	６
	
	重症（３週間以上の入院加療を必要とする以上のもの）
	10

	
	
	
	死亡（48時間以内に死亡した場合を含む）
	20


（注）
１　事故発生に係る付加点数は、消防設備士が行った違反行為と事故が相当な因果関係を有する場合に当該事故の程度に応じ点数を加点するものとする。
２　人身事故の程度は、初診時における医師の診断に基づき分類する。
３　死傷者が２人以上の場合は、そのうち最も重い者により分類する。
別表第２の事故加点における付加基準

	
	事故の程度
	小
	中
	大

	区　分
	不可点数
	２
	４
	６

	１
	令別表第１に掲げる防火対象物
	部分焼

（火災報告要領に示す燃焼の程度による）
	半　焼

（火災報告要領に示す燃焼の程度による）
	全　焼

（火災報告要領に示す燃焼の程度による）

	２
	危険物の規制に関する政令第６条に掲げる製造所等
	小　火

（火災報告の対象としたもの）
	部分焼

（火災報告要領に示す燃焼の程度による）
	半焼以上

（火災報告要領に示す燃焼の程度による）

	３
	工事、整備等における事故
	消防用設備等の工事、整備等に関連して措置を誤った結果、建築施設、設備に破損し又は障害を与えた場合、若しくは相当期間未警戒状態にしたとき。
	消防用設備等の工事、整備等に関連して関係法令に違反した結果、建築施設、設備等を破損し又は障害を与えた場合、若しくは相当期間未警戒状態にした場合等。


（注）その他の事故の程度のうち中と大の区分は、事故の態様によって判断することとし、延べ面積、高層、ＳＰ設置対象物等によって差異があるなどの例で判断することとし、決定にあたってはその都度免状交付知事と協議するものとする。
【様式】
様式第１号（第３関係）　消防設備士違反速報書
様式第２号（第３関係）　消防設備士違反措置確定書
様式第３号（第３関係）　違反事項通知書
様式第４号（第３関係）　受領書
様式第５号（第３関係）　消防設備士違反処理報告書
様式第６号（第３関係）　消防設備士違反処理報告書
様式第７号（第６関係）　消防設備士免状の返納について
様式第８号（第６関係）　厳重注意書の交付について
○北海道広域消防相互応援協定
（平成３年２月13日）

消防組織法（昭和22年法律第226号）第21条の規定に基づき、北海道広域消防相互応援協定を次のとおり締結する。

（目的）

第１条　この協定は、消防組織法（昭和22年法律第226号。以下「法」という。）第21条の規定に基づき、北海道内の市・町及び消防の一部事務組合（以下「市町等」という。）相互の応援体制を確立し、災害が発生した場合又は災害が発生するおそれのある場合に有効に対処することを目的とする。
（対象とする災害）

第２条　この協定の対象とする災害は、法第１条に規定する水火災又は地震等の災害で、市町等の応援を必要とするものとする。
（地域区分）

第３条　この協定による相互応援を円滑に実施するため、市町等を別表に掲げる地域に区分する。
（代表消防機関の設置及び任務）
第４条　この協定による相互応援を円滑に実施するため、別表に規定する地域ごとに地域代表消防機関を置き、地域代表消防機関を総括する総括代表消防機関を置く。
２　地域代表消防機関及び総括代表消防機関の選定は、市町等の消防長の協議により行う。
３　地域代表消防機関の任務は、次の各号に掲げるとおりとする。
(1)　総括代表消防機関及び当該地域内消防本部との連絡調整及び情報交換に関すること。
(2)　当該地域内の応援可能な消防隊等の把握に関すること。
(3)　応援の要請時における当該地域内の応援可能な消防隊等の調整に関すること。
４　総括代表消防機関の任務は、次の各号に掲げるとおりとする。
(1)　北海道との連絡調整及び情報交換に関すること。
(2)　地域代表消防機関との連絡調整及び情報交換に関すること。
(3)　北海道内の応援可能な消防隊等の把握に関すること。
(4)　応援の要請時における北海道内の応援可能な消防隊等の調整に関すること。
（応援の種別）
第５条　この協定による応援の種別は、次の各号に掲げるとおりとする。
(1)　陸上応援　　消防隊、救助隊又は救急隊による応援
(2)　航空応援　　回転翼航空機を装備した消防吏員の一隊（以下「航空隊」という。）による応援
（応援隊等の登録）

第６条　市町等は、応援が可能な消防隊、救助隊、救急隊及び航空隊（以下「応援隊」という。）並びに資機材をあらかじめ登録するものとする。
（応援要請の方法）

第７条　応援の要請は、災害が発生し、又は発生するおそれのある市町等（以下「要請側」という。）の長から他の市町等の長に対し、災害の規模等に応じて次の各号の区分により行う。
(1)　陸上応援要請
ア　第１要請
当該市町等が隣接の市町等に対して行う応援要請
イ　第２要請
当該市町等が構成する別表の地域内の他の市町等に対して行う応援要請（第１要請を除く。）

ウ　第３要請
当該市町等が構成する別表の地域外の市町等に対して行う応援要請（第１要請を除く。）

(2)　航空応援要請
航空隊の応援を必要とする応援要請
２　陸上応援要請は、第１要請、第２要請、第３要請の順に行うものとする。ただし、要請側の長が特に必要と認めた場合は、この限りでない。
３　前項の陸上応援要請のうち、第２要請にあっては要請側の地域代表消防機関を、第３要請にあっては要請側の地域代表消防機関、総括代表消防機関及び応援要請をされた市町等の地域代表消防機関を経由して行うものとする。
（応援隊の派遣）

第８条　前条の規定により応援の要請を受けた市町等（域下「応援側」という。）の長は、特別の事情がない限り、応援隊を派遣するものとする。
２　応援側の長は、応援隊を派遣するときは、要請側の長に対し、その旨を通知したければならない。この場合において、前条第３項の規定により経由することとされている代表消防機関を経由した応援要請にあっては、当該代表消防機関を経由して通知するものとする。
（応援隊の指揮）
第９条　応援隊の指揮は、要請側の長が行うものとする。
（応援経費の負担）

第10条　陸上応援に要する経費は、要請側の負担とする。ただし、次の各号に掲げる経費は、応援側の負担とする。
(1)　応援隊員の出動に係る旅費及び諸手当
(2)　車両及び機械器具の燃料費（現地で調達したものを除く。）

(3)　車両及び機械器具の修理費
(4)　消耗品の補充費（現地で調達したものを除く。）

２　航空応援に要する応援隊員の出動に係る旅費及び諸手当並びに回転翼航空機の燃料費は、原則として要請側の負担とする。
３　応援側の長は、前２項の規定により要請側の負担とされる経費を要請側の長に直接請求するものとする。
（損害賠償）
第11条　応援隊の応援に伴い発生した事故の処理に要する次の各号に掲げる経費は、要請側の負担とする。ただし、応援側の重大な過失により発生した損害賠償に要する経費は、応援側の負担とする。
(1)　土地、建物、工作物等に対する損害賠償
(2)　一般人の死傷に伴う損害賠償
２　前項に定める要請側の負担額は、応援側が加入する保険により支払われる金額を控除した金額とする。
（協議）

第12条　この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、その都度市町等の長が協議して決定するものとする。

（委任）

第13条　この協定の実施に関し必要な事項は、市町等の消防長が協議して定める。
附　則
この協定は、平成３年４月１日から施行する。
本協定の成立を証するため協定書72通を作成し、記名押印のうえ市町等において各１通を保有する。
平成３年２月13日
別表　地域構成市町等
	地　域
	構　成　市　町　等

	道西地域
	函館市、森町、八雲町、長万部町、渡島西部広域事務組合、南渡島消防事務組合、渡島東部消防事務組合、桧山広域行政組合

	道南地域
	室蘭市、苫小牧市、登別市、伊達市、白老町、西胆振消防組合、胆振東部消防組合、日高東部消防組合、日高中部消防組合、日高西部消防組合

	道央地域
	札幌市、小樽市、夕張市、美唄市、芦別市、江別市、赤平市、三笠市、千歳市、歌志内市、恵庭市、広島町、上砂川町、石狩北部地区消防事務組合、羊蹄山ろく消防組合、岩内寿都地方消防組合、北後志消防組合、滝川地区広域消防事務組合、岩見沢地区消防事務組合、深川地区消防組合、砂川地区広域消防組合、南空知消防組合

	道北地域
	旭川市、増毛町、上川北部消防事務組合、士別地方消防事務組合、上川南部消防事務組合、大雪消防組合、上川中部消防組合、富良野地区消防組合、北留萌消防組合、留萌消防組合、稚内地区消防事務組合、利尻礼文消防事務組合、南宗谷消防組合

	道東地域
	釧路市、帯広市、根室市、留辺蘂町、網走地区消防組合、北見地区消防組合、紋別地区消防組合、遠軽地区広域組合、美幌・津別消防事務組合、斜里地区消防組合、西十勝消防組合、北十勝消防事務組合、東十勝消防事務組合、池北三町行政事務組合、南十勝消防事務組合、釧路北部消防事務組合、釧路東部消防組合、釧路西部消防組合、根室北部消防事務組合
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【関連】

○東十勝消防事務組合組合長の職務を代理する副組合長の順序に関する規則
○東十勝消防事務組合組合長の職務の委任規程
〇東十勝消防事務組合事務決裁規程
○北海道広域消防相互応援協定覚書
○十勝管内各消防本部相互における北海道広域消防相互応援協定に基づく申合せ事項
○北海道広域消防相互応援協定に基づく申合せ事項
○道東自動車道における北海道広域消防相互応援協定に基づく申し合わせ事項
〇北海道消防防災ヘリコプター応援協定
○北海道広域消防相互応援協定覚書
（平成３年２月13日）

（趣旨）

第１条　この覚書は、北海道広域消防相互応援協定（以下「協定」という。）第13条の規定に基づき、協定の実施に関し必要な事項を定めるものとする。
（代表消防機関の選定）

第２条　協定第４条に規定する地域代表消防機関及び総括代表消防機関は、別表１に定める消防本部とする。
（応援隊等の登録）

第３条　協定第６条の規定により登録する応援隊及び資機材は、別表２に掲げるとおりとする。
（応援要請の方法）

第４条　協定第７条に規定する応援のようほこ要請は、次に掲げる事項を明確にし、電話、ファクシミリ等により行うものとする。
(1)　災害の種別、発生場所及び災害の状況
(2)　応援隊の種別及び隊数並びに資機材
(3)　応援隊の集結場所
(4)　航空隊の着陸可能な場所及び給油体制
(5)　航空隊の誘導方法
(6)　災害現場付近の気象状況
（応援隊派遣の通知の方法）

第５条　応援隊を派遣する場合の通知は、次に掲げる事項を明確にし、電話、ファクシミリ等により行うものとする。
(1)　応援隊の最高指揮者の職・氏名
(2)　応援隊の出発時刻及び到着予定時間
(3)　応援隊の派遣経路
（総括代表消防機関及び道知事への連絡）

第６条　地域代表消防機関は、次の各号に掲げる場合は、総括代表消防機関に直ちにその旨を連絡するものとする。
(1)　第２要請の要請があった場合
(2)　第２要請に係る応援隊の派遣の通知があった場合
２　総括代表消防機関は、次の各号に掲げる場合は、北海道知事に直ちにその旨を連絡するものとする。
(1)　前項第１号に規定する要請の連絡及び第３要請の要請があった場合
(2)　前項第２号に規定する派遣の通知の連絡及び第３要請に係る応援隊の派遣の通知があった場合
３　航空応援の要請を受けた市町等は、次の各号に掲げる場合は、北海道知事に直ちにその旨を連絡するものとする。

(1)　航空応援要請の要請を受けた場合
(2)　航空隊を派遣する場合
（応援隊到着時の報告等）

第７条　応援隊の最高指揮者は、当該応援隊が災害現場に到着したときは、要請側の現場最高指揮者に対し、直ちに次に掲げる事項を報告するものとする。
(1)　応援消防本部名及び最高指揮者の職・氏名
(2)　応援隊の種別及び隊数並びに資機材
２　応援隊の最高指揮者は、前項の規定による報告後、要請側の現場最高指揮者から直ちに次に掲げる事項を確認するとともに、必要な指示を受けるものとする。
(1)　災害の状況
(2)　活動方針
(3)　活動中の消防隊等の隊数及び活動概要
(4)　応援隊の活動範囲及び任務
(5)　使用無線周波数
(6)　安全管理上の注意事項
（応援隊引揚げ時の報告）

第８条　応援隊の最高指揮者は、要請側の現場最高指揮者から引揚げの指示があった場合は、次に掲げる事項を報告したのち引き揚げるものとする。
(1)　応援隊の活動概要

(2)　隊員の負傷の有無
(3)　車両、機械器具の損傷及び活動中の異常の有無
（応援活動の報告）

第９条　応援側の消防長は、応援隊が帰署したときは、速やかに応援活動の概要を応援活動報告書（様式１）により要請側の消防長に報告しなければならない。
（経費の請求）

第10条　応援側の長が協定第10条第３項の規定により応援に要した経費を請求するときは、応援経費請求書（様式２）により行うものとする。
（協議）
第11条　この覚書に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、その都度市町等の消防長が協議して決定するものとする。
附　則
この覚書は、平成３年４月１日から施行する。
この覚書の成立を証するため本書72通を作成し、記名押印のうえ市町等において各１通を保有する。
平成３年２月13日
別表１（第２条関係）　地域代表消防機関及び総括代表消防機関消防本部
１　地域代表消防機関
	地　域
	地域代表消防機関

	道西地域
	全国消防長会北海道支部道西地区協議会
区長所在消防本部

	道南地域
	全国消防長会北海道支部道南地区協議会
区長所在消防本部

	道央地域
	全国消防長会北海道支部道央地区協議会
区長所在消防本部

	道北地域
	全国消防長会北海道支部道北地区協議会
区長所在消防本部

	道東地域
	全国消防長会北海道支部道東地区協議会
区長所在消防本部


２　総括代表消防機関
	総括代表消防機関
	全国消防長会北海道支部
支部長所在消防本部


別表２（第３条関係）（略）
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【関連】

○東十勝消防事務組合組合長の職務を代理する副組合長の順序に関する規則
○東十勝消防事務組合組合長の職務の委任規程
〇東十勝消防事務組合事務決裁規程
○北海道広域消防相互応援協定
○十勝管内各消防本部相互における北海道広域消防相互応援協定に基づく申合せ事項
○北海道広域消防相互応援協定に基づく申合せ事項
○道東自動車道における北海道広域消防相互応援協定に基づく申し合わせ事項
〇北海道消防防災ヘリコプター応援協定
【様式】
様式１（第９条関係）　応援活動報告書
様式２（第10条関係）　応援経費請求書
〇十勝管内各消防本部相互における北海道広域消防相互応援協定に基づく

申合せ事項

（平成３年３月20日）

帯広市、西十勝消防組合、北十勝消防事務組合、東十勝消防事務組合、池北三町行政事務組合、南十勝消防事務組合各消防本部（以下「各消防本部」という。）の消防長は、北海道広域消防相互応援協定（平成３年４月１日施行。以下「協定」という。）第13条の規定に基づき、各消防本部相互の応援体制の確立を図るため、必要事項について次のとおり申し合わせる。
１　境界地域等での応援方法
協定第７条及び第９条の規定によるほか、次のとおりとする。
（火災及び救急救助出動）
(1)　各消防本部間における行政区域が隣接している地域（以下「境界地域等」という。）に発生した火災及び救急救助事故等の災害を認知したときは、要請側の長から応援の要請があったものとして、応援側の出動計画に基づき出動するものとする。
（現場指揮）

(2)　前項の規定による出動において、要請側が災害現場に到着するまでは、応援側の現場指揮によるものとする。
（通報）
(3)　各消防本部は、境界地域等に発生した火災及び救急救助事故等の災害を認知したときは、速やかに相手側に通報するものとする。ただし、救急救助事故にあっては必要に応じて通報するものとする。
２　情報交換
各消防本部は相互に資料及び情報の交換を行うものとする。
３　申合せ事項の施行日
この申合せ事項は、平成３年４月１日から施行する。
４　申合せ事項の保有
この申合せ事項の締結を証するため、本書６通を作成し、相互が記名押印のうえ各消防本部において各１通を保有するものとする。

平成３年３月20日
帯広市消防本部消防長　　　　　　　　　広山 明男
西十勝消防組合消防本部消防長　　　　　加地 利光
北十勝消防事務組合消防本部消防長　　　青山 義信
東十勝消防事務組合消防本部消防長　　　国枝 正義
池北三町行政事務組合消防本部消防長　　表　 　弘
南十勝消防事務組合消防本部消防長　　　今野 　力
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【関連】

○東十勝消防事務組合組合長の職務を代理する副組合長の順序に関する規則
○東十勝消防事務組合組合長の職務の委任規程
〇東十勝消防事務組合事務決裁規程
○北海道広域消防相互応援協定
○北海道広域消防相互応援協定覚書
○北海道広域消防相互応援協定に基づく申合せ事項
○道東自動車道における北海道広域消防相互応援協定に基づく申し合わせ事項
〇北海道消防防災ヘリコプター応援協定
○北海道広域消防相互応援協定に基づく申合せ事項

（平成17年10月11日）

北海道広域消防相互応援協定（平成３年４月１日施行。以下「協定」という。）第13条の規定に基づき、相互応援の実施に関する必要事項について次のとおり申し合せする。
１　境界地域等での応援の方法
協定第７条によるほか、次のとおりとする。

(1)　火災出動
別表に定める区域内に発生した火災を受報又は覚知したときは、要請側の長から応援の要請があったものとして、応援側から必要車両が出動するものとする。
(2)　救助・救急出動
別表に定める区域内に発生した救助・救急事故を受報又は覚知したときは、要請側の長から応援の要請があったものとして、応援側から１隊出動するものとする。
(3)　要請側への連絡
(1)及び(2)により出動した応援側の長は、災害の概要、応援出動時間、患者搬送医療機関名、その他必要な事項について要請側の長へ速やかに連絡するものとする。
２　搬送先医療機関
救急事故に応援出動した場合の患者等搬送医療機関は、傷病者又は付添人の希望する応援側行政区域又は要請側行政区域に所在する医療機関を優先し、その他の場合は応援側の判断による医療機関とする。
３　申合せ事項の施行日は協定の施行日とする。
平成17年10月11日
東十勝消防事務組合消防本部消防長　　　土井　昌一
釧路市消防本部消防長　　　　　　　　　菊地 三四二
別表　火災・救助・救急出動

	釧路市消防本部が応援する区域
	東十勝消防事務組合側が応援する区域

	浦幌町の行政区域のうち釧勝トンネル内及びその付近
	白糠町の行政区域のうち釧勝トンネル内及びその付近

	浦幌町の行政区域のうち直別地域
	釧路市の行政区域のうち直別地域
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【関連】

○東十勝消防事務組合組合長の職務を代理する副組合長の順序に関する規則
○東十勝消防事務組合組合長の職務の委任規程
〇東十勝消防事務組合事務決裁規程
○北海道広域消防相互応援協定
○北海道広域消防相互応援協定覚書
○十勝管内各消防本部相互における北海道広域消防相互応援協定に基づく申合せ事項
○道東自動車道における北海道広域消防相互応援協定に基づく申し合わせ事項
〇北海道消防防災ヘリコプター応援協定
○道東自動車道における北海道広域消防相互応援協定に基づく申し合わせ事項
（平成７年10月26日）
北十勝消防事務組合と東十勝消防事務組合（以下「両組合」という。）において十勝管内各消防本部相互における北海道広域消防相互応援協定に基づく申し合わせ事項（平成３年４月１日施行、以下「十勝管内申し合わせ事項」という。）のほかに、道東自動車道での相互応援の実施に関する必要事項について、次のとおり申し合わせる。
１　道東自動車道における応援の区域
北十勝消防事務組合側が応援隊を派遣する区域は、北十勝消防事務組合行政区境界から池田インターチェンジまでの下り線区域とし、東十勝消防事務組合側が応援隊を派遣する区域は、東十勝消防事務組合の行政区境界から音更帯広インターチェンジまでの上り線区域とする。
２　道東自動車道における応援の方法
十勝管内申し合わせ事項によるもののほか、次のとおりとする。
ア　火災出動
前１で定める区域に発生した火災を覚知したときは、災害発生地の長から応援の要請があったものとして、双方が消防隊を派遣するものとする。
イ　救急・救助出動
前１で定める区域に発生した救急事故及び救助事故を覚知したときは、災害発生地の長から応援の要請がありたものとして、両組合が個々に日本道路公団札幌建設局と締結する「救急業務に関する協定書」での上下線方式に基づき、担当消防本部が救急隊等を派遣するものとする。
３　火災・救急及び救助に関する調査報告
前１で定める区域内での火災・救急及び救助に関する調査報省は次のとおりとする。
ア　火災原因調査
火災の原因調査は、火災発生地を管轄する消防本部がこれを行うものとし、応援を行った消防本部は必要な情報を提供するものとする。
イ　火災・救急及び救助の即報
火災・災害等即報要領（昭和59年10月15日付消防災第267号）に基づく火災等の即報は、火災原因調査を実施した消防本部が、救急・救助事故の即報は応急処置を実施した消防本部が行うものとする。
ウ　火災報告等
(1)　火災報告取扱要領（昭和43年11月11日付消防総第393号）に基づく火災報告は、火災及び事故の発生地を管轄する消防本部が行うものとする。
(2)　救急事故等報告要領（昭和39年５月４日付自消甲教発第18号）に基づく救急及び救助事故は、救急及び救助活動を実施した消防本部が行うものとする。
４　協議
この申し合わせに定めのない事項又は疑義を生じた事項については、その都度協議して決定するものとする。
５　申し合わせ事項の施行日
この申し合わせ事項は、平成７年10月30日から施行する。
６　申し合わせ事項の保有
この申し合わせ事項の締結を証するために本書を作成し、相互が記名押印のうえ両組合において各１通を保有するものとする。

平成７年10月26日
北十勝消防事務組合消防長　　　大熊 　宏
東十勝消防事瀞組合消防長　　　逢坂 勝巳
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【関連】

○東十勝消防事務組合組合長の職務を代理する副組合長の順序に関する規則
○東十勝消防事務組合組合長の職務の委任規程
〇東十勝消防事務組合事務決裁規程
○北海道広域消防相互応援協定
○北海道広域消防相互応援協定覚書
○十勝管内各消防本部相互における北海道広域消防相互応援協定に基づく申合せ事項
○北海道広域消防相互応援協定に基づく申合せ事項
〇北海道消防防災ヘリコプター応援協定
○道東自動車道における北海道広域消防相互応援協定に基づく申し合せ事項

（平成15年６月５日）

　東十勝消防事務組合と池北三町行政事務組合（以下「両組合」という。）において、十勝管内各消防本部相互における北海道広域消防相互応援協定に基づく申し合せ事項（平成３年４月１日施行、以下「十勝管内申し合せ事項」という。）のほか、道東自動車道での相互応援の実施に関する必要事項について、次のとおり申し合わせる。

1． 道東自動車道における応援の区域

　　　東十勝消防事務組合側が応援隊を派遣する区域は、池北三町行政事務組合の行政区境界から足寄インターチエンジまでの下り線区域とし、池北三町行政事務組合側が応援隊を派遣する区域は、東十勝消防事務組合の行政区境界から池田インターチエンジまでの上り線区域とする。

2． 道東自動車道における応援の方法

　　　十勝管内申し合わせ事項によるもののほか、次のとおりとする。

　ア　火災出動

　　　前１で定める区域に発生した火災を覚知したときは、災害発生場所を管轄する長から応援の要請があつたものとして、双方が消防隊を出動させるものとする。

　イ　救急・救助出動

　　　前１で定める区域に発生した救急事故及び救助事故を覚知したときは、災害発生場所を管轄する長から応援の要請があつたものとして、両組合が個々に日本道路公団札幌建設局と締結する「救急業務に関する協定書」の上下線方式に基づき、担当消防本部が救急隊等を出場させるものとする。

3． 火災・救急及び救助に関する調査報告

　　　前１で定める区域内の火災・救急及び救助に関する調査報告は次のとおりとする。

　ア　火災原因調査

　　　火災の原因調査は、火災発生地を管轄する消防本部がこれを行うものとし、応援出動をした消防本部は必要な情報を提供するものとする。

　イ　火災・救急及び救助の即報

　　　火災・災害等即報要領（昭和５９年１０月１５日付消防災第２６７号）に基づく火災等の即報は、応急措置を実施した消防本部が行うものとする。

　ウ　火災報告等

（１）火災報告取扱要領（昭和４３年１１月１１日付消防総第３９３号）に基づく火災報告は、火災の発生地を管轄する消防本部が行うものとする。

（２）救急事故等報告要領（昭和３９年５月４日付自消甲教発第１８号）に基づく救急及び救助事故は、救急及び救助活動を実施した消防本部が行うものとする。

4． 協議

　　　この申し合せに定めのない事項又は疑義を生じた事項については、その都度協議を行い決定するものとする。

5． 申し合せ事項の施行日

　　　この申し合せ事項は、平成１５年６月８日から施行する。

6． 申し合せ事項の保有

　　　この申し合せ事項の締結を証するため本書を作成し、相互に記名、押印のうえ両組合において各１通を保有するものとする。

平成１５年６月５日

東十勝消防事務組合消防長　　本　間　哲　也

池北三町行政事務組合消防長　石　川　忠　義

○道東自動車道（本別ICから浦幌IC間）における北海道広域消防相互応援協定に基づく申し合せ事項

（平成21年11月19日）
　東十勝消防事務組合と池北三町行政事務組合（以下「両組合」という。）において、十勝管内各消防本部相互における北海道広域消防相互応援協定に基づく申し合せ事項（平成３年４月１日施行、以下「十勝管内申し合せ事項」という。）のほか、道東自動車道（本別ICから浦幌IC間）での相互応援の実施に関する必要事項について、次のとおり申し合わせる。

1． 道東自動車道（本別ICから浦幌IC間）における応援の区域

　　　池北三町行政事務組合側が応援隊を派遣する区域は、東十勝消防事務組合の行政区境界から浦幌ICまでの上下線、東十勝消防事務組合側が応援隊を派遣する区域は本別ICから池北三町行政事務組合の行政区境界までの上下線区域とする。

2． 道東自動車道（本別ICから浦幌IC間）における応援の方法

　　　十勝管内申し合わせ事項によるもののほか、次のとおりとする。

　ア　火災出動

　　　前１で定める区域に発生した火災を覚知したときは、災害発生場所を管轄する長から応援の要請があったものとして、双方が消防隊を出動させるものとする。

　イ　救急・救助出動

　　　東十勝消防事務組合の行政区境界から浦幌ICまでの上下線で発生した救急事故及び救助事故を覚知したときは、災害発生場所を管轄する長から応援の要請があったものとして、池北三町行政事務組合が救急隊等を出場させるものとする。

3． 火災・救急及び救助に関する調査報告

　　　前１で定める区域内の火災・救急及び救助に関する調査報告は次のとおりとする。

　ア　火災原因調査

　　　火災の原因調査は、火災発生地を管轄する消防本部がこれを行うものとし、応援出動をした消防本部は必要な情報を提供するものとする。

　イ　火災・救急及び救助の即報

　　　火災・災害等即報要領（昭和５９年１０月１５日付消防災第２６７号）に基づく火災等の即報は、応急措置を実施した消防本部が行うものとする。

　ウ　火災報告等

（１）火災報告取扱要領（昭和４３年１１月１１日付消防総第３９３号）に基づく火災報告は、火災の発生地を管轄する消防本部が行うものとする。

（２）救急事故等報告要領（昭和３９年５月４日付自消甲教発第１８号）に基づく救急及び救助事故は、救急及び救助活動を実施した消防本部が行うものとする。

4． 協議

　　　この申し合せに定めのない事項又は疑義を生じた事項については、その都度協議を行い決定するものとする。

5． 申し合せ事項の施行日

　　　この申し合せ事項は、平成２１年１１月２１日から施行する。

6． 申し合せ事項の保有

　　　この申し合せ事項の締結を証するため本書を作成し、相互に記名、押印のうえ両組合において各１通を保有するものとする。

平成２１年１１月１９日

東十勝消防事務組合消防本部消防長　　熊　谷　直　則

池北三町行政事務組合消防本部消防長　秋　山　勝　幸

○北海道消防防災ヘリコプター応援協定
（平成８年６月25日）
（目的）

第１条　この協定は、北海道内の市、町及び消防の一部事務組合（以下「市町等」という。）が、災害による被害を最小限に軽減するために北海道の所有する消防防災へリコプター（以下「消防防災へリコプター」という。）の応援を求めることに関し、必要な事項を定めることを目的とする。
（災害の範囲）

第２条　この協定において「災害」とは、消防組織法（昭和22年法律第226号）第１条に規定する災害をいう。
（応援要請等）

第３条　災害が発生した市町等（以下「発災市町等」という。）の長は、次のいずれかに該当し、消防防災へリコプターによる活動を必要と判断する場合に、北海道知事（以下「知事」という。）に対して、この協定に基づき応援要請を行うものとする。
(1)　発災両町等の消防力によっては艇害防止が著しく困難な場合
(2)　災害が、隣接する市町村に拡大し、又は影響を与えるおそれのある場合
(3)　その他消防防災へリコプターによる活動が最も有効と認められる場合
２　応援要請は、北海道総務部防災消防課防災航空室に電話等により、次に掲げる事項を明らかにして行うものとする。
(1)　災害の種類
(2)　災害発生の日時及び場所並びに災害の状況
(3)　災害現場の気象状況
(4)　災害現場の最高指揮者の職・氏名及び災害現場への連絡方法
(5)　消防防災へリコプターが離着陸する場所及び地上支援体制
(6)　応援に要する資機材の品目及び数量
(7)　その他必要な事項
（防災航空隊の派遣）
第４条　知事は、前条第１条の規定による消防防災ヘリコプターの応援要請を受けた場合において、災害現場の気象状況等を確認し飛行が可能な場合は、総務部防災消防課防災航空室防災航空隊（以下「防災航空隊」という。）を派遣するものとする。
２　知事は、消防防災へリコプターの応援要請に応じることができない場合は、その旨を速やかに発災市町等の長に通報するものとする。
（防災航空隊の隊員の指揮）

第５条　前条第１項の規定により防災航空隊を派遣した場合において、災害現場における防災航空隊の隊員（以下「隊員」という。）の指揮は、発災市町等の消防長が行うものとする。
（消防活動に従事する場合の特例）

第６条　第３条第１項の規定による応援要請に基づき隊員が消防活動に従事する場合には、発災市町等の長からの知事への応援要請をもって、隊員を派遣している市町等の長に対し北海道広域消防相互応援協定（以下「消防相互応援協定」という。）第７条第１項の規定による応援要請があったものとみなす。
（経費負担）
第７条　この協定に基づき応援に要する隊員の出動に係る旅費及び諸手当並びに消防防災へリコプターの燃料費は、消防相互応援協定第10条の規定にかかわらず、北海道が負担するものとする。
（協議）
第８条　この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、その都度知事と市町等の長とが協議して決定するものとする。

附　則
この協定は、平成８年７月１日から適用する。
この協定締結を証するため、本書73通を作成し、知事及び市町等の長は、記名押印の上、それぞれの１通を保有するものとする。
平成８年６月25日
北海道知事　　　　　　　　　堀　 達也
東十勝消防事務組合組合長　　林　 照男
○東十勝消防事務組合予防技術資格者運用要綱

　（平成18年要綱第２号）

　（趣旨）

第１条　この要綱は、消防力の整備指針（平成１２年消防庁告示第１号。以下同じ。）第３４条第３項及び消防力の整備指針第３４条第３項の規定に基づき、予防技術資格者の資格を定める件（平成１７年消防庁告示第１３号。（以下「資格者告示」という。））に規定する予防技術資格者（以下「予防技術資格者」という。）の運用について定めるとともに、火災の予防に関する業務を行うために必要な事項を定めるものとする。

　　

（予防業務）

第２条　資格者告示に規定する予防業務は、次に定めるところによるものとする。

　(1)　消防本部警防課予防係における業務

　(2)　消防署消防課予防係及び保安係における業務

　(3)　消防署支署予防係及び保安係における業務

（指定予防業務）

第３条　資格者告示に規定する指定予防業務（以下「指定予防業務」という。）は、前条第１号から第３号に規定する予防業務のうち、次の定めるところによるものとする。

(1) 防火管理　

防火対象物の管理について権原を有する者に対し、次に掲げる事項の指導及びこれらに関する業務をいう。

　　　　ア　消防法（昭和２３年法律第１８６号。以下「法」という。）第８条第１項及び法第８条の２第１項の規定に基づく消防計画の作成その他防火管理上必要な業務

　　　　イ　法第８条第２項の規定に基づく防火管理者の選任及び解任の届出

　　　　ウ　法第８条の２第２項の規定に基づく共同防火管理の協議すべき事項の届出

　　　　エ　法第８条の２の２第１項の規定に基づく防火対象物の点検及び報告

　　　　オ　法第８条の２の３第１項の規定に基づく防火対象物の点検及び報告の特例の認定

　　　　カ　法第８条の２の４の規定に基づく避難施設等の管理

　(2)　防火査察　

法第４条の規定に基づき、資料提出命令、報告徴収及び立入検査により消防対象物の位置、構造、設備及び管理の状況について、不備欠陥事項の有無を判断し、その是正に関する指導を行う業務をいう。

(2) 違反処理　

前号による立入検査等の結果により、不備欠陥事項の有無、火災発生危険性等から必要と認めるときに、次に掲げる規定に基づき指導又は措置命令等の行政処分及びこれに係る手続きに関する業務をいう。

　　　　また、次に掲げるもののほか、第６号に規定する危険物に関する業務に係る手続きを含むものとする。

　　　　ア　法第３条、法第５条、法第５条の２及び法第５条の３

　　　　イ　法第８条第３項、同条第４項、法第８条の２第３項及び同条第４項

　　　　ウ　法第８条の２の２第４項

　　　　エ　法第１７条の４

　(4)　消防同意

　　　　法第７条第１項の規定に基づき同意を求められた建築物の計画について、法律又はこれに基づく命令若しくは条例の規定で建築物の防火に関する違反する事項の有無を判断する業務をいう。

　(5)　消防用設備等

　法第１７条第１項に規定する消防用設備等又は同条第３項に規定する特殊消防用設備等が法第１７条第１項の規定に基づく政令若しくはこれに基づく命令、同条第２項の規定に基づく条例で定める技術上の基準又は法第１７条第３項に規定する設備等設置維持計画に適合しているかどうかの判断及び法第１７条の３の２に基づく検査並びにこれらに関する業務をいう。

(6) 危険物　

法第９条の４に規定する指定数量未満の危険物、法第１０条から第１６条の９までの規定に基づく危険物の貯蔵取扱い並びに危険物施設の位置、構造設備の状況が技術上の基準に従つているかの検査並びに技術上の基準に従うよう指導及び命令を行う業務をいう。

　（受験）

第4条　資格者告示第2条第1号に規定する同告示別表1から別表5に定める講習の課程の修了証明は、消防庁長官が指定する試験(以下｢予防技術検定｣という。)を受験しようとする者(以下｢受験者｣という。)は東十勝消防事務組合消防長(以下｢消防長｣という。)に講習証明願(様式1)により申請するものとし、その証明は次表に基づき講習修了証明書(様式2)により行うものとする。 

	資格者告示別表第1　基本課程(１)必須
	初任教育　修了

	資格者告示別表第２　基本課程(２)必須
	初任教育　修了

	資格者告示別表第３　防火査察課程
	専科教育予防査察科修了

	資格者告示別表第４　消防設備等課程
	専科教育予防査察科修了

	資格者告示別表第５　危険物保安課程
	専科教育危険物科修了


２　前項の規定は、北海道消防学校以外の消防学校等における講習の課程の証明について準用する。

３　その他講習の証明に必要な事項は消防長が別に定める。

（予防業務従事経験の証明）

第５条　資格者告示第２条第４号に規定する予防業務に従事した経験の証明は受験者が消防長あて予防業務従事経験証明願（様式３）により申請するものとし、その証明は当該勤務履歴との照合に基づき予防業務従事経験証明書（様式４）により行うものとする。

２　その他予防業務従事経験の証明に関し必要な事項は消防長が別に定める。

　（資格区分及び要件）

第６条　予防技術資格者の資格を次表左欄のとおり区分し、その要件を右欄に掲げるいずれかとする。

	　防火査察専門員

（右欄に掲げるいずれかの要件を満たす者で、第８条に掲げる所属において第３条第１号から第３号に掲げる業務を担当するものをいう）
	(1)　資格者告示第１条に規定する要件を満たす消防職員のうち、予防技術検定の「防火査察」の区分に合格した者

(2)　資格者告示附則第４項に規定する要件を満たす消防職員のうち、第３条に規定する指定予防業務（第１号から第３号に掲げる業務に限る。）に通算して１年以上従事した経験を有する者

	消防用設備等専門員

（右欄に掲げるいずれかの要件を満たす者で、第８条に掲げる所属において第３条第４号又は第５号に掲げる業務を担当するものをいう）
	(1)　資格者告示第１条に規定する要件を満たす消防職員のうち、予防技術検定の「消防用設備等」の区分に合格した者

(2)　資格者告示附則第４項に規定する要件を満たす消防職員のうち、第３条に規定する指定予防業務（第４号又は第５号に掲げる業務に限る。）に通算して１年以上従事した経験を有する者

	　危険物専門員

（右欄に掲げるいずれかの要件を満たす者で、第８条に掲げる所属において第３条３条第６号に掲げる業務を担当するものをいう）
	(1)　資格者告示第１条に規定する要件を満たす消防職員のうち、予防技術検定の「危険物」の区分に合格した者

(2)　資格者告示附則第４項に規定する要件を満たす消防職員のうち、第３条に規定する指定予防業務（第６号に掲げる業務に限る。）に通算して１年以上従事した経験を有する者


　（認定と登録の事務処理）

第７条　前条に掲げる防火査察専門員、消防設備等専門員及び危険物専門員（以下「専門員」という。）として資格を有する者は、所属署長（以下「署長」という。）に予防技術資格者認定申請書（様式５又は様式５の２。以下「認定申請書」という。）を提出するものとする。

署長は資格を有する者から認定申請書の提出があった場合、記載内容を確認し消防長に認定を申請するものとし、その認定は予防技術資格者認定証（様式６）の交付により行うものとする。

２　消防長は、前項の規定に基づき認定した者を予防技術資格者認定登録名簿（様式７）に登載するものとする。

３　前条に掲げる専門員の重複認定及び登録はこれを妨げない。

４　その他認定と登録の事務処理に関し必要な事項は消防長が別に定める。

　（指定と配置）

第８条　消防力の整備指針第３４条第３項に規定する「火災予防を担当する係又は係に相当する組織」は次表所属欄に掲げる係とし、当該係に勤務する司令補の階級にある者を次表区分欄に掲げる専門員とするものとする。ただし、当該係に勤務する司令補の階級にあるものが専門員の資格を有しないときは、資格を取得するまでの間、司令補以下の階級にある専門員１名以上配置することにより代えることができるものとする。

	所　　　　　　　属
	区　　　　　　　　　　　分

	消防本部
	警防課予防係
	防火査察専門員　消防設備専門員　危険物専門員

	消防署
	消防課予防係
	防火査察専門員　消防設備専門員

	
	消防課保安係
	危険物専門員

	支　　署
	予防係
	防火査察専門員　消防設備専門員

	
	保安係
	危険物専門員


　附　則

１　この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。ただし、第４条、第５条、第７条に規定する事務処理は、施行前においても行うことができる。

２　第７条の規定により認定された者は、その資格を失することはないものとする。
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○東十勝消防事務組合消防団協力事業所表示制度実施要綱

　（平成21年４月１日　要綱第２号）

（目的）

第１条　この要綱は、東十勝消防事務組合消防団に積極的に協力している事業所又はその他の団体に対して、消防団協力事業所表示証を交付するために必要な事項について定め、もって地域の消防防災力の充実強化等の一層の推進を図ることを目的とする。

　（用語の定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

　(1) 事業所等　事業所又はその他の団体をいう。

　(2) 消防団協力事業所　組合長が消防団活動に協力している事業所等として認め、消防団協力事業所表示証を交付した事業所等（以下「協力事業所」という。）をいう。

　(3) 消防団協力事業所表示証　第２条第２号の協力事業所に対して、消防団活動に協力する証として交付した表示証（以下「表示証」という。）をいう。

　(4) 機能別消防分団　消防庁通知（平成17年１月26日付け、消防消第18号）に基づき、特定の活動・役割及び大規模災害等に参加する分団をいう。

　(5) 消防団長等　消防団長のほか、自治会長等の消防団活動を支援する者をいう。

　（表示証の交付申請及び推薦）

第３条　協力事業所としての認定及び表示証の交付を受けようとする事業所等は、東十勝消防事務組合消防団事業所表示申請書（別記様式第１号）により申請を行うものとする。

２　消防団長等は、表示証を交付する事業所等について、東十勝消防事務組合消防団事業所表示推薦書[兼申請書]（別記様式第２号）により、組合長に推薦することができる。

　（認定基準）

第４条　組合長は、前条に規定する申請について、次の各号に掲げる基準のいずれかに適合していると認めるときは、協力事業所の認定を行うものとする。

　(1) 消防団員が２名以上で、勤務時間中の出動・訓練等の消防団活動に対して、賃金等のカットや昇進・昇給等で不利に扱われない等配慮をしている事業所等

　(2) 災害時等に事業所の資機材等を消防団に提供するなど協力をしている事業所等

　(3) 従業員による機能別消防分団等を設置している事業所等

　(4) その他消防団活動に協力することにより、地域の消防防災体制の充実強化に寄与しているなど、組合長が特に優良と認める事業所等

　（審査）

第５条　組合長は次の各号のいずれかに該当する場合、前条の基準に適合するかどうかについて審査を行うものとする。

　(1) 申請又は推薦があった場合

　(2) 組合長が消防団活動に協力している事業所等であると特に認めた場合

　（表示証の交付）

第６条　組合長は、審査の結果、協力事業所の認定を行ったときは、当該事業所等（消防関係法令に違反している事業所は除く。）に表示証（別記様式第３号）を交付するものとする。

２　協力事業所として認定した事業所等が他の市町村にある場合は、協議の上、他の組合長等と連名で、表示証を交付することができるものとする。

　（表示証の表示）

第７条　協力事業所は、表示証を交付した組合名、交付された年月等を付して、表示証を表示することができる。

２　協力事業所として認めた事業所等が他の市町村にある場合は、同条第１項の表示の他に、当該事業所が所在する組合等の名称も併せて付すことができる。

３　表示証は、次に掲げる場所等に表示するものとする。

　(1) 表示証を交付された事業所等の見えやすい場所

　(2) パンフレット、チラシ、ポスター、看板、電磁方法（電子的方法、磁気的方法その他の人の知覚によって認識することができない方法をいう。）により行う映像その他の広告

４　表示できる表示証の様式については、前条に掲げる別記様式第２号のほか、別記様式第２号の寸法を同率に拡大又は縮小したものとする。

　（表示証交付整理簿の備え付け）

第８条　表示証の交付に際して、組合長は、東十勝消防事務組合消防団協力事業所表示証交付整理簿（別紙様式第４号）を備え付け、表示証の交付に関する事業所の名称、住所、有効期間等の必要事項を記録するものとする。

　（表示有効期間）

第９条　表示の有効期間は、原則として、認定の日から２年又は第10条の規定による認定の取消しの日までとする。ただし、協力事業所が総務省消防庁消防団協力事業所表示証（以下「総務省消防庁表示証」という。）の交付を受けた場合は、表示の有効期間は、総務省消防庁消防団協力事業所の総務省消防庁表示証の交付を受けた日から２年間とする。

２　表示証の表示の効力が失効した事業所等については、第７条に規定する表示を行うことができない。

３　組合長は、認定の日から２年を経過する前に協力事項の現状及び表示の継続の意思を確認した上で、認定を更新できるものとする。

　（認定の取消し）

第10条　組合長は、協力事業所が事業を廃止又は休止したとき、第４条に規定する基準を満たさないこととなったとき、偽りその他不正な手段により表示証の認定を受けたとき、又はその他協力事業所としての表示が適当でないと認めるときは、当該認定を取り消すことができる。この場合において、組合長は、相手方に対し、当該認定を取り消しの理由を文書で通知するものとする。

２　前項の規定により協力事業所の認定を取り消された事業所等は、速やかに、表示証を組合長等へ返還しなければならない。

　（協力事業所の公表）

第11条　組合長は、協力事業所の名称、消防団への協力内容、その他の事項について、広報紙等により公表するものとする。

　（協力事業所の表彰）

第12条　組合長は、協力事業所を東十勝消防事務組合消防団員等表彰規程（昭和５０年　訓令第３号）に基づき表彰することができる。

　（所掌）

第13条　この要綱に関する事務は、東十勝消防事務組合消防本部において所掌する。

　（その他）

第14条　この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施について必要な事項は別に定める。

　　　附　則

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。
様式第１号（第３条関係）

東十勝消防事務組合消防団事業所表示申請書

平成　　年　　月　　日

東十勝消防事務組合長　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　協力事業所所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　協力事業所名称　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　印　
　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　　　　　　　　　　　　　　　
　東十勝消防事務組合消防団協力事業所表示制度実施要綱第３条第1項の規定により、下記のとおり申請します。

記

１　区　　分　(該当する区分にレ点を記入してください。）

　　□新　規　(はじめて消防団協力事業所の表示を受ける場合）

　　□追　加　(既に消防団協力事業所の表示を受けており、その有効期限内に追加して他組合等の表示を受ける場合）

　　□再申請　(消防団協力事業所の表示有効期間の満了に伴い、再度表示を希望する場合）

２　協力内容　(該当する項目に○印を付けてください。)

	項目

番号
	○印
	取　　組　　内　　容

	１
	
	消防団員が２名以上で、勤務時間中の出動・訓練等の消防団活動に対して、賃金等のカットや昇進・昇給等で不利に扱われない等配慮をしている

	２
	
	災害時等に事業所の資機材等を消防団に提供するなど協力をしている

	３
	
	従業員による機能別消防分団等を設置している

	４
	
	その他消防団活動に協力することにより、地域の消防防災体制の充実強化に寄与している


３　従業員の消防団所属状況

	従業員名
	所属消防団名
	市町村名

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


４　添付資料

(1)　上記項目の協力内容が具体的に分かる書類

(2)　再申請の場合は、前回表示証写

(3)　その他審査に必要な資料

様式第２号（第３条関係）

東十勝消防事務組合消防団事業所表示推薦書[兼申請書]

平成　　年　　月　　日

東十勝消防事務組合長　　　　　　　様

[推薦者]　住　所　　　　　　　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　　　　　　　

代表者　　　　　　　　　　　　印　

　東十勝消防事務組合消防団協力事業所表示制度実施要綱第３条第２項の規定により、下記のとおり推薦（申請）します。

記

１　区　　分　(該当する区分にレ点を記入してください。）

　　□新　規　(はじめて消防団協力事業所の表示を受ける場合）

　　□追　加　(既に消防団協力事業所の表示を受けており、その有効期限内に追加して他組合等の表示を受ける場合）

　　□再申請　(消防団協力事業所の表示有効期間の満了に伴い、再度表示を希望する場合）

２　推薦する事業所等

協力事業所所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　

協力事業所名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代　　表　　者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担　　当　　者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電　　　　　話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　協力内容（該当する項目に○印を付けてください。）

	項目

番号
	○印
	取　　組　　内　　容

	１
	
	消防団員が２名以上で、勤務時間中の出動・訓練等の消防団活動に対して、賃金等のカットや昇進・昇給等で不利に扱われない等配慮をしている

	２
	
	災害時等に事業所の資機材等を消防団に提供するなど協力をしている

	３
	
	従業員による機能別消防分団等を設置している

	４
	
	その他消防団活動に協力することにより、地域の消防防災体制の充実強化に寄与している


４　従業員の消防団所属状況

	従業員名
	所属消防団名
	市町村名

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


５　添付資料

(1)　上記項目の協力内容が具体的に分かる書類

(2)　再申請の場合は、前回表示証写

(3)　その他審査に必要な資料

様式第３号（第６条関係）

表　　　示　　　証
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【備考】

　１　表示証は297mm×210mmとする。

　２　素材はプラスチック等、厚みは６mm以上とする。

　３　色は、次の表のとおりとする。

	
	色（ＣＭＹＫ値による色指定）

	①
	　地色（中央部）
	　青（C:50%、M:5%、Y:0%、K:0%）

	②
	　地色（上下部）
	　青（C:85%、M:40%、Y:25%、K:12%）

	③
	　表示マーク（面）
	　赤（C:0%、M:95%、Y:90%、K:0%）

	④
	　文字、枠線
	　金


様式第４号（第８条関係）

東十勝消防事務組合消防団協力事業所表示証交付整理簿

	交付

番号
	事　業　所　名
	郵便番号
	初回表示年月日
	協力事項

（要綱第４条関係）

※該当項に eq \o\ac(□,レ)
	主担当

市町村
	表示連名

市町村
	備考

※該当に eq \o\ac(□,レ)

	
	
	所在地
	現表示有効期間
	
	
	
	

	
	
	担当・連絡先
	更新回数
	
	
	
	

	１
	
	
	
	□１　□２　□３　□４
	
	
	□申請

□推薦

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	□１　□２　□３　□４
	
	
	□申請

□推薦

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	□１　□２　□３　□４
	
	
	□申請

□推薦

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	□１　□２　□３　□４
	
	
	□申請

□推薦

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	□１　□２　□３　□４
	
	
	□申請

□推薦

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


○東十勝消防事務組合の特殊標章及び身分証明書に関する交付要綱
（平成19年３月22日　要綱第１号）

目次

第1章 総則(第１条～第４条)

第2章 特殊標章の交付等(第５条～第９条)

第3章 身分証明書の交付等(第10条～第13条)

第4章 保管及び返納(第14条～第15条)

第5章 濫用の禁止等(第16条～第17条)

第6章 雑則(第18条～第19条)

第１章　総則

（目的）

第１条　この要綱は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成16年法律第112号。以下「国民保護法」という。）及び「赤十字標章等及び特殊標章等に係る事務の運用に関するガイドライン」（平成17年８月２日閣副安危第321号内閣官房副長官補（安全保障・危機管理担当）付内閣参事官（事態法制企画担当）通知）に基づき、東十勝消防事務組合の武力攻撃事態等における特殊標章等（国民保護法第158条第１項の特殊標章及び身分証明書をいう。以下同じ。）の交付に関する基準、手続等必要な事項を定めることを目的とする。

　（定義及び様式）

第２条　この要綱において「特殊標章」とは、別紙で定めるところにより、腕章、帽章、旗及び車両章とする。

２　この要綱において「身分証明書」の様式は、別図のとおりとする。

　（交付の対象者）

第３条　組合長は、武力攻撃事態等において国民保護法第16条の規定に基づき、組合長が実施する国民の保護のための措置（以下「国民保護措置」という。）に係る職務等を行う者として、消防団長及び消防団員に対し、特殊標章等の交付を行うものとする。

２　前項の規定によるほか、消防長は、消防長が実施する国民保護措置に係る職務を行う者として、次に定める区分の者に対し、特殊標章等の交付を行うものとする。

　(1)　消防長の所轄の消防職員で国民保護措置に係る職務を行うもの

　(2)　消防長の委託により国民保護措置に係る業務を行う者

　(3)　消防長が実施する国民保護措置の実施に必要な援助について協力をする者

　（交付の手続）

第4条 組合長及び消防長（以下「組合長等」という。）は、前条第1項及び第２項第１号に掲げる者に対し、それぞれ特殊標章等の交付をした者に関する台帳（別記様式２。以下「台帳という。）に登録し、特殊標章等を作成して交付する。

２　消防長は、前条第２項第２号及び第３号に掲げる者に対し、原則として当該対象者からの特殊標章等に係る交付申請書（別記様式１）による申請に基づき、その内容を適正と認めるときは、台帳（別記様式２）に登録し、特殊標章等を作成して交付する。

第２章　特殊標章の交付等

　（腕章及び帽章の交付）

第５条　組合長等は、第３条第１項及び第２項第１号に掲げる者に対し、それぞれ平時において、第２条第１項で規定する腕章及び帽章（以下「腕章等」という。）を交付するものとする。

２　消防長は、第３条第２項第２号及び第３号に掲げる者に対し、武力攻撃事態等において、腕章等を交付するものとする。

　（旗及び車両章の交付）

第６条　組合長等は、前条の規定に基づき、腕章等を交付する場合において、必要に応じ、国民保護措置に係る職務、業務又は協力のために使用される場所若しくは車両、船舶、航空機等（以下「場所等」という。）を識別させるため、場所等ごとに第２条第１項で規定する旗又は車両章（以下「旗等」という。）をあわせて交付するものとする。

　（訓練における使用）

第７条　消防長は、平時において、国民保護措置についての訓練を実施する場合に、第３条第２項第２号及び第３号に掲げる者に対し、腕章等を貸与することができるものとする。

２　消防長は、前項の規定に基づき、腕章等を貸与する場合、必要に応じ、場所等ごとに旗等をあわせて貸与することができるものとする。

　（特殊標章の特例交付）

第８条　消防長は、人命救助等のため特に緊急を要し、対象者からの申請を待ついとまがないと認めるときは、当該申請を待たずに特殊標章のみを交付することができるものとする。

２　前項の場合において、消防長は必要と認めるときに、特殊標章を交付した者に対して返納を求めるものとする。

　（特殊標章の再交付）

第９条　組合長等から特殊標章の交付を受けた者は、特殊標章を紛失したとき、又は使用に堪えない程度に汚損若しくは破損した場合には、特殊標章再交付申請書（別記様式３）により、速やかに組合長等に申請し、特殊標章の再交付を受けるものとする。

２　前項の規定により、再交付を受ける場合（紛失した場合を除く。）は、汚損又は破損した特殊標章を返納しなければならない。

第３章　身分証明書の交付等

　（身分証明書の交付）

第10条　組合長等は、第５条第１項の規定により、腕章等を交付した者に対し、第２条第２項で規定する身分証明書（以下「身分証明書」という。）を交付するものとする。

２　消防長は、第５条第２項の規定により、腕章等を交付した者に対し、身分証明書を交付するものとする。

　（身分証明書の携帯）

第11条　組合長等から身分証明書の交付を受けた者は、特殊標章を使用する必要があるときは、身分証明書を携帯するものとする。

　（身分証明書の再交付）

第12条　組合長等から身分証明書の交付を受けた者は、身分証明書を紛失し、又は使用に堪えない程度に汚損若しくは破損した場合には、身分証明書再交付申請書（別記様式４）により

速やかに組合長等に申請し、身分証明書の再交付を受けるものとする。また、身分証明書の記載事項に異動があった場合も同様とする。

２　前項の規定により、再交付を受ける場合（紛失した場合を除く。）は、交付を受けた身分証明書を返納しなければならない。

　（有効期間及び更新）

第13条　第10条第１項の規定により、組合長等が交付する身分証明書の有効期間は、交付された者がその身分を失ったときまでとする。

２　第10条第２項の規定により消防長が武力攻撃事態等において交付する身分証明書の有効期間は、武力攻撃事態等の状況及び国民保護措置の内容に鑑み、消防長が必要と認める期間とする。

３　身分証明書の更新手続きは、第４条の規定に準じて行うものとする。

第4章 　保管及び返納

　（保管）

第14条　組合長等は、申請書及び特殊標章等に番号を付し、厳重に保管するものとする。

２　特殊標章等の交付を受けた者は、国民保護措置に係る職務、業務又は協力を行っている場合及び訓練又は啓発のために用いる場合を除き、特殊標章等を厳重に保管するものとする。

　（返納）

第15条　組合長等から特殊標章等の交付を受けた者は、身分を失ったときその他の事由があったときは、特殊標章等を返納しなければならない。

第５章　濫用の禁止等

　（濫用の禁止）

第16条　特殊標章等の交付を受けた者は、特殊標章等を他人に譲り渡し、又は貸与してはならない。

２　特殊標章等の交付を受けた者は、国民保護措置に係る職務、業務又は協力を行っている場合及び訓練又は啓発のために用いる場合を除き、特殊標章等を使用してはならない。

３　特殊標章等により識別させることができる場所等については、当該場所等が専ら国民保護措置に係る職務、業務又は協力のために使用されていなければならない。

　（周知）

第17条　組合長等は、特殊標章等を交付する者に対し、当該交付する際その他必要な機会を捉え、特殊標章等の意義、その使用及び管理等について説明を行い、あらかじめ周知を図るものとする。

第６章　雑則

　（雑則）

第18条　この要綱に定めるもののほか、特殊標章等の様式等については、「赤十字標章等及び特殊標章等に係る事務の運用に関するガイドライン」に定めるところによる。

第19条　東十勝消防事務組合における特殊標章等の交付及び管理に関する事務は、消防本部警防課が行うこととする。

　　　附　則

この要綱は、平成19年４月１日から施行する。

別紙（第２条関係）
	区　分
	表　　　　　　示
	制　　　式

	
	位　　　置
	形　　状
	

	腕　章
	左腕に表示

	

	①オレンジ色地に青色の正三角形とする。
②三角形の一の角が垂直に上を向いている。

③三角形のいずれの角もオレンジ色地の緑に接していない。

※一連の登録番号を表面右下すみに付する。

（例：東十勝消防事務組合消防本部　１）



	帽　章
	帽子（ヘルメットを含む。）の前部中央に表示

	
	

	旗
	施設の平面に展張又は掲揚又は表示、船舶に掲揚又は表示
	
	

	車両章
	車両の両側面及び後面に表示

	
	

	
	航空機の両側面に表示

	
	


別記様式１（第４条関係）

特殊標章等に係る交付申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　組合長（又は消防長）　殿

　　私は、国民保護法第１５８条の規定に基づき、特殊標章等の交付を以下のとおり申請します。

	氏名：（ 漢　字 ）　　　　　　　　　　　　　　　　

（ローマ字）　　　　　　　　　　　　　　　　
	生年月日（西暦）

　　　年　　月　　日　

	写　真

縦４×横３cm

（身分証明書の交付又は

使用許可の場合のみ）

申請者の連絡先

　住　　所：〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　電話番号：　　　　　　　　　　

　E-mail：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	識別のための情報（身分証明書の交付又は使用許可の場合のみ記載）

　身　　長：　　　　cm　　　　　　眼の色：　　　　　　　　　

　頭髪の色：　　　　　　　　　　　血液型：　　　　　（Ｒｈ因子　　　）


	標章を使用する衣服、場所、車両、船舶、航空機等の概要及び使用する腕章の数等

（標章又は特殊信号の交付又は使用許可の場合のみ記載）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	（許可権者使用欄）

　資　格：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　証明書番号：　　　　　　　　　　　　交付等の年月日：　　　　　　　　　　

　有効期間の満了日：　　　　　　　　　　

　返納日：　　　　　　　　


別記様式３（第９条関係）

特殊標章再交付申請書

	年　　月　　日　

　組合長（又は消防長）　殿

申　請　者

住　所　　　　　　　　　　　（電話　　　　）

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	１　紛失（破損等）した特殊標章の種別及び登録番号

２　紛失（破損等）年月日

３　紛失の状況（破損等の理由）

４　その他必要な事項

	※　受　付　欄
	※　経　　過　　欄

	
	


備　考　１　この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

　　　　２　※印の欄は、記入しないこと。

別記様式４（第１２条関係）

身分証明書再交付申請書

	年　　月　　日　

　組合長（又は消防長）　殿

申　請　者

住　所　　　　　　　　　　　（電話　　　　）

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	１　旧身分証明書番号

２　理　由

３　その他必要な事項

	※　受　付　欄
	※　経　　過　　欄

	
	


備　考　１　この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

　　　　２　理由には、紛失、汚損、破損及び記載事項の変更等を記入する。

　　　　３　紛失の場合は、紛失の日時、場所及び紛失の状況を追記する。

　　　　４　記載事項の場合は、旧記載事項を追記する。

　　　　５　※印の欄は、記入しないこと。
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【関連】

○東十勝消防事務組合組合長の職務を代理する副組合長の順序に関する規則
○東十勝消防事務組合組合長の職務の委任規程
〇東十勝消防事務組合事務決裁規程
○北海道広域消防相互応援協定
○北海道広域消防相互応援協定覚書
○十勝管内各消防本部相互における北海道広域消防相互応援協定に基づく申合せ事項
○北海道広域消防相互応援協定に基づく申合せ事項
○道東自動車道における北海道広域消防相互応援協定に基づく申し合わせ事項
○消火薬剤無償詰め替え等に関する要綱

　（平成24年10月１日　要綱第３号）

（目的）

第１条　この要綱は、消火活動に協力した住民等（以下「消火協力者」という。）が使用した消火器に対し、消火薬剤を無償詰め替え又は新品消火器への交換（以下「無償詰め替え等」という。）を行い消火協力者の経済的負担の軽減を図ることを主たる目的とし、さらに、初期消火活動を奨励し住民の防火意識の普及、火災による住民の生命及び財産等の被害の軽減を図ることを目的とする。
　（無償詰め替え等の対象）

第２条　無償詰め替え等の対象となる消火器（以下「対象消火器」という。）は、東十勝消防事務組合管内で発生した火災において、消火協力者が初期消火に使用した消火器のうち、次に掲げるものを除く。ただし、消防署長（以下「署長」という。）が特に無償詰め替え等を行う必要があると認めた場合は、この限りでない。
　(1) 防火対象物の火災において、当該防火対象物に消防法（昭和23年法律第186号）又は東十勝消防事務組合火災予防条例（昭和61年条例第３号）の規定により設置された消火器
　(2) 応急消火義務者が所有する消火器
　(3) その他無償詰め替え等を行うことが適当でないと認める消火器
　（無償詰め替え等の申請等）

第３条　無償詰め替え等を希望する対象消火器の所有者は、消火器を使用した日から1ヶ月以内に対象消火器を持参のうえ、消火薬剤無償詰め替え等の申請書及び受領書（別記様式）を署長に提出するものとする。
　（確認及び実施）

第４条　署長は、前条による申請があったときは、速やかに申請内容について事実確認を行い、事実と相違ない場合は、申請書の写しを添えて、消防長へ報告するものとする。
　（無償詰め替え等の実施）

第５条　消防長は、署長から前条の規定による報告を受けた場合は、速やかに無償詰め替え等を行うものとする。
　（対象消火器の返却等）

第６条　署長は、無償詰め替え等が完了したときは、申請者に連絡し、受領の収受及び対象消火器の返却等を行うものとする。
　（補則）
第７条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項については、別に定める。
　　　附　則

この要綱は、平成24年10月１日から施行する。

別記様式

[image: image40.emf]別記 様式１   消火薬剤無償詰め替え等申請 書         年     月     日      ○○○消防 署 長               様  

申請者   住所   

氏名   

電話   

  下記の火災により、私が所有する消火器を使用したので、消火薬剤の詰め替 え等を申請します。   記   １   火災発生内容  

(1)   出火（覚知）日時        年     月     日     時     分  

(2)   住所、名称   

  ２   使用した消火器の種別等  

(1)   種別  粉末（蓄圧、加圧）、強化液、その他（          ）  

(2)   型、本数  型   、ℓ   、㎏  本  

(3)   その他    

 

 

  消火薬剤無償詰め替え等 が完了した消火器を受領しました。  

受領年月日  年      月      日  

受領者氏名   


○防火対象物に係る防火基準適合表示要綱
　（平成26年３月14日　要綱第１号）

１　目　的

　　この要綱は、東十勝消防事務組合管内のホテル・旅館等不特定多数の者を収容する防火対象物の防火安全対策の重要性に鑑み、防火対象物の関係者の防火に対する認識を高め、防火管理業務の適正化及び消防用設備等の設置、維持管理等を促進するとともに、重要な建築構造等への適合性も含めた防火・防災管理上の一定の基準に適合している防火対象物について、その情報を利用者等に提供し、防火安全体制の確立を図るため「表示」を行うものとする。

２　表示対象物

　　防火・防災管理上の表示基準に適合している旨の表示（以下「表示」という。）をする対象物は、ホテル・旅館等（消防法施行令別表第一(５)項イ並びに同表(16)項イに掲げる防火対象物のうち同表(５)項イの用途に供する部分が存するもの。以下同じ。）で、次の(1)及び(2)に該当するものとする。

(1)　消防法第８条の適用があるもの
(2)　防火対象物の地階を除く階数が３以上のもの

３　表示基準及び審査

(1)  表示基準は別記のとおりとする。

(2)  表示基準の審査においては、消防法に定める防火対象物（防災管理）定期点検報告、消防用設備等点検報告、製造所等定期点検記録表、建築基準法に定める定期調査報告等の現行の制度を活用するものとする。

(3)　表示基準の審査は、必要に応じて現地確認を実施するものとする。

４　表示マークの交付

　(1)　消防長は、ホテル・旅館等の関係者（以下「関係者」という。）からの申請により、別記表示基準に基づく審査により、その申請に係る防火対象物が表示基準に適合していると認める場合（(2)に定める場合を除く。）には、関係者に対して、ホテル・旅館等が表示基準に適合している旨を通知するとともに、別図に定める「表示マーク（銀）」を交付する。ただし、表示マーク（銀）を継続する場合は、適合している旨の通知のみを行うものとする。

　(2)　消防長は、関係者からの申請により、その申請に係る防火対象物について次に掲げる事項に該当すると認められる場合には、関係者に対して、ホテル・旅館等が表示基準に適合している旨を通知するとともに、別図に定める「表示マーク（金）」を交付する。ただし、表示マーク（金）を継続する場合は、適合している旨の通知のみを行うものとする。

　　 ア　表示マーク（銀）が３年間継続して交付されており、かつ表示基準に適合していると認められる場合

　 　イ　表示マーク（金）が交付されており、交付日から３年が経過する前に交付（更新）申請され、表示基準に適合していると認められる場合

５　表示マークの掲出

　　４により、表示マークの交付を受けた関係者は、当該防火対象物に表示マークを掲出するとともに、ホームページ等において電子データの表示マークを使用することができるものとする。

　　なお、ホームページ等における表示マークの使用方法については、別に定める。

６　表示マークの有効期間

　　表示マークの有効期間は、交付日から「表示マーク（銀）」は１年間、「表示マーク（金）」は３年間とする。

７　表示マークの返還

　(1)　表示マークの有効期間が満了し、交付(更新)申請を行わない場合、関係者は、表示マークを返還するものとする。

　(2)　表示マークの有効期間中であっても、次のいずれかに該当する場合、関係者は、表示マークを返還するものとする。

　　　なお、表示マークを返還させる際には、消防長は、その理由を附記した文書により、関係者に通知するものとする。

　　 ア　表示マークが交付されている防火対象物において表示基準に適合しないことが明らかとなった場合

　　 イ　表示マークが交付されている防火対象物において火災が発生し、表示基準への適合性の調査の結果、不適合が確認された場合

　　 ウ　ホームページ等への表示マークの使用に際して配布された表示マークの電子データを無断で使用した場合

８　表示マークの再交付

　　７の規定により表示マークを返還させた防火対象物について、その関係者から表示マークの交付について再申請され、再審査において表示基準に適合していると認められる場合には、返還前の表示マークの種別に関係なく表示マーク（銀）を再交付するものとする。

　　なお、この場合、表示マークの返還の理由となった違反等の内容に応じて十分な確認期間を確保すること。

９　委任

　　この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に際し必要な事項は別に定める。
　　　附　則

この要綱は、平成26年４月１日から施行する。

別　記

表示基準

１　点検項目

　　表示に当たっての点検項目は、次に掲げる項目とする。

	点検項目

	防火管理等
	防火対象物の点検及び報告

	
	防火管理者等の届出

	
	自衛消防組織の届出

	
	防火管理に係る消防計画

	
	統括防火管理者等の届出

	
	防火・避難施設等

	
	防炎対象物品の使用

	
	圧縮アセチレンガス等の貯蔵等の届出

	
	火気使用設備・器具

	
	少量危険物・指定可燃物

	防災管理
	防災管理対象物の点検及び報告

	
	防災管理者等の届出

	
	防災管理に係る消防計画

	
	統括防災管理者等の届出

	消防用設備等
	消防用設備等及び特殊消防用設備等の設置及び維持等

	
	消防用設備等の点検報告

	危険物施設等

	建築構造等
	定期調査報告

	
	建築構造等（建築構造・防火区画・階段）

	
	避難施設等


２　判定基準

　　別に定める「判定基準」により、適合状況を判定するものとする。

別　図
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表示マーク（金）　　　　　　　　　　表示マーク（銀）

　備考

　１　様式の大きさは、日本工業規格Ｂ４とする。

　２　色彩は、地を紺色、その他のもの（消防本部名を除く。）にあっては、それぞれ金色・銀色とする。
第２章　危険物規制
○危険物の規制に関する規則

（昭和53年８月１日　規則第２号）

改正

	昭和57年３月20日　規則第２号

昭和60年３月１日　規則第１号
	平成７年３月20日　規則第２号


（目的）

第１条　この規則は、消防法（昭和23年法律第186号。以下「法」という。）第３章危険物の規制に関する政令（昭和34年政令第306号。以下「政令」という。）及び危険物の規制に関する規則（昭和34年総理府令第55号）の施行について必要な事項を定めることを目的とする。
（設置許可証）
第２条　法第11条第１項前段の規定による製造所、貯蔵所又は取扱所（以下「製造所等」という。）の設置許可の申請があった場合においてこれを許可したときは、危険物製造所等設置許可証（様式第１号）を交付する。
（変更許可証）
第３条　法第11条第１項前段の規定による製造所等の位置、構造又は設備の変更許可申請があった場合においてこれを許可したときは危険物製造所等変更許可証（様式第２号）を交付する。
（仮貯蔵又は仮取扱いの申請）

第４条　法第10条第１項ただし書の規定により危険物を仮に貯蔵し又は仮に取扱おうとする者は、危険物仮貯蔵（仮取扱）申請書（様式第３号）を消防長に提出し承認を受けなければならない。
２　消防長は、前項の申請があった場合において支障ないと認めたときは、危険物仮貯蔵仮取扱承認書（様式第４号）を交付する。
（仮使用承認書）

第５条　法第11条第５項ただし書の規定による危険物製造所等の仮使用承認の申請があった場合においてこれを承認したときは、危険物製造所等仮使用承認書（様式第５号）を交付する。
（譲渡引渡し届出）
第６条　法第11条第６項の規定による製造所等の譲渡又は引渡しの届出があった場合においては、届出書の副本に届出済印（様式第９号）を押して交付する。
（種類数量変更の届出）

第７条　法第11条の４第１項の規定による製造所等において貯蔵し又は取り扱う危険物の種類若しくは数量の変更届出があった場合においては、届出書の副本に届出済印（様式第９号）を押して交付する。
（予防規程の認可）

第８条　法第14条の２の規定による予防規程の認可の申請があった場合においてこれを認可したときは、予防規程制定（変更）認可書（様式第６号）を交付する。
（事故発生の通報場所の指定）

第９条　法第10条の３第２項の規定により危険物の流出、その他事故を発見した者の通報すべき場所は、消防本部、消防署、消防署の出張所又は消防署の分遣所とする。
（製造所等の使用の休止又は再開の届出）

第10条　製造所等の所有者、管理者又は占有者は、当該製造所等の使用を３ケ月以上にわたって休止しようとするとき、又は休止中の製造所等の使用を再開しようとするときは、休止する日又は再開する日の５日前までに危険物製造所等使用休止（再開）届出書（様式第７号）を組合長に提出しなければならない。
（許可書類の再交付の申請）
第11条　法第11条第１項の規定により製造所等の設置又は変更の許可を受けた者（同条第６項の規定により許可を受けた者の地位を承継した者を含む。）が当該製造所等に係る許可書類を亡失し、滅失し、汚損し又は破損したときは再交付申請書（様式第８号）に理由書を添えて組合長に許可書類の再交付を申請することができる。
２　許可書類の汚損又は破損により前項の申請をするときは、申請書に当該許可書類を添えて提出しなければならない。
３　組合長は、第１項の申請があった場合においてやむを得ないと認めたときは再交付する。
４　許可書類を亡失して前項の交付を受けた者は、亡失した許可書類を発見したときは、これをすみやかに組合長に提出しなければならない。
第12条　削除
（製造所等の位置の特例）

第13条　政令第９条第１号ただし書の規定（政令第10条第１号、第11条第１号及び第16条第１号においてその例による場合並びに政令第19条において準用する場合を含む。）により組合長は製造所等と同条同号イの建築物その他の工作物との間の距離については、高さ２メートル以上の不燃材料等で造った防火上有効なへいを設けた場合に限り７メートル以上10メートルまでの距離を当該距離とすることができる。
附　則
この規則は、公布の日から施行する。
２　東十勝消防事務組合危険物の規制に関する規則（昭和46年４月１日規則第５号）は廃止する。
３　この規則施行の際、現に交付されている許可書、承認書、届出書は、この規則の規定により提出し、又は交付されたものとみなす。
附　則（昭和57年３月20日規則第２号）

この規則は、公布の日から施行する。
附　則（昭和60年３月１日規則第１号）
この規則は、公布の日から施行する。
附　則（平成７年３月20日規則第２号）
この規則は、平成７年４月１日から施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合危険物取扱者免状の返納命令に関する事務処理要領
【様式】

様式第１号（第２条関係）　危険物製造所等設置許可証
様式第２号（第３条関係）　危険物製造所等変更許可証
様式第３号（第４条関係）　危険物仮貯蔵・仮取扱承認申請書
様式第４号（第４条関係）　危険物仮貯蔵・仮取扱承認書
様式第５号（第５条関係）　危険物製造所等仮使用承認書
様式第６号（第８条関係）　予防規程制定（変更）認可書
様式第７号（第10条関係）　危険物製造所等使用・休止・再開届出書
様式第８号（第11条関係）　再交付申請書
様式第９号（第６条、第７条関係）　届出済印
○東十勝消防事務組合危険物取扱者免状の返納命令に関する事務処理要領
（平成５年６月１日　要領第２号）

第１　趣旨及び目的
この要領は、消防法（以下「法」という。）第13条の２第５項に規定する危険物取扱者免状の返納命令（以下「免状返納命令」という。）の運用に関し必要な事項とし運用基準（平成３年12月19日消危第119号）が示されたことに伴い東十勝消防事務組合の実施事項に係る基準及び事務手続き等を定めたものである。
返納命令の運用基準は危険物取扱者が消防法令に違反した場合、その違反行為を点数によって評価し、違反者に対して違反事項通知書を送付し、資格者が今後もその業務に従事するにあたって違反の再発防止、誠実業務の助長、更には遵法精神の向上を期待し、以って違反に起因した災害を防止し、火災防止の万全を期することにある。
第２　免状返納命令要旨
(1)　北海道知事（以下「知事」という。）は違反行為のなされた日（継続する性質の違反行為にあっては、当該違反行為を覚知した。）を起算日とする過去３年以内におけるその他の違反行為に係る違反点数を累積して措置点数を算定し、当該違反者に係る措置点数が20点に達したときに免状返納命令を行う。
措置点数とは、例えば直近の違反行為が平成７年５月１日に行われたときは、これを起算日とする３年前の年の応当日の翌日である平成４年５月２日までの違反行為に係る違反点数を累積して算定する。
(2)　法第13条の２第５項に基づく免状返納命令は、危険物取扱者が法令に違反する行為を行った場合、危険物取扱者としてその業務に従事させることに適格性を欠くものとして、その資格をはく奪し喪失させるものである。また法は、免状の種類にかかわりのある危険物の取り扱いにおいて法令違反があった場合に、当該免状の種類のみを返納の対象として限定していない。したがって、その効果は法令違反を行った危険物取扱者に対して、その者が保有するすべての種類の免状を現実に返納させるよう留意する必要がある。
返納命令の付随的効果として、返納を命ぜられた日から１年を経過しない者に対しては、免状の交付を行わないことができることとされている。（法第13条の２第４項）このため、返納を命ぜられた者に対して種々のトラブルを防止するため、この点につき十分注意を喚起するとともに当該期間は危険物取扱者試験の受験を差し控えるよう可能な範囲で指導することが適当である。
(3)　危険物取扱者免状の返納を命ぜられた者は、返納の命令により直ちに危険物取扱者たる資格を喪失するものであり、現実に当該免状が知事に返納されたか否かは問わない。
第３　違反処理手続
東十勝消防事務組合違反処理規程に基づいて処理し、違反者が危険物取扱者免状所有者の場合は、当運用基準を導入し、処理するものとする。
(1)　速報手続
署長は、措置の対象になると思われる違反事案が発生した場合、原則として当該違反発生後５日以内に「危険物取扱者違反速報書」（別記様式第１）に現場写真（写）及び現場図面等の適宜必要な資料を添付のうえ、消防長に速報として報告する。
(2)　違反措置の決定
消防長は、「危険物取扱者違反速報書」により署長から報告を受けた時は、次の３を基準として、平等、公平に措置を決定し、「危険物取扱者違反措置確定書」（別記様式第２）により当該署長へ通知する。
(3)　違反点数を計上しない場合
違反行為の内容が次に掲げる各号に該当する場合には、原則として違反点数を計上しないものとする。
①　行為につき、正当防衛、緊急避難その他違法性阻却事由がある場合
②　行為につき無過失である場合
③　違反行為が継続する性質のものであって、既に措置等を行ったにもかかわらず、なお違反状態が継統している場合で、違反者が違反を是正するために要する相当期聞が経過していない場合
したがって、社会通念上もはや「違反を是正するために要する相当期間」を経過したと認められる場合は新たな違反があったものとして、再び違反点数を計上することができる。

また、一般的には違反行為を発見した際に何らかの措置命令を発することとなるので、当該措置命令に従わない場合はその違反点数も計上する。
④　違反者が違反を行ったことにつき、真に止むを得ないと認められる事情があるため、措置等を行うことが著しく不当と認められる場合
⑤　違反事案が現場においての口頭指示により即改善した場合
(4)　違反事項の通知
署長は、「危険物取扱者違反措置確定書」の通知に基づき、当該違反行為をした危険物取扱者に対して、その措置結果を「違反事項通知書」（別記様式第３）により交付するものとする。
なお、違反事項通知書は、違反者に対し受領書（別記様式第４）に署名捺印を求め直接交付するか、又は内容証明の取り扱いにより郵送するものとする。
(5)　違反処理報告
署長は、「危険物取扱者違反措置確定書」の通知結果に基づいて、当該違反発生後14日以内に「危険物取扱者違反処理報告書」（別記様式第５及び記載例参照）により「違反時の状況を具体的かつ明確に記載した書類」を添付し、消防長に報告すること。
なお、違反時の状況を具体的かつ明確に記載した書類とは、危険物施設に対する立入検査等に伴う違反処理の必要上作成される書類を指すものであるが、概ね次に掲げるものから違反事案の内容、様態に照らし必要に応じて作成し、添付すること。
①　違反調査報告書（図画、現場写真等を含む。）
②　違反者の供述調書、質問調書
③　実況見分調書
④　関係者の質問調書
⑥　違反事項通知書の受領書等の写し

⑥　その他参考資料
(6)　知事への報告
東十勝消防事務組合長（以下「組合長」という。）は署長からの報告に基づき「危険物取扱者違反処理報告書」（別記様式第６）に前記(5)の書類を添付して知事に報告する。
(7)　移動タンク貯蔵所の違反処理
移動タンク貯蔵所に係る違反行為についての免状返納命令に係る違反処理については、原則として次のとおりとする。
①　移動タンク貯蔵所の常置場所が東十勝消防事務組合内の場合
移動タンク貯蔵所に係る違反行為を発見した署長（常置場所が他署管内の場合も同じ）が違反処理を行う。
②　移動タンク貯蔵所の常置場所が東十勝消防事務組合以外の場合
ア　移動タンク貯蔵所の構造等に係る違反（別表第１第３項から第６項まで及び第９項から第12項まで）を発見した署長は「移動タンク貯蔵所の法令違反の通知について」（別記様式第７）により、当該移動タンク貯蔵所の常置場所を管轄する組合長、市長等に通報する。
イ　移動タンク貯蔵所に係る違反が、前記ア以外（違反行為が貯蔵、取り扱い等に係るもの）にあっては、その移動タンク貯蔵所の常置場所が当組合管轄区域外であっても、当該違反行為を発見した署長が処理し、「移動タンク貯蔵所の法令違反の通報について（別記様式第８）により当該移動タンク貯蔵所常置場所を管轄する組合長、市長等に通知する。
③　警察機関によって発見された違反行為については、その違反の通報を受けた場合、上記①②に従って処理する。
(8)　東十勝消防事務組合違反処理規程上の違反処理
措置の対象になると思われる違反事案は、概ね次のとおりとする。
①　施設の構造及び設備の不備に関する場合の違反者は、施設の設置者となる。
なお、この場合、設置者自身が危険物取扱者の免状を所持している場合と、所持していない場合があるが、いずれの場合にも設置者に対して危険物施設の当該違反の不備を改善させるため、東十勝消防事務組合違反処理規程事務処理要領第３の２「指示書」を交付し施設の改善について強く指導し是正させる。
なお、指示書に従わない場合は東十勝消防事務組合違反処理規程に基づいて順次処理する。
また、設置者が危険物取扱者免状所持者の場合は当運用基準による違反措置も併せて行うものである。
②　貯蔵及び取り扱いに関する場合（人為的違反）の違反者は、直接危険物の貯蔵及び取り扱いを行った関係者及び指示、監督した関係者となる、
第４　違反点数の算定
危険物取扱者が違反行為（法に違反する行為で、別表第１の違反行為の種別の欄に掲げるものをいう。以下同じ。）をしたときは、次に掲げるところにより当該違反行為に係る違反点数を算出する。
(1)　違反点数は、別表第１において定める基礎点数に、別表第２において定める事故加点を加えることにより算出する。
(2)　同一人につき、同時に違反行為が２以上あるときの違反点数は、各違反行為に係る基礎点数を合計したものとする。
[違反事例]
乙種第４類の免状のみを所持する危険物取扱者が、第６類の危険物（資格外）を移動タンク貯蔵所で移送した場合は、消防法第16条の２第１項違反（危険物取扱者の不乗車関係・５点）と消防法第13条第３項違反（資格外危険物の取扱い・８点）が同時にあったものであり、13点（基礎点数）となる．

なお、「同時に」とは、厳密な意味での時間的同一性が要求されているものではなく、時間的、社会通念上、違反行為を連続して行ったと認められる場合もこれに該当する。
(3)　事故加点は、次の項目について①、②のとおりとする。
ア　火災
イ　爆発
ウ　流出
エ　破損
①　事故加点は、事故の程度に応じた災害事故加点及び人身事故加点のうち、該当する項目の点数の合計とする。
なお、「事故の程度」については、焼損面積等火災の状況、爆発による破壊の状況、死傷者数、周辺住民等への影響等を総合的に勘案のうえ、実務上の経験に基づき判断する。（別表第２）

②　人身事故の程度は、初診時における医師の診断に基づき付加するが、死傷者が複数の場合は死傷者それぞれについての人身事故程度により個別に算定した点数を累積するのではなく、それらの点数のうち最も重いものを加点する。（別表第２）

[違反事例]
危険物の無許可取扱い（指定数量の５倍）により火災事故が発生し、重症者２名及び軽症者１名を出した場合、

	（基礎点数）
	
	（事故加点）
	
	（違反点数）

	無許可取扱い

（指定数量の５倍）

６点
	＋
	事故の程度　大　６点

人身事故の程度　10点
	＝
	22点


よって、本事例は免状返納命令に該当する。
第５　保安講習未受講者に対する違反点数の算定
危険物取扱作業に従事する危険物取扱者は、原則として講習を受けた日から３年以内に講習を受けなければならない。（危険物の規制に関する規程第58条の14）この受講期限までに受講しない場合は、当該期間を経過したときに違反点数（４点）を計上する。
また、違反点数計上後、その後１年以内に受講する機会があったにもかかわらず、なお受講しなかった場合は、１年を経過したとき再度違反点数（４点）を計上するものとして取り扱うこととする。
なお、この取り扱いについて、十勝管内では現在年間２回講習を実施しているが、２度受講する機会があったにもかかわらず、いずれも受講しない以上、計８点を計上すべきではないかという意見も予想されるところであるが、他の市町村及び都府県によっては講習の実施回数等に差異があり、取り扱い上の均衡を考慮して、１年を単位として違反点数を計上することとする。
また、保安講習の開催日の設定の関係から、３年以内の受講期限が切れてしまうような例外的な事例については、３年を過ぎることとなって受講した講習を、３年以内に実施されたものとみなして違反点数を計上しない取り扱いとする。
第６　その他
知事の危険物取扱者免状返納命令の措置は概ね次のとおりであるが、この中で当組合に関連する部分もあるので、事務処理にあたっては十分留意すること。
(1)　知事は、違反者の措置点数が20点に達し、免状返納命令を行おうとする時は、聴聞を行う。
(2)　知事は、必要があると認めるときは、専門的知識を有する参考人又は消防事務に従事する職員を聴聞に出席させることができる。
(3)　知事は、聴聞の結果、免状返納命令の決定をしたときは、速やかに当該違反者に免状返納命令通知書により処分内容その他必要事項を通知し、免状返納命令通知書を交付する。
(4)　免状返納命令を発した知事は、消防庁長官及び他の全ての都府県知事に対し、その旨を通報する。
(5)　知事は「免状返納命令」を発した場合、若しくは他の都府県知事より「危険物取扱者免状の返納命令について」通知を受けた場合、組合長に対して「危険物取扱者免状の返納命令について」（別記様式第９）により通知する。
(6)　知事は聴聞の結果、情状酌量の余地があると判断した場合には、免状返納命令を命じないことができる。この場合、原則として措置点数は減点せず、当該違反者に対して「厳重注意書」を交付するものとし、再度違反があった場合については免状返納命令を発する。
(7)　知事は「厳重注意書」を交付した場合、若しくは他の都道府県知事より「厳重注意書の交付について」通知を受けた場合、組合長に対して「厳重注意書の交付について」（別記様式第10）により通知する。
(8)　組合長は知事より(4)の「危険物取扱者免状の返納命令について」及び(7)の「厳重注意書の交付について」の通知を受けた場合、当該違反処理をした署長にこの写しを送付する。
附　則
この事務処理要領は、平成５年４月１日から施行する。なお、平成５年４月１日以前における違反事案については、本基準は適用しない。
別表第１　危険物取扱者の違反行為に対する基礎点数
	項
	違反行為の種別
	点数
	留意事項

	１
	法第10条第１項
	危険物の無許可貯蔵又は取扱い
	指定数量の10倍以上
	10
	本項の違反は、無許可貯蔵又は取扱いをした危険物の量により、基礎点数が異なる。

設置者の命令の場合、違反者は設置者となる。

	
	
	
	指定数量の2倍以上10倍未満
	６
	

	
	
	
	指定数量の2倍未満
	４
	

	２
	危政令第31条

（法第10条第３項関係）
	危険物取扱者の責務違反

（貯蔵及び取扱いの基準違反関係）
	４
	移動タンク貯蔵所に完成検査済証を備え付けていない場合は、本項に該当する。（危政令第26条第１項第９号違反）

	３
	危政令第31条

（法第11条第１項関係）
	危険物取扱者の責務違反

（製造所等の無許可設置関係）
	８
	違反者は、製造所等を設置しようとする者である。

	４
	危政令第31条

（法第11条第１項関係）
	危険物取扱者の責務違反

（製造所等の無許可変更関係）
	火災発生の危険性の大なもの
	８
	違反者は、製造所等を変更しようとする者である。

火災発生危険性大の認定は、無許可変更の内容及び許可品名等の実態を考慮して行う。

変更工事が変更届出に該当する場合には、許可申請の対象外となるため本項には該当しない。

	
	
	
	その他のもの
	３
	

	５
	危政令第31条

（法第11条第１項関係）
	危険物取扱者の責務違反

（完成検査前使用（新設後）関係）
	８
	違反者は、法第11条第１項の規定による許可を受けたものである。

新設の施設の完成検査前使用は、法第10条第４項の基準に適合、不適合に係わらず基礎点数８点である。

	６
	危政令第31条

（法第11条第１項関係）
	危険物取扱者の責務違反

（完成検査前使用（変更後）関係）
	火災発生の危険性の大なもの
	５
	

	
	
	
	その他のもの
	３
	

	７
	危政令第31条

（法第11条第４項関係）
	危険物取扱者の責務違反

（危険物の品名、数量及び指定数量の倍数変更届出義務違反関係）
	４
	違反者は、法第11条第１項の規定による許可を受けた者である。

	８
	危政令第31条

（法第11条第１項関係）
	危険物取扱者の責務違反

（危険物の貯蔵及び取扱い基準遵守命令違反関係）
	５
	違反者は、命令事項を履行しない者である。

	９
	危政令第31条

（法第12条第１項関係）
	危険物取扱者の責務違反

（製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準維持義務違反関係）
	火災発生の危険性の大なもの
	４
	違反者は、製造所等の関係者である。（違反行為を行った者が、関係者から業務命令により該当製造所等の管理を任されている場合もこれに該当する。）

本項違反が４項の無許可変更によって生じた場合は４項及び本項の両方が成立する。

	
	
	
	その他のもの
	３
	

	10
	危政令第31条

（法第12条第２項関係）
	危険物取扱者の責務違反

（製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準適合命令違反関係）
	５
	違反者は、命令事項を履行しない者である。

これらの命令は、製造所等の関係者にあてて出すが、命令に違反する者は関係者に限られず、関係者以外の者（例えば従業員）が命令に違反した場合も本項に該当するものである。

	11
	危政令第31条

（法第12条第２項関係）
	危険物取扱者の責務違反

（使用停止命令違反関係）
	８
	

	12
	危政令第31条

（法第12条第２項関係）
	危険物取扱者の責務違反

（緊急時の使用停止、使用制限命令違反関係）
	８
	

	13
	危政令第31条

（法第12条の７第１項関係）
	危険物取扱者の責務違反

（危険物保安統括管理者選任義務違反関係）
	８
	違反者は、危険物保安統括管理者を必要とする事業所の関係者である。

	14
	危政令第31条

（法第12条の７第２項関係）
	危険物取扱者の責務違反

（危険物保安統括管理者選任届出義務違反関係）
	４
	違反者は、危険物保安統括管理者を選解任した事業所の関係者である。

	15
	危政令第31条

（法第12条の７第２項関係）
	危険物取扱者の責務違反

（危険物保安監督者選任義務違反関係）
	８
	違反者は、製造所等の関係者である。

保安監督者が選任された状態とは、製造所等で取り扱っている危険物を取り扱うことができる甲種又は乙種危険物取扱者が、関係者によって、保安監督を行うように支持された（口頭、書面を問わず）状態をいう。

	16
	危政令第31条

（法第13条第１項関係）
	危険物取扱者の責務違反

（危険物保安監督者保安監督業務不履行）
	４
	違反者は、製造所等の保安監督者である。

	17
	危政令第31条

（法第13条第２項関係）
	危険物取扱者の責務違反

（危険物保安監督者選任届出義務違反関係）
	４
	違反者は、製造所等の関係者であるが、本来一時的な義務は設置者にあるので、違反者の特定は十分留意すること。

	18
	法第13条第３項関係
	危険物取扱者以外の者の危険物の取扱い
	８
	危険物保安監督者等危険物取扱者が、製造所等において無資格者に資格者の立会いのない危険物の取扱いを指示し、又は当該行為を容認した場合は、本項に該当する。

	19
	法第13条の23
	危険物取扱者保安講習未受講
	４
	違反者、製造所等において危険物取扱い作業に従事する危険物取扱者である。

	20
	法第13条の24
	危険物取扱者の責務違反

（危険物保安監督者解任命令違反）
	４
	違反者は、命令事項を履行しない者（関係者）である。

	21
	危政令第31条

（法第14条関係）
	危険物取扱者の責務違反

（危険物施設保安員選任義務違反関係）
	３
	違反者は、製造所等の関係者である。

	22
	危政令第31条

（法第14条の２第１項関係）
	危険物取扱者の責務違反

（予防規定無認可関係）
	４
	違反者は、政令で定める製造所等の関係者である。

	23
	危政令第31条

（法第14条の２第３項関係）
	危険物取扱者の責務違反

（予防規定変更命令違反）
	８
	違反者は、命令事項を履行しない者である。

	24
	危政令第31条

（法第14条の２第４項関係）
	危険物取扱者の責務違反

（予防規定遵守義務違反）
	２
	違反者は、予防規定の内容を履行しない者（関係者及び従業員）である。

	25
	危政令第31条

（法第14条の３第１項及び第２項関係）
	危険物取扱者の責務違反

（保安検査拒否等関係）
	４
	違反者は、政令で定める屋外タンク貯蔵所又は移送取扱所の関係者である。

	26
	危政令第31条

（法第14条の３の２関係）
	危険物取扱者の責務違反

（定期点検義務違反関係）
	定期点検未実施
	４
	違反者は、政令で定める製造所等の関係者である。

定期点検未実施により、点検記録保存義務違反が成立した場合であっても、定期点検未実施の違反としてとらえる。

	
	
	
	記録保存違反
	３
	

	27
	危政令第31条

（法第16条関係）
	危険物取扱者の責務違反

（危険物運搬基準違反関係）
	４
	危険物取扱者が運搬基準に違反した場合及び危険物取扱者が従業員、部下又は顧客等に運搬基準に違反した運搬を行わせた場合又は従業員、部下又は顧客等の運搬基準に違反した運搬を容認した場合は本項に当たる。

	28
	危政令第31条

（法第16条の２第１項関係）
	危険物取扱者の責務違反

（危険物取扱者の不乗車関係）
	５
	違反者は、危険物取扱者を乗車させないで危険物を移送することを指示し、又は当該行為を知りつつ容認した危険物取扱者（社長、営業所長、課長、配車担当者）である。

なお、上記の者のうち誰が違反者に当たるかは、個々の事案によって判断する。

	29
	法第16条の２第２項関係
	移動タンク貯蔵所の移送基準違反
	３
	違反者は、危険物の移送の際、移動タンク貯蔵所に乗車する危険物取扱者である。

	30
	法第16条の２第３項関係
	危険物取扱者免状不携帯
	４
	違反者は、危険物の移送の際、移動タンク貯蔵所に乗車する危険物取扱者である。

	31
	危政令第31条

（法第16条の３第１項関係）
	危険物取扱者の責務違反

（事故発生時の応急措置義務違反関係）
	４
	違反者は、製造所等の関係者である。

	32
	危政令第31条

（法第16条の３第２項関係）
	危険物取扱者の責務違反

（事故発生時の通報義務違反関係）１時間以上経過したもの
	４
	違反者は、製造所等の関係者に限られず、製造所等における危険物の流出その他の事故を発見した者すべてである。

	33
	危政令第31条

（法第16条の３第３項及び第４項関係）
	危険物取扱者の責務違反

（事故発生時の応急措置命令違反関係）
	８
	違反者は、命令事項を履行しない者である。



	34
	危政令第31条

（法第16条の５第１項関係）
	危険物取扱者の責務違反

（資料提出命令、立入検査拒否関係）
	４
	違反者は、危険物を貯蔵又は取り扱っていると認められるすべての場所の関係者である。

	35
	法第16条の５第２項関係
	移動タンク貯蔵所の停止措置違反関係
	４
	違反者は、移動タンク貯蔵所に乗車している危険物取扱者である。

	36
	危政令第31条

（法第16条の６関係）
	危険物取扱者の責務違反

（危険物の除去命令違反関係）
	10
	違反者は、無許可で危険物を貯蔵し、除去命令に違反した者である。

	37
	危政令第31条
	危険物取扱者の責務違反

（保安監督者でない危険物取扱者）
	４
	本項に該当する違反者行為は、別表第１中本項を除く各項に規定する違反行為以外の違反行為である。

本項に該当する違反行為の例としては、危険物取扱者が危険物を誤売した場合（危政令第31条第２項違反）、危険物取扱者が無資格者による立会作業に立会う際に必要な指示、監督を怠った場合（同条第３項違反）等がある。

なお、危険物の誤販売事案については、供述調書及び伝票により、「購入者が危険物の類別品名をはっきり申告したにもかかわらず危険物取扱者が類別品名を誤って販売したこと」を特定すること。


（注）１　この表において、法とは消防法（昭和23年法律第186号）を、危政令とは危険物の規制に関する政令（昭和34年政令第306号）をいう。

２　同一項に該当する違反が複数ある場合は、同項の違反が一つだけあるとみなすのではなく、違反はその数だけあるものとして措置すること。

別表第２

事故が発生した場合の付加点数
	事故の程度
	事故の程度

小
	事故の程度

中
	事故の程度

大

	建物火災の場合
	小火
	部分焼
	貯蔵タンクの爆発等

	その他火災の場合
	小火
	その他火災
	半焼以上

	危険物流出事故の場合
	指定数量の５分の１未満
	指定数量の５分の１以上指定数量未満
	指定数量以上

	危険物破損事故の場合
	小破損
	中破損
	大破損

	付加点数
	２
	４
	６


（注）１　給油取扱所での固定給油設備の破損事故で、給油ホース内残油が若干漏洩した場合については、流出事故での点数は付加しない。
２　危険物が公共下水や河川等へ流出した場合は、流出先と流出量により別途検討する。
３　事故の種別が複数ある場合は、そのうち最も重いものにより加算する。
人身事故の場合の付加点数
	人身事故の程度
	点数

	軽　傷（入院加療を必要としないもの）
	６

	中等傷（重傷又は軽傷以外のもの）
	８

	重　傷（３週間以上の入院加療を必要とするもの）
	10

	死　亡（事故発生後48時間以内に死亡したもの）
	20


（注）１　危険物取扱者の違反行為と事故が因果関係を有する場合には、当該事故の程度に応じ点数を加点するものとする。
２　人身事故の程度は、初診時における医師の診断に基づき分類する。

３　死傷者が２人以上の場合は、そのうち最も重いものにより加算する。
４　傷害に限り適用する。
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【関連】

○危険物の規制に関する規則
【様式】

様式第１（第３関係）　危険物取扱者違反速報書
様式第２（第３関係）　危険物取扱者違反措置確定書
様式第３（第３関係）　違反事項通知書
様式第４（第３関係）　受領書
様式第５（第３関係）　危険物取扱者違反処理報告書
様式第６（第３関係）　危険物取扱者違反処理報告書
様式第７（第３関係）　移動タンク貯蔵所の法令違反の通知について
様式第８（第３関係）　移動タンク貯蔵所の法令違反の通報について
様式第９（第６関係）　危険物取扱免状の返納命令について
様式第10（第６関係）　厳重注意書の交付について
第３章　救急業務
○東十勝消防事務組合救急業務実施規程
（昭和58年３月23日　訓令第１号）

改正

	昭和60年１月１日　訓令第１号

平成５年12月15日　訓令第５号

平成12年６月28日　訓令第１号

平成13年２月13日　訓令第１号
	平成13年３月22日　訓令第４号

平成15年11月20日　訓令第１号
平成18年１月18日　訓令第２号
平成21年３月13日　訓令第２号
	平成25年１月11日　訓令第１号

平成26年３月18日　訓令第１号


第１章　総則
（目的）

第１条　この規程は、消防法（昭和23年法律第186号。以下「法」という。）第35条の５の規定により行う救急業務及びこれに関連する業務等について必要な事項を定め、救急業務の能率的運営を図ることを目的とする。
（名称、配置及び出場区域）
第２条　救急隊の名称、配置場所及び出場区域については別表１による。
（用語の意義）

第３条　この規程における用語の意義は、次の各号に定めるところによる。
(1)　救急業務とは、法第２条第９項に定める業務をいう。
(2)　救急事故とは、法及び消防法施行令（昭和36年政令第37号。以下「令」という。）に定める救急業務の対象となる事故をいい、この業務の範囲は別表２に定めるところによる。
(3)　救急活動とは、救急業務を行うための行動又は医療用資器材等を輸送する行動で救急隊の出場から帰署までの一連の行動をいう。
(4)　救急自動車とは、救急業務を行う自動車をいう。
(5)　救急隊とは、救急業務を行う救急隊員（以下「隊員」という。）及び救急自動車の１隊をいう。
第２章　救急業務の責任
（救急業務の管理責任）
第４条　消防長は、この規程の定めるところにより、東十勝消防事務組合管轄の救急事情の実態を把握して、これに対応する救急業務の執行体制の確立を図るとともに、消防署長（以下「署長」という。）以下を指揮及び監督し、救急業務の万全を期さなければならない。
２　署長は、この規程の定めるところにより、所属職員を指揮及び監督して、執行体制の確立を図り救急業務の万全を期さなければならない。
（関係機関との連係）
第５条　署長は、救急業務に関係ある機関及び団体との連係を密接にし、救急業務の効率的な運営に努めなければならない。
第３章　救急隊等
（隊員の指定）
第６条　署長は、次の各号のいずれかに該当する消防吏員のうちから隊員を指定するものとする。
(1)　消防法施行令（昭和36年政令第37号）第44条第３項に掲げる者、及び救急業務実施基準（昭和39年３月３日自消甲教発第６号）第６条の規定のいずれかに該当する者のうちから救急隊員（以下「隊員」という。）を指定するものとする。
（救急隊長）
第７条　隊員のうち１人は救急隊長（以下「隊長」という。）とし消防副士長以上の階級にあるものを指定する。
２　隊長は、上司の命を受け隊員を指揮監督し、救急現場の状況を的確に把握するとともに、救急業務の円滑な遂行に努めなければならない。
３　隊長に事故あるときは、あらかじめ隊長において指定したものがこれを代理する。
（隊員の任務）

第８条　隊員は、隊長を補佐し適正な救急業務の遂行に努めなければならない。
（隊員の訓練）

第９条　署長は、隊員に対し救急業務を行うに必要な訓練を計画的に実施するものとする。
２　訓練区分は、個別訓練及び総合訓練とし、次の各号によるものとする。
(1)　個別訓練　　隊員として救急活動に必要な基本的技術を体得するために行うもの。
(2)　総合訓練　　救急隊として、救急活動に対応できる活動能力の向上を図るために行うもの。
（隊員の服装）
第10条　隊員が救急業務に出場する場合は、救急衣を着用し常に身体着衣の清潔保持に努めること。
２　隊員の服装等は東十勝消防事務組合消防吏員服制規則（昭和46年９月１日規則第11号）の定めによるものとする。
第４章　救急自動車
（救急自動車の要件）
第11条　救急自動車は「救急業務実施基準」（昭和39年３月３日付自消甲教発第６号通知）第９条に定める要件に適合するものであること。
（高規格の救急自動車の配置）
第11条の２　署長は、救急業務実施基準第９条の３に規定する救急自動車を配置するようにつとめるものとする。
（救急自動車の標示）

第12条　救急自動車には、組合名及び所属署名を標示するものとする。
２　救急自動車の標示方法については、別に定めるものとする。
（救急自動車に備える資器材）
第13条　救急自動車には、応急処置及び通信等に必要な資器材で別表３に掲げるものを備えるものとする。
２　署長は、前項に定めるもののほか、応急処置、通信及び救出等に必要な資器材で別表４に掲げるものを備えるよう努めるものとする。
第５章　救急活動
（応急処置）
第14条　救急活動は救命を主眼とし、傷病者の観察及び必要な救急処置等は「救急隊員の行う応急処置等の基準」（昭和53年消防庁告示第２号）に定めるところにより行うものとする。
（救急隊の出場）
第15条　署長は、救急事故が発生した旨の通報を受けたとき、又は救急事故が発生したことを知ったときは、当該事故の発生場所、傷病者の数及び傷病の程度等を確かめ直ちに救急隊を出場させなければならない。
（口頭指導）
第15条の２　署長は、救急要請時に、指令室又は現場出動途上の救急自動車等から、救急現場付近にある者に、電話等により応急手当の協力を要請し、その方法を指導するよう努めるものとする。
（観察及び判断）
第16条　隊長は傷病者の周囲の状況、救急事故の形態及び傷病者の状態を把握し、迅速かつ的確な判断に努めなければならない。
（傷病者の搬送）

第17条　傷病者の搬送に当たっては、傷病者の状態からみて搬送可能と認められる場合に限り当該傷病者を搬送するものとし、傷病者が複数の場合は症状が重いと認められる者を優先するものとする。
（医師の協力要請）

第18条　隊長は、次の各号に掲げる場合に限り医師の救急現場への出動要請をすることができる。

(1)　傷病者の状態から搬送することが生命に危険であると認められる場合
(2)　傷病者の状態からみて搬送可否の判断が困難な場合
(3)　傷病者の救助に当たり医療を必要とする場合
（搬送の制限）

第19条　隊長は、傷病者又はその保護者等関係者が搬送されることを辞退した場合、又は傷病者が明らかに死亡している場合、若しくは医師が死亡していると診断した場合は、当該傷病者を搬送してはならない。
２　隊長は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）第６条に規定する「１類感染症、２類感染症、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症、又は新感染症」に感染した疑いのある者を取扱い又は搬送した場合は、直ちに署長に報告するとともに隊員、車両及び積載品等の消毒を行い、当該傷病者に対する医師の診断結果を確認し、所要の処置をしなければならない。
３　隊長は、第１項により搬送しなかった場合は、その理由、状況等必要な事項を（様式第１号）により、当該傷病者又はその関係者の署名捺印を得ておくものとし、第２項ただし書きにより搬送した場合は、必要な事項を救急活動報告替（様式第２号）に記録しておくものとする。
（転院搬送）
第20条　現に医療機関にある傷病者を搬送（以下「転院搬送」という。）する場合は、当議医療機関の医師からの要請で、かつ搬送医療機関が確保されている場合に行うものとする。
２　隊長は前項の転院搬送を行う場合は、当該医療機関の医師等を同乗させるものとする。ただし、医師が同乗による病状管理の必要がないと認め、かつ搬送途上において相当な措置が講じられる場合に限り、医師等を同乗させないで搬送することができる。
（医師等の同乗要請）
第21条　隊長は次の各号に掲げる場合に限り、救急自動車への医師等の同乗を要請するものとする。
(1)　傷病者の搬送途上で容態の急変により、一時的医療処置を受けるために立ち寄った医療機関の医師が目的医療機関まで医療を継続する必要を認めたとき。
(2)　救急現場にある医師が医師の管理のもとに医療機関に搬送する必要を認めたとき。
(3)　前各号以外で隊長が傷病者の状態から医師の同乗が必要であると認めたとき。
（傷病者の引き渡し）
第22条　隊長は傷病者を搬送し医療機関に引き渡したときは、傷病者の状態、施した救急処置及び経過等を医師に告げるとともに救急搬送者概要書（様式第３号）に所要事項を記入し、かつこれを医師に提出し医師記載欄の記入及び署名捺印を受けるものとする。
（警察官との連係）
第23条　隊長は交通事故、加害事故等、警察機関に関係ある救急事故等の救急業務の実施に当たって必要があると認める場合は、警察官の協力を求めて行うとともに業務に支障のない範囲で現場保存等に留意し、捜査活動に協力するよう努めるものとする。
２　隊長は傷病者が錯乱、でい酔等のため自己又は他人の生命身体若しくは財産に危害を及ぼすと認められる場合には警察官を要請し、当該警察官と協力して救急業務を行うものとする。
（救急現場附近にいる者への協力要請）
第24条　隊長は救急現場において、法第35条の７により附近にいる者に対し協力を求める場合は、協力者の安全確保に特に留意するとともに協力を得た場合は、協力者の住所、氏名等を聴取し救急活動報告書に協力の概要とともに記録しておくものとする。
（家族への連絡）
第25条　隊長は傷病者の傷病状況等により必要があると認めるときは、その者の家族等に対し傷病の状況及び搬送先医療機関等を連絡するよう努めるものとする。
（関係者の同乗）
第26条　隊長は救急業務の実施に際し、傷病者の関係者又は警察官が同乗を求めたときは、つとめてこれに応ずるものとする。
２　隊長は未成年者又は意識等に障害がある者で、正常な意思表示ができない傷病者を搬送する場合は、保護者等関係者の同乗を求めるものとする。
３　隊長は関係者の同乗については、傷病者の管理に支障のない範囲にとどめるものとし、酩酊者等同乗者として適さない者は、同乗させないようにしなければならない。
（要保護者等の取扱い）

第27条　署長は、救急隊等によって医療機関に搬送した傷病者が生活保護法（昭和25年法律第144号）に定める被保護者又は要保護者と認められる場合は、関係町の長にその氏名、住所等を通知するものとする。
（医療用資器材等の輸送）
第28条　署長は、医療機関等から緊急に医療用資器材又は医療薬品等の輸送について要請のあった場合には、救急隊によって輸送させることができる。
第６章　救急自動車の取扱い
（消毒）
第29条　署長は、次の各号に定めるところにより、救急自動車及び積載品の消毒を行うものとする。
(1)　定期消毒　　　月２回
(2)　使用後消毒　　毎使用後
(3)　緊急消毒　　　隊長は、第19条第２項に該当する傷病者等を取扱った場合は、直ちに実施するものとする。
２　前項の消毒を実施したときは、その旨を消毒実施表（様式第４号）に所要事項を記入し、救急自動車内の見やすい箇所に標示しておくものとする。
第７章　救急業務計画等
（救急業務実施計画）

第30条　消防長は、特殊な救急事故の発生したときにおける救急業務の実施について計画を作成しておくものとする。
（救急調査）
第31条　署長は、救急業務の円滑を図るため管轄区域内について次の各号に定める調査を行うものとする。
(1)　地勢及び交通状況
(2)　救急事故が発生するおそれのある対象物の位置及び構造
(3)　医療機関の位置及び必要事項
(4)　その他必要と認める事項
第８章　普及業務
（応急救護知識技術の普及）
第32条　署長は、次の各号に定める内容に基づく応急救護知識技術等及び救急隊の利用に関して適正な普及に努めるものとする。
(1)　住民の相談に応じて必要な情報を提供すること。
(2)　傷病者を応急に救護するための必要な知識及び技術を普及すること。
（普及計画）
第33条　署長は、署の実情に応じた普及基本計画を立て普及業務を効果的に推進するものとする。
第９章　報告
（救急報告）
第34条　隊長等は、救急業務を行った都度その状況を救急活動報告書（様式第２号）により署長に報告するものとする。
２　署長は、救急業務の報告を受けたときは、次の各号により消防長に報告しなければならない。
(1)　救急救助事故即報　　火災、災害等即時報告要領（昭和８年４月23日付消防災第59号）の定めるところによる。
(2)　救急月報　　毎月の救急業務内容を救急月報（様式第５号）に基づき、翌月10日までに報告すること。
３　救急救命士は、救急救命士法第44条に定める救急救命士処置を行った場合は、同法第46条に基づき救急救命処置録（様式第６号）に記載し、署長に報告するとともに５年間保存しなければならない,

第10章　雑則
（その他）
第35条　この規程について必要な裏項は、消防長が別に定める。
附　則
１　この訓令は、昭和58年４月１日から施行する。
２　東十勝消防事務組合救急業務実施規程（昭和46年９月１日訓令第７号）は廃止する。
附　則（昭和60年１月１日訓令第１号）

この訓令は、公布の日から施行する。
附　則（平成５年12月15日訓令第５号）
この訓令は、平成６年１月１日から施行する。
附　則（平成12年６月28日訓令第１号）
この訓令は、平成11年７月１日から施行する。
附　則（平成13年２月13日訓令第１号）
この訓令は、平成13年４月１日から施行する。
附　則（平成13年３月22日訓令第４号）
この訓令は、平成13年４月１日から施行する。
附　則（平成15年11月20日訓令第１号）
（施行期日）
この訓令は、平成16年１月１日から施行する。

附　則（平成18年１月18日訓令第２号）
この訓令は、平成18年２月６日から施行する。
　　　附　則（平成21年３月13日訓令第２号）

　この訓令は、平成21年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成25年１月11日訓令第１号）

　この訓令は、平成25年１月15日から施行する。

　　附　則（平成26年３月18日訓令第１号）

　この訓令は、平成26年４月１日から施行する。

別表１

	名　　称
	配　　置
	出場区域

	幕別消防署救急隊
	幕別消防署
幕別消防署札内支署
幕別消防署忠類支署
	幕別消防署の管轄区域

	池田消防署救急隊
	池田消防署
	池田消防署の管轄区域

	豊頃消防署救急隊
	豊頃消防署
	豊頃消防署の管轄区域

	浦幌消防署救急隊
	浦幌消防署
	浦幌消防署の管轄区域


管轄区域内の救急隊が出場中又はその他の事由による場合は、近接の救急隊が出場する。
別表２
	種　　別
	摘　　要

	(1)　火災事故
	火災現場において直接火災に起因して生じた事故をいう。

	(2)　自然災害事故
	暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、噴火、雪崩、地すべり、その他の異常な自然現象に起因する災害による事故をいう。

	(3)　水難事故
	水泳中（(6)運動競技によるものを除く。）の溺者又は水中転落等による事故をいう。

	(4)　交通事故
	すべての交通機関相互の衝突及び接触又は単一事故若しくは歩行者等が交通機関に接触したこと等による事故をいう。

	(5)　労働災害事故
	各種工場、事業所、作業所、工場現場等において就業中発生した事故をいう。

	(6)　運動競技事故
	運動競技の実施中に発生した事故で直接運動競技を実施している者、審判員及び関係者等の事故（ただし、観覧中の者が直接に運動競技用具等によって負傷した者は含み、競技場内の混乱による事故等は含まない。）をいう。

	(7)　一般負傷
	他に分類されない不慮の事故をいう。

	(8)　加　害
	故意に他人によって傷害等を加えられた事故をいう。

	(9)　自損行為
	故意に自分自身に傷害等を加えた事故をいう。

	(10) 急　病
	疾病によるもので救急業務として行ったものをいう。

	(11) その他の事故
	転院搬送、医師、看護師搬送、医療資器材等の輸送その他のもの（傷病者不搬送件数のうち、(1)から(10)の救急事故に分類不能のもの及び誤報、いたずら等で救急事故等の不明なものを含む。）をいう。


別表３
	分　　類
	品　　名

	観察用資器材
	血圧計

血中酸素飽和度測定器

検眼ライト

心電計

体温計

聴診器

	呼吸・循環管理用資器材
	気道確保用資器材

吸引器一式

喉頭鏡

酸素吸入器一式

自動式人工呼吸器一式

自動体外式除細動器

手動式人工呼吸器一式

マギール鉗子

	創傷等保護用資器材
	固定用資器材

創傷保護用資器材

	保温・搬送用資器材
	雨おおい

スクープストレッチャー

担架

バックボード

保温用毛布

	感染防止・消毒用資器材
	感染防止用資器材

消毒用資器材

	通信用資器材
	無線装置

	その他の資器材
	懐中電灯

救急バック

トリアージタッグ

膿盆

はさみ

ピンセット

分娩用資器材

冷却用資器材


備考
１　気道確保用資器材は、経鼻エアーウェイ及び経口エアーウェイを含む気道確保に必要な資器材をいう。

２　吸引器一式は、吸引用カテーテルを含む口腔内等の吸引に必要な資器材をいう。

３　酸素吸入器一式は、酸素ボンベ、酸素吸入用鼻カニューレ及び酸素吸入用マスクを含む酸素吸入に必要な資器材をいう。

４　自動式人工呼吸器一式は、換気回数及び換気量が設定できるものとし、手動式人工呼吸器及び酸素吸入器に含まれる資器材と重複するものは共用できるものとする。

５　自動体外式除細動器は、救急救命士が使用するものについては、心電図波形の確認及び解析時期の選択が可能なものが望ましく、地域メディカルコントロール協議会の助言等に応じて備えるものとする。

６　手動式人工呼吸器一式は、人工呼吸用のフェイスマスクを含む手動による人工呼吸に必要な資器材をいう。

７　固定用資器材は、副子及び頸椎固定補助器具を含む全身又は負傷部位の固定に必要な資器材をいう。

８　創傷保護用資器材は、三角巾、包帯及びガーゼを含む創傷被覆に必要な資器材をいう。

９　感染防止資器材は、ディスポーザブル手袋、ディスポーザブルマスク、ゴーグル、N-95マスク及び感染防止衣を含む感染防止に必要な資器材をいう。

10　消毒用資器材は、各種消毒薬及び各種消毒器を含む消毒に必要な資器材をいう。
11　分娩用資器材は、臍帯クリップを含む分娩に必要な資器材をいう。

12　冷却用資器材は、ディスポーザブル瞬間冷却材等とする。　
別表４
	分　　類
	品　　名

	観察用資器材
	血糖値測定器

	呼吸・循環管理用資器材
	呼気二酸化炭素測定器具

自動式心マッサージ器

ショックパンツ

心肺蘇生用背板

特定行為用資器材

ビデオ硬性挿管用喉頭鏡

	通信用資器材
	携帯電話

情報通信端末

心電図伝送等送受信機器

	救出用資器材
	救命綱

救命浮環

万能斧

	その他の資器材
	汚物入

在宅療法継続用資器材

洗眼器

リングカッター


備考
１　自動式心マッサージ器は、地域の実情に応じて備えるものとする。

　２　特定行為用資器材は、救急救命士法施行規則（平成３年８月14日厚生省令第44号）第21条に定める救急救命処置に必要な資器材とし、地域メディカルコントロール協議会の助言等に応じて備えるものとする。

　３　ビデオ硬性挿管用喉頭鏡は、チューブ誘導機能を有するものとし、地域メディカルコントロール協議会の助言等に応じて備えるものとする。
　４　情報通信端末は、傷病者情報の共有や緊急度判定の支援等、救急業務の円滑化に資するための機能を有する資器材とし、地域の実情に応じて備えるものとする。

　５　心電図伝送等送受信機器は、地域の実情に応じて備えるものとする。

　６　在宅療法継続用資器材は、医療機関に搬送するまでの間において、在宅療法を継続するために必要な資器材とし、地域の実情に応じて備えるものとする。
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【関連】

○東十勝消防事務組合口頭指導に関する実施基準
○東十勝消防事務組合事後検証実施要領
【様式】
様式第１号（第19条関係）　傷病者搬送辞退確認書
様式第２号（第19条関係）　救急活動報告書
様式第３号（第22条関係）　救急搬送者概要書
様式第４号（第29条関係）　消毒実施表
様式第５号（第34条関係）　救急月報
様式第６号（第34条関係）　救急救命処置録
○行方不明者捜索出動実施要綱
（平成５年３月22日　要綱第１号）
行方不明者捜索出動実施要綱（昭和58年10月１日要綱第１号）の全部を改正する。
（趣旨）
第１条　消防に対して、消防組織法（昭和22年法律第226号）第１条に定める消防の任務にかかわらず、行方不明者（以下単に「行方不明者」という。）の捜索出動の要請があった場合は、迅速かつ適正に処理し、住民の信頼に応えられるよう必要な事項を定める。
（捜索出動と消防機関の立場）

第２条　管轄区域内に行方不明者がある場合、消防機関の出動は、組合構成町の長又は警察機関からの出動協力要請に基づき、消防の装備、人員をもって出動するものとする。
（出動の決定権者）
第３条　捜索出動の決定は、次のとおりとする。
(1)　決定権者は組合長とする。ただし、組合長が不在の場合は副組合長とする。
(2)　組合長、副組合長とも不在の場合は、消防長又は消防署長が組合長に代わって決定する。ただし、消防長又は消防署長も不在の場合は、当日の消防吏員の上級者が代わって決定する。
２　前項の決定にあたって消防団員を招集する場合は、消防団長（不在の場合は副団長、副団長も不在の場合は分団長）と協議するものとする。
（出動期間）

第４条　出動期間は暦日２日以内とする。ただし、特別な事情があり組合長が認めた場合は、この限りでない。
２　捜索は日の出から日没の時間内とする。ただし、緊急を要する場合、又は特別な事情がある場合は、この限りでない。
（費用の負担）

第５条　支出できる費用は、消防職・団員の旅費、費用弁償、手当、車両、通信、消防用機械、器具の修繕費及び燃料費とする。
２　前項の費用以外は、要請者側の負担とする。ただし、特別な事情があり組合長が認めた場合は、この限りでない。
（装備）
第６条　出動する消防職・団員には、危険防止を考慮し、捜索活動が十分できるような装備で出動させるものとする。
附　則
この要綱は、平成５年４月１日から施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合組合長の職務を代理する副組合長の順序に関する規則
○東十勝消防事務組合組合長の職務の委任規程
〇東十勝消防事務組合事務決裁規程
○応急手当の普及啓発活動の推進に関する要綱
（平成24年12月1日　要綱第４号）

応急手当の普及啓発活動の推進に関する要綱（平成９年９月18日　要綱第３号）の全部を改正する。

（目的）
第１条　この要綱は、住民に対する応急手当の普及啓発活動について、普及講習の実施方法、応急手当指導員の認定要件等必要な事項を定め、もって住民に対する応急手当に関する正しい知識と技術の普及に資することを目的とする。
（普及啓発活動の計画的推進）
第２条　消防長は、応急手当の普及啓発に関する計画を策定し、応急手当指導員の養成、普及啓発用資機材の配備などを図りつつ、住民に対する応急手当の普及啓発活動の計画的な推進に努めるものとする。

２　消防長は、応急手当の普及啓発活動を推進するにあたり、住民に対する応急手当の普及講習の開催、指導員の派遣等を行うとともに、デパート、旅館、ホテル、駅舎等多数の住民の出入りする事業所（以下「事業所」という。）又は自主防災組織その他の消防防災に関する組織（以下「防災組織等」という。）の要請に応じて、主として当該事業所の従業員又は防災組織等の構成員に対して行う応急手当の普及指導に従事する指導者の養成等に努めるものとする。

（応急手当の普及項目）

第３条　住民に対する応急手当の普及項目については、応急手当の必要性（心停止の予防等の必要性を含む。）のほか、心肺蘇生法（傷病者が意識障害、呼吸停止、心停止又はこれに近い状態に陥ったとき、呼吸及び循環を補助し傷病者を救命するために行われる応急手当をいう。以下同じ。）及び大出血時の止血法を中心とする。

（住民に対する普及講習の種類）

第４条　住民に対する講習は、次の各号に掲げる普及講習を実施するものとする。

（1）普通救命講習Ⅰ　別表１の基礎的な応急手当の知識と技術講習

（2）普通救命講習Ⅱ　別表１の２の基礎的な応急手当の知識と技術講習

（3）普通救命講習Ⅲ　別表１の３の基礎的な応急手当の知識と技術講習

（4）上級救命講習　　別表２の高度な応急手当の知識と技術講習

（5）救命入門コース　別表３の胸骨圧迫及びＡＥＤ取扱いを主にした講習

（6）一般救急講習　　住民からの要請により行う講習

（講習等）

第５条　消防長は、事業所、防災組織等及びその他の住民に対し、普通救命講習及び上級救命講習を計画的に実施するものとする。

２　消防署長（以下「署長」という。）は、前条に定める普通救命講習又は上級救命講習の受講を希望する者に、普通救命講習受講申請書（別記様式第１号）又は上級救命講習申請書（別記様式第２号）を提出させ受講させるものとする。

３　署長は、前項の講習を修了したときは、普通救命講習修了者名簿（別記様式第３号）又は、上級救命講習修了者名簿（別記様式第４号）により消防長に報告するものとする。

４　署長は、前条に定める救命入門コース及び一般救急講習について、事業所、防災組織等及びその他の住民からの要請に応じ随時実施するものとし、救急講習実施願書（別記様式第５号）を提出させ受講させるものとする。

（修了証等の交付等）

第6条 消防長は、応急手当指導員が指導する普通救命講習又は上級救命講習を修了した者に対し、それぞれの講習に対応した別記様式第６号、別記様式６号の２、別記様式第６号の３又は別記様式第７号に定める修了証を交付するものとする。

２　消防長は、応急手当普及員から申請があった場合は、当該応急手当普及員が指導する普通救命講習を修了した者に対し、それぞれの講習に対応した別記様式第６号の４、別記様式６号の５又は別記様式第６号の６に定める修了証を交付することができるものとする。

３　消防長は、修了証を交付したときは、交付を受けた者の氏名及び交付年月日等を普通救命講習修了証交付者名簿（別記様式第９号）又は上級救命講習修了証交付者名簿（別記様式第10号）に記録しておかなければならない。

　　なお、消防長が必要と認めて再交付をした場合においても同様とする。

４　消防長は、応急手当指導員や応急手当普及員（申請があった場合）が指導する救命入門コースを受講した者に対し、別記様式第８号に定める参加証を交付することができるものとする。

（応急手当指導員の認定等）

第７条　消防署が行う普通救命講習又は上級救命講習の指導（住民の要請に応じて消防署が指導者を派遣し、普及指導する場合を含む。）については、応急手当指導員がこれにあたるものとする。

２　応急手当指導員は、次の各号のいずれかに該当する者のうちから適任と認められる者について、消防長が認定する。

（1）次のア又はイに該当する者で別表４に定める応急手当指導員講習Ⅰを修了した者。ただし、アに該当する者で、応急手当指導員の資格認定を行う時点において、過去１年間に30時間以上の応急手当の普及啓発活動に従事していると認める者については、応急手当指導員講習Ⅰを免除することができる。

　　ア　救急救命士又は救急隊員の資格を有する者

　　イ　消防機関在職中に救急隊員の資格を有していた者

（2）前号以外の消防職員（応急手当の普及業務に関し、消防職員と同等以上の知識及び技能を有すると消防長が認める消防団員を含む。）又は消防職員であった者で別表５に定める応急手当指導員講習Ⅱを修了した者
（3）応急手当普及員の資格を有する者で別表６に定める応急手当指導員講習Ⅲを修了した者

（4）応急手当の普及業務に関し、前各号に掲げる者と同等以上の知識及び技能を有すると消防長が認める者
（応急手当指導員の養成）

第８条　消防長は、応急手当指導員の養成に努めるものとする。

２　消防長は、応急手当指導員講習を実施したのち、当該講習の修了者の住所地が管轄外にあるときは、当該修了者の住所地を管轄する消防本部の消防長に対して、当該講習を修了した旨を通知するものとする。

（応急手当指導員養成講習の講師）

第９条　消防長は、応急手当指導員養成講習の講師については、努めて医師、看護師、救急救命士又は応急手当指導員の資格を有する者で応急手当の指導に関して高度な技能と十分な経験を有する者をあてるものとする。

（応急手当指導員の認定証の交付）

第10条　消防長は、応急手当指導員として認定したときは、応急手当指導員名簿（別記様式第11号）に登録したのち、別記様式第12号又は別記様式第12号の２に定める認定証を交付するものとする。

　　なお、消防長が必要と認めて再交付をした場合においても同様とする。

　（応急手当指導員の資格の有効期限）

第11条　応急手当指導員の資格（第７条第２項第４号に定める者に関するものを除く。）については、資格認定日から３年（資格認定時に消防機関に在職していた者については、消防機関を退職した日から３年）で失効するものとする。ただし、失効前に別表７に定める応急手当指導員再講習を受講した者についてはさらに３年間有効とし、それ以降も同様とする。

　（応急手当普及員の認定等）

第12条　応急手当普及員は、主として事業所又は防災組織等において当該事業所の従業員又は防災組織等の構成員に対して行う普通救命講習の指導に従事するものとする。

２　応急手当普及員については、次の各号のいずれかに該当する者のうちから適任と認める者について、消防長が認定する。

（1）別表８に定める応急手当普及員講習Ⅰを修了した者

（2）次のアからウのいずれかに該当する者で別表９に定める応急手当普及員講習Ⅱを修了した者。ただし、ア又はイに該当する者で、過去２年以内に消防機関に在職していた者で普及啓発の業務に従事していたと認める者については応急手当普及員講習Ⅱを免除することができる。

　　ア　救急救命士の資格を有する者

イ　消防機関在職中に応急手当指導員の資格を有していた者

　　ウ　消防機関在職中に救急隊員の資格を有していた者

（3）応急手当の普及業務に関し、前各号に掲げる者と同等以上の知識及び技能を有すると消防長が認める者

（応急手当普及員の養成）

第13条　消防長は、応急手当普及員の養成講習を計画的に実施するものとする。

２　応急手当普及員養成講習の講師は第９条を準用する。

（応急手当普及員の認定証の交付）

第14条　消防長は、応急手当普及員として認定したときは、応急手当普及員名簿（別記様式第13号）に登録したのち、別記様式第14号の認定証を交付するものとする。

なお、消防長が必要と認めて再交付をした場合においても同様とする。

（応急手当普及員の資格の有効期限）

第15条　応急手当普及員の資格（第12条第2項第3号に定める者に関するものを除く。）については、資格認定日から３年で失効するものとする。ただし、失効前に別表10に定める応急手当普及員再講習を受講した者についてはさらに３年間有効とし、それ以降も同様とする。

２　消防長は、前項ただし書により応急手当普及員再講習の受講を希望する者に、応急手当普及員（再）講習受講申請書（別記様式第15号）を提出させるものとする

（認定の取消し）

第16条　消防長は、応急手当指導員及び応急手当普及員（以下「応急手当指導員等」という。）が応急手当指導員等としてふさわしくない行為を行ったときは、認定を取り消すことができる。

　（再交付）

第17条　消防長は、次の各号に掲げる修了証及び認定証を受けている者が、修了証及び認定証を紛失若しくは破損又は汚損し、再交付の要請があった場合には、修了証及び認定証再交付申請書（別記様式第16号）を提出させ再交付するものとする。

（1）普通救命講習修了者

（2）上級救命講習修了者

（3）応急手当指導員講習認定者

（4）応急手当普及員講習認定者

（応急手当指導員等の責務）

第18条　応急手当指導員等は、住民に対する普及講習が計画的かつ効果的に行えるよう、応急手当に関する知識、技術及び指導方法等について常に研鑚に努めるものとする。

２　消防長は、応急手当指導員等に対し、応急手当の知識・技術の維持及び救急医療の進歩にあわせた応急手当の普及指導に十分に対応できるよう、適宜再教育を行うよう配慮するものとする。

３　署長は、事業所又は防災組織等が応急手当の講習を行う場合に、応急手当普及員に対し講習内容、講習方法等について必要な助言を与え、当該講習が適正に行われるよう指導するものとする。

（普及啓発用資機材の整備）

第19条　消防長は、実情に応じ応急手当の普及啓発活動に必要な蘇生訓練用人形、訓練用自動体外式除細動器、指導用ビデオ等普及啓発用資機材の計画的な整備に努めるものとする。

（感染防止上の配慮）

第20条　署長は、応急手当の普及講習の実施にあたっては、応急手当を行う場合に係る感染防止上の留意事項についても指導を行うものとする。また、心肺蘇生法の実技実習を行う場合には、蘇生訓練用人形の消毒、減菌等の措置を行うものとする。

（関係機関との連携）

第21条　消防長は、住民に対する応急手当の普及啓発活動を効果的に行えるよう、応急手当の普及業務を実施している他の関係機関との連携協力に努めるものとする。

（実施細目）

第22条　この要綱の実施に関し、必要な事項は別に定める。

附　則
１　この要綱は、平成24年12月1日から施行する。
２　施行日において、既に応急手当指導員、応急手当普及員の認定を受けている者は、この要綱により実施しているものとみなす。
参考

｛平成23年８月31日　消防救第239号｝

別表１　

普通救命講習Ⅰ
	１　到達目標
	１　心肺蘇生法（主に成人を対象）を、救急車が現場到着するのに要する時間程度できる。

２　自動体外式除細動器（ＡＥＤ）について理解し、正しく使用できる。

３　異物除去法及び大出血時の止血法を理解できる。

	２　標準的な実施要領
	１　講習については、実習を主体とする。
２　１クラスの受講者数の標準は、30名程度とする。

３　訓練用資機材一式に対して受講者は５名以内とすることが望ましい。

４　指導者１名に対して受講者は10名以内とすることが望ましい。


	項　　目
	細　　目
	時間(分)

	応急手当の重要性
	応急手当の目的・必要性（心停止の予防等を含む）等
	１５

	救命に必要な応急手当

（主に成人に対する方法）
	心肺蘇生法
	基本的心肺蘇生法

（実技）
	反応の確認、通報
	１６５

	
	
	
	胸骨圧迫要領
	

	
	
	
	気道確保要領
	

	
	
	
	口対口人工呼吸法
	

	
	
	
	シナリオに対応した心肺蘇生法
	

	
	
	ＡＥＤの使用法
	ＡＥＤの使用方法(ビデオ等)
	

	
	
	
	指導者による使用法の呈示
	

	
	
	
	ＡＥＤの実技要領
	

	
	
	異物除去法
	異物除去要領
	

	
	
	効果確認
	心肺蘇生法の効果確認
	

	
	止血法
	直接圧迫止血法
	

	合計時間
	１８０


	備　考
	２年から３年間隔での定期的な再講習を行うこと。


別表１の２　

　普通救命講習Ⅱ

	１　到達目標
	１　心肺蘇生法（主に成人を対象）を、救急車が現場到着するのに要する時間程度できる。

２　自動体外式除細動器（ＡＥＤ）について理解し、正しく使用できる。

３　異物除去法及び大出血時の止血法を理解できる。

	２　標準的な実施要領
	１　講習については、実習を主体とする。
２　１クラスの受講者数の標準は、30名程度とする。

３　訓練用資機材一式に対して受講者は５名以内とすることが望ましい。

４　指導者１名に対して受講者は10名以内とすることが望ましい。


	項　　目
	細　　目
	時間(分)

	応急手当の重要性
	応急手当の目的・必要性（心停止の予防等を含む）等
	１５

	救命に必要な応急手当

（主に成人に対する方法）
	心肺蘇生法
	基本的心肺蘇生法

（実技)
	反応の確認、通報
	１６５

	
	
	
	胸骨圧迫要領
	

	
	
	
	気道確保要領
	

	
	
	
	口対口人工呼吸法
	

	
	
	
	シナリオに対応した心肺蘇生法
	

	
	
	ＡＥＤの使用法
	ＡＥＤの使用方法(ビデオ等)
	

	
	
	
	指導者による使用法の呈示
	

	
	
	
	ＡＥＤの実技要領
	

	
	
	異物除去法
	異物除去要領
	

	
	
	効果確認
	心肺蘇生法の効果確認
	

	
	止血法
	直接圧迫止血法
	

	
	心肺蘇生法に関する知識の確認（筆記試験）
	知識の確認
	６０

	
	心肺蘇生法に関する実技の評価（実技試験）
	シナリオを使用した実技の評価
	

	合計時間
	２４０


	備　考
	１　普通救命講習Ⅱは、業務の内容や活動領域の性格から一定の頻度で心停止者に対し応急の対応をすることが期待・想定される者を対象とすること。

２　普通救命講習Ⅱで行う筆記試験及び実技試験については、客観的評価を行い、原則として80％以上を理解できたことを合格の目安とすること。

３　２年から３年間隔での定期的な再講習を行うこと。


別表１の３　

　普通救命講習Ⅲ

	１　到達目標
	１　心肺蘇生法（主に小児、乳児、新生児を対象）を、救急車が現場到着するのに要する時間程度できる。

２　自動体外式除細動器（ＡＥＤ）について理解し、正しく使用できる。

３　異物除去法及び大出血時の止血法を理解できる。

	２　標準的な実施要領
	１　講習については、実習を主体とする。
２　１クラスの受講者数の標準は、30名程度とする。

３　訓練用資機材一式に対して受講者は５名以内とすることが望ましい。

４　指導者１名に対して受講者は10名以内とすることが望ましい。


	項　　目
	細　　目
	時間(分)

	応急手当の重要性
	応急手当の目的・必要性（心停止の予防等を含む）等
	１５

	救命に必要な応急手当

（主に小児、乳児、新生児に対する方法）
	心肺蘇生法
	基本的心肺蘇生法

（実技)
	反応の確認、通報
	１６５


	
	
	
	胸骨圧迫要領
	

	
	
	
	気道確保要領
	

	
	
	
	口対口（口鼻）人工呼吸法
	

	
	
	
	シナリオに対応した心肺蘇生法
	

	
	
	ＡＥＤの使用法
	ＡＥＤの使用方法(ビデオ等)
	

	
	
	
	指導者による使用法の呈示
	

	
	
	
	ＡＥＤの実技要領
	

	
	
	異物除去法
	異物除去要領
	

	
	
	効果確認
	心肺蘇生法の効果確認
	

	
	止血法
	直接圧迫止血法
	

	合計時間
	180


	備　考
	２年から３年間隔での定期的な再講習を行うこと。


別表２　
　　　上級救命講習
	１　到達目標
	１　心肺蘇生法を、救急車が現場到着するのに要する時間程度できる。

２　自動体外式除細動器（ＡＥＤ）について理解し、正しく使用できる。

３　異物除去法及び大出血時の止血法を実施できる。

４　傷病者管理法、副子固定法、熱傷の手当、搬送法等を習得する。

	２　標準的な実施要領
	１　講習については、実習を主体とする。
２　１クラスの受講者数の標準は、30名程度とする。

３　訓練用資機材一式に対して受講者は５名以内とすることが望ましい。

４　指導者１名に対して受講者は10名以内とすることが望ましい。


	項　　目
	細　　目
	時間(分)

	応急手当の重要性
	応急手当の目的・必要性（心停止の予防等を含む）等
	１５

	救命に必要な応急手当（成人、小児、乳児、新生児に対する方法）

	心肺蘇生法
	基本的心肺蘇生法(実技）
	反応の確認、通報
	２８５

	
	
	
	胸骨圧迫要領
	

	
	
	
	気道確保要領
	

	
	
	
	口対口人工呼吸法
	

	
	
	
	シナリオに対応した心肺蘇生法
	

	
	
	ＡＥＤの使用法
(成人に対する方法)
	ＡＥＤの使用方法(ビデオ等)
	

	
	
	
	指導者による使用法の呈示
	

	
	
	
	ＡＥＤの実技要領
	

	
	
	異物除去法
	異物除去要領
	

	
	
	効果確認
	心肺蘇生法の効果確認
	

	
	止血法
	直接圧迫止血法
	

	
	心肺蘇生法に関する知識の確認（筆記試験）
	知識の確認
	６０

	
	心肺蘇生法に関する実技の評価（実技試験）
	シナリオを使用した実技の評価
	

	その他の応急手当

	傷病者管理法
	衣類の緊縛解除
	１２０

	
	
	保温法
	

	
	
	体位管理
	

	
	外傷の手当要領
	包帯法
	

	
	
	副子固定法
	

	
	
	熱傷の手当
	

	
	
	その他の手当
	

	
	搬送法
	搬送の方法
	

	
	
	担架搬送法
	

	
	
	応急担架作成法
	

	合計時間
	４８０


	備　考
	１　上級救命講習は、業務の内容や活動領域の性格から一定の頻度で心停止者に対し応急の対応をすることが期待・想定される者も対象とし、この場合、２年から３年間隔での定期的な再講習を行うこと。

２　筆記試験及び実技試験については、客観的評価を行い、原則として80％以上を理解できたことを合格の目安とすること。


別表３　

　救命入門コース

	１　到達目標
	１　胸骨圧迫を、救急車が現場到着するのに要する時間程度できる。

２　自動体外式除細動器（ＡＥＤ）を使用できる。

	２　標準的な実施要領
	１　講習については、実習を主体とする。
２　訓練用資機材一式に対して受講者は５名以内とすることが望ましい。

３　指導者１名に対して受講者は10名以内とすることが望ましい。


	項　　目
	細　　目
	時間(分)

	応急手当の重要性
	応急手当の目的・必要性（心停止の予防等を含む）等
	９０



	救命に必要な応急手当

（主に成人に対する方法）
	心肺蘇生法
	基本的心肺蘇生法

（実技及び呈示)
	反応の確認、通報
	

	
	
	
	胸骨圧迫要領
	

	
	
	
	気道確保要領（呈示又は体験）
	

	
	
	
	口対口人工呼吸法（呈示又は体験）
	

	
	
	
	シナリオに対応した反応の確認から胸骨圧迫まで
	

	
	
	ＡＥＤの使用法
	ＡＥＤの使用方法(口頭又はビデオ等)
	

	
	
	
	ＡＥＤの実技要領
	


別表４　
応急手当指導員講習Ⅰ

	項　　　目
	時間(分)

	指導要領
	指導技法
	60
	435

	
	救命に必要な応急手当の指導要領
　心肺蘇生法に関する知識の確認（筆記試験）、

心肺蘇生法の指導に関する実技の評価（実技試験）

を含む
	240
	

	
	その他の応急手当の指導要領
	90
	

	
	各種手当の組み合わせ・応用の指導要領
	45
	

	効果測定・指導内容に関する質疑への対応
	45

	合計時間
	480


（注）

・「救命に必要な応急手当」とは、心肺蘇生法、止血法、（感染防止を含む）を意味する。

・｢その他の応急手当｣とは、傷病者管理法、外傷の手当要領、搬送法を意味する。

別表５　

応急手当指導員講習Ⅱ

	項　　　目
	時間(分)

	基礎的な知識技能
	基礎知識（講義）
	60
	480

	
	救命に必要な応急手当の基礎実技
	240
	

	
	その他の応急手当の基礎実技
	180
	

	指導要領
	基礎医学・資機材の取扱い要領・指導技法
	240
	840

	
	救命に必要な応急手当の指導要領
心肺蘇生法に関する知識の確認（筆記試験）、

心肺蘇生法の指導に関する実技の評価（実技試験）

を含む
	300
	

	
	その他の応急手当の指導要領
	180
	

	
	各種手当の組み合わせ・応用の指導要領
	120
	

	効果測定・指導内容に関する質疑への対応
	120

	合計時間
	１,440


（注）

・「基礎知識（講義）」とは、応急手当指導員（普及員）認定制度、応急手当の重要性、

応急手当の対象者等に関する知識を意味する。

・「基礎医学」とは、解剖・生理学・感染防止を意味する。

・「救命に必要な応急手当」とは、心肺蘇生法、止血法（感染防止を含む）を意味する。

・「その他の応急手当」とは、傷病者管理法、外傷の手当要領、搬送法を意味する。

別表６　

応急手当指導員講習Ⅲ

	項　　　目
	時間(分)

	基礎的な知識技能
	基礎知識（講義）
	60
	180

	
	救命に必要な応急手当の基礎実技
	60
	

	
	その他の応急手当の基礎実技
	60
	

	指導要領
	基礎医学・資機材の取扱い要領・指導技法
	60
	660

	
	救命に必要な応急手当の指導要領
心肺蘇生法に関する知識の確認（筆記試験）、

心肺蘇生法の指導に関する実技の評価（実技試験）

を含む
	300
	

	
	その他の応急手当の指導要領
	180
	

	
	各種手当の組み合わせ・応用の指導要領
	120
	

	効果測定・指導内容に関する質疑への対応
	120

	合計時間
	960


（注）

・「基礎知識（講義）」とは、応急手当指導員（普及員）認定制度、応急手当の重要性、

応急手当の対象者等に関する知識を意味する。

・「基礎医学」とは、解剖・生理学・感染防止を意味する。

・「救命に必要な応急手当」とは、心肺蘇生法、止血法（感染防止を含む）を意味する。

・「その他の応急手当」とは、傷病者管理法、外傷の手当要領、搬送法を意味する。

別表７

　応急手当指導員再講習

	項　　　目
	時間（分）

	救命に必要な応急手当の指導要領
	１２０

	その他の応急手当の指導要領
	１２０

	合計時間
	２４０


	備　考
	　本講習は、応急手当指導技能の維持・向上を図るものである。
　本講習においては、指導実技を実施させ、手順・要領が誤っているものについて重点指導する。また、想定課題に基づく指導要領について展示指導させ、誤っている部分について修正指導を行う。


(注)

・「救命に必要な応急手当」とは、心肺蘇生法、止血法（感染防止を含む）を意味する。

・｢その他の応急手当｣とは、傷病者管理法、外傷の手当要領、搬送法を意味する。

別表８　

応急手当普及員講習Ⅰ

	項　　　目
	時間(分)

	基礎的な知識技能
	基礎知識（講義）
	120
	540

	
	救命に必要な応急手当の基礎実技
	240
	

	
	その他の応急手当の基礎実技
	180
	

	指導要領
	基礎医学・資機材の取扱い要領・指導技法
	300
	780

	
	救命に必要な応急手当の指導要領
心肺蘇生法に関する知識の確認

（筆記試験）、

心肺蘇生法の指導に関する実技の評価

（実技試験）を含む
	360


	

	
	各種手当の組み合わせ・応用の指導要領
	120
	

	効果測定・指導内容に関する質疑への対応
	120

	合計時間
	1,440

	(注)


・「基礎知識（講義）」とは、応急手当指導員（普及員）認定制度、応急手当の重要性、

応急手当の対象者等に関する知識を意味する。

・「基礎医学」とは、解剖・生理学・感染防止を意味する。

・「救命に必要な応急手当」とは、心肺蘇生法、止血法（感染防止を含む）を意味する。

・「その他の応急手当」とは、傷病者管理法,外傷の手当要領、搬送法を意味する

別表９

　応急手当普及員講習Ⅱ

	項　　目
	時間(分)

	指導要領
	指導技法
	６０

	
	救命に必要な応急手当の指導要領
心肺蘇生法に関する知識の確認（筆記試験）、

心肺蘇生法の指導に関する実技の評価（実技試験）

を含む
	１８０

	合計時間
	２４０


(注)

・｢救命に必要な応急手当｣とは、心肺蘇生法、止血法（感染防止を含む）を意味する。

・指導要領には、感染防止及び効果測定を含むものである。

別表10

　応急手当普及員再講習

	項　　　目
	時間（分）

	救命に必要な応急手当の指導要領
	１８０

	合計時間
	１８０


	備　考
	　本講習は、応急手当指導技能の維持・向上を図るものである。
　本講習においては、指導実技を実施させ、手順・要領が誤っているものについて重点指導する。また、想定課題に基づく指導要領について展示指導させ、誤っている部分について修正指導を行う。


(注)

・「救命に必要な応急手当」とは、心肺蘇生法、止血法（感染防止を含む）を意味する。

【様式】

別記様式第１号（第５条関係）　普通救命講習受講申請書
別記様式第２号（第５条関係）　上級救命講習受講申請書
別記様式第３号（第５条関係）　普通救命講習修了者名簿
別記様式第４号（第５条関係）　上級救命講習修了者名簿
別記様式第５号（第６条関係）　普通救命講習修了証の様式
別記様式第５号の１（第６条関係）　普通救命講習修了証
別記様式第６号（第６条関係）　上級救命講習修了証
別記様式第７号（第６条関係）　普通救命講習修了者交付名簿
別記様式第８号（第６条関係）　上級救命講習修了者交付名簿
別記様式第９号（第10条関係）　応急手当指導員交付名簿
別記様式第10号（第10条関係）　応急手当指導員認定証（消防職（団）員用）
応急手当指導員認定証（消防職（団）員以外の者用）
別記様式第11号（第14条関係）　応急手当普及員交付名簿
別記様式第12号（第14条関係）　応急手当普及貫認定証の様式
別記様式第13号（第15条関係）　応急手当普及員（再）講習受講申請書
別記様式第14号（第17条関係）　修了証及び認定証再交付申請書
別記様式第15号（第23条関係）　応急手当指導員移転通知書
○東十勝消防事務組合口頭指導に関する実施基準
（平成19年６月１日　訓令第４号）

改正

	平成24年11月27日　訓令第１号
	


　東十勝消防事務組合口頭指導に関する実施基準（平成14年訓令第1号）の全部を改正する。

１　目的
この実施基準は、東十勝消防事務組合が行う救急現場付近にいる者に対する応急手当の口頭指導について、その実施方法等必要な事項を定め、もって救命効果の向上に資することを目的とする。
２　定義
この実施基準において、口頭指導、口頭指導員及び応急手当実施者の定義は次のとおりとする。
口頭指導　　　　　救急要請受信時に、消防機関が救急現場付近にいる者に、電話等により応急手当の協力を要請し、口頭で応急手当の指導を行うこと。
口頭指導員　　　　119番通報を受ける等の指令業務に従事している者の中で、別に定める口頭指導を行うための要件を満たす消防職員
応急手当実施者　　口頭指導員により口頭指導を受け傷病者に対し応急手当を施行する者（口頭指導員の口頭指導を施行者に伝える者も含む。）
３　口頭指導の指導項目
口頭指導を行う際の指導項目は次のとおりとし、東十勝消防事務組合で定めたプロトコールに基づき実施すること。
(1)　心肺蘇生法

(2)　気道異物除去法
(3)　止血法・指趾切断手当
(4)　熱傷手当

４　口頭指導の実施要領
(1)　指導実施及び中止の判断
口頭指導は、口頭指導員が要請内容から応急手当が必要であると判断した場合に実施する。

また、応急手当実施者が極度に焦燥し、冷静さを失っていること等により対応できない場合及び指導により症状の悪化を生じると判断される場合は中止する。
(2)　口頭指導員の要件
口頭指導員は、次のいずれかに該当する者をもって充てるものとする。
ア　救急救命士
イ　救急隊員の資格を有するもの
ウ　応急手当の普及啓発活動の推進に関する要綱（平成９年９月18日要綱第３号）に基づく応急手当指導員
(3)　口頭指導内容
口頭指導員は、口頭指導を行うに際し、既に救急隊が向かっている旨を伝える等応急手当実施者に安心感を持たせるとともに、原則として各別記のプロトコールの内容に従って指導するものとする。

ただし、口頭指導員のうち、上記(2)のア又はイの要件を満たす者は、症状の改善が期待できると判断した場合は、各別記以外の中毒等の処置について口頭指導を実施できるものとする。
(4)　119番回線の確保
119番回線を長時間占有することのないよう、一般回線より指令室又は救急隊からかけ直す等の対策を講じること。
(5)　その他実施上の留意事項
ア　口頭指導を実施すべき事案であると判断した場合は、各プロトコールに従って速やかに指導を行うものとする。
イ　口頭指導を実施する場合、その内容についても適切に伝達するものとする。
ウ　応急手当実施者以外に家族等がいる場合は、効果的な指導を実施するものとする。

エ　応急手当実施者が冷静さを失っている場合についても、適切な指導を行うものとする。
オ　口頭指導を実施する場合、感染防止上の留意事項についても配意した指導を行うものとする。

カ　口頭指導を実施した場合、出場中の救急隊に対してその内容について適切な方法により伝達するものとする。
５　口頭指導に係わる記録等
(1)　口頭指導員は、口頭指導を行った場合は、口頭指導記録簿（様式第１）に口頭指導を行った年月日、時刻、口頭指導員名、応急手当実施者、指導項目及び指導内容等の記録をしておくこと。

(2)　それらの記録をもとに研究会等を利用し、指導項目の改廃、プロトコールの改善を行い、常に口頭指導の高度化に努めること。
　　　附　則

　この訓令は、平成19年６月１日から施行する。

　　　附　則（平成24年11月27日　訓令第１号）
　この訓令は、平成24年12月１日から施行する。
別 記 １

心肺蘇生法の口頭指導プロトコール

成  人（１６歳以上）                                                           

小  児（１歳以上１６歳未満）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東十勝消防事務組合

乳  児（２８日以上１歳未満）

新生児（２８日未満）

別 記 ２

気道異物除去の口頭指導プロトコール

成  人（１６歳以上）                                                           

小  児（１歳以上１６歳未満）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東十勝消防事務組合

乳  児（２８日以上１歳未満）

新生児（２８日未満）


別　記　３

止血法・指趾切断口頭指導プロトコール

                                                           　東十勝消防事務組合
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【関連】

○東十勝消防事務組合救急業務実施規程
【様式】

様式第１（５関係）　口頭指導記録簿
○東十勝消防事務組合事後検証実施要領
（平成19年６月１日　要領第２号）

改正

　平成21年４月１日　要領第１号
　平成25年９月１日　要領第１号
東十勝消防事務組合「包括的指示下での除細動等」の実施に関する事後検証実施要領（平成16年要領第１号の全部を改正する。

１　事後検証の趣旨・目的

　　この要領は、救急救命士を含む救急隊員（以下「救急救命士等」という。）が救急活動の際に行った応急処置について、医師による専門的な立場から指導・助言を受けることにより、救急救命士等の応急処置の質を向上させ、地域のプレホスピタルケアの更なる向上を図ることを目的に、医学的観点からの事後検証を実施するため策定するものとする。

２　検証実施者

　　北海道救急業務高度化推進協議会で決定されている「メディカルコントロール（以下「ＭＣ」という。）検証医師」で、ＪＡ北海道厚生連帯広厚生病院及び社会福祉法人北海道社会事業協会帯広病院の救急担当医師に依頼実施する。

３　検証対象

　(１)　すべての心肺機能停止症例

　(２)　初診医において検証が必要と判断した症例

　(３)　十勝圏ＭＣ協議会が必要と認める症例

　(４)　消防長が必要と認める症例

４　検証内容（医学的観点）

　(１)　観察・判断・応急処置に対する所見

　(２)　医療機関の選定に対する所見

　(３)　指示・指導・助言の要請に対する所見
　(４)　指示・指導・助言に基づく対応に対する所見

５　心肺機能停止対応業務プロトコル
(１)　救急救命士等が行う救急救命処置のアルゴリズム及び救急救命処置業務務プロトコルは別記１、別記２のとおりとする。
(２)　救急救命士が実施する気管挿管のアルゴリズム及び気管挿管業務プロトコルは別記３、別記４のとおりとする。
(３)　非医療従事者による除細動実施後の救急活動は、別記５のとおりとする。

６　検証の手順

　(１)　対象症例に該当する事例について、月初め、15日を目途とし、毎月２回活動検証票（様式第１号）を上記２の検証実施者に送付するものとする。

　　　なお、活動検証票にある消防内部指導者については、消防長が指定するものとする。

　(２)　活動検証票を送付する際に、添付する書類は次のものとする。

　　ア　傷病者引継書（様式第２号）

　　イ　心電図データ等

　(３)　送付した活動検証票は、検証実施者から努めて迅速に返戻を受けるものとする。

　(４)　その他必要な手順については、検証実施者と協議の上、行うものとする。

７　事後検証結果の保管及び活用

　(１)　事後検証の結果を消防署救急課で隊毎に記録・保管するとともに、当該活動を行った救急隊（隊員）に対し、その結果を伝え、救急救命士等の研修・訓練に資するものとする。

　(２)　検証結果により、必要に応じ、症例研究の場等で医師から直接指導を受ける。

　(３)　検証結果を踏まえ、病院実習の際に有効的、重点的な研修を実施するものとする。

８　救急活動の事後検証を実施する上の留意点

　　傷病者のプライバシーの保護の観点から、検証を実施する際の活動検証票の取扱いについては、最大限の配慮を講じることとする。

９　北海道救急業務高度化推進協議会等との調整

　　本要領により事後検証を実施する中で、北海道救急業務高度化推進協議会並びに十勝圏ＭＣ協議会の動向において、必要により救急救命処置のプロトコル、活動検証票等の見直しを図るものとする。

10　補　則

　　この要領の施行に関し必要な事項は、消防長が別に定める。

　　附　則

　　この要領は、平成19年６月１日から施行する。

　　附　則（平成21年要領第１号）

　　この要領は、平成21年４月１日から施行する。
附　則（平成25年要領第１号）

　　この要領は、平成25年９月１日から施行する。
別記１
別記２
救急救命処置業務プロトコル
東十勝消防事務組合
Ⅰ 一次救命処置（成人）
1　反応、気道、呼吸及び循環（脈）の確認
(1)  反応の確認 

大声で呼びかけあるいは肩をたたいても何らかの応答や目的のある仕草がなければ反応なしとみなす。 

(2)  気道の確認及び確保 

常に傷病者の気道の状態について確認するとともに、良好な気道の確保に努めること。用手的な気道確保については、頭部後屈顎先挙上法又は下顎挙上法を行う。 

(3)  呼吸及び循環（脈）の確認 

呼吸があるか、脈拍を確実に触知できるかを、気道確保を含めて10秒以内に確認する。脈拍の確認は、成人では頸動脈で行うこと。脈拍の触知が困難な場合は、反応と呼吸のみで心停止を判断する。
心停止直後には、死戦期呼吸が認められることがある。この場合、呼吸停止として取り扱うこと。
(4)  反応の確認から呼吸、脈拍の確認までは複数の救急隊員が同時並行で行うことも考慮する。 

2　胸骨圧迫
(1)  実施要領 

ア　胸骨圧迫の位置は胸骨の下半分とし、目安としては「胸の真ん中」とする。 

イ　圧迫は、少なくとも5cm沈むまでしっかり圧迫し、毎分少なくとも100回の速さ(テンポ)で行う。
ウ　圧迫解除は、胸郭が元の位置に戻るよう圧迫を緩め、しかも掌が胸から離れぬようにする。
エ　胸骨圧迫は、原則中断してはならない。
(2)  胸骨圧迫実施上の注意事項
ア　やむを得ない中断：除細動器を用いて除細動する場合や、階段で傷病者を移動する場合などの特殊な状況でない限り、胸骨圧迫の中断時間はできるだけ10秒以内に止めること。
イ　質の相互評価：胸骨圧迫が適切に維持されるよう、胸骨圧迫開始後は早期に質の相互的評価を行い、継続的にＣＰＲの質を確保すること。特に疲労時、胸骨圧迫の深さ、速さが不十分になりやすいので注意すること。胸骨圧迫の評価は、圧迫の深さや速さで評価することとし、頸動脈等の脈拍では評価しないこと。
ウ　交代のタイミング：胸骨圧迫の交代要員がいる場合には、胸骨圧迫の担当を約2 分間おきに交代することが望ましい。なお、交代に要する時間は最小限とする。
エ　自動式心マッサージ器の使用：どのようなタイプの自動式心マッサージ器を使用するにせよ、その使用法に習熟し、装着前後にCPRの質の低下を来さないように注意する必要がある。また、自動式心マッサージ器による身体損傷が発生した場合は、十勝圏MC協議会で検討等を行なうこと。
3　気道確保
(1)  実施要領
ア　用手的気道確保
(ア)　頭部後屈顎先挙上法
傷病者の頭部を後屈させ、顎先を挙上させる。
(イ) 下顎挙上法
頭部後屈を行わず、下顎を挙上させる。
· 頸椎損傷が疑われる傷病者に対して行う。
イ 器具気道確保
(ア)　経口エアウェイ
意識のない、咽頭反射のない傷病者に使用可能。
(イ)　経鼻エアウェイ
意識のない、咽頭反射が残っている傷病者に使用可能。
※ 適正なサイズ選択を行う。
※ 頭蓋底骨折が疑われるときには挿入しない。
(2) 気道確保実施上の注意事項
ア  外傷などにより、頭頚部の非動化を要する場合、人手がある限り、用手的方法を優先する。下顎挙上法による気道確保が不十分、またはその実施が困難な場合は頸椎保護より気道確保を優先し、頭部後屈顎先挙上法を試みる。
イ  経口・経鼻エアウェイは、頭部後屈顎先挙上法や下顎挙上法によっても気道確保が不十分、又はその維持が困難な場合に使用する。なお、外傷部位及び出血等による禁忌があることに留意する。
4　人工呼吸（BVMを使用する場合）
(1) 実施要領
ア  胸の上がりが見える程度の換気量を１回１秒かけて送気する。
イ  呼吸はないが脈が触知できる場合は、人工呼吸のみを行う。10回/分程度（6秒に１回の割合）で、人工呼吸を繰り返す。この場合、約２分毎に脈が触知できることを（10秒以内で）確認する。
ウ  酸素を併用したBVM、手動引金式人工呼吸器あるいは自動式人工呼吸器を使用する場合も、上記の実施要領に準じ可能な限り高濃度酸素を用いて人工呼吸を実施する。  

(2) 人工呼吸実施上の注意事項 

ア  気道確保を正しく行い、胃に送気されないよう注意すること。
イ  人工呼吸の効果は、換気に伴う胸の上がりや換気抵抗、換気音の聴診等により確認する。
ウ  CPR中の酸素飽和度の数値は必ずしも低酸素を意味しない。
エ  気道抵抗があるときは再度正しい方法で気道確保を行うこと。これによっても尚、気道抵抗が有るときは、異物を疑うこと。
オ  呼吸を認めた場合、気道閉塞を助長しないように注意する。呼吸が不十分と判断した場合は補助呼吸を続ける。
5　心肺蘇生法
(1) ABCプロトコル（ABCの順番での活動）
対象：窒息を強く疑うCPA（食事・異物）、小児CPA、溺水CPA、外傷性CPA

接触時までに判断し活動を開始する（救助者が多い場合には臨機応変に実施）
ア　心肺停止の確認後、ただちに胸骨圧迫を開始する。
イ　気道確保（必要に応じ異物除去含む）を行いすぐに人工呼吸を実施する。
ウ　必要に応じて、器具気道確保指示要請を行う。
エ　気道確保介助、心電図波形確認、除細動などを行う。
(2) CABプロトコル（CABの順番での活動）
対象：その他のCPA

接触時までに判断し活動を開始する（救助者が多い場合には臨機応変に実施）
ア　心肺停止の確認後、ただちに胸骨圧迫を開始する。
イ　衣類を除去し、早期に除細動器を装着する。
ウ　除細動器装着後、直ちに心電図の解析を行い、必要に応じて除細動を行う。
(3) 実施要領
ア　反応の有無を確認した後、気道確保を含め呼吸及び脈拍の有無を10秒以内で判断すること。脈拍の有無は頸動脈等で行う。呼吸がなく脈拍が確実に触知できなければ心肺蘇生が必要である。また、脈拍の触知が困難な場合は、反応と呼吸のみで心停止を判断し、脈拍確認のために遅れることのないよう速やかに心肺蘇生を開始する。
イ　心停止と判断した場合、胸骨圧迫から開始し、ABCプロトコルでは気道確保・人工呼吸の準備が整い次第、２回の人工呼吸を行う。CABプロトコルでは除細動器装着を優先した上で気道確保・人工呼吸の準備を行う。
ウ　目前での心停止や有効な人工呼吸を伴う心肺蘇生から引き継ぐ場合については、胸骨圧迫から開始する。
エ　人工呼吸は、１回目の人工呼吸によって胸の上がりが確認できなかった場合は、気道確保をやり直してから2回目の人工呼吸を試みる。この場合でも胸骨圧迫の中断は10秒以内とする。2回の試みが終わったら（それぞれ胸の上がりが確認できた場合も、できなかった場合も）、それ以上は人工呼吸を行わず、直ちに胸骨圧迫を開始すること。
オ　換気抵抗が著しく異物による気道閉塞が考えられる場合は喉頭鏡を使用して異物の有無を確認する。
カ　胸骨圧迫30 回、人工呼吸2 回のサイクルを繰り返す。CPRは、充分な循環が戻る又は医師に引き継ぐまで継続する。
(4)  心肺蘇生法実施上の注意事項
ア　前記2-(2)胸骨圧迫実施上の注意事項および4-(2)人工呼吸実施上の注意事項に留意して実施すること。
イ　CPR中に傷病者の反応が出現または頸動脈の拍動を触知した場合は、心肺蘇生を中断する。呼吸状態の観察を行い必要に応じて気道確保、人工呼吸を実施する。再度の心停止に注意をはらう。
ウ  CPR中は、約2分ごとに心電図での波形確認を行い、心静止であれば直ちに胸骨圧迫からCPRを開始する。心静止以外であれば、同時に頸動脈の拍動を確認する。頸動脈の拍動を確実に触知する場合は、心拍が再開しているので、胸骨圧迫を中断する。拍動が確認できない場合は、必要に応じ除細動やCPRを実施する。
エ　搬出中における胸骨圧迫の中断は、状況に応じて最小限とすること。
(5)  その他
高度な低体温が疑われる傷病者の場合は、呼吸、脈の確認は30～60秒かけて行う。心停止が確認された場合には速やかにCPRを開始する。なお、循環の保たれている傷病者では、より愛護的に扱い、不用意な体動を避け保温に努めるとともに、医師にその具体的な発症状況等を伝え、指導及び助言を得ること。
6　電気的除細動
(1)  実施要領
ア　対象者
心臓機能停止傷病者
イ　除細動器による解析等
(ア)  一次救命処置を行うとともに、除細動器の電源を入れ、電極パッドを装着し、除細動器と電極パッドを接続する。
(イ)  パッドを装着後、波形確認し、解析を行う。なお、解析時期は、傷病者への応急手当実施状況によって異なる。救急救命士がいる場合、波形確認や解析結果の判断は救急救命士が行う。
a　解析結果が適応の場合
除細動実施時は、①自分、②その他の隊員・関係者等、③酸素離脱、④心電図波形の４点を確認して通電ボタンを押す。
b　解析結果が適応外の場合
心肺蘇生を継続、その他必要な処置を行い、医療機関に搬送する。
ウ　除細動実施後
(ア)  速やかに胸骨圧迫から心肺蘇生を再開して、約2分間もしくは除細動器が自動的に心電図の解析を始めるまで実施する。
(イ)  約2分間毎に心電図を確認し、必要に応じ除細動を行う。
(ウ)  心肺蘇生を継続、その他必要な処置を行い、医療機関に搬送する。
(エ)  救急救命士が搭乗していない救急隊の場合は、2回目以降の除細動に執着することなく傷病者の搬出を行うことが肝要であり、搬送開始が遅延することのないよう配慮すること。
(2)  電気的除細動実施上の注意事項 

ア　一般的留意事項
(ア)  除細動を行う場合は、傷病者の家族に対して説明を行い、了承を得る必要がある。
(イ)  傷病者の前胸部が濡れている場合は、乾いた布やタオルで水を拭いてからパッドを装着すること。
(ウ)  心静止のとき自動体外式除細動器のリード線等の確認は行うこと。
(エ)  搬送中に解析を行う必要がある場合は、障害信号（アーチファクト等）により正確な解析が行われないことがあるため、解析は車両を停車させて行うこと。
(オ)  心電図解析の直前まで心肺蘇生（特に胸骨圧迫）を継続し、中断から除細動までの時間を最小限とする。
(カ) 除細動に伴うスパークによって火災等が発生する可能性があることから、除細動時には、高流量・高濃度の酸素が傷病者の周囲に滞留しないよう充分配慮する。
イ  機器に関すること
(ア)  エネルギー量に関すること
a  単相性除細動器
救急救命士については、360J で除細動を行う。また、その他の救急隊員については、機器固有若しくは機器推奨のエネルギー量で行う。
b  二相性除細動器
救急隊員は、機器固有若しくは機器推奨のエネルギー量を用いて除細動を行う。
(イ)  公共施設等に設置しているAED が傷病者に装着されている場合、原則、救急隊が持参した上位機種の除細動器に変更すること。除細動実施が遅延しないように注意すること。
(ウ)  基本的には上位機種の除細動器の使用が望ましい。ただし、次のような除細動器の機能を有しているAEDについては、以下の確認を行い使用すること。
a  無脈性心室頻拍に対応していること
b  リアルタイムで心電図モニター表示が可能なこと
c  事後検証に必要な心電図記録が可能なこと
救急救命士が「手動解析のセッティング」が必要となる機種を使用するにあたっては、十勝圏MC医師(北海道救急業務高度化推進協議会ワーキンググループ委員(医師))が確認し、承認後に使用すること。なお、承認を得たAEDを救急救命士以外の運用に使用する場合は、「通常モード」への変更が必要となる。
ウ　指示、判断に関すること
(ア)  包括的指示に関すること
VF/Pulseless VT の出現時期や波形変化（心拍再開を含む）に関わらず、包括的指示による除細動は3回とする。ただし、現場滞在時間の延長や医療機関への搬送遅延につながってはならない。
(イ)  具体的指示に関すること
上記包括的指示による除細動実施後も、VF/Pulseless VT が継続している場合、あるいは疑わしい波形が継続している場合においては、医師にその具体的状況（他の救急救命処置実施状況、除細動実施回数、停車回数、病院到着時間等）を伝え指示を得るなど、医療機関到着までの時間を遅延させることがない救急活動を実施すること。
エ　パッドに関すること
(ア)  電極パッドに表示されている部位の皮膚に直接それぞれの電極パッドを貼付する。具体的な貼付位置は、右上前胸部(鎖骨下)と左下側胸部(左乳頭部外側下方)とする。
(イ)  代替的貼付位置として上胸部背面(右又は左）と心尖部に貼る方法も考慮する。
(ウ)  傷病者の皮膚に直接貼付し、密着させること。
(エ)  パッドを貼る場所に医療用の植え込み器具がある場合には、その部分を避けてパッドを貼ること。
(オ)  パッドを貼る場所に経皮的な薬剤パッチ（ニトログリセリン、ニコチン、鎮痛剤、ホルモン剤、降圧剤等）の貼付薬がある場合は、貼付薬を剥がし、薬剤を拭き取ること。
(カ)  胸毛が多い傷病者では、電極パッドを強く胸に押し付けても解析が進まなければ除毛、または代替的貼付位置を考慮すること。
(キ) 2枚の電極パッドは接触することなく貼付すること。
オ　特殊な状況
高度な低体温が疑われる傷病者で、VF/Pulseless VT が出現している場合、除細動は1回のみとし、2回目以降の除細動実施に関しては、医師にその具体的な発症状況等を伝え、指示を得ること。なお、傷病者が雪上や氷上に倒れている場合でも除細動器は使用できる。
Ⅱ　一次救命処置（小児、乳児）
　　定義
小児　：　１歳から思春期以前（15歳程度・中学生までが目安）
乳児　：　１歳未満
1 反応、気道、呼吸及び循環（脈）の確認
(1) 反応の確認 

成人に準拠する。
(2) 気道の確認及び確保 

成人に準拠する。
(3) 呼吸及び循環（脈）の確認 

小児、乳児の場合、呼吸数、10回/分以下の徐呼吸も、呼吸停止と同様に対応すること。充分な酸素投与や人工呼吸にもかかわらず、心拍数が60回/分以下でかつ循環が悪い（皮膚蒼白、チアノーゼ等）場合も心停止（心臓機能停止）と同様の状態と判断する。ただし、小児の場合は年齢別の呼吸数や心拍数に応じた判断をする必要がある。
脈拍の確認は、乳児の場合では上腕動脈を、小児では頸動脈もしくは大腿動脈の拍動を10秒以内で確認する。
2 胸骨圧迫
(1)  実施要領 

ア　胸骨圧迫の位置は胸骨の下半分とし、目安としては「胸の真ん中」とする。 乳児の場合の「胸の真ん中」の指標は、両乳頭を結ぶ（想像上の）線の少し足側（尾側）胸骨上とする。
イ　圧迫は、正しい速さで、深く、強く行う。 

ウ  小児の場合は、救助者の両手又は片手で、胸の厚さの1/3、少なくとも100 回/分の速さで行う。
エ  乳児の場合は、原則胸郭包み込み両拇指圧迫法、代替として、二本指圧迫法で行い、胸の厚さの1/3、少なくとも100 回/分の速さで行う。
オ  圧迫解除は、胸郭が元の位置に戻るよう圧迫を緩め、しかも掌(指)が胸から離れぬようにする。
カ  胸骨圧迫は、原則中断してはならない。
(2)  胸骨圧迫実施上の注意事項
成人の注意事項ア、イ、ウに従う。
3 気道確保
(1)  実施要領
成人の気道確保の実施要領に準拠する。
(2)  気道確保実施上の注意事項
成人の気道確保の注意事項に準拠する。
4 人工呼吸（BVMを使用する場合）
(1)  実施要領
ア　小児、乳児とも、胸の上がりが見える程度の換気量を１回１秒かけて送気する。
イ　呼吸はないが脈が触知できる場合は、人工呼吸のみを行う。小児、乳児の場合には、12回～20回/分（3～5秒に1回の割合）で、人工呼吸を繰り返す。この場合、約２分毎に脈が触知できることを（10秒以内で）確認する。
ウ  酸素を併用したBVM、手動引金式人工呼吸器あるいは自動式人工呼吸器を使用する場合も、上記の実施要領に準じ可能な限り高濃度酸素を用いて人工呼吸を実施する。  

(2)  人工呼吸実施上の注意事項 

成人の人工呼吸実施上の注意事項に準拠する。
5 心肺蘇生法
(1)  実施要領
成人の心肺蘇生法実施要領に準拠する。脈拍の確認は、乳児では上腕動脈等、小児では頸動脈又は大腿動脈等で行うこと。充分な酸素投与や人工呼吸にもかかわらず、心拍数が60回/分以下でかつ循環が悪い（皮膚蒼白、チアノーゼ等）場合も胸骨圧迫を開始すること。
また、救助者が１人の場合は、胸骨圧迫30回、人工呼吸2回のサイクルを、救助者が2人の場合は、胸骨圧迫15回、人工呼吸2回のサイクルを繰り返す。
新生児については胸骨圧迫3回、人工呼吸1回のサイクルで行うことも考慮する。
(2)  心肺蘇生法実施上の注意事項
成人の心肺蘇生法実施上の注意事項に準拠する。
6 電気的除細動
(1)  実施要領
成人の実施要領に準拠する。
(2)  電気的除細動実施上の注意事項
ア  一般的留意事項
成人の一般的留意事項に準拠する。
イ  パッドに関すること
(ア)  未就学児（小学校入学前）に対する除細動は、小児用パッドを用いて除細動を行うことを基本とする。しかし、小児用パッドがない場合や機器によって販売されていない場合など、小児用パッドが使用できない場合は、成人用パッドを用いた除細動を行うこと。
就学児以上の小児に対し小児用パッド（除細動エネルギー減衰機能を有するパッドを含む。）や小児用モードを使用しての除細動は行わないこと。
(イ)  成人用パッドと小児用パッドの適応年齢が成人、小児の年齢区分と異なることに注意する。
小児用パッドを用いて除細動を行うことを基本とする。しかし、小児用パッドがない場合や機器によって販売されていない場合など、小児用パッドが使用できない場合は、成人用パッドを用いた除細動を行うこと。ただし、小児用パッドを用いて成人用エネルギー量を通電することの弊害がある機種は、小児用パッドではなく成人用パッドを使用する必要がある。
(ウ)　その他、成人のパッドに関することに準拠するが、パッドの貼付位置は胸部前面と背面についても考慮する。  
	就学児以上
（小学校入学以降）
	未就学児
（小学校入学前）

	成人用パッド
	小児用パッド

	成人
（思春期以降（15歳越が目安）の年齢層とする）
	小児
（1歳から思春期以前（15歳程度・中学生までが目安）とする）
	乳児
（1歳未満）


Ⅲ　二次救命処置（救急救命処置）
1　器具気道確保（声門上気道デバイス）
(1)  対象者
心肺機能停止傷病者
(2)  確認事項
ア　救急救命士搭乗救急隊は、BVMと比べて確実な気道確保を必要とする場合や救急隊員が効率よく活動するために具体的指示を仰ぎ器具を用いた気道確保（以下、器具気道確保）の実施を原則とする。
イ　器具気道確保実施中も絶え間ない胸骨圧迫を継続し、やむを得ず中断する場合も胸骨圧迫中断は、10秒以内とする。
ウ　VF／PulselessVTでは約２分ごとの電気ショックの妨げにならないタイミングで行なう。
エ　器具気道確保で挿入から固定までに要する時間は60秒以内とする。なお、気道確保実施に伴う換気状態の確認は、人工呼吸時に併せて行うこととする。
オ　器具気道確保後は適切な換気が可能な場合は非同期で、それ以外は同期して行う。
カ　病態や体格に応じて声門上気道デバイスの種類を変更して再挿入する場合、1回までは包括的指示として実施することができる。
キ　サイズ変更や、移動時などで器具の位置が不適切となった場合、具体的指示を必要とせず再挿入することができる。
ク　新規資器材の導入に際しては、十分な知識とシミュレーションなどを用いた十分な修練をすること。
2　気管挿管
気管挿管プロトコルについては別記4を参照。
3　末梢静脈路確保
(1)  対象者
心肺機能停止傷病者
(2)  確認事項
ア　器具を用いた気道確保と同時に静脈路確保の具体的指示を仰ぐことができる。
イ　静脈路確保は車内収容前では２回（１回あたり60秒以内）までとする。なお、収容前に静脈路確保できなかった場合は、搬送中の救急車内において行う。
ウ　早期の静脈路確保が困難と判断した場合、薬剤投与対象年齢外（８歳未満）の場合、または薬剤投与認定救急救命士が未搭乗の場合は、搬送中の車内において実施する。
エ　穿刺部位の選択は、手背静脈、橈側皮静脈、尺側皮静脈、肘正中皮静脈、大伏在静脈、足背静脈のうち、静脈路確保確実と思われる血管を選択する。それ以外の場合は、上肢の末梢から順に、さらに下肢の末梢から順に選択する。留置針のゲージ数も必要に応じて変更する。
オ　特に指示がない場合、滴下速度は約100～200ml/h(約1～2秒に1滴)に維持する。
カ　継続的な静脈路の腫れ・漏れ、事故抜去について注意する。
キ　搬送に遅延が及ばない限り、あるいは搬送中の車内において危険がない限り静脈路確保に努める。
ク　感染に対するスタンダードプレコーション及び針刺し事故防止に努めること。
4  薬剤投与
(1)  対象者
８歳以上の心臓機能停止傷病者
(2)  使用薬剤及び投与経路
ア  薬剤は、１mg/１mｌに調整したプレフィルドシリンジのアドレナリンに限定する。
イ  薬剤の投与経路は経静脈とする。
ウ  救急救命士以外の医療従事者が確保した静脈路を使用し薬剤投与を実施する場合は、使用輸液を乳酸リンゲル液とする。
(3)  確認事項
ア  傷病者の観察経過において、対象・適応について確認する。
イ  薬剤投与の適応であった場合は、アドレナリンを準備する。

ウ　薬剤投与の指示要請は投与前とし、心停止状態および心電図波形を伝え指示を得る。

エ　指示受領後薬剤投与は、自己心拍再開時を除き約4分毎に3回まで行う。4回目以降は、病院までの所要時間等を勘案し、投与の可否、投与回数などについて医師の具体的指示を仰ぐ。
オ  プレフィルドシリンジを三方活栓などに接続した後にエア抜きを行い、アドレナリン（1㎎）を投与する。
カ  中心循環への薬物移行を促進するために、1分間全開滴下または20mlシリンジによる急速投与を行った後、維持輸液速度に調節する（北海道救急業務プロトコル　別紙　シミュレーター実験結果参照）。この際、穿刺部位の腫れ・漏れには十分注意する。
キ　薬剤を投与した際は、毎回静脈路を確保した血管を入念に観察し、薬液の漏れを意味する腫脹などがないかどうかを確認する。
ク　アドレナリンを投与する際のタイミングは電気ショックの直前または直後のどちらでもよいが、投与のために電気ショックが遅れたり、胸骨圧迫の中断が長引いてはならない。
(4)  アドレナリンによる合併症
ア  自己心拍再開後の血圧上昇と心拍数増加が心筋酸素需要増大を招き、心筋虚血、狭心症、急性心筋梗塞を引き起こす可能性がある。
イ  自己心拍再開後に、陽性変時作用による頻脈性不整脈を引き起こす可能性がある。
ウ  大量投与は蘇生後に神経学的予後が改善せず、蘇生後心筋障害を引き起こす可能性がある。
エ  静脈路確保が不確実な場合、薬液が血管外に漏れると局所の壊死を引き起こす可能性がある。
5　エピペンTM　
エピペンTMについては北海道救急業務プロトコルの「自己注射が可能なアドレナリン製剤の取扱要領」のとおりとする。ただし、実施上の注意事項として、有効期限が切れたエピペンのみ存在しているような緊急事態など、使用の判断に迷う場合は、必ず医師の指示・助言を仰ぐこととする。
6　心拍再開後の対応
心拍再開後の集中治療には呼吸・循環管理に加えて、低体温療法をはじめとする体温管理、急性冠症候群に対する再灌流療法などが含まれることから、心停止傷病者の搬送先決定にあっては、こうした集中治療が提供できる施設を優先的に考慮する。
別記３

別記４
気管挿管業務プロトコル
東十勝消防事務組合
　①硬性喉頭鏡による直視下気管挿管
　②ビデオ硬性挿管用喉頭鏡による気管挿管
	硬性喉頭鏡による直視下気管挿管
（別記3参照）
	ビデオ硬性挿管用喉頭鏡による気管挿管
（別記3参照）

	１　適用喉頭鏡
硬性喉頭鏡
２　対象救急隊員
（1） 気管挿管講習・実習終了した気管挿管認定救急救命士
（2） 平成16年度以降に実施される国家試験に合格し気管挿管実習を終了した気管挿管認定救急救命士
３　気管挿管の適応症例（Box1）
15歳以上の心肺停止（心臓機能停止かつ呼吸機能停止）傷病者のうち、以下の症例とする。
（1） 異物CPAで異物除去後もBVMでの換気抵抗があるもの
（2） LM等の気道確保で換気抵抗があるもの
（3） 口腔内に大量の液体等の異物があり、LM等の気道確保資器材では換気困難が予想されるもの
（4）　(1)～(3)以外で指示医師が気管挿管を必要と判断した症例（不適応症例を除く。）
４　気管挿管の不適応症例（Box1）
（1） 状況から頸髄損傷が強く疑われる事例（鈍的外傷による心肺機能停止傷病者を含む）
（2） 頭部後屈困難例
（3） 開口困難と考えられる例
（4） 喉頭鏡挿入困難例
（5） 喉頭鏡挿入後喉頭展開困難例
（6） その他の理由で声帯確認困難例
（7） 時間を要する、もしくは要すると考えられる例
（8） その他担当救急救命士が気管挿管不適と考えた例
５－１　医師の具体的指示（Box2）
（1） 気管挿管認定救急救命士は、傷病者の年齢、性別、適応の理由等の傷病者情報を指示医師に伝達し、指示を仰ぐこと。
（2） 全ての使用器材の準備を行った後に気管挿管を行うのではなく、使用の優先度に応じて順次準備を行い、時間短縮を図ること。
５－２　スニッフィングポジション（Box3）
　　枕などを使用しスニッフィングポジションをとる。
６　開口操作・喉頭展開（Box4）
　　クロスフィンガー法等で開口操作を行い喉頭鏡を挿入する。この時点で異物を確認したら吸引やマギル鉗子で除去する。
７　声門確認（Box5）
（1） 声門確認は、Cormack Gradeで判断する。
（2） 声門確認は30秒以内とする。
（3)  30秒以上要する場合は、吸引、スニッフィングポジションやBURP等を再度実施して、もう一度声門確認を行う。
（4） 一度目の声門確認でCormack Grade３以上の場合は、喉頭展開を中止し、ビデオ硬性挿管用喉頭鏡による気管挿管を含めた他の気道確保法も考慮する。
（5） 二度目の声門確認も30秒以内としCormack Gradeが２以上の場合は、喉頭展開を中止し、ビデオ硬性挿管用喉頭鏡による気管挿管を含めた他の気道確保法を考慮する。
８　気管内チューブの挿入・声門通過確認（Box6）
（1） 気管内チューブを補助者から受け取り、気管挿管する。
（2） 気管内チューブを気管に進め、先端が声門を通過したならばスタイレットを抜去する。スタイレットを入れたまま深く挿入すると気管損傷を起こす可能性があるので注意する。
（3） 気管内チューブの声門マーカー（マーカーのないチューブではカフ上１～２cm）まで挿入されたことを確認する。
９　カフにエア注入・喉頭鏡離脱（Box7）
（1） カフにエアを10ml注入する。チューブの位置移動ないことを確認する。
（2）喉頭鏡を離脱する。
（3）パイロットバルーンを確認。
（4） 切歯あるいは口角で気管内チューブ留置位置を確認する。これ以降、位置が変わらないように注意する。
10　１次確認（Box8）
（1） 胸骨圧迫を中断し、人工呼吸による胸の挙上、呼吸音の確認（心窩部、両側腋窩）を行う。チューブ内の水蒸気も確認する
（2） 胸壁の挙上とは、換気に伴って傷病者の前胸壁全体が均等に持ち上がる状態をいう。
11　問題点改善（Box9）
（1） 片肺挿管が疑われるときは、気管内チューブの固定、2次確認に進み早期に実施報告を行い指示を得ることとする。
（2）呼吸音が弱いなど気管内吸引が有効と思われるときは気管内吸引を試みる。
12　気管内チューブ固定（Box10）
　　気管内チューブの固定は専用固定器具の使用を推奨する。最終的な固定位置の確認を行う。頭頸部の可動に伴う固定器具のベルトなどの緩みに注意する
13  ２次確認（Box11）
（1） ２次確認は、食道挿管感知器（EDD）、呼気二酸化炭素検出器によって行うこと。EDDは、４秒以内の再拡張の場合はチューブが気管内に留置されていると判断する。EDDが非拡張で水分過多などが疑われるときは気管内吸引を試みる。
（2）１次確認及び２次確認のすべてを満たさない場合は、オンラインMC指示医師（以下「指示医師」という。）の指示・指導・助言を仰ぎ、それまでは気管挿管の成功と判断されない。ただし、気道緊急の状態が継続していることから、直ちに指示指導助言が得られないときは代替処置及び搬送などを同時に考慮すること。
（3） 連続波形による呼気二酸化炭素濃度測定は、気管内チューブが適切な位置にあることを確認し、モニタリングする際に最も信頼性のある方法である。よって今後気管挿管可能な高規格隊の資器材として整備することを推奨する。
14　気管挿管実施結果報告、搬出・搬送開始（Box12）
（1） 実施結果報告は、実施後速やかに指示医師に連絡すること。ただし、搬送が遅延しないようにする。
（2） ２回目の不成功の場合は、他の気道確保手段などについて指示医師の指示、指導・助言を仰ぐ。
15　問題点の改善が認められないとき（Box9）
（1） 気管内チューブ抜去（Box13）
（2） 不成功は何回目（Box14）
 １回目の場合、不成功の原因に応じてビデオ硬性挿管用喉頭鏡による気管挿管を含めた他の気道確保法も考慮する。
（3） 気管挿管の施行は、原則として硬性喉頭鏡、ビデオ硬性挿管用喉頭鏡使用下を合わせて最大2回までとする。
16　気管挿管再試行（Box15）
（1） 不成功の原因を考え、口腔内吸引の再実施、BURPの実施、喉頭鏡の挿入方向と深さの調節、スニッフィングポジションの修正やスタイレットの曲がりの調整などを考慮する。
（2） 必要に応じて指示医師の指示・指導・助言を求める。硬性喉頭鏡による直視下気管挿管プロトコルでは、ビデオ硬性挿管用喉頭鏡による気管挿管の施行も考慮する。
（3） 硬性喉頭鏡による気管挿管からビデオ硬性挿管用喉頭鏡による気管挿管に変更した場合は、当該プロトコルに従い活動する。
17　その他の補足
（1） 喉頭の解剖学的状況により、適切な器具を選択すること。
（2） 喉頭鏡を用いて事前に喉頭を観察することを妨げない。
（3） スニッフィング・ポジションを要する場合は、禁忌に注意すること。
（4） 全体を通じて、胸骨圧迫は可能な限り中断しない。やむを得ず中断する場合も、喉頭部視認やチューブ挿入の前後、チューブ位置確認など短時間（10秒以内）にとどめる。
（5） 気管挿管が完了した場合、絶え間ない胸骨圧迫の継続のため胸骨圧迫と人工呼吸は非同期で実施することを推奨する。
（6） リズムチェックや薬剤投与等の時間管理に留意すること。
（7） 気管挿管を行った場合は、常に傷病者の換気状態を注意すること。
（8） 搬送中に気管挿管の適応となる症例が発生したときは、指示医師に病院到着までの時間を含めた状況説明を行い具体的指示を得るとともに、気管挿管の実施は停車させて行うこと。なお、車両停車は資器材準備が完了し、開口操作から2次確認終了までとする。
（9） 気管内チューブを気管内に挿入中の、リズムチェックでVFを認めた場合は、1次確認、チューブの固定後に速やかに解析を行う。
（10） 気管挿管の合併症
ア　食道挿管
イ　片肺挿管
ウ　喉頭鏡あるいは気管チューブの過剰な力による歯牙損傷、上気道損傷
エ　無理な挿管操作あるいは正常咽頭反射による嘔吐と誤嚥
オ　挿管操作延長による低酸素血症
カ　頸椎症患者に対する過進展による頸椎骨折
キ　外傷症例において頸髄損傷の悪化
ク　低体温症例における気道刺激による心室性不整脈、心室細動の出現
ケ　気道刺激による迷走神経反射による徐脈
コ　無理な気管操作、過剰な加圧による気胸の発症、あるいは既存の気胸の増悪
	１　適用喉頭鏡
チューブガイド付きビデオ硬性挿管用喉頭鏡
２　対象救急隊員
気管挿管認定救急救命士でビデオ硬性挿管用喉頭鏡気管挿管講習・実習を終了した救急救命士
３　気管挿管の適応症例（Box1）
　左記と同じ。
４　気管挿管の不適応症例（Box1）
　　左記の(1) (2) (5)を除く。
５－１　医師の具体的指示（Box2）
　　　　左記と同じ。
６　開口操作・ブレード挿入（Box4）
　　クロスフィンガー法等で開口操作を行い喉頭鏡を挿入する。必要に応じ吸引を行う。
７　声門確認（Box5）
（1） 声門全体が確認でき、機器推奨の位置に合わせ声門を確認する。
（2） 声門確認は30秒以内とする。
（3） 30秒以上要する場合は、吸引、BURP等を再度実施して、もう一度声門確認を行う。
（4） 一度目の声門確認で声門が全く確認できない場合は、ビデオ硬性挿管用喉頭鏡による気管挿管を中止し、硬性喉頭鏡による直視下気管挿管を含めた他の気道確保法も考慮する。
（5） 二度目の声門確認も30秒以内とし機器推奨の位置で声門が確認できない場合は、ビデオ硬性挿管用喉頭鏡による気管挿管を中止し、硬性喉頭鏡による直視下気管挿管を含めた他の気道確保法を考慮する。
８　気管内チューブの挿入・声門通過確認（Box6）
（1） 気管内チューブを気管内に進める。
（2） モニター画面で気管内チューブの声門マーカー（マーカーのないチューブではカフ上１～２cm）まで挿入されたことを確認する。
９　カフにエア注入・喉頭鏡離脱（Box7）
（1） 左記に同じ。
（2）気管内チューブをしっかりと保持しつつ、モニター画面で留置位置を確認しながら、気管内チューブをチューブガイドから取り外し、ビデオ喉頭鏡を離脱する。
（3）左記に同じ。
（4） 左記に同じ。
10　１次確認（Box8）
（1） 左記に同じ。
（2） 左記に同じ。
11　問題点改善（Box9）
（1）左記に同じ。
（2）左記に同じ。
12　気管内チューブ固定（Box10）
　左記に同じ。
13　２次確認（Box11）
（1） 左記に同じ。
（2） 左記に同じ。
（3） 左記に同じ
14　気管挿管実施結果報告、搬出・搬送開始（Box12）
（1） 左記に同じ。
（2） 左記に同じ。
15　問題点の改善が認められないとき（Box9）
（1） 左記に同じ。
（2） 不成功は何回目（Box14）
    １回目の場合、不成功の原因に応じて硬性喉頭鏡による直視下気管挿管を含めた他の気道確保法も考慮する。
（3） 左記に同じ。
　　　 
16　気管挿管再試行（Box15)
（1） 不成功の原因を考え、口腔内吸引の再実施、BURPの実施、喉頭鏡の挿入方向と深さの調節などを考慮する。
（2） 必要に応じて指示医師の指示・指導・助言を求める。ビデオ硬性挿管用喉頭鏡による気管挿管プロトコルでは、硬性喉頭鏡による気管挿管の施行も考慮する。
（3） ビデオ硬性挿管用喉頭鏡による気管挿管から硬性喉頭鏡による気管挿管に変更した場合は、該当プロトコルに従い活動する。
17　その他の補足
(1)　左記に同じ。
(2)　左記に同じ。
(3)　左記に同じ。
(4)　左記に同じ
(5)　左記に同じ。
(6)　左記に同じ。
　(7)　左記に同じ。
　(8)　左記に同じ。
(9)　左記に同じ。
(10)　左記に同じ。


　　別記５中「ＭＣプロトコール」を「救急業務プロトコル」に改める。
別記５

非医療従事者による除細動実施後の救急活動

東十勝消防事務組合

非医療従事者による除細動実施後に、搬送救急隊（救急救命士非運用隊）が引継ぐ場合について、具体的ケース別活動方法

１　一般市民　→　救急隊

　　　救急隊は、一般市民の使用していたAEDを救急自動車積載の自動体外式除細動器（ＡＥＤ）に替えた後、北海道救急業務プロトコルに基づき、除細動を実施する。

なお、指示医師の指導・助言を求めることも考慮すること。

２　一般消防職員　→　救急隊（PＡ連携含む）

　　　救急隊到着までの間、一般消防職員は、持参した自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の取扱説明書及び音声ガイド等の指示（ＢＬＳリズム）に従い、実施することとし、救急隊到着まで心肺蘇生等の必要な応急手当を継続する。

　　　救急隊は、一般消防職員の使用していた自動体外式除細動器（ＡＥＤ）を救急自動車積載の自動体外式除細動器（ＡＥＤ）に替えた後、北海道救急業務プロトコルに基づき、除細動を実施する。なお、指示医師の指導・助言を求めることも考慮すること。

３　一般市民　→　一般消防職員　→　救急隊（PＡ連携含む）

　　　救急隊到着までの間、一般消防職員は、市民が使用していたＡＥＤを持参した自動体外式除細動器（ＡＥＤ）に替え、その取扱説明書及び音声ガイド等の指示（ＢＬＳリズム）に従い、実施することとし、救急隊到着まで心肺蘇生等の必要な応急手当を継続する。

　　　救急隊は、一般消防職員の使用していた自動体外式除細動器（ＡＥＤ）を救急自動車積載の自動体外式除細動器（ＡＥＤ）に替えた後、北海道救急業務プロトコルに基づき、除細動を実施する。なお、指示医師の指導・助言を求めることも考慮すること。

· 「救急隊員」とは、救急救命士資格を持たない救急専任及び兼任隊員をいう。

· 「一般消防職員」とは、救急隊員以外の消防吏員をいう。

· 「一般市民」とは、救急隊員及び一般消防職員以外の者をいう。

· 「ＡＥＤ」とは、一般市民向けの簡易型除細動器をいう。

· 「自動体外式除細動器」とは、救急救命士が使用する心電図表示機能を有する高機能型除細動器をいう。
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○東十勝消防事務組合医薬品等管理要領

（平成１８年　２月１８日　要領第１号）

改正　平成23年10月24日　要領第１号
１　趣旨

　　東十勝消防事務組合（以下「組合」という。）における、医薬品等（麻薬及び向精神薬を除く。）の管理については、薬事法（昭和３５年法律第１４５号）及びその他の関係法令等によるもののほか、この要領の定めるところによる。

２　定義

　　医薬品等とは、薬事法（昭和３５年法律第１４５号）第２条第１項に規定する医薬品のうち、救急救命士法施行規則第２１条第３号の規程で厚生労働大臣が指定した薬剤のほか、消防長が指定した救急消耗品とする。

３　医薬品等取扱管理者

（１）医薬品等の保管及び管理のため、消防署に主任医薬品等取扱管理者（以下「主任管理者」という。）及び、医薬品等取扱管理者（以下「取扱管理者」という。）を置く。

（２）主任管理者は、消防署長をもつてあてる。また、取扱管理者は消防署の警防課長をもつてあてる。

　（３）主任管理者は消防長の命を受け、取扱管理者に医薬品の管理等に関し、指導及び助言を行うことができる。

　（４）取扱管理者は、管轄消防署における医薬品等の管理全般に関し、指導及び助言を行う。

４　医薬品等取扱責任者

　（１）医薬品等の取扱いを徹底するため、医薬品等取扱責任者（以下「取扱責任者」という。）を救急隊配置消防署及び支署に置く。

　（２）取扱責任者は、消防署及び支署の救急係長をもつてあてる。

（３）取扱責任者は、医薬品等の在庫管理等を行う。

５　医薬品等の保管管理

（１）医薬品等は、事故防止のため、適正に保管し管理するものとする。

（２）医薬品等は、他の医薬品と区分して保管し管理するものとする。

（３）医薬品等は、施錠可能な保管庫等に保管し施錠するものとする。

（４）医薬品等の保管庫の鍵は、取扱責任者が管理しなければならない。

６　医薬品の定数保管

　（１）消防署及び支署は別表に定める医薬品を定数保管することとする。

　（２）取扱責任者は別表に基づく各数量の３分の１以下となった場合、取扱管理者を通じて主任管理者に医薬品等を申請し補充すること。

　（３）取扱責任者は、医薬品等の受領又は払出しがあつた場合は、別紙の医薬品等管理簿に記載すること。

　（４）取扱責任者は、毎月末に定数保管した医薬品等の種類及び数量の点検を行わなければならない。

７　医薬品等の事故の事後措置

　　取扱責任者は、保管する医薬品に盗難又は紛失等の事故が発生したときは、速やかに取扱管理者に報告し、その指示に従わなければならない。また、遅滞なく主任管理者に報告しなければならない。

　　　附　　則

　この要領は、平成18年４月１日から施行する。

　　　附　　則
この要領は、平成23年11月１日から施行する。

別　　表

東十勝消防事務組合医薬品管理要領６の（１）で定める医薬品等の数量

	医薬品名
	単　位
	幕別

消防署
	札内

支署
	忠類

支署
	池田

消防署
	豊頃

消防署
	浦幌

消防署

	エピネフリン
	アンプル
	１０
	１０
	５
	３０
	１０
	１０

	乳酸リンゲル液
	本
	６
	６
	４
	３０
	１０
	５

	留置針（１８Ｇ）
	本
	５０
	２０
	１０
	８０
	８０
	８０

	留置針（２０Ｇ）
	本
	５０
	２０
	１０
	８０
	８０
	８０

	留置針（２２Ｇ）
	本
	５０
	２０
	１０
	８０
	８０
	８０


　　　※　定数は救急車内の保管数を含む。

別　　紙

医　薬　品　等　管　理　簿

　

薬品名等　　　　　　　　　　　　
署・支署名　　　　　　　　　　　

	番号
	記載年月日
	受 入 れ 数
	使　用　数
	在　庫　数
	記載者氏名
	印

	１
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	

	１０
	
	
	
	
	
	

	１１
	
	
	
	
	
	

	１２
	
	
	
	
	
	

	１３
	
	
	
	
	
	

	１４
	
	
	
	
	
	

	１５
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【関連】

○東十勝消防事務組合救急業務実施規程
【様式】

様式第１号（６関係）　救急活動に対する指導（活動検証票）
様式第２号（６関係）　傷病者引継書
燃料電池発電設備





変　電　設　備





急 速 充 電 設 備





発　電　設　備





蓄 電 池 設 備





立　入　厳　禁





禁      煙


NO SMOKING





火気厳禁


DO NOT USE FIRE





危　険　物　品


持込み厳禁





喫　　煙　　所





少量危険物貯蔵取扱所


第　　類


最大数量


責 任 者





指定可燃物貯蔵取扱所


品　　名


最大数量


責 任 者








火　気　注　意





禁　　　　水





指　  定


可 燃 物





消　防　用　水





250ﾐﾘ





只今場内満員につき


しばらくお待ち下さい


“HOUSE FULL”


PLEASE WAIT A WHILE





この証票は、消防法第４条第２項、第16条の３の２第３項及び第16条の５第３項並びに第34条第２項に規定する立入検査を行なう消防職員が携帯する。


年　　月　　日交付


職�
氏　　　　　　　名�
�



�
�
�
※本証の有効期間は３年とする





(～445）





東十勝消防事務組合消防本部





東十勝消防事務組合消防本部





※２





※１





※５





※４





※３





反 応 が な い





１１９ 番　受  信


容  態  確  認





反 応 が あ る





心肺蘇生法を


知っている





心肺蘇生法を


実 施 す る








普段どおりの


呼吸がある





普段どおりの


呼吸がない





胸　骨　圧　迫





気　道　確　保


人　工　呼　吸





回 復 体 位





胸骨圧迫（３０回）と人工呼吸（２回）を、


救急隊が到着するまで、または傷病者


が動き始めるか、普段どおりの呼吸を


始めるまで繰り返し実施する。





呼　吸　観　察





※２　


・　正常な呼吸をしているかどうか、１０秒以内で胸や腹部の上がり下がりをみる。





※１


・安全で硬い床などの上に仰向けで寝かせる。





※３


（成人・小児）


・　胸の真ん中を手を重ねて、強く、早く、絶え間なく１００回のテンポで３０回圧迫する。


（乳児・新生児）


・　左右の乳頭を結ぶ線の少し足側を、指２本で強く、早く、絶え間なく１００回のテンポで３０回圧迫する。


（圧迫する強さ）


・　成人　：　５ｃｍ


・　小児・乳児・新生児　：　胸の厚さの1／3





※４


（成人・小児）


・　片手を額に当て、もう一方の手の人差指と中指の２本を顎先に当てて、頭を後ろにのけぞらせ、顎先を上げ気道を確保する。


・　気道を確保したまま、額に当てた手の親指と人差指で傷病者の鼻をつまむ。


・　口を大きく開けて傷病者の口を覆い、空気が漏れないようにして、息を１秒かけて吹き込み、傷病者の胸が上がるのを確認する。


・　一度口をはなし、同じ要領でもう１回吹き込む。


（乳児・新生児）


・　準備が出来次第、人工呼吸を開始する。


・　成人と同じ要領で行うが、口対口人工呼吸が実施困難な場合は、口対口鼻人工呼吸を行う。





※出来ない、ためらう場合は胸骨圧迫のみを行うよう指導する。

















※５


・横向きに寝かせ、下顎を前に出し、上側の手の甲に傷病者の顔をのせる。　上側の膝を約９０度曲げて、傷病者が後に倒れないようにする。

















※注意





心肺蘇生法を


実施しない








※注


・胸骨圧迫だけでも実施するよう指導する。

















※注意





心肺蘇生法を


知 ら な い





※４





※２





※３





※１





ない





ある





１１９ 番　受  信


容  態  確  認





気道異物の可能性





反 応 が あ る





反 応 が な　い





心肺蘇生法の　　　口頭指導をする








・ 咳嗽を促す　　　 


・ 背部叩打法





呼吸はあるか





成人・小児


・ 腹部突き上げ法


・ 背部叩打法


乳児・新生児


・ 背部叩打法


・ 胸部突き上げ法





※１


　・　食事中に喉を詰まらすなど気道異物を疑わせるエピソードがある場合が対象である。


※２


　・　呼吸ができなくなれば、呼吸がない指導をする。


※３


　・　異物が除去されるか、反応がなくなるまで実施。意識を失い反応がなくなった場合には、　　『反応がない』場合の指導（心肺蘇生法）を指導する。


　・　妊婦や高度肥満傷病者に対しては背部叩打法のみを指導する。


　・　立ち上がったり、起き上がれない傷病者には背部叩打法を指導する。


　・　乳児･新生児の背部叩打法は、救助者の片腕に児をうつ伏せに乗せ、手のひらで児の顔を支えながら、頭部が低くなるような姿勢にして突き出す。もう一方の手の付け根で、背中の真ん中を強く数回叩く。


　・　乳児・新生児の胸部突き上げ法は、救助者の片腕に児を仰向けで乗せ、手のひらで児の後頭部を支えながら、頭部が低くなるようにし、もう一方の手の指２本で胸の真ん中を力強く数回連続して圧迫する。


※４


　・　気道異物時の心肺蘇生法は、人工呼吸の際に口の中を確認し異物が見えたら除去する。








※２





※１





１１９ 番　受  信


容  態  確  認





外出血があり　　　　出血が持続している





出血部位を確認





直接圧迫止血法





※１


　・　動脈性、静脈性などの性状に区別なく、持続している外出血のすべて。





※２


　・　きれいなガーゼ、布などを重ねて傷口に当て、その上を手で圧迫する。


　・　大きな血管からの出血の場合、片手で圧迫しても止血しないときは、両手で体重を乗せながら圧迫止血をする。


　・　圧迫するガーゼや布が濡れてきた場合は、それらを取り除かず、新たなガーゼや布を重ね圧迫する。


　・　傷口が心臓より高い位置になるよう　　体位管理を指導する。


　・　感染防止に努めるよう指導する。








【止　血】





【切断指趾（肢）の保存】





止血法を実施した後





切断した部分の保存法





①　清潔なビニール袋を２枚用意する。


②　切断した部分を清潔なガーゼや布で包み、


１枚のビニール袋に入れ、封をする。


③　別のビニール袋に氷と水を入れ、その中に


切断した部分が入った袋を入れて縛る。　　
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消火薬剤無償詰め替え等申請書

　　　年　　　月　　　日　　


○○○消防署長

　　　　　　　　　　　様

		申請者　住所

		



		氏名

		



		電話

		





下記の火災により、私が所有する消火器を使用したので、消火薬剤の詰め替え等を申請します。

記


１　火災発生内容


		(1)　出火（覚知）日時

		　　　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分



		(2)　住所、名称

		





２　使用した消火器の種別等


		(1)　種別

		粉末（蓄圧、加圧）、強化液、その他（　　　　　　　　）



		(2)　型、本数

		型 、ℓ 、㎏

		本



		(3)　その他

		

		





		



		　消火薬剤無償詰め替え等が完了した消火器を受領しました。



		受領年月日

		年　　　　月　　　　日



		受領者氏名

		






